


 

 

序  文 

日本国政府は、バングラデシュ人民共和国政府の要請に基づき、同国の第５次多目的サイクロ

ンシェルター建設計画にかかる基本設計調査を行うことを決定し、国際協力事業団がこの調査を

実施しました。 

当事業団は、平成１５年３月８日から４月１９日まで基本設計調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、バングラデシュ国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調

査を実施しました。帰国後の国内作業の後、平成１５年７月５日から７月１２日まで実施された

基本設計概要書案の現地説明を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
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伝 達 状 

今般、バングラデシュ人民共和国における第５次多目的サイクロンシェルター建設計画基本設計

調査が終了いたしましたので、ここに最終報告書を提出いたします。 

 
本調査は、貴事業団との契約に基づき弊社が、平成１５年３月より平成１５年８月までの５.５

ヵ月にわたり実施いたしてまいりました。今回の調査に際しましては、バングラデシュ国の現状を

十分に踏まえ、本計画の妥当性を検証するとともに、日本の無償資金協力の枠組みに最も適した計

画の策定に努めてまいりました。 

 
つきましては、本計画の推進に向けて、本報告書が活用されることを切望いたします。 
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要  約 

バングラデシュ国（以下「バ」国）は、全国土面積の約 90％が、ガンジス川、ブラマプトラ

川、メグナ川等の大河が作り出す世界最大のデルタからなっており、そのほとんどが標高 10ｍ

以下の低平地である。このような地理条件から、同国における自然災害の中で、最も被害をもた

らすのは、洪水とサイクロンである。特に沿岸地域を中心とする高度危険地域（High Risk Area：

ＨＲＡ）では、過去にサイクロンによる暴風津波が押し寄せ、多くの人命、家畜、財産に被害が

生じており、1970 年には 30 万人、1991 年には 14 万人もの人命が失われる大災害となった。 

このようなサイクロン被害を最小限に押さえるために、サイクロンシェルター建設の緊急性が

高まり、国際機関や援助国及びＮＧＯ等が次々とサイクロンシェルターの建設を行ったが、十分

な共通認識と調整がないまま建設が行われた結果、適切な地域に建設されなかったり、防災施設

として十分機能しない等、種々の問題が生じた。かかる事態を回避しつつサイクロンシェルター

建設を効果的かつ効率的に実施するためには、「バ」国内の全体的かつ総合的な調整が必要との

認識に基づいて、1993 年７月、ＵＮＤＰと世銀の協力の下、多目的サイクロンシェルターに関

するマスタープラン「多目的サイクロンシェルター計画」が作成され、以後サイクロンシェルタ

ーの建設はこのマスタープランに準拠して行われることとなった。 

本マスタープランによれば、ＨＲＡは「バ」国内の 45 郡に広がり、その面積は 8,093ｋｍ２

で｢バ｣国全体の面積の 5.6％に相当し、2002 年における居住者数は約 640 万人に達しているもの

と試算されている。このＨＲＡにおいて、既存のシェルター及び避難に利用可能な公共施設や商

業建築物等による収容可能人口は 215 万人にとどまっていることから、残る 425 万人に対する防

災対策として、本マスタープランでは１棟当りの収容人数を約 1,750 人とするサイクロンシェル

ター約 2,500 棟の建設が計画されている。 

｢バ｣国政府は、本マスタープランで示された必要建設数（約 2,500 棟）に基づき、他ドナー及

びＮＧＯ等からの支援を受け、新たにサイクロンシェルターの建設に着手したが、我が国に対し

てもサイクロンシェルター建設に係る協力要請を行い、我が国もこれを受けて、1993 年から 1999

年まで４次にわたり、平常時には初等教育施設として利用できるサイクロンシェルターの建設に

つき無償資金協力を行った。この結果、合計 61 棟のサイクロンシェルターが建設され、1997 年

のサイクロン襲来時においては、多くの人命を救う一方、通常の洪水時にも避難場所として有効

に活用されるなど、多くの成果を上げている。 

しかしながら、必要建設数約 2,500 棟の内、他ドナー及び我が国の協力により 2003 年までに

完成したサイクロンシェルターは約 1,300 棟にとどまっており、今後更に約 1,200 棟の建設が必

要とされている。 

以上の背景から、「バ」国政府は、Chittagong、Cox’s Bazar、Noakhali、Feni 県のＨＲＡにお
ける初等学校兼用のシェルター39 棟の建設を計画し、この計画の実施に必要な資金について我

が国に第５次の無償資金協力を要請してきた。 
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この要請に対し、日本国政府はこれらのシェルターの建設についての必要性及び妥当性を検証

するため、基本設計調査の実施を決定し、国際協力事業団は 2003 年３月８日から４月 19 日まで

基本設計調査団を派遣した。 

調査団は、先方政府関係者との協議、サイト調査を実施し、帰国後調査結果を検討解析のうえ、

基本設計概要書を取りまとめた。この基本設計概要書説明のため、国際協力事業団は 2003 年７

月５日から７月 12 日まで調査団を派遣した。 

第５次計画として「バ」国より要請されたサイト候補地は Feni 県（Chhagolnaia, Sonagazi

郡の４ヵ所）、Cox’s Bazar 県（Chakaria,Teknaf,Cox’s Bazar Sadar 郡の７ヵ所）、Chittagong
県（Patiya,Sandwip, Miresharai,Banshkhali,Anowara 郡の 25 ヵ所）、Noakhali 県（Hatiya 郡

の３ヵ所）の 39 ヵ所であったが、基本設計調査ではこの内明らかにＨＲＡから外れている４サ

イトを対象外とし、また要請敷地内にシェルター建設中の１サイトを除外した残り 34 サイトを

対象として調査を行った。 

更に基本設計調査では、第１次～第４次計画の経緯・経験を踏えて、下記の「サイト選定基準」

について「バ」国側と合意し、この基準に基づき、サイト状況調査を実施し、国内解析を行った

結果、最終的に次頁の 20 サイトをサイクロンシェルター建設の適地と決定した。 

サイト選定基準 

1) 要請サイト内に政府の責任において運営・管理されている公立初等学校が存在する。 

2) 要請サイトが多目的サイクロンシェルター建設計画マスタープランで規定された高度危険地域

（ＨＲＡ）※1内に位置している。 

3) 原則的にサイトの周辺半径 1.5ｋｍ以内に、サイクロンの高波からの避難が可能な丘陵地や公共

建造物が存在しない。 

4) シェルターの建設に十分な敷地が確保され、その土地所有権が確保されている。ただし、施設建

設に十分な敷地がない場合でも、使用不能と判断された施設を撤去することにより敷地が確保さ

れるか、または、隣接地に追加土地収用が可能な場所で、かつバングラデシュ側により撤去工事、

追加土地収用が実施される確証を得られる場合を含む。 

5) 要請サイトが河川の河道変化によって浸食される可能性が低い。 

6) 「バ」国政府及び他の援助機関によって要請サイト及びその近隣にサイクロンシェルター建設が

計画されていない。 

7) 車輛によって建設資機材を建設場所まで運搬可能である。 

8) サイト内の初等学校に通学している児童及び教職員が本計画によって建設されるサイクロンシ

ェルターに配置される。 

9) 建設された施設及び設備を維持管理することのできる学校管理委員会が既に存在する。 

10) 要請サイトの周辺半径 0.3ｋｍ以内に、家畜等避難用のキラ※2があるか、または収用可能なキラ

建設用地があり、キラ建設に関しバングラデシュ側の確約が得られる。 
 

※1：サイクロン暴風津波の水深が 1ｍ以上に達し、大規模な洪水により人命が失われる可能性が高い地域 
※2：サイクロン襲来時に、一時的に家畜等を避難させる盛土地域 
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プロジェクト･サイト 

要請ｻｲﾄ 

No. 

新ｻｲﾄ 

No. 
県 郡 ユニオン 初等学校名 

6 V-1 Cox’s Bazar Chakaria West Boro Veola Ilishia GPS 

13 V-2 Chittagong Patiya Charlaksma West Charlaksma GPS 

14 V-3 Chittagong Patiya Char Patharghata Ichanagar GPS 

15 V-4 Chittagong Patiya Char Patharghata Char Patharghata GPS 

16 V-5 Chittagong Sandwip Haramina Kachhiapur GPS 

18 V-6 Chittagong Sandwip Musapur South East Musapur GPS 

19 V-7 Chittagong Sandwip Bauria Bauria G. K. GPS 

21 V-8 Chittagong Miresharai Katachhora Temuhani GPS 

22 V-9 Chittagong Miresharai Mayani Solaiman GPS 

23 V-10 Chittagong Miresharai Wahedpur Jafarabad GPS 

24 V-11 Chittagong Miresharai Mayani SM Hazipara GPS 

25 V-12 Chittagong Miresharai Durgapur Hazisorai GPS 

27 V-13 Chittagong Miresharai Sahebkhali East Sahebkhali GPS 

28 V-14 Chittagong Banshkhali Shilkup Munkirchar GPS 

29 V-15 Chittagong Banshkhali Katharia Modya Katharia GPS 

31 V-16 Chittagong Banshkhali Puichari Puichari Sultania GPS 

32 V-17 Chittagong Banshkhali Shadhanpur North Shadhanpur GPS 

35 V-18 Chittagong Anowara Burumchhora West Burumchhora GPS 

37 V-19 Noakhali Hatiya Burirchar Hornipalgram GPS 

38 V-20 Noakhali Hatiya Sonadia Purba Chanandi GPS 

【注】GPS：公立初等学校 
ユニオン:郡の下の地方行政単位 

本計画で建設する施設は、サイクロン襲来時にはシェルターとして利用するが、平常時におい

て施設を良好な状態に保ち、かつ施設を有効利用する方策を考慮する必要がある。そこで、初等

学校としての機能をも有する施設として計画することとした。 

更に、初等学校としての機能以外にも、集会所、簡易ヘルス・スポット、選挙投票所として利

用されることを想定した。ただし、初等学校以外の機能はあくまで副次的な機能として位置付け

ることとし、施設の設計面で特別の配慮は行なわないこととした。 

また、施設の意匠及び構造に関しては、第１次～４次計画の経緯・経験、事後評価調査等のレ

ヴュー等を踏まえ、施設の機能、構造、建設コスト等に十分配慮した施設計画・設計を実施した。 

本計画のあらましは次のとおりである。 
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１）シェルター建設棟数 ： 20 棟 

２）施設のレイアウト ： ２階建て構造とし、１階部分はピロティー（開放）とする。 

  ２階部分には、教室、教員室（１室）、倉庫（１室）、便所（男

女別）を設置する。各サイトの状況に応じて、３教室タイ

プ（８棟）、４教室タイプ（５棟）、５教室タイプ（７棟）

の３タイプを設定する。屋階部分は２階部分同様に避難場

所として利用する。 

３）躯体構造 ： 鉄筋コンクリート造（壁はレンガ積み） 

４）面積 ： 

床面積表（ｍ２） 

教室タイプ 
１階 

(ピロティー) 
２階 屋階 計 棟数 

教室ﾀｲﾌﾟ別総

延床面積 

３教室タイプ 264.6 269.68 32.38 566.66 8 4,533.28 

４教室タイプ 275.1 297.68 32.38 605.16 5 3,025.80 

５教室タイプ 319.2 341.78 32.38 693.36 7 4,853.52 

計 20 12,412.60 

５）高さ ： ２階の高さは地上より 4.0ｍ、5.0ｍ、6.5ｍ（３タイプ） 

  屋上は、２階床高より 3.3ｍ 

６）サイクロン襲来時の避難者収容人数： 

教室タイプ 室内(人) 屋上(人) 計(人) 

３教室タイプ 1,273 426 1,703 

４教室タイプ 1,435 358 1,793 

５教室タイプ 1,663 418 2,081 

 

なお、サイクロンシェルターに付随して必要とされるキラの建設に関しては、｢バ｣国

側の負担により実施されるが、その規模設定にあたっては、各サイトのシェルター収容

可能人数及びサイクロン時の潮位に留意する。 

また、初等学校施設としての規模の決定では、現在の児童数を考慮した教室数を有すること

として、各サイトの全児童数を調査し、授業が２部制で行なわれていることを考慮し、１シフト

当りの最大教室数を求め、教室の配置を３教室、４教室及び５教室の３タイプに区分することと

した。その詳細は次のとおりである。 
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１）教室及び教員室 

サイト No. 教室タイプ 教員室 

V-1 ５教室 １室（６人用） 

V-2 ４教室 １室（５人用） 

V-3 ４教室 １室（５人用） 

V-4 ５教室 １室（６人用） 

V-5 ３教室 １室（４人用） 

V-6 ５教室 １室（６人用） 

V-7 ５教室 １室（６人用） 

V-8 ３教室 １室（４人用） 

V-9 ３教室 １室（４人用） 

V-10 ３教室 １室（４人用） 

V-11 ３教室 １室（４人用） 

V-12 ３教室 １室（４人用） 

V-13 ４教室 １室（５人用） 

V-14 ５教室 １室（６人用） 

V-15 ５教室 １室（６人用） 

V-16 ３教室 １室（４人用） 

V-17 ４教室 １室（５人用） 

V-18 ５教室 １室（６人用） 

V-19 ３教室 １室（４人用） 

V-20 ４教室 １室（５人用） 

２）家具・備品類 

家具・備品類は学校用備品類として整備する。 

（１教室、１教員室当り） 

室名 家具・部品類 仕様 数量 

児童用 机及び椅子 ｽﾁｰﾙ製 １組３人用 17 組 

教員用 机及び椅子 ｽﾁｰﾙ製 １人用 １組 教室 

黒板（2400ｍｍ×1200ｍｍ） 木製 １枚 

教員用 机及び椅子 ｽﾁｰﾙ製 １人用 教室数＋１組 
教員室 

黒板（1200ｍｍ×900ｍｍ） 木製 １枚 

３）給排水設備 

給排水設備は次のとおり。 
（20棟当り） 

 仕様 数量 

井戸 
深さ約 300ｍ、掘削孔径 150ｍｍ、 
グラベルパッキング及びシーリング 

20 井 

揚水ポンプ タラポンプ-Ⅱ、楊程 35ｍ 20 セット 

砒素処理装置 樹脂吸着式、処理量 160 ﾘｯﾄﾙ/時 
砒素検出されたサイト
のみ（最大９セット） 

浄化槽 レンガ構造 5,740ｍｍ×2,000ｍｍ×2,925ｍｍ 20 槽 
浸透桝 レンガ構造 円形 D＝1.5ｍ 20 桝 
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本計画の実施期間は、実施設計 7.5 ヵ月と施工 12 ヵ月の計 19.5 ヵ月からなり、実施に要

する概算総事業費は、8.58 億円（日本側：7.00 億円、「バ」国側 1.58 億円）が見込まれる。 

本計画の実施体制については、地方自治・地域開発、組合省（Ministry of Local Government 

Rural Development and Cooperatives：ＭＬＧＲＤ&Ｃ）が主管官庁となり、その下部機関で

ある地方自治技術局（Local Government Engineering Department：ＬＧＥＤ）が実施機関と

なる。 

ＬＧＥＤは、地方におけるあらゆる公共土木事業と公共建築事業を管轄し、公立初等学校

の建築及び修理、並びに庁舎、公務員住宅の建築も実施している。また、我が国の無償資金

協力によるサイクロンシェルター建設計画においては第１次～第４次までの実施機関として

61 棟のサイクロンシェルターを完成させた。このように、ＬＧＥＤは高い技術力を有してい

るだけでなく、過去４次に渡り、同種の案件を経験していることから、実施機関としても十

分な能力を備えている。 

施設完成後の運営・維持管理については、平常時はシェルターを主に初等学校として使用

するため、初等・大衆教育省（Ministry of Primary and Mass Education:ＭＯＰＭＥ）が基

本的に主管官庁となり、その下部機関である初等教育総局（Directorate of Primary 

Education：ＤＰＥ）が実際の運営にあたる。しかしながら、第１次～第３次計画の事後評価

のレヴュー及び今次のサイト状況調査により、維持管理が十分に行なわれていないことが確

認された。よって本計画においては、ＤＰＥが主体的に従前どおり維持管理を行なうが、Ｌ

ＧＥＤも郡レベルに配置している技師に各サイトを定期的にモニタリングさせることにより、

平時における維持管理の責任の一端を担うこととする。 

また、サイクロン襲来時には、ＤＰＥのみならず防災管理・救援省（Ministry of Disaster 

Management and Relief：ＭＤＭＲ）の管轄下にあるサイトレベルの各防災管理委員会が主体

となって、周辺住民のシェルターへの誘導、避難時の安全管理等に積極的に関与することに

なる。 

施設の日常的な清掃、簡易なスペア･パーツ等の交換等は、学校管理委員会（School 

Management Committee：ＳＭＣ）及び郡初等教育委員会があたり、壁の補修等についてはＤ

ＰＥがＬＧＥＤに委託して実施することとなる。また、日常の維持管理の予算は、財源が不

安定であるため、教育セクターの予算とは別枠でＬＧＥＤが 30,000TK/校/年の予算を確保す

る。 

本計画の実施により以下の効果が期待される。 

･ サイクロン時の避難可能人口の増加 

本計画のシェルター20 棟の建設により、サイクロン暴風津波の緊急時にはＨＲＡに住む

約 37,000 人以上が避難可能となり、生命の危険から開放され、安心して生活を営むこと

ができるようになる。 
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･ 教室不足・過密状況の改善 

本件全対象サイトにおける初等学校20校には十分な教室数が確保できておらず、現状は、

１教室当たりの児童数の平均が Cox’s Bazar 県（1 サイト）では 58 名、Chittagong 県（17
サイト）では 57 名、Noakhali 県（２サイト）では 77 名となっており、各サイトの教室

は過密状態となっている。サイクロンシェルターとして建設された建物を平常時に初等

学校として活用することにより対象となるサイトの使用可能教室数が増える結果、１教

室当たりの児童数がそれぞれCox’s Bazar県では44名、Chittagong県では36名、Noakhali
県 44 名にまで改善することができる。 

･ 学習環境の改善 

対象サイトにおける初等学校の中には、校舎の老朽化による柱や天井の表面剥離などが

発生し、危険な状態になっている学校がある。新たなサイクロンシェルター兼初等学校

が建設されることにより、安全な学習環境を提供することができる。 

･ 施設の多目的利用 

本計画により建設されたサイクロンシェルターは初等学校として兼用されるが、現地調査

の結果から集会所、簡易ヘルス・スポット、選挙投票所といったその他の多目的利用の可

能性も住民の意見として出されている。平常時にもより多くの地域住民に公共施設として

利用されることにより、地域社会活動の促進にも寄与することが期待できる。 

以上の効果は｢バ｣国の国家開発計画の重点項目である防災対策、教育振興に対応したもの

であり、本計画を我が国の無償資金協力により実施することは妥当であると判断される。 
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第１章  プロジェクトの背景・経緯 



1-1 

第1章 プロジェクトの背景・経緯 

１－１ 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

1-1-1-1 サイクロンシェルターの現状と課題 

バングラデシュ国（以下「バ」国）は、世界最大のデルタ地域に位置し、国土の殆どが

標高10ｍ以下の低平地からなっている。 その中でもベンガル湾に面した沖積低地帯では、

度重なるサイクロンの襲来により、過去多くの人命、家畜、財産が失われてきた。特に1991

年４月のサイクロンでは約14万人の人命が失われ、サイクロンシェルター建設の必要性が

高まり、国際機関、援助機関及びＮＧＯによる建設が始められた。 

しかしながら、これらの建設計画は、全体計画が不明確で、各機関の十分な共通認識と

調整がないまま建設が行われた結果、適切な地域に建設されなかったり、防災施設として

十分機能しない等、種々の問題が発生した。かかる事態を回避しつつサイクロンシェルタ

ー建設を効果的かつ効率的に実施するためには、「バ」国内の総合的な建設計画の策定が

必要との認識に基づいて、1993年７月ＵＮＤＰと世銀の協力により「多目的サイクロンシ

ェルター計画」に関するマスタープランが作成され、以後サイクロンシェルターの建設は

このマスタープランに準拠して実施されることとなった。 

本マスタープランにおいて、サイクロンの被災を受け易い高度危険地域（High Risk Area:

ＨＲＡ）が設定され、ＨＲＡ内に居住する人口は2002年に約640万人まで増加すると推定さ

れた。この640万人の内、既設及び計画中の避難場所（サイクロンシェルター及び公共･民

間建築物等）の収容人口は215万人分が期待でき、残る425万人分について目標年次の2002

年までに１棟当り1,750人収容できるサイクロンシェルターを2,500棟建設する計画であっ

たが、2003年までに約1,300棟しか建設しておらず、残りの約1,200棟のシェルターが依然

として不足している状況である。 

上記のマスタープランに沿って、一時期16の国際機関、援助国及びＮＧＯ等がサイクロ

ンシェルターの建設に携わっていたが、2000年以降は大きなサイクロンの被災がないこと

もあり、他ドナーの援助動向は生活向上のための人的資源の開発や教育関係に向けられつ

つあり、現在、シェルターの建設に係わるドナーは、日本を含め３ヵ国にすぎない。 

しかし、シェルターによって多くの人命が救われてきた実績から、その有用性が確認さ

れており、需要が依然として高い現状において、シェルターの建設を今後とも進めて行く

ためには、「バ」国政府が、マスタープランの実施状況に対する評価、総括とプランの見

直しを行い、他ドナーからの協力体制を再構築することが必要である。 

表1-1-1-1にＨＲＡの45郡別の人口とシェルター別（既存シェルター、既存の公共・商業
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建物、マスタープランによる計画シェルター）の人口内訳を示す。 

また、図1-1-1-1に表1-1-1-1のシェルター別の総人口を図化して示す。1991年以降建設

された各ドナー別の棟数、用途、サイト、工期等のリストを表1-1-1-2にまとめた。 

以上のような、ドナーの建設状況であるが、｢バ｣国は自然災害が多発し、かつ、ＧＤＰ

（2001年360ドル）と極めて低い状況下にあり、今後の援助は不可欠である。特に、ＨＲＡ

は沿岸部に属し、貧困層が多数を占め、常にサイクロンの脅威にさらされており、人道的

見地からサイクロンの建設は必須のプロジェクトである。 

図1-1-1-1 ＨＲＡにおけるシェルター別人口構成 

 

18%
(1,144,000人）

(A)既存シェルター
    として利用できる施設

33%
(2,161,000人）

15%
(1,017,000人）

100%

67%
(4,253,000人）

(B）マスタープランによる計画シェルター

（6.4百万人（2002年推定））

既存シェルター

既存の個人、公立、商業建築物

マスタープランによる計画シェルター
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表1-1-1-1 シェルターのタイプ別収容人口 

各種サイクロンシェルタータイプにより収容される 
推定人口分布状況 

No. 郡 
HRA に居住する 
住民の総人口 
（2002 年 7 月） 既存のサイクロ

ンシェルター 
既存の個人、公共
及び商業建物 

マスタープラン
により計画され
た多目的シェル
ター(※１) 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) 
 計(※２) 6,353,760 1,144,230 1,017,302 4,253,301 
1. Dacope 48,514 1,000 3,456 44,058 
2. Koyra 37,497 1,000 7,925 28,572 
3. Sarankhola 41,323 2,000 11,866 27,457 
4. Monglaport 26,943 4,000 4,797 18,146 
5. Shyamnagar 52,549 2,000 4,028 46,521 
6. Mathbaria 87,195 2,010 7,610 77,575 
7. Amtali 98,993 13,010 9,846 76,137 
8. Barguna 162,688 7,010 12,110 143,568 
9. Patharghata 164,933 11,010 25,271 128,652 
10. Betagi 46,657 1,510 4,233 40,914 
11. Bamna 15,997 0 2,250 13,747 
12. Kalapara 224,539 54,710 23,220 146,609 
13. Bauphal 133,212 4,530 17,836 110,846 
14. Galachipa 260,225 54,240 42,236 163,749 
15. Dashmina 100,024 13,560 24,339 62,125 
16. Barisal Sadar 15,072 0 2,054 13,018 
17. Bakerganj 17,303 1,510 865 14,928 
18. Char Fasson 397,694 69,920 46,810 280,964 
19. Bhola Sadar 225,268 7,550 19,725 197,993 
20. Burhanuddin 131,283 1,510 13,863 115,910 
21. Lalmohan 224,881 40,810 17,104 166,967 
22. Manpura 65,477 32,480 14,248 18,749 
23. Daulatkhan 169,084 29,480 31,753 107,851 
24. Tazumuddin 138,799 35,630 19,395 83,774 
25. Sonagazi 140,416 13,030 19,333 108,053 
26. Ramgati 399,504 19,080 39,761 340,663 
27. Raipur 92,505 2,510 8,375 81,620 
28. Laxmipur Sadar 93,572 3,510 7,028 83,034 
29. Hatia 371,464 89,130 41,738 240,596 
30. Noakhali Sadar(Sudharam) 167,496 28,600 11,674 127,222 
31. Companigonj 56,193 17,530 12,609 28,886 
32. Sandip 332,847 95,830 64,315 172,702 
33. Banshkhali 292,826 73,040 45,392 174,394 
34. Mirsharai 78,321 19,510 8,937 49,874 
35. Sitakunda 194,422 26,330 40,171 127,921 
36. Anwara 141,248 44,400 27,447 69,401 
37. Patiya 162,833 0 82,152 84,345 
38. Chandanaish 41,680 4,920 6,485 30,275 
39. Cox's Bazar Sadar 140,837 40,670 61,078 65,616 
40. Kutubdia 126,902 98,680 50,093 6,176 
41. Maheshkhali 165,329 44,870 29,708 90,751 
42. Chokoria 353,645 88,930 54,733 209,982 
43. Ramu 27,250 11,480 3,963 11,810 
44. Teknaf Thana 111,705 25,270 40,790 45,645 
45. Ukhia 34,292 11,350 3,415 19,527 

※１：「多目的サイクロンシャルター計画」マスタープランにおいて提案されたシェルターによりカバーされる 2002 年
の推定人口(4,253,301 人)を１棟当りの収容人数（1,750 人）で除すと、必要シェルター棟数（約 2,500 棟）が求
められる。 

※２：マスタープランのより提案されたシェルター以外のシェルターの避難可能人口が特定のユニオン（Char Fakira, 
Char Patharghata, Sikalbaha, Jhilawnja, Ali Akbar Deil1 及び Khuniapalong を除く Kutubdia 郡の全てのユ
ニオン）の人口より多くなるため、コラム（４）～（６）の総人口がコラム（３）のそれよりやや多くなる。 



1-4 

表1-1-1-2 主要ドナーによるサイクロンシェルター建設リスト(1991年～) 

SL 
No. 

ドナー／機関名 
建設シェルター

棟数 
施設用途 プロジェクト・サイト 工期 

1 ＯＰＥＣ 150 シェルター兼初等学校 Bhola, Barisal, Patuakhali, 

Barguna, Khulna, Bagerhat 

1995-1998 

2 ＥＵ（ＥＣ） 207 シェルター兼初等学校 Chittagong, Cox's Bazar, 
Laxmipur, Noakhali, Feni  

1993-1996 

3 ＩＦＡＤ 35 シェルター兼ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝ

ﾀｰ 

Chittagong, Cox's Bazar 1995-1999 

4 サウジアラビア国

政府 

450 シェルター兼学校、モス

ク、クリニック 

Chittagong, Cox's Bazar, 
Laxmipur, Noakhali, Feni 

1992-1999 

5 ＩＤＢ 120 シェルター兼初等学校、

宗教学校 (Madrasa) 

Bhola, Patuakhali, Barguna, 

Khulna, Bagerhat, Khulna, 

Bagerhat 

1993-1999 

6 ＢＤＲＣＳ 109 

(内 5 棟流失) 

シェルター兼学校、ｺﾐｭ

ﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 

Chittagong, Cox's Bazar, 
Laxmipur, Noakhali 

1991-1995 

7 Caritas 154 

(内 2 棟流失) 

シェルター兼ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝ

ﾀｰ、初等学校 

Patuakhali, Bhola, Barguna, 

Chittagong, Cox's Bazar, 
Noakhali, Laxmipur, Bagerhat, 

Satkhira, Khulna 

1991-1996 

8 ＢＲＡＣ 19 シェルター兼学校 Cox's Bazar, Chittagong 1991-1993 

9 ＣＣＤＢ 44 不 明 Cox's Bazar 1992-1995 

10 Gramin Bank 24 不 明 不 明 不明 

11 World Vision 8 シェルター兼初等学校 Chittagong, Cox's Bazar 1992-1993 

12 日本国政府 61 シェルター兼初等学校、

他 

Chittagong, Cox's Bazar, 
Laxmipur, Noakhali 

1993-2001 

13 ＡＤＢ 171 シェルター兼初等学校 Chittagong, Cox's Bazar, 
Laxmipur, Noakhali, Barguna, 

Barisala, Bhola, Jhalakhathi, 

Patuakhali, Pirojpur, 

Satkhira 

1997-2003 

14 ＫｆＷ 110 シェルター兼初等学校 Bagerhat, Barguna, Barisal, 

Bhola, Chandpur, Chittagong, 

Cox's Bazar, Khulna, Laxmipur, 
Noakhali, Patuakhali, 

Priojpur, Satkhira, 

Shariatpur 

2001-2003 

15 ＧＯＢ 5 シェルター兼初等学校、

大学 

Bagerhat, Barguna, Bhola, 

Patuakhali,Lixmipur 

2001-2003 

16 オランダ国政府 27 シェルター兼学校 Noakhali 2002-2004 

 
合計 1,687 ※１    

※１： 1,687 棟の内の約 400 棟は、マスタープラン作成時にすでに工事中若しくは 計画済みとなっていたため、建設
済のものとみなされており、マスタープランの目標棟数 2,500 棟に対して現在までに建設された棟数は 1,287(約
1,300)となる。 
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1-1-1-2 初等教育の現状と課題 

(1) 教育制度 

「バ」国政府の教育制度は、図1-1-1-2に示すとおり、初等教育は５年間（６～10歳）で

あり、義務教育となっている。中等教育は７年間あり、中学校の３年間（11～13歳）、高

校の２年間（14、15歳）、カレッジの２年間（16、17歳）に分けられている。高校１年を

修了し、試験に合格した者が中期中等教育修了証（Secondary School Certificate:ＳＳＣ）

を取得でき、カレッジに進学できる。高校卒業後、カレッジで２年間の教育を修了し、試

験に合格した者が後期中等教育修了証（Higher Secondary Certificate：ＨＳＣ）を取得

でき、大学に進学できる。高等教育は２～６年間（専門により異なる）であり、大学及び

大学院がある。また、教員になるためのコースとして初等教員養成校（Primary Training 

Institute:ＰＴＩ）があり、ＳＳＣ取得者はＰＴＩにて訓練修了資格（Certificate in 

Education: C in Edu.）を取得できる。 

初等教育及び成人・識字教育等のノンフォーマル教育は初等・大衆教育省（Ministry of 

Primary and Mass Education：ＭＯＰＭＥ）が担当し、中等・高等教育及び宗教教育は教

育省（Ministry of Education）が担当する。（なお、ＭＯＰＭＥの詳細は、2-1-1(2)項で

後述する。） 

図1-1-1-2 教育制度 

 

学年
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24歳 XIX
23歳 XVIII
22歳 XVII
21歳 XVI
20歳 XV
19歳 XIV
18歳 XIII
17歳 XII HSC C in Edu.
16歳 XI 後期中等教育（カレッジ） 初等教員養成校

15歳 X SSC
14歳 IX 中期中等教育（高校）

13歳 VIII
12歳 VII 
11歳 VI
10歳 V
9歳 IV
8歳 III
7歳 II 
6歳 I
5歳
4歳   就学前教育

3歳

高等教育

中
等
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(2) 初等教育事情 

1）初等教育状況 

「バ」国政府は1971年の建国以来、全国民に対する義務教育の実施を重要課題と位置

付け、積極的に教育への出資を行ってきた。1973年より第１次５ヵ年計画を実施し、政

府主導による識字率の向上及び初等教育の普及に取り組んでいる。1990年には６～10歳

までの全児童を対象とした初等教育の義務化を法制化した。財政面でも優先的に予算配

分が行われており、過去10年度（1993～2002年度）の政府予算に占める教育セクターの

割合は毎年15％前後を維持している。 

このような「バ」国政府による積極的な初等教育普及の推進により、就学率は1980年

には61％であったが、2001年には97.5％にまで改善されている。しかしながら、初等教

育サービスの量的拡大を達成した一方で、①児童労働/家庭内労働に従事している、②障

害児である、③ベンガル語を使用しない少数民族である、④季節移住者である、⑤学校

へのアクセスが悪い（特に雨期）といった状況にある子供たちの学校への就学が依然と

して問題となっている。特に、貧困層の多いＨＲＡ地域においては上記①及び⑤が就学

を阻害する原因となっている。 

また、初等教育完了率は67％と未だ低い。2000年に実施されたエデュケーション･ウォ

ッチ（Education Watch）の全国サンプル調査（５年生課程を修了する児童対象）では、

27項目の基礎能力を全て習得している児童は1.6％にとどまり、児童の半数は基礎能力到

達度が60％に至らなかった。このように、初等教育の質的改善が「バ」国政府の重要な

課題である。この要因としては、教員数の不足のため教員数に対する児童数が多いこと、

暗記中心の学習方法や教員の質に問題があると考えられている。 

表1-1-1-3 初等教育の状況 

就学者数 就学者数

（女子） 

総就学率 総就学率

（女子） 

純就学率 出席率 退学率 初等教育

完了率 

1,766 万人 866 万人 97.5% 97.6% 81% 80% 33% 67% 

注：数値は2001年のその他の初等学校データによる。 

現在、｢バ｣国政府の初等学校の99％近くが２部制（午前に１・２年生、午後に３～５

年生）により運営されている。特に、１・２年生の学習時間が短いことを懸念する「バ」

国政府は、２部制から１部制への順次移行を考えている。 

しかしながら、初等教員養成校（ＰＴＩ）や初等学校建設を担当するＬＧＥＤが１部

制に対応するための教員数及び教室数を準備するためにはかなりの時間を要するため、

第２次初等教育開発計画（ＰＥＤＰ－Ⅱ）（2003～2008年）では、１部制移行に向けた具

体的な戦略が明確に打ち出されていない。このような状況から、今後も多くの初等学校

では２部制が継続されると考えられる。 
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2）初等教育の学校 

政府により設立された初等学校が公立初等学校（Government Primary School）である。

教員の給与及び学校施設の維持管理費が政府により提供される他、教科書の無料配布も

行われている。ただし、公立初等学校は全初等教育施設の約48％を占めるに過ぎない（表

1-1-1-4参照）。 

公立初等学校への直接的な支援の他に、「バ」国政府は公立初等学校の役割を担うそ

の他の初等教育レベルの学校に対しても支援を行っている。公認非公立初等学校

(Registered Non-Government Primary School)やコミュニティー・スクールがその例で

ある。公認非公立初等学校とは、一定の条件（150名以上の児童、教員４名、５年間の学

校運営実績など）を満たすことにより、公立初等学校の位置付けではないが政府により

公認された初等学校である。教員給与の補助、教員のトレーニング、教科書の無料配布

などが政府より提供される。コミュニティー・スクールは、地域住民により設置・運営

される学校であるが、教員給与及び教科書は政府から提供される。 

表1-1-1-4 初等教育レベルの組織、教員、児童の数とその割合（1996年） 

 学校数 割合 教員数 割合 児童数 
(百万人) 

割合 

公立初等学校 37,700 48% 161,500 50% 11.8 67% 

政府公認の非公立初等学校 19,700 25% 78,700 24% 3.6 20% 

その他（宗教学校など） 21,250 27% 84,500 26% 2.2 13% 

合計 78,600 100% 324,800 100% 17.6 100% 

出所：World Bank, Bangladesh Education Sector Review Volume II, 2000 の BANBEIS 資料（1997

年）より作成 

3）教員 

公立初等学校の教員になるためには、女性教員の場合は少なくとも中期中等教育修了

資格（ＳＳＣ）、男性教員の場合は後期中等教育修了資格（ＨＳＣ）または初等教員養

成校(ＰＴＩ)での訓練修了資格（C-in-Edu.）が必要である。表1-1-1-5にあるように、

多くの教員は何らかの資格を持っている。教員採用は中央初等教員採用委員会（Primary 

Teachers Recruitment Central Committee）より新聞（全国版）にて公募される。今後

の採用計画は、2003年度16,622人、2004年度は10,000人である。 

校長の資格は、アシスタント教員から昇格する場合はＨＳＣ及びC-in-Edu.訓練修了資

格、外部から雇用される場合は大学の学位及び中等学校や政府が承認する非公立初等学

校での教員経験（３年間）が求められる。現在、65％の校長がアシスタント教員からの

昇格である。 
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表1-1-1-5 公立初等学校教員の資格取得状況 

資格の種類 割合 

中期中等教育修了資格（SSC） 49.6% 

後期中等教育修了資格（HSC） 35.7% 

大学の学位 13.4% 

初等教員養成校(PTI)での訓練修了資格（C-in-Edu.） 90.5% 

出所：World Bank, Bangladesh Education Sector Review Volume II, 2000 

1-1-2 開発計画 

農業国である｢バ｣国では第５次５ヵ年計画（1997～2002年）において、優先政策として、

「農業部門の活性化と貧困撲滅対策」をあげているが、この中で本計画と関係する「ベンガ

ル湾沿岸地域の開発」や「義務教育による人的資源の開発」も含まれていた。第６次５ヵ年

計画に替る国家計画として2003年３月に「経済成長、貧困削減と社会開発に係る国家戦略」

（National Strategy for Economic Growth, Poverty Reduction and Social Development）

が発表されたが、引続き「貧困削減」「人的資源開発」が重要分野に位置付けられており、

これに加え「自然災害の低減」が盛り込まれている。特に、災害危険地域における、貧困層

に対する自然災害からの危機回避と低減のための具体的な施策は下記のとおりである。 

1）被災時の人命と資産の損失を最小限にとどめるため、危険回避の対策を実施する。 

2）防災管理のための活動計画とガイドラインを準備し、国家機関の能力を高める。 

3）災害時の危険回避策・予警報、被災後の救援と復旧活動に関する防災管理・救援省（Ｍ

ＤＭＲ）の幹部職員の実務能力を向上させる。 

4）災害の危険が高い地域においてシェルターや通信施設を含む村落の社会基盤を整備し、

被害の低減を図る。 

5）被災を受けやすい地域における貧困層を削減するため、一年間を通して収入が得られる

機会をつくり出す行動計画をバックアップし推進させる。 

また、同国家戦略のなかで、貧困層が国民として満足のいく生活を送ることができるよう

な基礎能力を高める教育を重視しており、初等教育に対し中期政策として以下の目標をあげ

ている。 

1）学習機会に恵まれない貧困層の子弟に対する就学を推進し、女子の教育も強化する。 

2）教員、教材及び教育施設を充実させることにより、教育の質の向上を図る。 

3）試験制度の見直し等を行い、管理体制を改善する。 

以上のとおり、本計画は、国家計画である｢経済成長、貧困削減と社会開発に係る国家戦略｣

の重要目標に沿った計画であり、以下に述べる「多目的サイクロンシェルター計画に関する

マスタープラン」や「初等教育開発計画」の根幹となる政策となっている。 
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1-1-2-1 サイクロンシェルター開発計画の概要 

（1） 過去のサイクロンシェルター開発計画の概要 

｢バ｣国では、1960年代にサイクロンの被害が相次いだのを受けて、その対策として、｢バ｣

国政府によりコミュニティー･センター（ユニオン事務所）兼サイクロンシェルターを2,000

棟建設する計画が承認された。しかしながら、その計画は財政難から132棟のみの建設で断

念され、1970年以降世界銀行やバングラデシュ赤新月社（Bangladesh Red Crescent Society: 

ＢＤＲＣＳ）を始め、その他ＮＧＯの協力により主に学校兼サイクロンシェルターが約300

棟程度建設されたのみである。 

（2） 現行のサイクロンシェルター開発計画 

上記の計画は中断した状態にあったが、1987年、1988年の大洪水とサイクロン襲来によ

り大災害が発生したため、緊急に対策をたてる必要にせまられ、「バ」国政府は1988年に

全国洪水防御計画(ＮＦＰ)を作成した。これに基づき1989年に世銀の調整のもと、洪水対

策計画（ＦＡＰ）が策定された。このＦＡＰにおいて、堤防とサイクロンシェルターの建

設等による45の洪水・高潮災害対策計画が提案されたが、諸外国からの支援を必要とする

大規模計画は実施されないまま推移した。 

その後、1991年４月に大型のサイクロンが襲来し、約14万人の死者が発生したため、緊

急にサイクロンシェルターを必要とすることが、国際機関や援助国の間で認識され、建設

の機運が高まった。この結果、1-1-1項で記載したとおり、1993年７月、ＵＮＤＰと世銀の

協力の下、「多目的サイクロンシェルター計画」に関するマスタープランが作成された。 

このマスタープランに沿って、国際機関、援助国及びＮＧＯの支援によりサイクロンシ

ェルターの建設が進められてきたが、要請プロジェクトはこのマスタープランの一環とし

て実施するものである。 

同マスタープランの概要は下記のとおりである。 

1）実施機関 

実施機関として、当初サイクロンシェルター建設機構（ＣＳＣＯ）を設立することが

提案されていたが実現せず、地方自治・地域開発・組合省（ＭＬＧＲＤ＆Ｃ）の地方自

治技術局（ＬＧＥＤ）が担当している。 

2）目標年次 

サイクロンシェルターの建設は1994年に開始し、2002年に完了することを目標として

いる。 

3）対象地域 

サイクロンの襲来により、高潮の水深が１ｍ以上に達し、多くの人命が失われる可能
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性の高い地域を高度危険地域（High Risk Area：ＨＲＡ）と設定し、サイクロンシェル

ターの建設はこのＨＲＡ内を対象としている。 

ＨＲＡは45郡（235ユニオン）に跨がっており、その総面積は8,093ｋｍ２となり、｢バ｣

国の全体面積の5.6％に相当する。ＨＲＡの人口は、1992年の時点で約520万人（全人口

の約4.5％）であり、2002年には約640万人になると推定されている。因に、ＨＲＡ内に

居住する住民の大半は貧困層に属し、平屋建ての貧弱な家屋で生活しているため、サイ

クロン襲来時には全て水没し、危険を回避するための有効な手段を有していない。 

4）建設計画 

・ＨＲＡ内の 640 万人の住民に対し、既存のサイクロンシェルター及び避難可能な公共

施設や商業建物等の収容人員は 215 万人分しか期待できないため、１棟で 1,750 人の

収容が可能なシェルターを標準タイプとして、残る 425 万人を対象としたサイクロン

シェルターを約 2,500 棟建設する。 

・シェルターは、平常時には主に初等学校として使用することとし、その利用区域の最

も遠い地点までの距離を 1.5ｋｍ以内（サイクロン時の避難最大距離）とする。 

・｢バ｣国における初等学校の授業は、通常２部制で運営されているため、施設の標準タ

イプは児童数 250 名に対し、教室３室、教員室１室を設置する。 

・また、家畜はＨＲＡ内住民の貴重な財産となっているが、牛 141 万頭、羊 113 万頭と

推定されるため、これら家畜等の保護のために、高潮水位よりも高い盛土（キラ）を

サイクロンシェルターに併設する。 

（マスタープランの実施状況） 

｢バ｣国政府は、本マスタープランで示された必要建設数（約2,500棟）に基づき、他ドナ

ー及びＮＧＯ等からの支援を受け、サイクロンシェルターの建設に着手したが、必要建設

数約2,500棟の内、他ドナー及び我が国の協力により2002年までに完成したサイクロンシェ

ルターは約1,300棟にとどまっており、約1,200棟が依然として不足している状況である。

マスタープランの期限が過ぎた現在も、サイクロンシェルターの建設が続けられているが、

ＬＧＥＤでは、残りの約1,200棟のサイクロンシェルターを2013年までに建設する計画をＭ

ＬＧＲＤ＆Ｃを通して、国家政策委員会（Planning Commission）に提出し、正式な開発計

画としての手続きが行われているところである。 
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1-1-2-2 初等教育開発計画の概要 

「バ」国政府は、第１次５ヵ年計画（1973～1977年）より積極的に初等教育普及を推進

してきており、就学率は1980年の61％から2001年には97.5％にまで改善されている。しか

しながら、初等教育サービスの量的拡大を達成した一方で、初等教育の質的改善が「バ」

国政府の重要な課題となっている。 

第５次５ヵ年計画（1997～2002年）では、識字率の向上と教育の質の向上が重要視され

ており、その計画を具体化するために1997年より初等教育開発計画（Primary Education 

Development Programme-Ⅰ:ＰＥＤＰ-Ⅰ）※1が実施された。ＰＥＤＰ-Ⅰの終了に伴い、Ｐ

ＥＤＰ-Ⅰの内容を引き継ぐ形で策定されたのが第２次初等教育開発計画（ＰＥＤＰ-Ⅱ）

（2003～2008年）である。2002年10月に最終案（Final-Plan）が公表されたが、「バ」国

政府の作業が遅れているため、2003年度からの実施は難しい状況にある。 

ＰＥＤＰ-Ⅰは総合的な初等教育開発計画として位置付けられ、国際機関や援助国の支援

の下に進められてきたが、ドナーとの協議が不十分であったため、包括的な計画ではなく、

単なるプロジェクトの集合体にとどまり、プロジェクト間の調整が適切に行われなかった。

その反省から、ＰＥＤＰ-Ⅱでは、ＰＥＤＰ-Ⅰよりもさらに計画の運営管理に重点を置い

ている。 

ＰＥＤＰ-Ⅱの主な内容は以下のとおりである。 

(1) 組織開発及び能力開発による質の向上 

専門委員会を設置し、中央レベル（初等・大衆教育省（ＭＯＰＭＥ）及び初等教育総局

（ＤＰＥ））、州レベル、県レベル、郡レベル、学校レベルでの組織能力の改善及び制度

改革を目指す。特に、学校レベルでは、主要な役割を果たす郡教育事務官補（ＡＵＥＯ）、

校長、学校管理委員会（ＳＭＣ）メンバーの能力開発に重点を置く。 

(2) 学校及び教室における質の向上 

全児童に対する教育の質的改善をもたらすため、学校及び教室内での学習環境を改善す

る。具体的には、教員の能力改善（初等教員養成校（ＰＴＩ）及び郡リソースセンター※2

（Upazila Resource Center :ＵＲＣ）でのトレーニングの充実など）、カリキュラムの改

善、物理的学習環境の改善（40人学級を想定した教室の増築など）、村落レベルのコミュ

ニティーによる学校教育支援を推進するための啓蒙活動などを課題とする。 

 

                                                   
※1 PEDP-Ⅰは、1991 年から 1996 年まで実施された一般教育計画(General Education Programme:ＧＥ
Ｐ)を引き継ぐ包括的な初等教育拡充計画である。その重点項目は①初等教育の質の向上、②制度・
行政能力の強化、③アクセスの向上である。 
※2 教育の質に関する情報・教材を提供する場である。各郡に設立される予定であるが、現在 481 郡
のうち 94 郡においてセンターが設置されている。 
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(3) インフラ開発による質の向上 

教育の質的向上を目指すためにはインフラ整備が必要であり、教室の新設・増築、学校

の改築、家具や資機材などの備品充実の他、郡リソースセンター施設の全国配備、初等教

員養成校の改修などを実施する。 

(4) 学校教育への公正なアクセス向上及び支援 

初等学校への未就学児及び退学児童の教育へのアクセスを支援する。ＤＰＥ訓練部内に

Special Needs Educationに関する新しい部署を設置するとともに、ＭＯＰＭＥ、ＤＰＥ、

社会福祉省（Ministry of Social Welfare）、ＮＧＯｓなどにより構成される作業部会を

設立し、ジェンダーや障害に関する問題に取り組む。また、貧困家庭に対する財政的支援

（奨学金の支給、ＮＧＯ活動へ資金提供など）を行う。 

(5) PEDP-Ⅱの管理、モニタリング及び評価 

ＰＥＤＰ-Ⅱの中核を成す上記（1）～（4）を実施するためには、ＭＯＰＭＥ及びＤＰＥ

の運営管理能力を向上させることが必要となり、ＤＰＥ内に計画調整課（Programme 

Coordination Unit）、実施課（Component Implementation Unit）を設置し、ＰＥＤＰ-Ⅱ

の効果的・効率的な実施を図る。また、モニタリング・評価部は州・県・郡レベル事務所

と連携し、ＰＥＤＰ-Ⅱのモニタリング･評価を行う。 

ＰＥＤＰ-Ⅱへの項目別出資計画は以下のとおりである。 

表1-1-2-1 ＰＥＤＰ-Ⅱ５ヵ年出資計画（項目別） 
（単位：百万ﾄﾞﾙ） 

 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 合計 ％ 

１．組織開発による質向上 36,243 24,797 22,399 20,151 22,476 126,066 5.5 

２．学校及び教室の質向上 104,068 144,409 115,541 137,288 130,243 631,548 27.3 

    2.1 学習環境 32,635 46,496 27,496 33,346 25,546 165,519 (7.2) 

    2.2 教員及び授業 53,193 78,840 69,015 84,912 85,667 371,627 (16.1) 

    2.3 ｺﾐｭﾆﾃｨｰの啓蒙及び支援 18,240 19,073 19,030 19,030 19,030 94,403 (4.1) 

３．インフラ開発による質向上 88,000 153,300 153,300 153,000 153,000 700,600 30.3 

４．アクセス向上 129,764 134,064 134,064 134,064 133,938 665,893 28.8 

５．PEDP-Ⅱの管理・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・評価 7,527 6,557 6,557 5,291 5,291 31,222 1.4 

合計（臨時出費を除く） 365,601 463,126 431,860 449,794 444,948 2,155,330 93.3 

臨時出費 24,560 34,313 31,186 32,979 32,495 155,533 6.7 

総合計（臨時出費を含む） 390,162 497,439 463,046 482,774 477,443 2,310,862 100.0 

％ 16.9 21.5 20.0 20.9 20.7 100.0  

出所：PEDP-Ⅱ Summary 15 January 2003 

以上のように、ＰＥＤＰ-Ⅱでは、教育の質的向上を目的に関係機関の組織・能力開発だ

けではなく、それを補完する学校施設などのインフラ整備も重要項目として掲げている。 
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1-1-3 社会経済状況 

｢バ｣国は、狭い国土（147千ｋｍ２：日本の約４割）の割に多くの人口（約1.3億人）を抱え

る一方、天然資源は天然ガスを除き極く限られており、国民１人当たりのＧＤＰも360ドル

（2001年度中央銀行資料）と極めて低いため、後発開発途上国（ＬＬＤＣ）に位置付けられ

ている。このような状況のもと、｢バ｣国政府では長年「経済の健全な成長」だけでなく、「貧

困の克服」を最大の課題として取り組んできた。 

世銀・ＩＭＦの指導の下、｢バ｣国政府は1981年以来構造調整政策を実施しているが、近年

の農業分野と工業分野における健全な成長と相俟って、同政策は国家経済に良い影響をもた

らし、インフレ率、財政赤字、外貨準備等マクロ経済は比較的安定した状態を保っている。

このため、1992年以降、年平均4.8％の経済成長率を達成してきたが、人口の増加率等を考慮

すると、この程度の経済成長率では貧困の克服に十分でなく、最低８％以上の継続的な経済

成長が必要と指摘（世銀の見解）されている。 

一方、貧困ラインの上限を下廻る貧困層は1991年の58.8％が2000年には49.8％と改善され

ているものの、国民全体の約半数が依然として貧困層に属している。貧困層の分布状況は都

市生活者の場合36.6％であるのに対し、農村部では53.0％と圧倒的に高い比率を示している。

特に、サイクロンの襲来により度重なる自然災害に見舞われてきたＨＲＡの居住者は、大半

が貧困層によって占められている。 

以上の問題を解決するため、｢バ｣国政府では、ＨＲＡにおける自然災害からの危険の回避

によって、住民の生活が安定し、住民を定着させることが、貧困の有効な対策として推進し

ている。 
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１－２ 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

(1) 要請の背景･経緯 

「バ」国沿岸地域を中心とする高度危険地域（High Risk Area:ＨＲＡ）では、過去に大

規模なサイクロンによる暴風津波が押し寄せ、多くの人命、家畜、財産が失われる大災害

を経験している。現在、このＨＲＡには約640万人が居住し、その住民の約1/3は、付近に

丘陵地がなく、避難可能な建築物もない無防備のままの生活を余儀なくされており、サイ

クロンが襲来すれば、再び大災害となる恐れがある。このような災害を防止するため、監

視体制及び警報伝達網の強化とともに避難施設の建設が重要であるとの認識が高まり、世

銀、他ドナー等の協力により約10年間で約1,300棟のサイクロンシェルターが建設された。 

我が国も、第１次～４次(1993～1999年)にわたり、平常時には学校として使用できるシ

ェルターを計61棟建設し、併せて深井戸の掘削と便所用浄化槽の設置をおこなっている。 

しかしながら、シェルターの需要は依然として高く、1993年に世銀とＵＮＤＰの協力に

より作成された「多目的サイクロンシェルター計画」に関するマスタープラン及びその後

に建設されたシェルター数から、今後、約1,200棟のシェルター建設が必要とされており、

更なる援助が期待されている。 

このような背景から、「バ」国政府は我が国に対して、第５次計画として、Chittagong、

Cox’s Bazar、Noakhali、Feni県のＨＲＡにおける初等学校兼用のシェルター39棟の建設及
び付帯施設として井戸や便所用浄化槽等の整備を目的とする無償資金協力を要請してきた。 

 (2) 要請の概要 

「バ」国からの要請のあった本プロジェクトの全体的な枠組みは以下のとおりである。 

1）上位目標 

サイクロンからの被害の軽減により地域住民の生活が改善される。 

2）プロジェクト目標 

ＨＲＡにシェルターを建設することによりサイクロン被害を軽減する。 

3）期待される成果 

サイクロン時に約65,000人（1,650人×39棟）※1が避難可能となる。 

                                                   
※1 第 1次～第 4次計画において設定したシェルター最低収容人数（1,650 人）を便宜上採用する
が、本調査にて最適な成果指標を検討・策定する。 
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4）活動・投入計画 

① 我が国への要請内容： 

初等学校兼用（机、椅子、黒板等の備品を含む）のサイクロンシェルター39 棟の建

設（３～５教室タイプで延床面積約 550～700ｍ２/棟）及び付帯設備としての深井戸、

手押しポンプ、便所用浄化槽等の整備。 

② 「バ」国側の投入計画 

・施設建設に係る整備工事 

・運営・維持管理に必要な予算の確保、キラ(家畜等避難施設)の建設等 

・｢バ」国側負担工事の予算措置 

5）相手国受け入れ機関 

建設時：地方自治・地域開発・組合省、地方自治技術局 

Ministry of Local Government, Rural Development and Cooperatives  

（ＭＬＧＲＤ＆Ｃ） 

Local Government Engineering Department（ＬＧＥＤ） 

平常時のおける運営･維持管理：初等・大衆教育省、初等教育総局 

Ministry of Primary and Mass Education（ＭＯＰＭＥ） 

Directorate of Primary Education（ＤＰＥ） 

サイクロン襲来時における運営・維持管理：防災管理・救援省（防災管理委員会及び

ＣＰＰ）及び初等教育総局 

Ministry of Disaster Management and Relief（ＭＤＭＲ）- (Disaster Management 

Committee and ＣＰＰ)and ＤＰＥ 

6）直接・間接受益者 

(直接) サイクロン襲来時： 対象地区内の住民約65,000人（1,650人×39棟） 

(間接) 平常時： 対象地区内の小学生約12,000人（300人×39棟）※2 

                                                   
※2 授業は午前中と午後の２シフト制であり、便宜上３教室タイプで計算すると 50 人/教室×３教
室×２＝300 人となる。 
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１－３ 我が国の援助動向 

１－２項で述べたように、日本国政府の｢バ｣国政府に対するサイクロンシェルター建設の

無償資金協力は、過去第１次～第４次計画として、93年度10ヵ所（10棟）、94年度15ヵ所（15

棟）、95年度15ヵ所（15棟）、99年度21ヵ所（21棟）が実施されている。各年度の協力内容の

概要と動向を以下に述べ、表1-3-1にその建設概要、図1-3-1には分布状況を示す。 

第１次の｢バ｣国側からの要請は、ＨＲＡ内に建設したキラ（家畜等避難用盛土）の上にサ

イクロンシェルターを建設する計画であったが、キラの土質が悪く、転圧がされていないこ

とから、キラに隣接した場所とした。また、平常時の利用は、施設を良好な状態に保ち、か

つ施設を有効利用する観点から主に教育施設として使用することで、日、｢バ｣両国で合意し

た。 

第２次～第４次は、第１次の経験と合意に基づき設置場所は過去にサイクロンにより被災

した、あるいは、今後その可能性のある既存の初等学校を建て替える方針として選定された。 

第１次～第４次計画における要請内容と実施内容は下記のとおりである。 

年次 要請箇所数 基本設計調査箇所数 実施箇所数 無償資金協力年次 

第１次計画 40 18 10 93年度（95年１月竣工） 

第２次計画 50 23 15 94年度（96年１月竣工） 

第３次計画 63 25 15 95年度（97年２月竣工） 

第４次計画 31 31 21 99年度（01年２月竣工） 

  計 61  

日、｢バ｣両国協議の上合意した各年度の選定基準は、次のとおりである。 

・事前調査及び第１次計画の主な選定基準 

① シェルターの必要性が高いこと。 

② 人家に近く、避難が容易なこと。 

③ 他の援助機関が予定地の近くにシェルターを計画していないこと。 

・第２次計画の選定基準 

① 暴風津波高が高いこと。 

② 近隣に２階建以上で必要な収容能力を有する公共建築物あるいは避難可能な丘陵地

がないこと。 

③ 人口が密集しており、近くにサイクロンシェルターがないこと。 
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表1-3-1 日本国無償資金協力による多目的サイクロンシェルター建設概要 



図 1-3-1 日本国無償資金協力による多目的サイクロンシェルター分布状況図 
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・第３次計画の選定基準 

① 政府の責任において運営・管理される公立初等学校であること。 

② 「多目的サイクロンシェルター計画」に係るマスタープランにより規定されたＨＲ

Ａ内に位置していること。 

③ 原則的にサイトの周辺（半径1.5ｋｍ以内）に、サイクロンにより発生する高潮から

避難可能な高さを有し、堅固な公共建造物及び高さの充分な丘などがないこと。 

④ シェルターの建設に十分な敷地が確保され、その土地所有権が確保（政府所有）さ

れているもの。 

⑤ ただし、施設建設に十分な敷地がないが、使用不能と判断された施設を撤去するこ

とにより敷地が確保される場合で、相手側により撤去工事が実施される確証を得ら

れるもの。 

⑥ 車両・リキシャによって建設資機材を建設場所まで運搬可能であること。 

⑦ 相手国政府及び他の援助機関によって同一サイトに同種計画の施設及び計画がない

こと。 

⑧ 建設される初等学校を十分に活用する教職員及び児童がすでにいること。 

⑨ 建設されたシェルターを維持管理する地域コミュニティー組織（学校運営委員会な

ど）が整っており､シェルターの維持管理に十分な意欲を持っていること。 

⑩ サイトの周辺（半径0.3ｋｍ以内、原則的にシェルターから見通せる位置）に、家畜

等避難用のキラがあること、または、収用可能なキラ建設用地があり、計画シェル

ター建設工事完了までに完成できること。 

・第４次計画の選定基準 

第３次とほぼ同一であるが、第３次の⑤項を次のように変更 

⑤[要請サイトに隣接して３方向に埋立て困難な大池が存在していないこと（高潮時に

避難のための誘導経路が不明確で、災害を大きくする可能性がある）]に変更された。 

シェルター規模はマスタープラン及び「バ」国の初等学校設計基準に準拠した最低収

容人数を１棟当り1,650人とし、各サイトにおける児童数を考慮して、教室数を決めた。

ただし、第１次及び第３次は３教室のみとした。 

構造は第１次から第４次まで、すべて１階部分を脚注式（自立式）として計画した。 

第１次計画から第４次計画までの施設内容、変更点（改善点）、評価内容を表1-3-2に

示す。 

以上のとおり、第４次計画までは、順次前計画の反省点等を踏まえ、サイトの選定基

準及び施設の意匠や構造の見直しを行い計画を進めて来たが、今次計画における重要検
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討項目は、 

・建設コスト削減を目標とした意匠と構造の見直し 

・河道変更の対応策 

・砒素の汚染を受けた飲料水対策 

があげられる。 



 

 

1
-
2
1
 

表1-3-2 施設内容及び変更点（改善点）並びに事後評価内容 

年次 施 設 内 容 変更点（改善点） 事後評価(2002年実施) 

第
１
次
計
画 

1)シェルター建設棟数 
2)シェルタータイプ 
3)主体構造 
4)高さ 
5)内部配置 
6)照明 
7)付帯設備 

：10棟 
：３教室ﾀｲﾌﾟ（全棟） 
：鉄筋コンクリート造 
：２階の高さは地上より５ｍ,６ｍ,７ｍ(３ﾀｲﾌﾟ) 
：教室３室、教員室１室、倉庫１室、便所(男女別)､ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ 
：1ヵ所に照明設備を設置 
：手動ﾎﾟﾝﾌﾟ付深井戸、ﾄｲﾚの浄化槽 

－ － 

第
２
次
計
画 

1)シェルター建設棟数 
2)シェルタータイプ 
3) 主体構造 
4)高さ 
5)内部配置 
6)付帯設備 

：15棟 
：３教室ﾀｲﾌﾟ;４棟、４教室ﾀｲﾌﾟ;３棟、５教室ﾀｲﾌﾟ;８棟 
：鉄筋コンクリート造 
：２階の高さは地上より4.5ｍ,5.5ｍ,7ｍ(３ﾀｲﾌﾟ) 
：教室３～５室、教員室１室、倉庫１室、便所(男女別)､ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ 
：手動ﾎﾟﾝﾌﾟ付深井戸、ﾄｲﾚの浄化槽 

1)第１次は全棟３教室ﾀｲﾌﾟとしてが、第２次は既存
児童数を考慮し、３,４,５教室ﾀｲﾌﾟを採用した。 
2)第１次では、汚水は浄化槽を通し付近の池へ放流
していたが、周辺環境に配慮し、浄化槽を経た処
理水を浸透桝に流すこととした。 

3)第１次では試験的に１ｻｲﾄ、ｿｰﾗｰ方式による照明設
備を設置したが、維持管理体制が確立されておら
ず、第２次では取り止めた。 

1)河道変更、侵食により流失する可能性があり、
天災とみなされるものの、今後はできるだけ
危険性のある所は避ける。 

 

第
３
次
計
画 

1)シェルター建設棟数 
2)シェルタータイプ 
3) 主体構造 
4)高さ 
5)内部配置 
6)付帯設備 

：15棟 
：３教室ﾀｲﾌﾟ（全棟） 
：鉄筋コンクリート造 
：２階の高さは地上より4.5ｍ,6ｍ,(２ﾀｲﾌﾟ) 
：教室３室、教員室１室、倉庫１室、便所(男女別)､ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ 
：手動ﾎﾟﾝﾌﾟ付深井戸、２階便所用浄化槽及び浸透桝、２階便所用
天水受け 

1)「バ」国側の強い要望によりコスト削減のため教
室ﾀｲﾌﾟを全棟３教室ﾀｲﾌﾟとした。 

2)２階高さを残響音を低減させるため４ｍから3.3
ｍに変更した。 

3)外部出入り口のﾄﾞｱを更に堅牢にするため木製か
らｽﾁｰﾙ製に変更した。 

4)雨期に２階室内便所用の洗浄用水確保のため塔屋
に天水受けを設置し、配管により給水した。 

1)洪水による大規模な河動変動により、１ヵ所
流失 
 

第
４
次
計
画 

1)シェルター建設棟数 
2)シェルタータイプ 
3) 主体構造 
4)高さ 
5)内部配置 
6)付帯設備 

：21棟 
：３教室ﾀｲﾌﾟ;11棟、４教室ﾀｲﾌﾟ;４棟、５教室ﾀｲﾌﾟ;６棟 
：鉄筋コンクリート造 
：２階の高さは地上より4.5ｍ,5.0ｍ,6ｍ(３ﾀｲﾌﾟ) 
：教室３～５室、教員室１室、倉庫１室、便所(男女別)､ﾍﾞﾗﾝﾀﾞ 
：手動ﾎﾟﾝﾌﾟ付深井戸、ﾄｲﾚの浄化槽 

1)教室数を３,４,５教室ﾀｲﾌﾟとした。 
2)従来は鉄板製窓であったが、採光性の改善のため、
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製硝子を入れた。 

3)教室の窓上に換気ｶﾞﾗﾘを追加し、室内換気の改善
した。 

4)教室の窓上に庇の設置、内部の木製ﾄﾞｱ吊元を強固
にするため鋼製枠に変更した。 

5)地下水に基準値以上の砒素が含まれている場合、
建設時点では有効な除去装置が開発されていなか
ったため、深井戸は給水施設とはせず閉鎖した。 

－ 
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１－４ 他ドナーの援助動向 

1-4-1 サイクロンシェルター開発計画 

過去におけるサイクロンシェルターは、1960年代に｢バ｣国政府によりコミュニティー・セ

ンター兼サイクロンシェルターとして約130ヵ所が建設され、その後1970年代に国際開発協会

（ＩＤＡ）の資金で公共事業局(ＰＷＤ)により、238ヵ所（その内ＨＲＡ196ヵ所）が建設さ

れている。 

1985年のサイクロン災害後、バングラデシュ赤新月社（ＢＤＲＣＳ）の62ヵ所をはじめと

して、ＮＧＯのCaritas（12ヵ所）、デンマーク国際開発庁(１ヵ所)、オランダ（６ヵ所）、

インド（１ヵ所）、スイス(４ヵ所)、教育省の施設局（24ヵ所）等によって総計約400ヵ所の

シェルターが建設された。 

また、1991年に史上最大級のサイクロンが襲来し、約14万人の死者が発生したことから、

各国際機関や援助国及びＮＧＯ等の援助が急増し、表1-1-1-2に示すように、ＯＰＥＣ、ＥＵ、

ＩＦＡＤ、サウジ･アラビア、ＩＤＢ、ＢＤＲＣＳ、Caritas、ＢＲＡＣ、ＣＣＤＢ、World Vision、

日本、ＡＤＢ等により、1991年から1999年にわたり約1,400ヵ所のシェルターが建設され、2000

年から2004年までに、日本、ＡＤＢ、ＫfＷ、「バ」国、オランダ等により、約300ヵ所が建

設済あるいは建設中である。 

すなわち、大被害のあった1991年以降数年間は援助が増大したが、2000年以降はサイクロ

ンの被害が減少したことや援助疲れ、あるいは他分野（ソフト）への政策変更等で、各ドナ

ーとも、シェルターの必要性は承知しているものの、シェルターの建設は減少または中断し

ている状況である｡ 

今後の他ドナーの援助動向において、引続きシェルターの建設を明確にしているのはＡＤ

Ｂ、ＫfＷ、オランダであり、資金調達（予算がつけば）ができれば建設の可能性のあるドナ

ーは、ＢＤＲＣＳ、Caritas、ＥＵ等である。 

これまで多数のシェルター（450ヵ所）を建設してきたサウジ･アラビアについては現在の

ところ具体的なシェルター建設計画は立っていない。 

各ドナーのサイクロンシェルターに対する取り組みの現状と、将来の動向を表1-4-1-1にま

とめた。 
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表1-4-1-1(1) 主要ドナーの現状と将来の動向（1/2） 

No. ドナー 現状 将来の動向 備考 

1 World Bank 

現在、建設中のシェルターはない。
過去においては、1993 年に「バ」
国及び UNDP と共に「サイクロンシ
ェルター建設計画」マスタープラン
を策定しており、このマスタープラ
ンが 1993 年以降の建設基準となっ
ている。 

現在、オランダと DFID が出資し、
1999/2000 年 か ら 実 施 し て い る
Integrated Coastal Zone 
Management Programme が 2004 年には
完成する。このマスタープランの実施
に出資する予定である。内容としては、
Multi-sectoral Pragramme であり、農
業、漁業、住宅、道路インフラ等を含
む。如何に収入を上げ、より良い教育、
暮らしを実現するかが主目的。  

 

2 ＥＵ 

1993～1996 年に Chittagong、Cox's 
Bazar、Laxmipur、Noakhali、Feni
において 207 ヵ所のシェルターを
建設している。また、1998～2003
年に輪堤（21 ヵ所）の改修を実施
している。しかしながら、EU は政
策方針をハードからソフトへ変更
しつつあり、①経済・貿易支援、②
人的資源の開発の分野での施策が
主流となりつつある。 

将来の動向としては、EU の国家戦略ﾍﾟ
ｰﾊﾟｰ(Country Strategy Paper)で記載
されているように、人的資源開発の分
野を中心に活動の予定である。しかし
ながら、シェルター建設等ハード面の
活動を完全に中止したわけではなく、
優先順位が相対的にさがったものであ
る。 
バード面の活動としては、UNDP が策定
し、2003 年 7 月開始予定の包括的防災
管理計画（Comprehensive Disaster 
Management Programme: CDMP）での参
加の可能性が高い。 

EU は他にも 1998 年
に「マスタープラ
ン」を見直す形で実
施 し た Cyclone 
Shelter 
Preparatory Study
があるが、これはマ
スタープランを見
直すものではなく、
1998 年現在のシェ
ルター数と必要シ
ェルター数の算定
を主としている。 

3 ＩＦＡＤ 

1995～1999 年に Chittagong、Cox's 
Bazar にて、35 ヵ所のシェルターが
建設されている。現在、建設中のシ
ェルターはない。 

限られた予算のため、シェルター建設
の優先順位が相対的に下がっている
が、資金がつけば将来建設の可能性が
ある。 

  

4 サウジ･アラビア 

1992～1999 年に Chittagong、Cox's 
Bazar、Laxmipur、Noakhali、Feni
において計 450 ヵ所のシェルター
を建設した。現在建設中のシェルタ
ーはない。 

シェルター建設に対する将来計画は、
現在のところない。 

  

5 ＩＤＢ 

1993～1999 年に Bhola、 
Patuakhali、Barnuna、Khulna にお
いて、計 120 ヵ所のシェルターを建
設した。現在は建設していない。 

シェルター建設の将来計画はない。現
在、マドラサ(イスラム宗教学校)建設
計画を実施中。 

  

6 ＯＰＥＣ 

1995～1998 年に Bhola、Barisal、
Patuakhali において 150 ヵ所のシ
ェルターを建設しているが、現在建
設中のシェルターはない。 

限られた予算のため、シェルター建設
の優先順位が相対的に下がっている
が、資金がつけば将来の建設の可能性
がある。 

  

7 ＢＤＲＣＳ 

1991～1995 年に 109 ヵ所のシェル
ターを建設しているが、現在建設中
のシェルターはない。 

限られた予算のため、シェルター建設
の優先順位が相対的に下がっている
が、資金がつけば将来の建設の可能性
がある。 

  

8 Caritas 

1991～1996 年に 154 ヵ所のシェル
ターを建設しているが、現在建設中
のシェルターはない。 

HRA の住民からは引続きシェルター建
設の要請が上げられており、必要性は
十分あるとしながらも、限られた資金
のため、優先順位が相対的に低くなっ
ている。しかしながら、完全に中止し
た訳ではなく、資金が付けば、再開し
たいとしている。 
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表1-4-1-1(2) 主要ドナーの現状と将来の動向（2/2） 

No. ドナー 現状 将来の動向 備考 

9 ＢＲＡＣ 

1992 ～ 1994 年 に Kutubdia 、
Banshkhaki、Ehakaria において 19
ヵ所のシェルターを建設している
が、現在は建設していない。 

将来のシェルターを建設する計画
はない。 

BRAC としてのプロジェ
クト実施の優先度はハ
ード面の施設建設から
ソフト分野の経済社会
統計の改善に変更して
いる。 

10 World Vision 

1992～1993 年に Kumera、Patenga、
Patiya、Cox's Bazar Sadar、Anowara
等に計 8 ヵ所のシェルターを建設
しているが、現在は建設していな
い。現在は、①教育(フォーマル＆
ノン・フォーマル)、②衛生プログ
ラ ム 、 ③ 経 済 開 発 （ Income 
Generation Activities）、④防災管
理等のプログラムに移行している。 

資金不足のために、具体的なシェル
ター建設の将来計画はない。しかし
ながら、可能性がなくなった訳では
なく、資金が付けば実施の可能性あ
り。 

 

11 ＡＤＢ 

1997～2003 年間に Bagerhat、 
Barguna、Barisal 等において、171
ヵ所のシェルターを建設している。 

ADB を中心としたドナー（WB、EU、
DFID、オランダ、その他）がコンソ
ーシアムを組み、PFDPⅡとして初等
学校約 2,000 校（HRA はシェルター
兼用）の建設を 2004 年 10 月から着
工（工期６年）予定。同時に、既存
校舎の増改築（シェルター兼用を含
む）も併行して行われる。 

 

12 ＫｆＷ 
現在 110 ヵ所のシェルター兼初等
学校を建設中である。 

2005 年から引続きシェルター建設
を予定しており、来年３月に具体的
な協議が行われる予定。 

 

13 ＧＯＢ 
現在５ヵ所のシェルターを建設中
である。 

これからも資金調達を行い、でき得
る限りのシェルターを建設する意
向である。 

 

14 オランダ 

現在 27 ヵ所のシェルターを沿岸開
発 ・ 定 住 化 計 画 (Coastal 
Development & Settlement 
Project)の一環として Noakhali、
Chittagong、Laxmipur にて建設を
完了した｡ 

CDSP Phase-ⅡとしてNoakhali県の
Hatiya 、 Noakhali Sadar 郡 、
Laxmipur 県 の Ramgati 郡 、
Chittagong県のMiresharai郡にサ
イクロンシェルター20 ヵ所が建設
中であり、残りの２ヵ所において
も、サイトが選定され次第建設され
る予定である。 

今後のシェルター建設計画として、
Noakhali県及びLaxmipur県を対象
として F/S を完了しており、更なる
シェルターの建設を予定している。 
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1-4-2 サイクロンシェルターの維持管理体制 

各ドナーにより建設されたサイクロンシェルターに関しては、表1-4-2-1に示したように、

タイプ－１～タイプ－４の４種類の維持管理体制に分けられる。基本的にタイプ－１及びタ

イプ－２は、主に公立初等学校に対して、また、タイプ－３及びタイプ－４は、非公立初等

学校に対応した維持管理体制である。1990年代初期のサイクロンシェルター建設においては、

タイプ－３及びタイプ－４も、コミュニティーあるいはドナーによって維持管理がなされて

いたが、時を経るに従って予算の確保が困難となり、現在ほとんど維持管理されていない状

況にある。 

一方、タイプ－１及びタイプ－２の公立初等学校に関しては、当初から予算が十分に確保

されておらず、日常の維持管理に対しても、一部のサイトを除いてＳＭＣ等による寄付金も

集らない状況にある。 

このような状況に鑑み、今次計画の実施上の留意点として、以下の項目が上げられる。 

1）ＳＭＣを中核とする日常の維持管理体制が確保され、確実に維持管理が実施される組織

に改善する。 

2）初等学校レベルにおける日常の維持管理費を確保する。 

表1-4-2-1 他ドナーにより建設されたサイクロンシェルターの維持管理体制 

タイプ ドナー/機関名 維持管理体制の形態 備 考 

タ
イ
プ
－
１
 ＥＵ、 

ＩＦＡＤ、 

ＫｆＷ、 

オランダ 

建設後のシェルターは MOPME（旧

PMED）の管理下に移り、一般の公立

初等学校として維持管理が行なわれ

る。 

維持管理予算から算出すると、1

校当りの額は 4.5 千 TK/年となり、

不足するため、小規模な修理に関し

ては、ＳＭＣを中心とし、修理費を

捻出する必要がある。 

タ
イ
プ
ー
２
 

ＡＤＢ 建設後のシェルターの維持管理体

制は上記１と同様であるが、新たな

試みとして、本年から１万 TK を積立

てた初等学校に対して、同額の維持

管理補助金を配布する体制が確立し

ている。ただし、上記の補助金は一

校につき一回限りとのことである。 

自助努力が確認され、インセンテ

ィヴのある学校に対して、維持管理

補助金を給付する。 

タ
イ
プ
－
３
 

Caritas 

（ＮＧＯ） 

建設後のシェルターは、コミュニ

ティーに引渡されるが、その際

Caritas 側と契約を結び、コミュニ

ティー側の維持管理責任を明確に記

載している。適切な管理を怠った場

合は、施設を返却しなければならな

いとしている。 

Caritasへのインタビュによれば、

維持管理費が同ＮＧＯでは賄い切れ

ないため、契約を結び、的確なメン

テナンスをコミュニティー側に任せ

る形を取った。しかしながら,現状

は、維持管理費不足のため、大部分

のシェルターにおいてメンテナンス

状況が極めて悪いとのことである。 
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タ
イ
プ
－
４
 

ＢＤＲＣＳ 

（ＮＧＯ） 

建設後のシェルターは、ＢＤＲＣ

Ｓ自体が維持管理する体制をとって

おり、小規模な修理(１～２万 TK 未

満)に関しては、州事務所が担当し、

大規模な修理（10～20 万 TK 以上）

は BDRCS のダッカ本部が担当する。 

現状は維持管理費が捻出できず、

小規模・大規模な維持管理に関して

極めて厳しい状況に陥っている。 

1-4-3 初等教育開発計画との関連 

ドナーの支援方法について、初等教育開発計画（Primary Education Development 

Programmeme:ＰＥＤＰ-Ⅰ）（1998～2003年）と第２次初等教育開発計画（ＰＥＤＰ-Ⅱ）（2003

～2008年）ではそのアプローチが大きく異なる。本来、初等教育開発計画は総合的なプログ

ラムとして位置付けられている。しかし、ＰＥＤＰ-Ⅰに関しては、プロジェクトの内容や実

施体制についてドナー間、あるいはドナーと「バ」国政府の間での合意形成に時間を要した

ため、最終的には各ドナーがプロジェクト方式で個別に政府と協議をすることになった。 

そのため、「バ」国政府が独自にプロジェクトを実施するとともに、各ドナーはそれぞれ

の協力できうる範囲でＰＥＤＰ-Ⅰの内容に沿う支援をすることとなった。つまり、ＰＥＤＰ

-Ⅰは、包括的な初等教育プログラムではなく個々のプロジェクト間の整合性が希薄なプロジ

ェクトの集合体に留まっている。 

図1-4-3-1 ＰＥＤＰ-Ⅰ及びＰＥＤＰ-Ⅱにおけるドナー支援方法の違い（概念図） 

 

ドナー           ドナー 

  

 

ドナー 

                        

ドナー         ドナー 

ドナー ドナー ドナー ドナー 

 

主要ドナーの支援分野及びプロジェクトは表1-4-3-1、表1-4-3-2に記すとおりである。 

ＰＥＤＰ－ⅠＰＥＤＰ－ⅠＰＥＤＰ－ⅠＰＥＤＰ－Ⅰ    

ＰＥＤＰ－ＰＥＤＰ－ＰＥＤＰ－ＰＥＤＰ－ⅡⅡⅡⅡ    

コモン･ 
ファンド 
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表1-4-3-1 ＰＥＤＰ-Ⅰ（1998～2003年）における主要ドナー及び「バ」国政府の支援分野 

 世銀 ADB KfW NORAD DFID UNICEF 等 GOB 

１．質の向上（学校の質向上） 

教員訓練官研修 ○   ○    

長期教員訓練（C-in-Edu.) ○   ○    

教授法改善      ○  

郡リソースセンター ○ ○ ○ ○  ○  

教員能力強化 

サブクラスター研修実施  ○  ○  ○  

カリキュラム開発・評価  ○      教科書・ 
カリキュラム 教科書等印刷・配布 ○ ○  ○    

教材 教材開発・配布 ○ ○ ○ ○  ○  

国家アセスメント  ○      モニタリング 
制度 授業学習パフォーマンス  ○    ○  

NAPE 組織強化    ○ ○   

教員養成校（PTI）強化    ○    教育専門機関 
強化 

NCTB カリキュラム・教科 
書委員会強化  ○      

２．制度・行政能力の強化（PMED、DPE、地方行政能力強化） 

行政・運営能力向上     ○   
中央レベル 

モニタリング改善  ○   ○   

地方行政     ○ ○  地方・学校 
レベル 学校運営能力強化     ○ ○  

３．アクセス向上 

学校建設（新設・増設） ○ ○ ○    ○ 
施設改善 

サテライト学校設置      ○ ○ 

文具配布 ○ ○  ○    
貧困児童対策 

奨学金、小麦配布       ○ 

地域住民参加 地域住民参加、SMC 強化 ○ ○ ○  ○ ○  

注）GOB：「バ」国政府 
出所：JICA 専門家資料より作成 



 

 

表1-4-3-2(1) ＰＥＤＰ-Ⅰにおける主要ドナープロジェクト（1/2） 

ドナー プロジェクト 
支援 
タイプ 

期間 対象地域 
金額 

（百万ﾄﾞﾙ） 
プロジェクト内容 

ＡＤＢ Second Primary Education 
Sector Project (SPESP) 

有償 1997.7～2002.5 NCTB 強化は全国レベ
ル。他は Barisal、 
Chittagong、Sylhet。 

総額：105.6 
GOB：31.7 
ADB：73.9 

・学校施設改善（新設 332 校、改築 1,506 校、改修 1,556 校、教室 3,500、
トイレ、井戸、黒板）、初等教育行政事務所施設改善、URC 建設 10 
・教科書無償配布、貧困児童への教材・文房具供与 
・NCTB 強化、カリキュラム評価、ナショナルアセスメント、教科書作
成システム強化 
・MIS、M&E ユニット強化 
・サブクラスター研修 
・SMC 研修、ソーシャル･モビライゼーション 

World Bank Primary Education Development 
Project (PEDP-Ⅰ) 

 1998.7～2003.6 C-in-Edu.は全国
RNGPS 教員対象。他は
Dhaka、 Rajshahi, 
Khulna。 

 ・学校施設改善（新設 200 校、改築 1,650 校、改修 4,000 校、教室 8,000、
トイレ、井戸、黒板）、URC 建設 70 
・教科書無料配布、教材、文房具供与 
・公認非公立初等学校（RNGPS）教員の C-in-Edu.研修 
・ソーシャル･モビライゼーション 

ＡＤＢ/Norway Primary School Performance 
Monitoring Project (PSPMP) 

 1998.11～2001.10  総額：1.9 
GOB：0.4 
ADB/Norway：1.5 

・授業・学習状況モニタリングのモデルならびに各種ツール開発、モ
デル活用のための訓練モジュール開発など。 

ＫｆＷ/ＧＴＺ Compulsory Primary Education 
Project (CPEP) 

無償 1997～2000 Dinajipur, Kurigram, 
Bogra 

総額：26.5 
GOB：0.5 
KfW/GTZ：26 

・コミュニティー学校建設 18、GPS 改築 367 校、GPS 改修 224 校、GPS
教室増設 400、GPS トイレ 564、井戸 564、TRC 建設 33、初等学校 1,617
校・33URC への家具整備、33TRC・66 郡教育事務所への機材整備など。 

ＮＯＲＡＤ Primary Education Development 
Project for Quality 
Improvement (PEDPQI) 

有償 1997.7～2003.6 全国 総額：43.4 
GOB：7.7 
Norway：35.7 

・NAPE の組織改革、スタッフ研修、C-in-Edu.カリキュラム改善、PTI
教官研修、RNGPS 教師の C-in-Edu.研修支援、サブクラスター研修
（Dhaka、Rajshahi、Khulna）など。 
・DPE（中央及び地方）、NAPE、PTI 各レベルオフィサー研修、URC スタ
ッフ雇用・研修・機材整備・教材費支援、関係機関及びモデル学校
の図書整備など。 
・貧困児童に対する教材配布、科目別教材の開発・配布ならびにその
利用方法研修、教科書用紙の調達など。 

ＤＦＩＤ Effective Schools Through 
Enhanced Education Management 
(ESTEEM) 

有償 1998.9～2003.8 全国 総額：30.5 
GOB ：0.5 
DFID：30 

・マネージメント能力強化、プランニング能力強化 
・質の高い情報提供能力改善、初等教育の質にかかる M&E 能力強化、
財務マネージメント能力強化、教育監督ならびに支援体制強化、教
育政策策定能力強化 
・児童の出席率向上のためのコミュニティー参加 

1
-
2
8
 



 

 

表1-4-3-2(2) ＰＥＤＰ-Ⅰにおける主要ドナープロジェクト（2/2） 

ドナー プロジェクト 
支援 
タイプ 

期間 対象地域 
金額 

（百万ﾄﾞﾙ） 
プロジェクト内容 

ＵＮＩＣＥＦ 
ＡＤＢ 
ＡｕｓＡＩＤ 
ＷＳＵＣ 

Intensive District Approach 
to Education for All (IDEAL) 

無償 1996.7～2003.6 全国 総額：47 
GOB：７ 
ドナー：40 
 

・学校区マッピング、District、Upazila、Union、学校/コミュニティ
ーの各レベルでのプランニング研修・ワークショップ・資料作成 
・サテライト･スクール設置 
・Multiple Ways of Teaching/Learning 方法に基づく教授法改善と教
員・オフィサー研修、 
・学校運営・教育監督強化システムの構築・研修、サブクラスター教
員研修、TRC 支援 
・ソーシャル・モビライゼーション、モニタリング能力強化など 

ＵＳＡＩＤ USAID Assisted 1998 Flood 
Damaged GPS-cum Flood Shelter 
Construction Project (2nd 
phase) 

 2000～2002 1998 年の洪水被害地
域 

総額：0.87 
USAID：0.87 

・第一次では、GPS 改築 263 校、第 2 次では GPS 改築 48 校。 
・家具の供与 
・植林 

ＫｆＷ German Assisted Primary 
Education Development Project 

無償 1996.3～2003.6 全国 総額：12.4 
GOB：0.3 
KfW：12.1 

・コミュニティー学校の建設、GPS の改築・修理、教室増設、URC 建設 
・家具、教材の供与 
・地質検査、砒素検査 

ＫｆＷ German Assisted Primary 
School-cum Cyclone Shelter 
Construction Project 

有償 1999.4～2003.6 沿岸部 総額：12.1 
GOB：0.3 
KfW：11.8 

・台風被害を受けた初等学校の改築 103 校と避難所の建設 
・家具の供与 

ＩＤＢ IDB Assisted Primary 
School-cum Cyclone Shelter 
Construction Project 

 1999～2002 ８県 総額：4.5 
GOB：0.5 
IDB：４ 

・台風被害を受けた GPS200 校の修復 
・家具の供与 

ＩＤＢ IDB Assisted GPS Development 
Project 

有償 1999.7～2003.6 ７県 総額：2.1 
GOB：0.2 
IDB：1.9 

・GPS200 校の改築 
・家具、教材の供与 

ＩＤＡ Development of Primary 
Education in Dhaka, Rajshaji & 
Khulna Division (2nd phase) 
under IDA Assistance 

有償 1998.7～2003.6 ラジュシャヒ、 
クルナ、ダッカ 

総額：151.4 
GOB：39.4 
IDA：112 

・教育オフィサーの訓練 
・コミュニティー学校建設、教室増設、GPS 建設・修理、URC 建設 
・RNGPS 教員訓練、教科書用用紙・印刷、副読本、教材 

出所：DPE 資料及び JICA 専門家資料より作成 

1
-
2
9
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ＰＥＤＰ-Ⅱに関しては、ＰＥＤＰ-Ⅰの教訓から、ＡＤＢを中心としたドナーがコモン･フ

ァンドに資金を提供し、「バ」国政府とドナーがプログラム方式によりＰＥＤＰ-Ⅱに適した

資金の運用方法を今後協議する予定である。コモン･ファンド参加ドナーは、ＡＤＢ、世界銀

行、ＤＦＩＤ、ＥＵ、オランダ、ＮＯＲＡＤ、ＳＩＤＡ、ＵＮＩＣＥＦ、ＡｕｓＡＩＤ、Ｃ

ＩＤＡである（表1-4-3-3参照）。 

ＡＤＢは、ＰＥＤＰ-Ⅱの策定段階から深く関わっている主要ドナーである。コモン･ファ

ンドに出資するのみで、個別のプロジェクトを実施する予定はない。世界銀行は、2003年６

月終了予定のプロジェクトを2003年12月31日まで継続するが、その後はＡＤＢと同様に単独

のプロジェクトを実施する予定はなく、コモン･ファンドに出資するのみである。ＥＵは、コ

モン･ファンドへの資金提供を表明しているが、独自の援助方針※1をもとに、ＮＧＯを通じた

ノンフォーマル教育や障害児に対する教育支援も実施する予定である。 

表1-4-3-3 ＰＥＤＰ-Ⅱ資金調達計画 

（単位：百万ﾄﾞﾙ） 

出資機関 外貨による出資 現地通貨による出資 合計 ％ 

ADB 4.66 95.36 100.02 ５ 

世界銀行 6.98 143.04 150.02 ８ 

DFID 6.98 143.04 150.02 ８ 

EU 4.66 95.36 100.02 ５ 

オランダ 2.33 47.68 50.01 ３ 

NORAD 1.86 38.14 40 ２ 

SIDA 1.35 27.65 29 ２ 

「バ」国政府 6.22 1,240.43 1,246.65 67 

合計 35.04 1,830.70 1,865.74 100 

出所：PEDP-ⅡSummary 15 January 2003 

注：本サマリー作成以後、UNICEF、AusAID、CIDA が出資を表明している。 

                                                   
※１ＥＵの援助方針は、①初等教育を十分なレベルで終了する児童数の増加、②識字率の増加、③女子の教
育アクセスの保証、④障害児の教育アクセスである。 



 

 

第２章  プロジェクトを取り巻く状況 
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第２章 プロジェクトを取り巻く状況 

２－１ プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトの実施機関・実施体制に関しては、施設建設時は地方自治・地域開発・組

合省（ＭＬＧＲＤ＆Ｃ）とその下部機関である地方自治技術局（ＬＧＥＤ）が担当する。完

成した施設は、平常時に初等学校として利用されるため、ＬＧＥＤと協調して初等・大衆教

育省（ＭＯＰＭＥ）とその下部機関である初等教育総局（ＤＰＥ）によって施設の維持管理

が行われる｡また、サイクロン襲来時はシェルターとして使われるため、上記の２つの省に加

え、防災管理・救援省（ＭＤＭＲ）とその下部機関であるサイクロン予警報システム本部（Ｃ

ＰＰ）及び防災管理委員会が施設の運営に参加する。 

各機関の組織・人員は下記のとおりである。 

2-1-1 組織・人員 

(1) 地方自治･地域開発･組合省（ＭＬＧＲＤ＆Ｃ）と地方自治技術局（ＬＧＥＤ） 

本プロジェクトは、サイクロンにより過去に被災を受けたか、あるいは被災する可能性

のあるＨＡＲ内の初等学校敷地内にサイクロンシェルターを建設することを目的としてい

るため、｢バ｣国側の施設建設に係わる実施体制としては、ＭＬＧＲＤ＆Ｃと、その下部機

関であるＬＧＥＤが担当することになる。ＭＬＧＲＤ＆Ｃ及びＬＧＥＤの組織は図2-1-1-1

に示すとおりである。 

ＬＧＥＤは、地方開発を担当するための全国組織であり、ＬＧＥＤ本部には２人の副局

長（Additional Chief Engineer）、６人の技術部長（Superintending Engineer）、６人

の技術課長（Executive Engineer）、６人の技術課長代理（Assistant Engineer）が在籍

している。また、地方部には10の地域（Region Circle）に地域統括事務所が置かれ、各事

務所の技術部長の下に、64名の県技術課長、465名の郡技師（Upazila Engineer）が配属さ

れている。 

ＬＧＥＤ全体の職員数は約9,600人である。各県事務所は事務所長を含め12人で構成され、

各郡事務所は事務所所長を含め19人で構成されている。ＬＧＥＤでは地方部におけるイン

フラ整備、道路建設、役所の建設、政府管理の初等学校等公共施設の建設を行っている。

同時に、日本の無償資金協力による第１次～第４次の前計画を含むサイクロンシェルター

建設も担当した経験があり、高い技術力を備えているだけでなく、日本の無償資金協力の

システムを理解しており、実施機関としての十分な能力を有している。 

(2) 初等・大衆教育省（ＭOＰＭＥ）及び初等教育総局（ＤＰＥ） 

ＭＯＰＭＥは、教育省（ＭＯＥ）から初等教育局として分割されていたが、初等教育を



重視する｢バ｣国政府の政策に基づき、2003年１月に省に昇格した。ＭＯＰＭＥは、初等教

育（１～５年生）及び成人・識字教育等のノンフォーマル教育における政策及び開発計画

の立案・実施を担当し、ＭＯＰＭＥの下部機関のＤＰＥが初等教育サービスの運営管理や

モニタリングなど実務面を担当している。 

ＤＰＥは、全国で37,700の初等学校と161,500人の教員を管轄する大組織であり、１次～

４次の前計画で完成した61棟のサイクロンシェルターは、教育サービスの一環としてＤＰ

Ｅ単独で施設の維持管理を行ってきたが、施設に対する維持管理技術や財政不足等の問題

から、十分な維持管理能力を備えているとは言えず、ＬＧＥＤの支援が必要である。 

このＭＯＰＭＥとＤＰＥの組織は図2-1-1-2、図2-1-1-3に示すとおりである。 

図2-1-1-1 ＭＬＧＲＤ&Ｃ及びＬＧＥＤ組織図 
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図2-1-1-2 ＭＯＰＭＥ組織図 
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図2-1-1-3 ＤＰＥ組織図 

部長

（評価・開発）
Director（Planing ＆

Development）

部長

（政策実施）
Director（Policy Operation）

部長

（運営管理）
Director（Administration）

部長

（国立初等教育ｱｶﾃﾞﾐｰ）
Director NAPE

部長

（訓練）
Director（Training）

部長

（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ）
Director（Monitoｒing）

郡ﾘｿｰｽｾﾝﾀｰ(94)
URC(94)

初等教育養成校
PTI(54)

総局長
Director General

NAPE： National Academy of Primary School
PTI： Primary Training Institute
SMC： School Management Institute
URC： Upazila Resources Center

郡教育事務官補
Assistant Upazila Education Officer

公立初等学校

学校管理委員会（SMC）
Government Primary School ＆ SMC

郡教育事務官（481）
Upazila Education Officer（481）

部長代理（Dhaka, Chittagon, Deputy Director Rajshahi, Khulna, Barisal（6））

Deputy Director Dhaka, Chittagon, Deputy Director Rajshahi, Khulna, Barisal（6）

県教育事務官（64）
District Education Officer(64)

 

次官補佐（２） 
Assistant Secretary 

（２） 

次官補佐（２） 
Assistant Secretary 

（２） 

次官補佐（２） 
Assistant Secretary 

（２） 

Director (Planning & 
Development) 

次官補佐（２） 
Assistant Secretary 

（２） 

次官補佐（２） 
Assistant Secretary 

（２） 

上級次官補佐 
Senior 

Assistant Secretary 

部長代理 (Dhaka, Chittagon, Sylhet, Rajshahi, Khulna, Barisal (6)) 

Deputy Director (Dhaka, Chittagon, Sylhet, Rajshahi, Khulna, Barisal (6)) 

NAPE： National Academy of Primary School 

PTI：   Primary Training Institute 

SMC：  School Management Committee 

URC：  Upazila Resource Center 



2-4 

(3) 防災管理・救援省（ＭＤＭＲ）とサイクロン予警報システム本部（ＣＰＰ） 

｢バ｣国は自然災害多発国でありながら、政府内に平時から防災対策に携わる常設機関は

なく、災害対策は発災後の救援・復興に限られ、事前に災害対策を準備する事前対策は行

われていなかった。しかし、1985年に新省庁として救援・復興省（ＭＲＲ）が設立され、

1992年に現在のＭＤＭＲに改称されて、政府の防災に関する中心的な役割を担当している。

また、その下部組織に防災管理局（ＤＭＢ）と救援復興総局（ＤＲＲ）を有し、平常時に

おける災害対策と緊急時の活動並びに災害後の復興活動等に取組んでいる。一方、サイク

ロン襲来時の住民への予警報の伝達や誘導はＭＤＭＲの下部機関であるＣＰＰの役割とな

っている。 

ＣＰＰは、政策委員会と実行委員会の２つの委員会で構成されている。政策委員会は、

災害管理・救援省大臣が議長となり、政府及び赤新月社（ＢＤＲＣＳ）代表の７名で構成

されている。実行委員会は、同省次官が議長となり、１5名のメンバーで計画の運営と指導

スタッフ及びボランティアの指導管理を行っている。 

現在（2002年２月）、沿岸部のＨＲＡ地域の11県の30郡、259ユニオンに2,760のユニッ

トが設けられている。各ユニットは12名（内２名女性）のボランティアで構成され、警報

（２名）、シェルターへの誘導（３名）、救助（２名）、応急手当（３名）、救援（２名）

の５グループで編成されている。一つのユニットが担当する地域は２ｋｍ２、１～２村で人

口は2,000～3,000人である。 

ボランティアの総人数は、2002年現在、33,120人、内訳は男性27,600人、女性5,520人で

あり、毎年微増傾向にあるものの、財政面から目標要員数の確保には至らず、また、ＨＲ

Ａのすべての地域がカバーされていない。 

ＭＤＭＲとＣＰＰの組織は図2-1-1-4に示すとおりである。 



図2-1-1-4 ＭＤＭＲ及びＣＰＰ組織図 
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EOC：Emergency Operations Center
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2-1-2 財政・予算 

(1) 施設建設 

ＬＧＥＤの予算は、通常予算と開発予算の両方で確保されており、過去５年間における

予算の推移は次のとおりである。 

表2-1-2-1 過去５年間のＬＧＥＤの予算 

ＬＧＥＤ予算（百万 TK） 
年 度 

政府予算 
（百万 TK） 通常予算 開発予算 計 

政府予算に 
占める割合 
（％） 

1998～1999 年 307,650 1,759 12,151 13,912 4.5 

1999～2000 年 349,440 1,968 16,324 18,292 5.2 

2000～2001 年 371,330 2,182 17,499 19,681 5.3 

2001～2002 年 392,750 2,258 15,319 17,577 4.8 

2002～2003 年 431,720 2,437 18,315 20,752 4.8 

通常予算に関しては、基本的には人件費及び自前の小規模プロジェクトに使われること

になっている。予算の伸び率は年平均10％弱を示しており、2002/2003年度には約25億TKに

達した。 

一方、開発予算に関しては、世界銀行、ＡＤＢ、ＩＤＢ、ＪＢＩＣ、ＯＰＥＣ、ＤＡＮ

ＩＤＡ、ＷＦＰ等の支援における農村インフラ開発プロジェクト等の大型プロジェクトを

中心に占められており、政権交代年の2001/2002年度に若干の落ち込みがあったものの年々

増額されており、2002/2003年度は183億TKに達している。 

第４次計画の実施段階において、ＬＧＥＤは60棟のシェルターを建設するための予算を

確保した（表2-1-2-2参照）。第４次計画では、21棟のシェルターが建設されたため、残る

39棟を建設するのに必要な「バ」国側の予算が残されている。この予算も2003年の６月に

期限切れとなったが、ＬＧＥＤは2005年の６月まで延長する手続きを済しており、本プロ

ジェクトに対する予算措置は講じられている。 

なお、キラ建設費に関しては、ＷＦＰのFood for Works※1等により予算を確保すると報告

されている。 

                                                   
※1 土木事業等に対して、周辺住民を労働者として使用し、その労働に応じて、小麦等の食糧を与え
るシステム。 
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表2-1-2-2  本プロジェクト予算 

予 算（単位:10 万 TK） 
No. 項  目 数 量 

内貨 外貨 合計 

1. サイクロンシェルター建設 ６０棟 - 8,445.00 8,445.00 

2. コンサルタント料 - - 1,170.00 1,170.00 

3. 関連道路 100ｋｍ 1,500.00 - 1,500,00 

4. 人件費 23 nos. 82.00 - 82.00 

5. 車輌及び機材 L.S. 49.00 - 49.00 

6. 什器 L.S. 10.00 - 10.00 

7. 関連費用 

(燃料、通信、印刷、文房具、他) 

L.S. 70.00 - 70.00 

8. 用地収用 100 hec. 120.00 - 120.00 

9. ＣＤＶＡＴ L.S. 428.00 - 428.00 

10. 所得税 L.S. 200.00 - 200.00 

11. 銀行費用 L.S. 200.00 - 200.00 

 小計  2,659.00 9,615.00 12,274.00 

12. 予備費 L.S. 39.50 159.00 198.50 

13. エスカレーション L.S. 39.50 159.00 198.50 

 合計  2,738.00 9,933.00 12,671.00 

(2) 施設維持管理 

過去５年間（19981～2002年度）の教育セクター及び初等教育（ＤＰＥ)への予算配分は

表2-1-2-3のとおりである。通常予算及び開発予算を合計した政府予算を見ると、政府予算

の約15％が教育セクターに毎年配分され、このうち40％以上が初等教育関連の予算で占め

ている。初等教育予算の内、通常予算は主に人件費に当てられ、開発予算は施設の大規模

修理や学校の新設に使われている。 

本プロジェクトは、既存学校の敷地内にサイクロンシェルター兼初等学校を新設するも

のであり、教員の給与・諸手当及び文房具費等の運営費に関しては、建設予定サイトの全

てが公立初等学校であるため、従来どおり政府より支給されることになっている。 

施設の日常的な維持管理は、通常予算から配分されることになっているが、極めて少な

く、第１次～第４次の前計画で完成した施設も予算不足が問題になっており、今次計画に

おいても予算をＤＰＥに期待することは難しい。この対策として、ＬＧＥＤは施設の維持

管理費として、30,000TK／校／年を確保することを予定しており、３-４(2)項で後述する

ように、学校の実際の運営に当る学校管理委員会（ＳＭＣ）の日常活動を充実させる組織

面での強化策が講じられるため、継続的な施設の維持管理が期待できる。 

なお、大規模な修理に関しては、約10年以内ごとに行う①外部壁の塗装替え、②内部壁

の塗装替え等がこれに当る。その費用としては、ＭＯＰＭＥの開発予算により実施するこ
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とになるが、建設工事はＬＧＥＤが実施する。この予算の確保が困難な場合は、ＬＧＥＤ

の開発予算（シェルター改修プロジェクト等）を利用することになる。 

表2-1-2-3 教育セクターと初等教育の予算（1998～2003年度） 

初等教育予算(百万 TK) 年 度 
(百万TK) 

教育ｾｸﾀｰへの 
予算配分 通常予算 開発予算 計 

教育ｾｸﾀｰに占める 
初等教育の割合 
（％） 

1998～1999 年 976.8 248.2 169.1 417.3 42.7 

1999～2000 年 1,084.4 271.6 193.8 465.4 42.9 

2000～2001 年 1,158.4 283.6 232.4 516.0 44.5 

2001～2002 年 1,216.3 295.6 237.6 533.2 43.8 

2002～2003 年 1,389.0 305.8 329.1 634.9 45.7 

2002 年度以外は修正予算 
出所：PEDP-Ⅱ-Final, October 13, 2002 

(3) サイクロン予警報システム 

サイクロンの予警報と避難活動を行うＣＰＰは、管理運営と設備保全を赤新月社（ＢＤ

ＲＣＳ）が主に行い、政府からＣＰＰの活動費として毎年14百万TKの予算が配布されてい

るが、不充分なため、さらに国際赤十字･赤新月社連盟（ＩＦＲＣ）の資金援助を受けてお

り、ＩＦＲＣ、ＩＦＡＤ、イタリア政府等からは救援用機材の供与や防災訓練等の支援を

受けている。 

このため、ＣＰＰの活動は、徐々にではあるが改善されつつあるものの、十分な資金に

は程遠く、住民への警報伝達や誘導を行うボランティアの要員不足及び装備不足が指摘さ

れている。 

2-1-3 技術水準 

本プロジェクトの実施機関であるＬＧＥＤは、2-1-1項で述べたとおり、職員数約9,600名

（内技術者1,500名）を抱える「バ」国内でも施設建設に関して有数の実施能力を保つ機関で

あり、公立の学校やサイクロンシェルターを始めとする多種の建設工事に従事し、その技術

レベルは高く評価されている。さらに最近は、ＪＩＣＡ派遣の専門家の指導により、技術水

準の向上が図られている。 

ＬＧＥＤは、日本無償資金協力による第１次～第４次計画の建設実施機関であり、工事の

監理だけでなく予算や人材の確保及び地元、他機関との調整能力を遺憾なく発揮し、無事完

了させた。同時に、他ドナーのサイクロンシェルター建設では、直接工事を担当し計画どお

り竣工させた実績も有している。 

以上より、ＬＧＥＤは本プロジェクトを実施に充分な技術水準に達していると判断される。 
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２－２ プロジェクト・サイトの選定 

「バ」国の要請サイト数は39サイトであるが、過去の計画に対する評価を踏まえ、今次計

画においては、次の考え方に基づき選定基準を設け、2-2-1項以降の手順に沿って計画サイト

の選定を行った。 

① 自然条件や過去の災害実績から見て、暴風津波の危険が高い。 

② 災害から無防備な住民が居住しているにもかかわらず、適当な避難場所（計画中も含

む）がない。 

③ 避難経路からみて住民の避難が容易である｡ 

④ シェルターの建設工事が可能であり、将来も施設損傷の心配がなく活用できる。 

⑤ 平常時も公共施設（学校）として有効に活用され、将来も維持管理が行われる。（継

続的な施設の活用） 

2-2-1 調査対象地の選定 

「バ」国政府からのプロジェクトの要請サイト39ヵ所は表2-2-1-1に示すとおりである。 

この要請内容に対し、日本国政府関係機関による検討、協議がなされ、明らかにＨＲＡか

ら外れている４サイト（サイト№１、７、９、26）は調査対象外とすることで我が国と「バ」

国両国で合意した。 

また、要請敷地内にＫｆＷがシェルターを建設中のサイト（サイトNo.33）は、プロジェク

トの対象から除外し、既に隣地にシェルターが存在する３サイト（サイトNo.30、37、38）は、

老朽度、収容能力等を確認する必要があるため、調査対象サイトとすることで「バ」国側と

合意した。 

従って、調査対象サイトは表2-2-1-1に示す34サイトとなった。この34サイトについて、我

が国と｢バ｣国両国で合意した「サイト選定基準」に基づき、まず概略サイト状況調査を行い、

これにより選定されたサイトに対し、詳細サイト状況調査（河岸浸食調査を含む）及び社会

環境調査、自然条件調査等を行って最終プロジェクト・サイトを決定することとした。 
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表2-2-1-1 プロジェクト・サイト調査対象サイトリスト（39サイト） 

No. 県 郡 ユニオン 初等学校名 

1 Feni Chhagolnaia 9 no. Shavopur Darogar Hat GPS 

2 Feni Sonagazi 6 no.Char Chandia Mohesh Char GPS 

3 Feni Sonagazi 6 no.Char Chandia Moddhom Char GPS 

4 Feni Sonagazi 7 no. Sonagazi Sonagazi GPS 

5 Cox’s Bazar Chakaria Boroi Tali Pohorchanda GPS 

6 Cox’s Bazar Chakaria West Boro Veola Ilishia GPS 

7 Cox’s Bazar Teknaf Hoaicong Kharangkhali GPS 

8 Cox’s Bazar Chakaria Taitong Sonaichhory GPS 

9 Cox’s Bazar Chakaria Kakara South Kakara GPS 

10 Cox’s Bazar Cox’s Bazar Sadar Islamabar Gojalia GPS 

11 Cox’s Bazar Cox’sBazar Sadar Eidgah Vaditala GPS 

12 Chittagong Patiya Borouthan Borouthan Hamid  Ali Khan GPS 

13 Chittagong Patiya Charlaksma West Charlaksma GPS 

14 Chittagong Patiya Char Patharghata Ichanagar GPS 

15 Chittagong Patiya Char Patharghata Char Patharghata GPS 

16 Chittagong Sandwip Haramina Kachhiapur GPS 

17 Chittagong Sandwip Gachhua Gachhua A. K. GPS 

18 Chittagong Sandwip Musapur South East Musapur GPS 

19 Chittagong Sandwip Bauria Bauria G. K. GPS 

20 Chittagong Miresharai Mithanala Banatali 

21 Chittagong Miresharai Katachhora Temuhani GPS 

22 Chittagong Miresharai Mayani Solaiman GPS 

23 Chittagong Miresharai Wahedpur Jafarabad GPS 

24 Chittagong Miresharai Mayani SM Hazipara GPS 

25 Chittagong Miresharai Durgapur Hazisorai GPS 

26 Chittagong Miresharai Hinguli Madya Azamnagar GPS 

27 Chittagong Miresharai Sahebkhali East Sahebkhali GPS 

28 Chittagong Banshkhali Shilkup Munkirchar GPS 

29 Chittagong Banshkhali Katharia Modya Katharia GPS 

30 Chittagong Banshkhali Pukuria South Burumchara GPS 

31 Chittagong Banshkhali Puichari Puichari Sultania GPS 

32 Chittagong Banshkhali Shadhanpur North Shadhanpur GPS 

33 Chittagong Anowara Haildhor Prikhain GPS 

34 Chittagong Anowara Bairag Badalpur GPS 

35 Chittagong Anowara Burumchhora West Burumchhora GPS 

36 Chittagong Anowara Chatori Dumuria GPS 

37 Noakhali Hatiya Burirchar Hornipalgram GPS 

38 Noakhali Hatiya Sonadia Purba Chanandi GPS 

39 Noakhali Hatiya Tamaruddi Tamaruddi Koralia GPS 

注）GPS：公立初等学校 

[凡例] 
  V-1    ：国内解析によりＨＲＡ外と判定し、調査対象サイトから除外。 

：同敷地内に他ドナー（KｆW）によりシェルターを建設中ため、調査対象サイトから除外。 
：隣地に小型シェルターが存在している。 
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2-2-2 プロジェクト・サイトの決定 

2-2-2-1 概略サイト状況調査 

前項で述べたように、34サイトを調査対象としたが、概略サイト状況調査では、以降の

サイト選定作業を効率良く進めるための１次調査として、下記の重要項目についてのスク

リーニングを行った。 

1） ＨＲＡ内外の確認（｢多目的サイクロンシェルター建設計画マスタープラン｣における

サイトの被害危険度） 

2） 過去のサイクロンによる最大暴風津波高 

3） 半径1.5ｋｍ以内のサイクロンシェルターの有無 

4） 半径1.5ｋｍの人口 

5） 半径1.5ｋｍ以内の丘陵地（避難場所）の有無 

6） 半径1.5ｋｍ以内の２階建て以上の公共建物の有無 

7） 過去のサイクロンによる最大死者数 

8） 既存キラの有無 

9） サイトへのアクセス状況 

10) 他ドナー等によるシェルター建設計画の重複の有無 

11) 河川の河道変化による浸食の可能性 

12) 既存初等学校の種類 

13) 総児童数 

14) 学校敷地面積 

15) サイト所有者 

16) サイト内及び周辺の自然状況 

17) サイトの広さ 

以上に対する各サイトの調査結果を取りまとめれば表2-2-2-1に示すとおりである。

2-2-2-3で後述するサイト選定基準のうち1）～7）に従い選定した結果、詳細サイト状況調

査等を行うに適地と判断されるサイトは22サイトであった。 



表2-2-2-1　概略サイト状況調査結果一覧

Site. No.

Item 2 3 4 5 6 8 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 27 28 29 30 31 32 34 35 36 37 38 39 Remarks

*1 *1

HRA内外 × × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○： HRA内

×： HRA外

*13

過去のサイクロンによる最大津波高 (m) 0.7 0.3 1.5 2.0 2.5 0 0 2.2 1.5 2.2 2.0 2.0 1.5 2.5 2.0 1.5 1.2 1.0 1.2 1.2 1.5 2.0 2.0 3.0 3.0 3.0 2.1 2.1 0.9 3.0 3.0 3.0

*2 *8 *10 *10 *10 *10

1.5km以内のサイクロンシェルターの有無 ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○： 無

×： 有

半径1.5Km以内の人口 6,000 10,000 12,000 10,000 14,000 10,000 15,000 13,000 25,000 30,000 12,000 25,000 15,000 20,000 4,000 22,000 20,000 6,000 15,000 15,000 6,000 20,000 11,000 4,500 15,000 7,000 6,000 6,000 6,000 5,000 4,500 4,000

*4

半径1.5 Km以内にある丘陵地の有無 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○： 無

×： 有

*3 *7

半径1.5Km以内にある公共建築物 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○： 無

（２階建以上）の有無 ×： 有

過去のサイクロンによる最大死者数 10 5 100 500 150 0 0 150 1,000 500 300 500 600 1,000 400 500 300 200 250 300 250 350 200 400 150 200 400 4,000 0 1,500 1,200 3,000

既存キラの有無 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ○： 有

×： 無

サイトへのアクセス手段 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○： 良い ( 4WDにより可）

×： 悪い（プッシュカート、徒歩)

他のシェルター建設プロジェクトとの重複の有無 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○： 無

×： 有

○： 低い

河岸侵食の可能性（※12） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △： 不確定（要詳細調査）

×： 高い

 

学校タイプ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○： 公立初等学校

×： 非公立初等学校

児童総数 335 240 440 700 450 430 320 360 312 757 131 612 510 915 106 190 210 217 84 173 272 505 673 339 213 344 259 446 312 266 346 263

学校サイト面積（㎡） 1,620 2,660 900 2,833 1,230 920 1,120 1,012 1,048 1,539 1,807 7,270 1,968 4,161 890 1,603 889 727 858 982 696 1,290 1,270 1,100 799 1,684 1,100 1,416 1,610 1,250 1,400 2,200

既存サイト所有者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○： ｢バ」国政府

×： 個人所有

サイト及びサイト周辺の自然状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○： 良い

×： 悪い

*11 *5 *6 *6 *9 *6 *6 *9 *9 *6 *6 *9 ○： 十分

サイトの広さ ○ △ ○ ○ ○ × △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ △ △ △ △ △ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ △： 条件付十分

(500) (210) (170) 部分撤去 (1000) ×： 不十分

総合評価 × × × × ○ × × × × ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○ ○ ○： 適地

×： 不適地

Note *1: 海岸線が河道変更による堆積のためサイトから南に約15Kmまで拡張している。 *8: シェルターとして使用不能な老朽化したPWDシェルターが存在する。

*2: 新築のIDBシェルター兼初等学校が、サイト内に存在する。 *9: （  ）内の数値は追加土地収用が必要な面積（㎡）を示す。詳細な面積は詳細サイト状況調査及び測量調査の結果により決定する。

*3: サイト内に使用不能な老朽化した２階建て校舎が存在する。 *10: 避難人数が周辺人口に比較して極めて小さいシェルターがサイト近隣に存在する。

*4: 既存の学校が高さ5～6ｍある丘陵地に位置している。 *11: 池の埋立てが必要である。

*5: ３方向が大きな池、モスクの祈場により囲まれているため追加土地収用が困難である。 *12: 本項目に関しての最終決定は全サイトに対する水理・水文調査結果に基づきなされる。

*6: 老朽化した校舎の撤去が必要である。 *13: 同サイトは高さ３ｍを有する丘陵地に位置している。

*7: サイト内に２棟の３階建て校舎が存在する。
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2-2-2-2 詳細サイト状況調査 

本項における詳細サイト状況調査は広義を意味し、狭義の詳細サイト状況調査、社会環

境調査、自然条件調査の水質調査及び水理・水文調査の河道変更調査が含まれる。 

前記の概略サイト状況調査により選定された22サイトに対して、詳細サイト状況調査を

実施した。本調査は最終プロジェクト・サイトを選定するためのものであり、概略サイト

状況調査により実施した調査項目について、再確認を行った上、下記の項目について詳細

な調査を実施し、最終選定の資料とした。 

1） キラ建設用地の有無 

2) 河川の河道変化による浸食の可能性 

3) ＣＰＰ活動地域の確認 

4) 午前クラスの児童数 

5) 午後クラスの児童数 

6) 教員数 

7) ＳＭＣ（学校管理委員会）の有無 

8) メンテナンスのために担当機関の有無 

9) 学校施設の現状 

10) 拡張のために収用が必要な土地の最小面積 

11) 既存施設の撤去の可能性 

12) サイト内或いはサイト周辺の水質(砒素に関して) 

以上に対する各サイトの調査結果を取りまとめれば表2-2-2-2に示すとおりである（詳細

は資料編8-1参照）。 



表2-2-2-2　詳細サイト状況調査結果一覧
Site No.

Item 6 13 14 15 16 18 19 21 22 23 24 25 27 28 29 30 31 32 35 37 38 39 Remarks

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○：ＨＲＡ内

×：ＨＲＡ外

過去のサイクロンによる最大津波高（ｍ） 2.0 2.2 1.5 2.2 2.0 1.5 2.5 1.5 1.2 1.0 1.2 1.2 1.5 2.0 2.0 3.0 3.0 3.0 2.1 3.0 3.0 3.0 ◎：３ｍ以上

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎ ◎ ◎ ○：１ｍ以上３ｍ未満

△：１ｍ未満

半径1.5km以内のサイクロンシェルターの有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ※２〇 〇 〇 〇 〇 〇 ※３〇 〇 〇 ※３〇 〇 〇 〇 ※３〇 ※３〇 〇 ○：無

×：有

半径1.5ｋｍ以内の人口 10,000 13,000 25,000 30,000 12,000 15,000 20,000 22,000 20,000 6,000 15,000 15,000 6,000 20,000 11,000 4,500 15,000 7,000 6,000 5,000 4,500 4,000

半径1.5ｋｍ以内にある丘陵地の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：無

×：有

半径1.5ｋｍ以内にある丘陵地の公共建築物 ※１〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：無

（２階建以上）の有無 ×：有

過去のサイクロンによる最大死者数 500 150 1,000 500 300 600 1,000 500 300 200 250 300 250 350 200 400 150 200 4,000 1,500 1,200 3,000

既存キラの有無 × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × × ○：無

×：有

計画キラ建設用地の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：有

×：無

〇：低い

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 ×

×：高い（やや高い）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇：内

△：外

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇：無

×：有

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：公立初等学校

△：非公立初等学校

700 360 312 757 131 510 915 190 210 217 84 173 272 505 673 339 213 344 446 266 346 263

300 157 112 300 59 180 392 77 91 90 40 60 108 290 375 152 138 141 210 130 164 145

400 203 200 457 72 330 523 113 119 127 44 113 164 215 298 187 75 203 236 136 182 118

5 4 4 10 3 8 5 4 4 5 3 4 3 3 5 4 4 3 3 4 4 3

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：有

△：無

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：学校管理委員会

△：その他

○：良い（良好なメインテナンス）

〇 〇 △ 〇 △ △ 〇 〇 〇 △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ 〇 △：良くない（老朽化）

×：悪い（著しい老朽化）

2,833 1,012 1,048 1,539 1,807 1,968 4,161 1,603 889 727 858 982 696 1,290 1,270 1,100 799 1,684 1,416 1,250 1,400 2,200

160 330 296 499 123 302 171 200 121 221 487 190 755 133 650 269 193 93 187 144 272 160

アクセス手段 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：4WD

×：プッシュカート、徒歩

既存サイトの所有者 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：「バ]国政府

△：ＳＭＣ

サイト及びサイト周辺の自然状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○：良い

×：悪い

△ △ △ ○ △ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ ○ △ ○ ○：無

（405） （1,050） （890） - （784） - - - （125） （560） （630） （700） （216） （880） - （640） （175） （240） （975） - （415） △：有

〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇 △ 〇 〇 △ 〇 ○：無
△：有

サイト内或はサイト周辺の水質（砒素に関して） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ △ 〇 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 飲料可　　※砒素「バ」国基準 :0.05ppm

（0.021ppm） （0.023ppm）（0.131ppm） （0.052ppm） △ 飲料不可

総合評価 △ △ △ △ △ 〇 〇 〇 △ △ △ △ △ △ 〇 × △ △ △ 〇 △ × ○：適地                  A: 追加土地収用

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ Ａ,Ｃ Ａ Ａ Ａ，Ｂ，Ｃ Ａ Ａ B Ａ - Ａ, B △：条件付適地       B: 既存施設の撤去

× 不適地              C: 砒素汚染

Ｎｏｔｅ  *1: 使用不能な老朽化した２階建て校舎がサイト内に存在する

 *2: シェルターとして不適当な老朽化したＰＷＤシェルターがサイト内に存在する

 *3: 避難人数が周辺人口に比較して極めて小さい小型シェルターがサイト近隣に存在する

2
-
1
4

ＣＰＰ活動地域内外

既存サイト面積（㎡）

教員数

学校管理委員会（ＳＭＣ）の有無

午後クラスの児童数（クラス3-5）

既存施設の撤去の有無

メンテナンスのための担当機関

学校施設の現状

追加土地収用の有無と面積（㎡）

ＨＲＡ内外

河岸侵食の可能性

他のシェルタ建設プロジェクトとの重複の有無

校舎面積（㎡）

学校タイプ

児童総数（クラス1-5）

学
校
施
設
関
連

午前クラスの児童数（クラス1-2）

サ
イ
ク
ロ
ン
シ
ェ

ル
タ
ー

関
連
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なお、前記項目の２)に関しては、2-2-2-4(5)項の対象サイト周辺水域の河岸浸食の可能

性において、また、前記項目12）に関しては、2-2-2-4(4)項の水質検査において詳述する。 

2-2-2-3 プロジェクト・サイト選定の基準 

第１次～第４次計画までのサイト選定基準をレヴュー及びＪＩＣＡが実施した第１次～

第３次までの事後評価調査結果を十分考慮した上で、以下のサイト選定基準を設定した。

本計画施設は、サイクロンシェルター兼初等学校として使用されるため、シェルター及び

初等学校双方の条件を十分考慮した以下の基準としている。特に、第３次計画において

Ramgati郡に建設された１棟が、メグナ川の急激な河道変更（１～1.5ｋｍ）により1999年

に流失した事実に鑑み、下表の「5）要請サイトが河川の河道変化によって浸食される可能

性が低い」を今次計画の選定基準に追加し、サイトの選定にあたって、河道変更の可能性

を多方面から検討することとする。 

表2-2-2-3 サイト選定基準 

1） 要請サイト内に政府の責任において運営・管理されている公立初等学校が存在する。 

2） 要請サイトが多目的サイクロンシェルター建設計画マスタープランで規定された高度危険

地域（ＨＲＡ）※1内に位置している。 

3） 原則的にサイトの周辺半径 1.5ｋｍ※2以内に、サイクロンによる高波からの避難が可能な丘

陵地や公共建造物が存在しない。 

4） シェルターの建設に十分な敷地が確保され、その土地所有権が確保されている。ただし、

施設建設に十分な敷地がない場合でも、使用不能と判断された施設を撤去することにより

敷地が確保されるか、または隣接地に追加土地収用が可能な場所で、かつバングラデシュ

側により撤去工事、追加土地収用が実施される確証を得られる場合を含む。 

5） 要請サイトが河川の河道変化によって浸食される可能性が低い。 

6） 「バ」国政府及び他の援助機関によって要請サイト及びその周辺にサイクロンシェルター

建設が計画されていない。 

7） 車輛によって建設資機材を建設場所まで運搬可能である。 

8） サイト内の初等学校に通学している児童及び教職員が本計画によって建設されるサイクロ

ンシェルターに配置される。 

9） 建設された施設及び設備を維持管理することのできる学校管理委員会が既に存在するこ

と。 

10) 要請サイトの周辺半径 0.3ｋｍ※3 以内に、家畜避難用のキラ※4 があるか、または収用可能

なキラ建設用地があり、キラ建設に関し、バングラデシュ側の確証が得られる。 

※1：サイクロン暴風津波の水深が1ｍ以上に達し、大規模な洪水により人命が失われる可能性が高い地域 

※2：マスタープランにおいて規定された最大避難距離(1.5ｋｍ)、赤新月社（ＢＤＲＣＳ）やCaritasの同避難距
離（各々1.5ｋｍ）、第1次～第4次計画のレヴュー及び初等学区（半径1ｋｍ～1.5ｋｍ）等も勘案し、本計画
の最大避難距離を1.5ｋｍと設定した。 

※3：キラはシェルター敷地に隣接して建設されることが最良であるが、周辺の地形、土地収用必要性等の条件に
より、困難な状況も予想されることから、キラに避難させた家畜等が目視で確認でき、サイクロン通過後、
直ちに回収できる距離として0.3ｋｍを設定した。 

※4：サイクロン襲来時に、一時的に家畜等を避難させる盛土地域。 
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2-2-2-4 プロジェクト・サイトの決定 

2-2-2-2項で記載した22サイトの詳細サイト状況調査に基づき、上記の選定基準によりサ

イクロンシェルター建設サイトとしてのプロジェクト・サイトを選定した結果、表2-2-2-2

に示すとおり、計20サイトが適地と判断された。また、サイトNo.30、39に関しては、

2-2-2-4(5)項の対象サイト周辺水域の河岸浸食の可能性において後述するように、複数の

検討条件から、河道変化の可能性が比較的高いことが判明したため、プロジェクト･サイト

から除外することとする。 

具体的には、プロジェクト・サイトとして無条件の適地は５サイト（サイトNo.18、19、

21、29、37）であり、その他の15サイト（サイトNo.６、13、14、15、16、22、23、24、25、

27、28、31、32、35、38）は条件付適地である。 

上記の条件付適地に関しては、以下のように対処することにより適地と見なすることと

し、プロジェクト・サイトとして計画する。 

(1) 追加土地収用 

追加土地収用が必要な条件付適地として、選定されたプロジェクト・サイトは以下の14

サイトであり、各サイトの最小追加土地収用面積は以下に示すとおりである。 

サイト No. 既存サイト面積 最少追加土地収用面積 
 （ｍ２） （ｍ２） 

６ 2,833 405 

13 1,012 1,050 

14 1,048 890 

16 1,807 784 

22 889 125 

23 727 560 

24 858 630 

25 982 700 

27 696 216 

28 1,290 880 

31 800 175 

32 1,600 240 

35 1,420 975 

38 1,400 415 

ただし､上記の追加土地収用については、「バ」国側が実施するものとし、Ｅ/Ｎ前に完

了するものとする｡ 
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(2) 老朽化した既存施設の撤去 

老朽化した既存施設の撤去が必要な条件付適地として選定されたプロジェクト・サイト

は以下の４サイトであり、各サイトの撤去施設は以下に示すとおりである。 

サイト No. 撤去施設の内容 

15 全４棟の内２棟の既存校舎（レンガ造、トタン屋根） 

27 既存校舎（レンガ造、トタン屋根） 

32 既存校舎（レンガ造、トタン屋根） 

38 既存校舎（レンガ造、トタン屋根） 

ただし、上記の老朽化した既存施設の撤去は「バ」国側が工事着工前に完了するものと

する。 

(3) 隣地に小型サイクロンシェルターのあるサイト 

サイトNo.27、30、37、38に関しては、隣地に小型のサイクロンシェルターがあるが、そ

の収容人数は約700人程度と少なく、また、1.5ｋｍ以内の周辺人口は各々6,000人、4,500

人、5,000人、4,500人となっており、シェルター建設の必要性が十分高いと判断されるた

め、プロジェクト・サイトとする。 

(4) 水質検査（特に砒素） 

｢バ｣国では、人口の９割以上がその飲料水を地下水に頼っているが、1990年代の半ばに

なって初めて、「バ」国内の広い地域が砒素によって汚染されていることが明らかになっ

た。このため、第１次～第３次計画では何の対策も講じられなかったが、第４次の前計画

（1998年ＢＤ、1999年工事）では、給水施設としての深井戸工事において、｢バ｣国の飲料

水質基準以上の砒素含有が認められた場合は、砒素問題に対し具体的な対策が見出されて

いなかったこともあり、井戸を封鎖し、使用しないこととして処理された。 

現在、日本国や国際機関等による砒素問題に対する研究が進められており、今回の調査

では、サイトの地下水の水質（砒素）について前計画以上の精度で調査を行い、問題のあ

るサイトではその対策を検討することとなった。 

調査対象地域に分布する地下水は、主に砂質土層に賦存されており、連続的に追跡可能

な粘土、シルト質の地層（粘性土質）を境として、滞水層は概ね表2-2-2-4に示したように

４層に大別することができる。 
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表2-2-2-4 調査対象地域の滞水層区分 

滞水層区分 特徴 
沿岸部地域（Sandwip、

Hatiya 以外の地域） 

島嶼地域（ Sandwip 、

Hatiya） 

上部層 基底部に厚さ 10～数 10

ｍの粘性土層挟む 

下部との境界深度 

約 80ｍ 

下部との境界深度 

90～120ｍ 

中層部上部 下部との境界部に厚さ

10～20ｍの粘性土層を

挟む 

下部との境界深度 

190～200ｍ 

下部との境界深度 

190～200ｍ 

中層部下部 － 下部との境界深度 

約 260ｍ 

下部との境界深度 

270～285ｍ 

下部層 最上部に厚さ 10～数 10

ｍの粘性土層分布 

  

一方、調査対象地域周辺では、井戸は一般に深さ75ｍを境として浅井戸（Shallow Well）

と深井戸（Deep Well）に区分されており、上部層の地下水を取水の対象にした井戸は主に

浅井戸に区分され、中部層上部以深の地下水を対象にした井戸は深井戸となる。 

各サイトの井戸から採水した試料を対象にして実施した水質試験の結果は、表2-2-2-5の

一覧表に示すとおりである。砒素に関しては、Chittagong県、Patiya郡のサイトNo.15及び

Miresharai郡のサイトNo.22、23、27において、砒素が検出され、そのうちのサイトNo.23、

27で「バ」国基準の0.05ppmを上回っている数値が確認された。 何れも深度が10～18ｍ程

度の浅井戸であり、本計画では300ｍ程度の深度を有する深井戸を建設することとし、上記

基準を上回った場合、除去装置を設置することとする。（詳細は3-2-2(3)設備計画参照） 

なお、全調査サイトで一般細菌、大腸菌が検出されたが、浅井戸以外の井戸水に含まれ

ているこれらの菌は、元来地下水に含まれていたものでなく、深井戸掘削用泥水及び掘削

器具を経て汚染され、検出された可能性が高いと判断される。給水施設として供用を開始

する前に井戸水を滅菌することにより解決することが可能である。 

地下水に含まれる砒素の濃度について、ＤＰＨＥより入手した資料を郡別に整理すると、

表2-2-2-6に示すとおりである。 

以上の水質分析及び資料収集調査の結果に基づき、各滞水層の水質の郡別特徴を表

2-2-2-7の水質調査総括表に整理した。 



 

 

表2-2-2-5 水質試験結果一覧表 

 
サイト
No. 

井戸 
深度 
ｍ 

滞水層 
 

色 
 

濁度 
 

臭気 
 

味覚 
 

温度 
℃ 

pH 
 

電気伝導度 

ｍS/ｍ 
Fe 
mg/l 

Cｌ 
mg/l 

全硬度 
mg/l 

アンモニウム 

mg/l 
一般細菌 
MPN 

大腸菌 
MPN 

砒素 
mg/l 

WHO 
ガイドライン値      

不快でな
いこと 

同左 － 6.5～8.5  0.3 250 500    0.01 

「バ」国 
暫定基準値 

       30 6.5～9.2  1 250 500    0.05 

3 不明 不明 透明 なし なし なし 25.0 6.97 28.7 0.2 75 100 0.5 ー ー 反応なし Somagazi 

4 不明 不明 透明 なし なし なし 24.9 6.94 30.6 0.1 50 115 0.2 ー ー 反応なし 

5 60 上部層 薄い土色 なし なし なし 25.0 7.17 27.7 0.2 50 100 0.5 15 4 反応なし 

6 250 中部層下部 透明 なし なし なし 24.8 7.76 38.2 0.2 75 100 0.5 7 3 反応なし 

Chakaria 

8 300 下部層 薄い土色 なし なし なし 25.0 6.80 15.55 0.1 100 100 0.2 0 0 反応なし 

Cox’s Bazar 11 400 下部層 透明 なし なし なし 25.0 7.20 28.0 0.2 75 125 0.2 ー ー 反応なし 

12 40～60 上部層 薄い土色 有 なし なし 25.1 6.30 31.0 0,2 150 115 0.5 9 8 反応なし 

13 45 上部層 薄い土色 なし なし なし 25.2 7.79 104.6 0.4 275 110 0.2 9 5 反応なし 

14 45 上部層 薄い土色 なし なし なし 25 7.02 146.4 0.1 225 410 0.2 12 7 反応なし 

Patiya 

15 10 上部層 薄い土色 なし なし なし 25 7.03 383 0.2 75 430 2 10 6 0.021 

16 300 下部層 透明 なし なし なし 24.5 7.48 67 0.2 50 200 0.2 16 11 反応なし 

17 300 下部層 透明 なし なし なし 25.0 7.11 47.2 0.2 225 210 0.2 10 7 反応なし 

18 300 下部層 透明 なし なし なし 25.0 7.40 46.4 0.2 125 150 0.5 7 6 反応なし 

Sandwip 

19 300 下部層 透明 なし なし なし 25.0 7.25 61.3 0.2 325 150 0.5 11 9 反応なし 

20 15 上部層 薄い土色 なし なし なし 25.0 7.16 309 0.3 50 500 0.2 7 5 反応なし 

21 18 上部層 薄い土色 なし なし なし 25.1 7.26 165.2 0.2 150 150 0.5 9 12 反応なし 

22 12～18 上部層 透明 なし なし なし 25.0 7.25 214 0.1 50 255 0.5 6 3 0.023 

23 18 上部層 透明 なし なし なし 25.2 7.48 62.1 0.2 25 185 1.0 13 10 0.131 

24 230 中部層下部 透明 なし なし なし 25.0 7.51 66.2 0.2 250 150 0.2 9 9 反応なし 

25 150 中部層下部 透明 なし なし なし 25.6 7.19 44.2 0.1 225 120 0.2 7 10 反応なし 

Miresharai 

27 15 上部層 透明 なし なし なし 25.0 7.66 81.8 0.2 250 100 0.3 13 5 0.052 

28 210 中部層下部 透明 なし なし なし 24.7 7.10 33.6 0.2 50 110 0.4 9 9 反応なし 

29 270 下部層 薄い土色 なし なし なし 24.7 6.68 27.4 0.1 125 100 0.3 0 12 反応なし 

30 45 上部層 薄い土色 有 なし なし 24.7 6.44 45.6 0.2 225 100 0.3 8 11 反応なし 

31 300 下部層 薄い土色 有 なし なし 24.8 6.41 13.48 0.3 25 100 0.2 12 11 反応なし 

Banshkhali 

32 36 下部層 薄い土色 有 なし なし 24.8 5.89 6.93 0.1 25 120 0.1 10 11 反応なし 

34 12 上部層 透明 なし なし なし 24.6 6.03 26.6 0.2 225 100 0.2 12 8 反応なし 

35 60 上部層 薄い土色 なし なし なし 25.0 6.92 23.5 0.3 25 100 0.8 ー ー 反応なし 

Anowara 

36 不明 不明 透明 なし なし なし 24.8 6.92 171.4 0.2 150 205 1.5 ー ー 反応なし 

37 270 中部層下部 透明 なし なし なし 24.5 7.12 44.8 0.2 125 100 0.3 23 30 反応なし 

38 240 中部層下部 透明 なし なし なし 25.0 7.39 51.4 0.1 25 150 0.4 11 8 反応なし 

Hatiya 

39 260 中部層下部 透明 なし なし なし 25.0 7.31 105.5 0.1 125 300 0.5 5 9 反応なし 

［凡例］：       概要サイト状況調査により選定されたサイト 

2
-
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表2-2-2-6 調査対象地域周辺における井戸の砒素分析集計結果（ＤＰＨＥ-ＵＮＩＣＥＦ2002） 

調査対象井戸数とＡｓ５ppm の井戸数 
郡 

合 計 深井戸 浅井戸 
ＤＰＨＥ資料（深井戸位置未記載） 備 考 

Chakaria 0/1000 0/587 0/413 深さ 156ｍ、233ｍ、250ｍの深井戸のＡｓ溶存量、

いずれも 0.01ppm 以下 

全くＡｓの汚染を受けていない。 

Patiya 45/991 3/743 42/248 深さ 150ｍ井戸のＡｓ溶存量、0.060ppm 

深さ 240ｍ井戸のＡｓ溶存量、0.050ppm 

深さ 300ｍ井戸のＡｓ溶存量、0.045ppm 

郡の西端部が浅井戸、深井戸共汚染地域に入っている。

（調査対象位置該当） 

左のＤＰＨＥの資料では、深さ 300ｍ付近ではＡｓ溶存

量はバングラデシュの暫定基準値以下となる。 

Sandwip 0/995 0/293 0/702 深さ 165ｍ井戸のＡｓ溶存量、0.037ppm 

深さ 255ｍ井戸のＡｓ溶存量、0.010ppm 

深さ 315ｍ井戸のＡｓ溶存量、0.008ppm 

全域が、Ａｓに汚染されていないことになっている。し

かし、中部滞水層上部はバングラデシ暫定基準値に近似

した値を示している。 

3,350/9,015 - - Miresharai

※１ ※２ 

（3,338/7,296） 

 

- 

 

- 

DPHE 提供の Mayanie、Waｋedpur 地域５地点の深

井戸資料（深さ 185～200ｍ）ではＡｓ検出されて

いない。 

北部の２union を除き、全域でＡｓの汚染を受けている。 

現在集計中のため、浅井戸、深井戸の汚染状況不明。 

今回調査対象の No.22、23、24 地点は Mayanie、Wakedpur

地域に入る。 

Banshkhali 2/883 1/525 1/358 - 極一部でＡｓの汚染を受けているが、全般的にみてＡｓ

末汚染地域。 

Anowara 10/1004 0/366 10/638 - 極一部の上部滞水層がＡｓに汚染されている。 

中部滞水層以深はＡｓ未汚染。 

Hatiya 340/684 0/16 340/668 - 全域の上部滞水層が、Ａｓ汚染されているが、中部滞水

層以深はＡｓ未汚染。 

(注)：Ａｓ５ppm 以上の井戸数／調査対象井戸数 
※１：中間集計資料 
※２：郡の北端地域を集計値から除いた場合 

2
-
2
0
 



 

 

表2-2-2-7 水質調査総括表 

郡 Chakaria Patiya Sandwip Miresharai Banshkhali Anowara Hatiya 

サイト No. 6 13,14,15 16,18,19 21,22,23,24,25.27 28,29,30,31,32 35 37,38,39 
位
置 

地勢 沿岸部南部 沿岸部中部 島嶼 沿岸部北部 沿岸部南部 沿岸部中部 島嶼 

上部層 - 

（As） 
汚染の徴候
なし。 

全般に電気
伝導度104.6
～383mS/mと
高く、塩素ｲ
ｵﾝが 275ppm
含まれてい
る地域があ
り、塩水化が
進んでいる。 

（As） 
調査対象地域
（Patiya 郡西
端）で As に汚
染されている
ところがある。 
今回の調査で
は 3 ヵ所のう
ち 2 ヵ所で未
検出、1ヵ所で
As=0.021ppm 

- 

（As) 
全域、As に汚染
されていない。 

No.21、22 地
点で電気伝
導度、165～
214mS/mで塩
水化の徴候 

（As） 
全般に As に
汚染。 
今回の調査
でも3ヵ所で
As=0.023 ～
0.131ppm を
検出 

全般に、濁り
が見られる
が、有害なｲ
ｵﾝは溶存さ
れてない。 

（As) 
全般に As 未
汚染区域。 
今回の調査
で As 未検出 

濁りがみら
れるが、有害
なｲｵﾝの溶存
な確認され
ていない。 

（As) 
一部で As の
汚染を受け
ているが、全
般的に未汚
染区域。 
今回の調査
で As 未検出 

- 
 

（As) 
全域が As の
汚染を受け
ている。 

中部層上部 - 

同上 
DPHE 資料 
深度 156m 
As=0.01ppm
以下 

- 

同上 
DPHE 資料 
深度 165m 
As=0.060ppm 

- 

同上 
DPHE 資料 
深度 150m 
As=0.037ppm 

水質試験結
果に全般に
問題はない。 

同上 
ただし、今回
の調査では
未検出 

- 

同上 

- 

全般に As 未
汚染区域 

- 

全般に As に
汚染されて
いない。 

中部層下部 

水質試験結
果は全般に
バングラデ
シュ暫定基
準値内にお
さまってい
る。 

同上 
DPHE 資料 
深度 233m、
260m 
As=0.01ppm
以下 
今回の調査
で未検出 

- 

DPHE 資料 
深度 240m 
As=0.050ppm 

- 

同上 
DPHE 資料 
深度 240m 
As=0.010ppm 

同上 同上 
DPHE 資料 
No.22、23、
24 地点の属
する郡（５地
点）では As
未検出 
また、今回の
調査では未
検出 

一部で濁り
が見られる
が、有害なｲ
ｵﾝは溶存さ
れていない。 

同上 
今回の調査
で As 未検出 

- 

同上 

- 

同上 
滞
水
層
区
分 

下部層 - - - 

DPHE 資料 
深度 300m 
As=0.045ppm 

水質試験結
果全般に問
題ないが、一
部（No.18 地
点)で塩素ｲｵ
ﾝ 濃 度 が
325ppm と高
くなる。 

同上 
DPHE 資料 
深度 300m 
As=0.008ppm、 
今回の調査でも
As 未検出 

- - 

濁りは見ら
れるが、有害
なｲｵﾝは溶存
されていな
い。 

同上 
今回の調査
で As 未検出 

- - 

水質試験結
果は全般に
問題はない。 

同上 
今回の調査
で As 未検出 

総括 

各滞水層共、As 汚染の問題
はないが、上部層の塩水化に
ついては不明、中部層下部以
深の地下水の水質について
は問題ないと判断される。 

（地下水開発要注意地域） 
サイト周辺では、上部層は塩水
化、As 汚染共に問題がある。
また、中部層上部の地下水は
As 汚染が進行していると考え
られる。尚、下部程、As の溶
存量は少なくなる傾向が見ら
れる。 

上部層の塩水化については不明。
各滞水層共、現段階で As 汚染の
問題はないが、中部層上部の地下
水に含まれる As がバングラデシ
ュ暫定基準値に近い。 
尚、下部程、As の溶存量はすく
なくなる傾向が見られる。 

（地下水開発要注意地域） 
サイト周辺では、上部層は塩
水化、As 汚染の問題がある。
中部層上部以深についても
As 汚染で問題がある可能性
が高い。 

各滞水層の地下水共、As を
含む水質に問題はないと判
断される。 

上部滞水層が一部地域で As
汚染を受けているが、中部層
上部以深は汚染されていな
い。As 以外の水質は問題な
いと判断される。 

上部層は全域がAsの汚染を
受けている。また、塩水化
については不明。中部層上
部以深の地下水は、As を含
む水質に問題はないと判断
される。 

中部層下部、下部層
を対象とした地下
水開発可能性評価 

適している 要詳細調査 適している 要詳細調査 適している 適している 適している 

2
-
2
1
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(5) 対象サイト周辺水域の河岸浸食の可能性 

我が国が第１次～第４次にわたり建設した61棟のシェルターの内、１棟（第３次計画サ

イト№９：Ramgati郡）が可道変化により既に流失しており、また、更に、１棟（第２次計

画サイト№２：Banshkhali郡）が現在、基礎部を洗掘され流失の危機に瀕していることか

ら、本調査においては、各サイトにおける河道変化による河岸浸食の可能性について検討

することが、サイト選定基準の検討項目として追加された。 

概略サイト状況調査において絞り込まれた22サイトに対して、主に以下に示す事項につ

いて検討を加え、各サイトが位置する周辺水域の河岸浸食の可能性を踏まえて、各サイト

の河岸浸食により影響を受ける可能性を推定した。 

1）サイト候補地と近傍水域の位置関係 

2）４枚（1973/74年、1984年、1996年及び2001年）のランドサット衛星画像に基づく経年

的な河岸線の変化状況と浸食及び堆積域の動向把握 

3）｢バ｣国における河岸浸食の影響を受ける地域区分図（National Hazard Mapping） 

4）現地踏査及び聞き取り調査により入手した現位置における河岸浸食に関する情報や既存

シェルターの流失実績等の現地調査結果 

以上の４項目に対する検討の結果、Banshkhali郡のSangu川下流部左岸寄りに位置する

No.30とメグナ川の河口部Hatiya島西側河岸寄りに位置するNo.39の２サイトは、以下に示

すとおり調査対象サイト22ヵ所の内で、今後、河岸浸食の影響を受ける可能性が他のサイ

トに比べて相対的に高いと推定される。（詳細は資料編8-3参照） 

［BanshkhaliのSangu川下流部左岸寄りに位置するNo.30］ 

1）サイト候補地と河岸までは直線距離で約800ｍであり、その河岸部には堤防がなく、河

岸部から平坦な耕作地が続いている。沿岸部は浸食に対しては現在、その浸食防止或い

いは抑制等の対策が実施されていない。 

2）ランドサット衛星画像に基づく経年的な海岸線の変化状況の分析によると、Sangu川の

河道が約28年前に比べて蛇行しており、河道が動いたことが分かる。 

3）河岸浸食に関するハザード・マップに示されているとおり、現地踏査及び聞き取り調査

によりSangu川左岸側は現在も河岸浸食の影響を受けている地域であると確認された。 

4）既存シェルターの河岸浸食による被害状況に関する現況調査によると、Banshkhali郡に

おいては流失したシェルターはないが、サイト候補地の下流には河岸の浸食により、現

在基礎部を洗掘され、流失の危機にあるシェルター（第２次計画サイトNo.２）があり、

また、サイト候補地直近の河岸の上流には、サウジ･アラビアにより建設されたシェル

ターが基礎部の洗掘の危険に直面している。 
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［Hatiya島西側河岸寄りに位置するNo.39］ 

1）サイト候補地と河岸までは直線距離で約1.7ｋｍであるが、堤防と河岸までの距離が最

短で約20～30ｍの部分もあり、沿岸部は浸食に対しては何ら対策がなされておらず放置

をされている。 

2）ランドサット衛星画像に基づく経年的な海岸線の変化状況の分析によると、Hatiya島の

西側沿岸部は島北部から南部にかけて全体的に浸食が約28年間で0.6ｋｍ～1.4ｋｍ進

んでいる。 

3）河岸浸食に関するハザード・マップによると、Hatiya島東側沿岸部が影響を受ける地域

として示されているが、現地踏査時における東側と西側における沿岸部の浸食の状態や

植樹林の状況及び聞き取り調査より、東側沿岸部より西側沿岸部のほうが河岸浸食の進

展が著しいと判断された。 

4）既存シェルターの河岸浸食による被害状況に関する聞き取り調査によると、Hatiyaにお

いては、ＢＤＲＣＳとCaritasによって建設されたシェルターがそれぞれ４ヵ所と１ヵ

所流失したとの調査結果を得ている。 
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２－３ プロジェクト・サイト及び周辺の状況 

2-3-1 関連インフラの整備状況 

(1) 道路、交通 

「バ」国の道路行政は全て国の管理下にあり、幹線道路、支線道路、地方道に区分する

ことができる。 

調査対象地域内における主要都市、地方拠点及び幹線道路、支線道路の位置関係は、図

2-3-1-1に示すとおりである。 

本計画における対象サイトへの最終アクセスは、地方道を利用することになるが、サイ

トが島嶼部のSandwip郡、Hatiya郡の場合はアクセスに船舶の利用も必要となる。 

（道路の状況） 

調査対象地域内におけるChittagong, Cox's Bazar, Noakhali, Feni 等の県庁所在地は、
首都のDhakaとアスファルト舗装された２車線の幹線道路によって結ばれている。また、各

郡庁所在地には幹線道路から分岐した支線道路が通っている。支線道路は簡易アスファル

トまたはレンガで舗装され、１車線の幅員（約６ｍ）が確保されているため、工事用大型

車の通行が可能である。 

上記以外に、調査対象地域内の村落は縦横に張り巡らされた地方道によって結ばれてい

る。しかし、この道路状況は幅員３ｍ前後と狭く、一部レンガ舗装されている区間もある

が、大半が路盤の処理が行われていない道路であるため、乾期にやっと四駆車または小型

トラックが通行できる程度で、雨期になると路盤は泥濘化し、四駆車でも通行の不可能な

状態になることが多い。 

一般に、幹線道路、支線道路（主要道路）からサイトまで３～７ｋｍ程度離れており、

工事に際し地方道を利用せざるを得ないが、Miresharai郡の２サイト（№23,25）と

Banshkhari郡の２サイト（№31,32）の場合、主要道路からの距離が100ｍ未満で、アクセ

スの条件は比較的良い。 

（船舶の利用） 

アクセスに船舶を利用するサイトは、Sandwip 郡の３サイト（№16,18,19）とHatiya 郡

の２サイト（№37,38）である。 

Sandwip島へは、Sitakunda郡のKumiraの湾より島の東側に接岸できるルートがあり、所

要時間はスピードボート40分、ボート1時間30分である。また、島の北西部へ運行するルー

トもあるが、所要時間は４時間である。 

Hatiya島へは、Noakhali郡の南端Khaserhatの湾より小型船が１日１往復（潮の関係で時

間不定）運行されている。所要時間は約３時間である。 



 

 
 
 
 
 
 

To Dhaka 160km 

Hatiya

Khaserhat 

 

 
 

 
 

№22 
№24 
№27 

№23 

 

№21 

凡 例 

●  サイト 

国境 

   郡境 

 ◎◎◎◎ 州庁所在地又は県庁所

 ○○○○ 郡庁所在地 

 ■ フェリー乗場 

   幹線道路（主にｱｽﾌｧﾙﾄ

図 2-3-1-1 調査対象サイトへのアクセス 

◎◎◎◎    
Sandwip
 

在地 

舗装） 
№18
2

 
№16

№19
Patiya 

Anowara 
№35 

№13 
№14 

№15 
№37
№3
8
-25 
№25
Teknaf 

№6 

№31 

№28 

№29 

№32 



2-26 

(2) 電気 

「バ」国における電力の供給事業は、電力公社によって営まれている。調査対象地域内

では、主に幹線道路、支線道路に沿って送電線が引かれており、県庁や郡庁が置かれてい

る主要都市の公共施設や一部の企業、資産家にだけ電気が供給されている。しかし、現状

は電気の供給量に限界があり、計画的な停電等によって供給調整が行われている。 

以上のような状況にあるため、対象サイトの内13サイトが送電線に近接した位置にある

が、工事中のサイトへの電力供給は期待できない。 

（3） 通信 

「バ」国における通信手段は、有線電話と携帯電話があり、電信電話公社によって運営

されている。 

有線電話は主要都市に回線が引かれており、Dhaka、Chittagongと県庁所在地間の連絡は

問題ないが、郡庁所在地の場合、回線数が少ないことや施設の維持管理上の問題から回線

がつながっても音声等にトラブルがあり、ほとんど利用することができない。 

最近では、携帯電話の方が有線電話よりも普及しており、県庁所在地と幹線道路沿い（道

路から約250ｍの範囲）において利用することができる。 

（4） 上水道施設 

郡庁所在地よりも上位の主要都市では、公共の給水施設が設けられているが、サイトを

含む村落部における生活用水は、最近まで個人所有の掘り抜き井戸または浅井戸から汲み

出される地下水に頼ってきた。しかし、調査対象地域が全般に過剰揚水による塩水化や砒

素汚染の問題が顕在化してきたため、深井戸による深層の地下水も利用されるようになっ

ている（詳細は2-2-2-4(4)項を参照）。深井戸の場合、施設の工事費及び維持管理費等の

経済的な負担が多大となるため、まだ普及する途上にあり、新設された井戸は村落の共同

水源として運営されているケースが多い。 

(5) 下水道施設 

上水道と同様に調査対象地域には下水道設備は設けられていない。汚水処理方法は、郡

庁等の公共施設、学校及び比較的大きな住宅等では、個々に浄化槽を設け浄化した後は浸

透桝での浸透処理がされている。それ以外の農家や小住宅では地中に埋設する処理方法が

とられている。 

生活用雑排水は、側溝などに流し周辺の池や水田に放流するか、敷地内での浸透処理が

一般的である。 

(6) 住居状況 

郡の中心地及び周辺の住居は鉄筋コンクリート、または、レンガ構造が多く存在する。
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しかしながら、郡の中心から遠距離にある地域では日干しレンガ造か木造で、屋根がトタ

ン、または、茅葺きの平屋建て住居がほとんどであり、平均的家族数は６～８人である。 

2-3-2 自然条件 

（1）気象 

｢バ｣国の気象は、全域が雨量の多い高温多湿の亜熱帯モンスーンに属し、６～９月のモ

ンスーンの吹く雨期と、10～５月の乾期に分けられる。気温は南風が吹き始める３月頃か

ら急激に上昇し、最高気温が30℃以上の日が10月頃まで続くが、風向が北に変わる11月頃

から翌年の２月頃までは最高気温が26～30℃、最低気温が14～20℃の範囲となり、比較的

しのぎやすい気候となる。湿度は、乾期の80％前後に対し、雨期は84～86％と若干の違い

が認められるが、年間を通して非常に高いのが特徴である。 

｢バ｣国の年間雨量は、インドとの国境付近の西部地区で1,300ｍｍ程度であるが、東部で

は雨量が増え、北東部のSylhet地方では4,500ｍｍにまで達する。対象地域となるベンガル

湾に面した南東部のChittagongを中心とする沿岸地域は、3,000ｍｍ前後の年間雨量が見ら

れる。年間雨量の約2/3は雨期の４ヵ月間に集中するが、サイクロンが雨期前後の５、10、

11月頃に発生するため、乾期にもかかわらずこれらの月の平均月間雨量は相対的に多くな

っている。 

計画対象地区の中央に位置するChittagong気象観測所の1990年～2000年(11年間)の平均

気象データは表2-3-2-1に示すとおりである。 

表 2-3-2-1 Chittagong の気象データ（1990～2000 年の平均） 

 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

最高
(℃) 26.0 28.2 30.5 32.2 32.6 32.0 31.3 31.6 32.0 32.0 30.2 27.4 平均最高・ 

最低気温 最低
(℃) 14.0 16.7 20.7 23.5 25.1 25.5 25.3 25.5 25.3 24.2 20.5 15.6 

平均湿度 （％） 76 73 76 79 81 84 86 86 85 83 81 78 

月間平均 
雨量 

（mm） 8 45 80 108 376 563 672 591 256 214 62 15 

風速
(ﾉｯﾄ) 4.5 6.0 8.7 8.7 8.8 10.0 9.3 8.3 7.5 5.9 4.2 3.9 平均風速・ 

風向 
風向 NW N～NE S S S S S～SE SE S～SE S～SE N N～NE 

出典：Bangladesh Meteorological Department 

（サイクロン） 

雨期の前後にベンガル湾に発生する熱帯性低気圧は、しばしばサイクロンにまで発達す

るが、過去の進路状況を見ると上陸地点は、雨期前のサイクロン場合、｢バ｣国南東部沿岸

地域に、雨期後はベンガル湾西部のインド側となる可能性が高い。（図2-3-2-1参照） 



 

 
 
 

図 2-3-2-1 サイクロンの通過コース（1995～2001 年） 

 

    

 

1995 to 20011995 to 20011995 to 20011995 to 2001
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サイクロンの襲来によって、豪雨、強風、暴風津波によって大きな災害がもたらされる

ため、サイクロン時の特殊気候を把握しておくことが重要となる。マスタープランにおい

て、５年確率の降雨強度は表2-3-2-2に示すとおり推定されているが、調査対象地域内の５

年確率の日最大雨量はいずれも200ｍｍを越えており、暴風津波の襲来がなくても現地では

排水条件の悪い平坦地形が拡がっているため、頻繁に冠水することになる。 

表2-3-2-2 ５年確率日最大雨量及び時間最大雨量 

位置 
項目 Chittagong Sandwip Hatiya 

日最大雨量（５年確率） 280 211 241 

時間最大雨量（５年確率） 117 106 90 

（出典：ＭＣＳＰ） 

また、同プランでは、｢バ｣国沿岸地域の1960～1991年の実測値に基づく20年、50年、100

年確率の風速と潮位は表2-3-2-3に示すとおり計算されている。また、1970～2000年に｢バ｣

国に襲来したサイクロン及びその被害状況は表2-3-2-4に示すとおりである。 

平常時における、Cittagong地区の大潮の最高潮位は2.24ｍ程度であるが、20年確率の同

地区の暴風津波高は4.8±1.0ｍと計算されており、極めて大きい値を示している。また、

マスタープランにおけるシェルターの設計条件として、1991年のサイクロンにも耐えるこ

とができるよう50年確率の波高、風速が採用されている。 

表2-3-2-3 サイクロン襲来時における確率風速及び確率暴風津波高 

確率年 20 年 50 年 100 年 

（ｋｍ/hr） 223 261 287 
確率風速 

（ｍ/sec） 61.9 72.5 80.3 
Chittagong 地区及びその
北西側の計画対象地域 4.8±1.0ｍ 6.5±1.4ｍ 7.8±1.8ｍ 90％信頼限界に

おける確率暴風
津波高（ｍ） Chittagong より南側の計

画対象地域 4.3±0.9ｍ 5.8±1.3ｍ 7.0±1.6ｍ 

（出典：ＭＣＳＰ） 
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表 2-3-2-4 1960 年以降の主なサイクロンおよび被災の状況 

年 月 日 
最大風速 

(ｋｍ/hr) 

暴風津波高 

(ｍ) 

死者数 

〔人〕 
年 月 日 

最大風速 

(ｋｍ/hr) 

暴風津波高 

(ｍ) 

死者数 

〔人〕 

1960.10.09 162 4.5 3,000 1974.11.28 163 2.7～5.0 300 

1960.10.30 210 4.5～6.0 5,149 1976.10.21 105 2.0～5.0  

1961. 5.09 160 2.5～3.0 11,468 1977. 5.13 122 -  

1961. 5.30 160 2.4～4.5  1981.12.10 120 2.1～4.5 72 

1963. 5.28 209 4.0～5.0 11,520 1983.10.15 93 - 143 

1964. 4.11 - -  1983.11.09 136 1.5 300 

1965. 5.11 162 3.5 17,279 1984. 6.03 89 -  

1965.11.05 160 2.4～3.6 873 1985. 5.25 154 4.5 11,069 

1965.12.14 210 4.5～6.0  1986.11.09 110 0.6～0.9 12,133 

1966.11.01 146 4.5～9.0 850 1988.11.29 160 4.4  

1967.10.11 - 2.0～8.5  1991. 4.29 225 3.7～6.7 138,882 

1967.10.24 - 1.5～7.5  1991. 6.02 110 1.8  

1968. 5.10 - 2.5～4.5  1992. 5.19 90 -  

1969. 4.17 - -  1992.11.21 50 -  

1969.10.10 - 2.5～7.0  1994. 5.02 278 1.5～1.8 188 

1970. 5.07 - 3.0～5.0  1995.11.10 - -  

1970.10.23 163 -  1995.11.25 210 4.5  

1970.11.12 224 6.9～9.0 300,000 1996. 5.08 56 -  

1971. 5.03 - 2.5～4.0  1996.10.29 75 -  

1971. 9.30 - 2.5～4.0  1997. 5.19 232 4.5 155 

1971.11.06 - 2.5～5.5  1997. 9.27 150 3.0～4.5 300 

1973.11.18 - 2.5～4.0  1998. 5.20 173 1.8～2.5 114 

1973.12.09 122 1.5～7.5  1998.11.22 90 1.2～1.8  

1974. 8.15 97 1.5～6.5  2000.10.28 83 -  

出典：Bangladesh Meteorological Department 2003 年 

（2） 河川 

インド亜大陸の東に位置する「バ」国には、ヒマラヤ山脈より、北西からガンジス川、

北東からブラマプトラ-ジャムナ川が流下し、「バ」国のほぼ中央で合流してパドマ川と呼

ばれたのち、Shillong高原南側を流下するメグナ川と最下流部において合流してベンガル

湾に注いでいる。 

一方、ベンガル湾に面したChittagongからCox's Bazarにかけての海岸地帯には、その東
側に連なるChittagong丘陵を水源地域とし、東から西へとベンガル湾に注いでいるFeni川、

Karnaphuli川、Sangu川、Matamuhari川などがある。 

本計画の対象地域における河川流域について概観すると、以下のとおりとなる。 
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1）メグナ川河口部 

メグナ川河口部では、上流からの土砂の堆積によって数多くの砂州或いは島が形成さ

れており、ガンジスデルタの前縁部に位置するHatiya地区及びSandwip地区は、土砂の堆

積によりできた島嶼の一つである。 

2）FeniからChittagong、Cox’s Bazarにかけての地域の主要な河川 

Miresharai地区の北側で、FeniとMiresharai地区との境界を成すFeni川は、河口部に

主に、かんがい用水源を目的とするFeniダムがあり、河口湖ができている。 

Karnaphuli川は、下流部において、河川の北側がChitagongの市街地部を、また、その

南側がPatiya及びAnowara地区に接しており、上流のRangmatiには水力発電を目的とする

巨大な人造湖（Kaptaiダム）が作られている。 

Sangu川は、河川の北側のAnowara地区と、その南側のBanshkhali地区の境界を成して

おり、AnowaraとBanshkhaliを結ぶフェリー乗場の直下流に現在、橋梁が建設中である。 

Matamuhari川は、Chakaria地区の下流平地部での流路変遷が著しく、河口部が順次南

方へ移動し、旧河川は、現在、運河として舟運に、また、塩田や海老の養殖池等に利用

されている。 

（3） 地形 

「バ」国は、そのほとんどが沖積世に形成されたデルタ低地からなり、北東、東及び南

東の縁には丘陵群を伴っている。この沖積低地は北西－南東方向で約400ｋｍに及び、北西

端で標高90ｍを有し、南東に向かって除々に標高を下げ、Noakhali付近より南部のベンガ

ル湾沿岸地域では標高３ｍ以下の低地帯が形成されている。（図2-3-2-2参照） 

この沿岸地域は次の４つの地形に区分され、それぞれの自然特性は下記のとおりである。 

1）Chittagong海岸平野 

この地域は、Chittagong丘陵と海に挟まれた狭隘な地域であり、いくつかの氾濫原と

沖合いの島を伴っている。この地域は緩く傾斜する山麓沖積扇状地で占められ、ローム

質のシルトからなる。一方、沖合の島は、主に潮流によって運搬、堆積した粘土からな

っている。この分布域は図2-3-2-2 において「灰色山麓粘土」で示されている。 

2）河口氾濫原 

この地域は、旧メグナ河口の氾濫原に広がり、ガンジス河、ブラマプトラ河を起源と

する堆積物が混合されている。起伏はほとんどなく、主にシルト質の土壌が表層地盤を

構成している。この地域は、図2-3-2-2において「沖積デルタのシルト」堆積物で示され

る。 



 

 

 
 
 

図 2-3-2-2 沿岸地域の土地地形区分図 

メグナ川 

Feni 川 

Karnaphuli 川 

Sangully 川 

Matamuhari 川 
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3）ガンジス潮流氾濫原 

この地域は、上流のガンジス河氾濫原に連なっているが、より起伏が少なく、無数の

感潮水路、河川が縦横に発達している点でガンジス河氾濫原と異なる。堆積物は主に非

石灰質の粘土であるが、東部ではよりシルト質となり、西部では、ピート層が認められ

る。この地域は、図2-3-2-2では「灰色氾濫原粘土」と示されている。 

4）シュンダルバン 

シュンダルバンは、ベンガル湾沿岸西部に拡がる沼地状のマングローブ林に覆われた

地域を指し、汽水または塩水を伴う潮汐による洪水の支配下にある。景観はほとんど水

平で、無数の感潮河川、水路が縦横に走っている。 

以上のような沿岸地形において、ＨＲＡは全域に拡がっており、本プロジェクトにおけ

るサイクロンシェルター建設予定地は、上記1）、2）に位置している。すなわち、Hitiya

及びSandwipの島嶼部が2）の河口氾濫原に、他のサイトは1）のChittagong海岸平野に位置

している。 

(4) 地質 

1）沿岸地域の地質構造 

ベンガル堆積盆地は約6,000万年前より繰り返された海進、海退と基底の深化により、

現在のヒマラヤ付近等の｢バ｣国の北部から運ばれてきた堆積物で埋められてきた。 

ガンジス、ブラマプト及びメグナの各河川によって最近の地質年代に形成されたデル

タや、沖積平野が水平な地表面を形づくっており、その範囲は60,000ｋｍ２に達する。こ

の巨大なデルタはベンガル扇状地と呼ばれ、世界的にも最大の扇状地堆積物からなりた

っている。 

このベンガル堆積盆地は、沿岸地区にあたるHatiyaからDhakaの西方約40ｋｍ方面に延

びる陥没地形（Patuakhaliトラフ）において最も深くなり、その堆積物の厚さは18,000

ｍに達するといわれている。しかし、沿岸地域における多くの土質調査は深さ20ｍ程度

までの範囲にとどまっており、全沖積世のうち、ごく最近の堆積物を対象としている。 

図2-3-2-3は、三大河川河口部の沿岸地域について、深井戸資料に基づいて作成された

地質推定断面図である。地表部の地層はシルト及び粘土で覆われ、その厚さはメグナ河

口で10ｍ前後と薄いものの、ほとんどの範囲で50ｍ前後と厚い。さらに詳細に見れば、

この地層は鉛直方向・水平方向に土性の変化が激しく、粒度特性のみならず密度やコン

システンシーも変化している。これは土質特性が堆積環境を反映するものであり、縦横

に発達する河川・水路が流路を変化させたために生じた変化である。すなわち、一般に

主要河川の堆積物はより粗く、潮流による堆積物はより細かくなる傾向を示す。 

また、Chittagong沿岸地域は、地表部においてChittagong丘陵から供給される扇状地
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堆積物と沿岸流によって運ばれる堆積物が複雑に混合し、丘陵を形成する基盤の地層も

分布深度が浅く変化に富むため、全体の地質構造や土質特性は複雑なものとなっている。 

2）サイトの地質・他 

概略サイト状況調査によって絞り込まれた22サイトについて自然条件調査（地形調査、

地質調査）を実施した。 

地形調査は各サイトの測量結果に基づき縮尺500分の１地形平面図を作成し、3-2-3項

基本設計図のサイトプランに反映させた。 

地質調査はサイクロンシェルターの基礎地盤条件を把握するため、各サイトにおいて、

ボーリング調査、標準貫入試験、不撹乱試料の採取と採取された試料を供試体として土

質試験（自然含水比、粒度分析、液、塑性限界試験、単位体積重量試験、一軸圧縮試験、

圧密試験）を実施した。各調査、試験の結果は巻末の資料編に整理し、シェルターの基

礎設計に反映させた。 

(5) 沿岸地域の地下水 

沿岸地域では沖積世の未固結堆積物が厚く分布するが、地下水の滞水層は、表2-2-2-4に

整理したとおり、上部層、中部層上部、中部層下部、下部層の４層に区分することができ

る。これら各層の境界には不透水または難透水性の粘性土層が挟まれており、地下水は比

較的透水性の良い砂質土層に賦存されている。 

上部層と中部層上部の境界深度は80～120ｍ付近に位置しており、現地では上部層の地下

水を揚水している井戸を浅井戸、中部層上部以深の地下水を揚水している井戸を深井戸と

称している。｢バ｣国内の井戸は大半が浅井戸によって占められていたが、沿岸地域の場合、

全域で過剰揚水のため塩水化による障害が顕著となり、深井戸開発が主流になりつつある。

（図2-3-2-4参照） 

深井戸の深さは、Noakhali付近で最大400ｍ以上に達するものも認められるが、

Chittagong近辺の一部地域を除き深度200～300ｍ程度の中部層下部又は下部層の地下水の

場合でも、塩水化されておらず、さらに2-2-2-4(4)項で記載したとおり砒素の含有量が少

ないため、安定的に良質の水が得られている。 

因に、沿岸地域の地質構成は、層相の変化が激しいことを特徴としており、サイトが隣

接している場合でも、必ずしも連続して同じ滞水層が分布することは限らないため、慎重

に成層状態を把握しながらさく井工事を進めてゆくことが肝要となる。 
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図 2-3-2-3 沿岸地域の地質断面図 
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図 2-3-2-4 沿岸地域の水理地質 
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2-3-3 社会環境 

対象地域における、社会経済状況、シェルターの使用状況、初等学校への就学状況等を把

握することを目的として、22サイトにおいてワークショップを開催し、社会環境調査を行っ

た。ワークショップの参加者は議会議員等地域代表者、学校関係者、女性を含む一般住民約

10～15名より構成されている。 

調査の結果は以下のとおりである。 

（1） 経済の状況 

ワークショップ参加者の職業と収入は表2-3-3-1に示すとおりである｡ 

ワークショップ参加者の47％が農業に従事しており、37.7%を占める農業労働者の平均月

収は813TKである。Chittagong県農村部における貧困ラインが623.9TK（1999年）であるこ

とを考えると、貧困ライン以下の生活を強いられている住民も多いことが推察される。 

地域住民の認識によると、コミュニティーの中での富裕層は3.8％、中間層は18.6％、貧

困層は31.1％、最貧困層は45.3％を占め、約75％以上の人々が最貧又は貧困層に属してい

ると認識されている。（サイトの詳細は資料編8-2参照） 

表2-3-3-1 ワークショップ参加者に対するアンケート調査結果の集計 

 平均年収（TK） 平均月収（TK） 

農業労働者 9,752 813 

農業（地主など） 11,573 964 

ボート運営者 19,567 1,631 

漁師 27,473 2,289 

サービス業者 76,981 6,415 

小規模貿易従事者 30,732 2,561 

運輸労働者 25,254 2,105 

石工 41,055 3,421 

大工 136,108 11,342 

企業経営者 895,942 74,662 

（2） 社会状況 

対象地域における宗教は、イスラム教が最も普及しており、イスラム教徒が90％以上を

占めるサイトは14サイトである。次にヒンズー教徒が多く、ヒンズー教徒が20～50％を占

めるサイトが５サイト（No.21,23,24,25,27,32,39）で認められた。この他、非常に少数で

あるがキリスト教徒（No.32）や仏教徒（No.24,28）も居住している。 

ＨＲＡ地域住民の生活向上のため、現地ではＮＧＯが数多く活動しており、職業訓練、

農業指導、生産活動の資金や資材の貸出し、住民参加の諸活動等コミュニティー・ベース
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の組織が設置されている。最も多いＮＧＯの組織はProshika（11サイト）であり、次にグ

ラミン銀行（9サイト）、BRAC（４サイト）、Caritas（４サイト）、BDRCS（４サイト）、

ASPUK（２サイト）、CARE（１サイト）などがある。（サイト別詳細は資料編8-2参照） 

（3） シェルターの使用状況 

警報に関する情報取得方法は図2-3-3-1にあるように様々である。多くのサイトで近隣や

親戚の家（16サイト）、教育機関（14サイト）、公共シェルター※2（９サイト）、高台（８

サイト）などを避難場所として使用している。また、安全性（17サイト）並びに利便性（11

サイト）を主な理由として避難場所が選ばれている。一方で、シェルター利用の問題点と

しては、給水・排水施設の不備が挙げられている。 

避難手段は、徒歩（22サイト）が通常である。避難場所までの所要時間は、アクセス道

路の不備により平常時より30分程時間がかかっている。最近避難した年は、1991年（10サ

イト）、1997年（５サイト）、1998年（３サイト）である（有効回答数N=18）。また、コ

ミュニティーは、女性、子供、老人などに対する避難のサポートや警報レベルを伝達する

ことを主な役割として行動してきたことが明らかとなった｡ 

避難場所に持参するものとして、少量の食糧（19サイト）、寝具・衣類（17サイト）、

調理器具（９サイト）、貴重品（６サイト）、家畜（２サイト）が挙げられている。 

シェルターの維持管理方法として、シェルターの清掃、コミュニティーによるボランテ

ィア・サービスの実施、管理委員会の設置、SMCメンバーやユニオン議会議員の動員などが

考えられている。 

シェルターの他の利用方法として、初等学校（16サイト）、集会所（16サイト）、簡易

ヘルス･ポスト（12サイト）、選挙投票所（３サイト）、市場（３サイト）などの希望があ

る。 

図2-3-3-1 警報情報の取得方法（複数回答可） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
※2 ただし、この場合の公共シェルターは 1.5ｋｍ以遠にあるものである。 
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（4） 初等教育の状況 

地域住民が考える就学を妨げる要因、退学の要因として、子供の家庭内労働への従事、

学校施設の不備、低い教育の質、貧困による就学資金の欠除があげられた（図2-3-3-2及び

2-3-3-3参照）。また、学校の維持管理に関する問題として資金不足（13サイト）が多くあ

げられた。 

以上より、現在の就学状況改善するためには、子供を就学させる住民の立場とし、安定

した収入が得られ生活のレベルアップが図られること、また、行政からの立場としては、

さらに公的資金を投入し、教育施設を充実させる（維持管理も含む）と同時に教育の質を

向上させることが必要である。 

図2-3-3-2 就学を妨げる要因（複数回答可）    図2-3-3-3 退学の要因（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3-4 その他 

本プロジェクトは、既存の初等学校の敷地内にサイクロンシェルター兼初等学校に建設す

るものであり、その用途面及び施設の機能面から見て、基本的に生態系の変化、住民移転等

について周辺に与える影響等はないと判断される。ただし、便所の排水については土壌、地

下水汚染の問題があり、基礎の杭打ち工事においては騒音、振動等の問題が生ずるため、第

３章の設備計画及び施工計画において、周辺環境に配慮した内容で検討し、設計に反映させ

る。 
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２－４ 防災対策に関する現状と課題 

「バ」国におけるサイクロンに対する防災対策は、「多目的サイクロンシェルター計画」

に関するマスタープランに基づき避難施設の確保と防災管理・救援省（ＭＤＭＲ）が担当す

る緊急時の予警報の発令と救援及び災害復旧活動等を２本柱として進められてきた。今次計

画を含み第１次～第４次の前計画は、前者のマスタープランに基づき実施されてきたもので

あり、ＭＤＭＲの活動が効率的に行われて初めてシェルター建設の効果が発現されることに

なる。 

本項においては、ＭＤＭＲが関係する、防災体制、気象観測、予警報、サイクロン予警報

システム、洪水防御関連機関の現状と課題について述べる。 

(1) 防災体制 

「バ」国の防災対策は、中央政府、地方行政及びＮＧＯによって構成されており、組織

は整備され職務内容も災害対策令に示されている。 

ＭＤＭＲ直轄の防災機関の概要を表2-4-1のに示し、「バ」国の防災体制を図2-4-1に示

す。 

なお、サイクロン襲来時の住民への予警報の伝達や誘導を担当するサイクロン予警報シ

ステム（ＣＰＰ）は、ＭＤＭＲの下部機関に組み込まれ、気象局暴風雨警報センターから

直接連絡を受けることになるが、これ等機関の活動概要は別項で記載する。 

図2-4-1 バングラデシュ国の防災体制 

BMD：Bangladesh Meteorological Department MOA：Ministry of Agriculture

CPP：Cyclone Preparedness Programme MOD：Ministry of Defense

DMB：Disaster Management Bureau MOE：Ministry of Environment

DRR：Directrate of Relief and Rehabilitation MOF：Ministry of Food

EOC：Emergency Operations Center MOH：Ministry of Health

IMDMCC：Inter-Ministorial Disaster Management Coordination Committee NDMC：National Disaster Management Council

MDMR：Ministry of Disaster Management and Relief SWC：Storm Warning Center

救援復興総局
DRR
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MDMR
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EOC
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省庁合同防災管理・調整委員会
IMDMCC

首　　　相
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国家防災管理評議会
NDMC

CPP本部
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気　象　局
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暴風雨警報センター
SWC

食　糧　省  MOF
農　業　省  MOA
保　健　省  MOH
環　境　省  MOE

 　 　防衛省他   MOD, etc.

 



 

 

表2-4-1 政府防災機関の概要 

機関名 目的と内容 構成メンバー等 

(1) 国家防災管理評議会 
（National Disaster Management Council：ＮＤＭＣ） 

首相の直属の組織として、防災管理の最上部組織である。平時は災害対策の
政策決定、ガイドライン等の方向づけを行い、緊急時は救援、復興の緊急措置
を決定する。 

・首相を議長として、主要な大臣（15名） 
・通常会議は年２回開催 
・緊急時はその都度招集 

(2) 省庁合同防災管理・調整委員会 
（Inter-Ministerial Disaster Management Coordination 
Committee：ＩＭＤＭＣＣ） 

(1)の決定を、各省レベルで実施に移すために必要な調整を行う実務会議で
ある。平時は(1)の会議に先立って招集され、災害対策の現状を検討し(1)に報
告する。 
被災時は、緊急措置を実行するための各省の調整を行い、役割分担を決める。 

・防災管理・救援相が招集し、各省次官、計画委員会
メンバー、ＮＧＯ代表、ＢＤＲＣＳ代表など36名で
構成 
・通常は(1)の会議前緊急時はその都度招集 

(3) 防災管理・救援省 
（Ministry of Disaster Management and Relief：ＭＤＭＲ） 

防災に関する政府の中心的な省庁で(1)及び(2)に災害、防災等の情報を提供
し(1)(2)の決定事項を支援、実施する。 
下部機構に(4)及び(5)を有し、平常時、警報時、復旧時に(4)(5)を支援、指

導、指示する。 
直属の緊急支援センター（ＥＯＣ）が災害時に各種災害情報を関係機関に連

絡する。 

・直属機関として緊急支援センター（Emergency 
Operation Center：ＥＯＣ） 
・下部機関に防災管理局、救援復興総局 

(4) 防災管理局 
（Disaster Management Bureau：ＤＭＢ） 

(3)の一部局として、1993年に災害対策に係る一元的役割を担って防災対策
の中心機関として設立された。当初、防災に係る多くの役割を担当していたが
災害対策令の発足後役割分担が見直され、警報システムの向上、被害を最小化
する政策の実施や防災訓練の実施等、主に平常時における防災対策と被災時の
被害情報の収集、救援等を担当している。 

 

(5) 救援復興総局 
（Directorate of Relief and Rehabilitation：ＤＲＲ） 

(3)の一部局として、主に災害後の復興活動を担当し、平常時はＨＲＡに十
分な救援資材を貯蔵し、植林、避難場所等を造設する役割を担っている。 

 

(6) 地方行政レベル 
（県、郡、ユニオン） 

防災管理委員会(ＤＭＣ) 
（Disaster Management Committee:ＤＭＣ） 

地方行政レベル（県、郡、ユニオン）に防災管理委員会が設置され(3)に統
括されて、災害対策の計画、実施の役割を担当している。 
各行政レベルとも平常時は大体年２回位開催し、救援物資の保管、配分、災

害対策の行動計画の策定、防災訓練の実施等を行っている。 
サイクロン時は警報シグナル４となると委員会が招集され、警報の受発信、

各援助機関との連絡、調整、特に警報の伝達、避難命令等を行う。 

・県防災管理委員会の構成は副知事が議長となり、選
出議員、県職員、女性代表、ＢＤＲＣＳ、ＣＰＰ、
ＮＧＯの代表、ＤＲＲの職員が事務局を担当 
・郡防災管理委員会の構成は郡長が議長となり、選出
議員、郡職員、女性代表、ＢＤＲＣＳ、ＣＰＰ、Ｎ
ＧＯの代表、ＤＲＲの職員が事務局を担当 
・ユニオン防災管理委員会の構成は、ユニオン議長、
各区代表、教師代表、政府職員、女性代表、ＢＤＲ
ＣＳ、ＣＰＰ、ＮＧＯの代表、ユニオン職員が事務
局を担当 
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(2) 気象観測 

防災対策上、被害を最小限にとどめるには、サイクロン、豪雨、洪水などに関する的確

な気象情報、予警報が迅速に伝達されることにより、防災活動に活用され、避難命令等の

指示を早期に発令することが可能となるので、シェルター建設と共に気象観測の整備は非

常に重要である。 

我が国はこの分野での協力を1986年度から始め、1997年度まで３次にわたり、気象観測

レーダーの更新、気象用マイクロウェーブ網の整備、気象警報システムの改善等を実施し、

気象観測は以前に比べ飛躍的な向上が図られている。 

「バ」国の気象観測に係わる組織には、気象局（ＢＭＤ）と宇宙研究、リモートセンシ

ング機構（ＳＰＡＲＲＳＯ）があり、各々の活動及び観測内容を以下に述べる。 

1）気象局（Bangladesh Meteorological Department：ＢＭＤ） 

気象局は国防省に属し、日常の天気予報、内陸河川の港への予警報、海上予報及びサ

イクロンのための特別天気予報（予警報）の任務を担当している。 

観測体制 

Dhakaに全体を統括する本局を置き、全国に下記の気象観測所を有する。 

表2-4-2 全国気象観測所体制 

名 称 箇所数 場 所 観測方法 

本局 １ヵ所 Dhaka  

管区気象台 ２ヵ所 Dhaka、Chittagong  

地上気象観測所 35 ヵ所 全国 ３時間毎、１日８回 

上層風観測所 10 ヵ所  ６時間毎、１日４回 

高層風観測所 ３ヵ所 
Dhaka、Cox’s Bazar、 
Khepupara (Dhaka のみ観測
中) 

朝６時 1 回、週 3 回 

気象レーダー観測所 ４ヵ所 
Dhaka、Cox’s Bazar、 
Khepupara、Rangpur 

「バ」国標準時（B.S.T.）
による 

地球物理観測所（地震） １ヵ所 Chittagong  

レーダー観測 

気象レーダーは我が国が供与したCox’s Bazar、Khepupara（1986年及び1992年度協力）
とDhaka、Rangpur（1997年協力）の４基である（図2-4-2参照）。 

Cox’s Bazar、Khepuparaのレーダーは、主としてサイクロン監視を目的としている。1986
年度の協力で気象レーダーを更新し、1992年度で２ヵ所のレーダー画像をＢＭＤの暴風

雨警報センター（Storm Warning Center：ＳＷＣ）にオンラインで即時利用できるマイ

クロウェーブ網の整備を行い、サイクロン予警報の精度向上と迅速化が図られている。 
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さらに洪水に対する予警報の体制強化のため、Rangpurの新設とDhakaの既存レーダー

を更新し、現在４基のレーダーによる画像合成により全国の気象観測が行われている。 

なお、「バ」国では観測地域の拡大（インド東部）を図るために老朽化したKhepupara

基地を西部国境に近いSyamnagarに移設し更新することについて検討中である。 

図2-4-2 バングラデシュ国気象レーダー観測網の観測範囲 
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レーダー観測はＢ.Ｓ.Ｔ（Bangladesh Standard Time）に基づき、１日６回観測され

ている。 

レーダー観測を含むすべての観測所の気象観測データは、ＢＭＤのＳＷＣに伝送され、

予報、警報が発せられる仕組みになっている。 

2）バングラデシュ宇宙研究及び遠隔探査機構（Bangladesh Space Research and Remote 

Sensing Organization：ＳＰＡＲＲＳＯ） 

ＳＰＡＲＲＳＯは、気象局と同様に国防省に属し、人口衛星及び航空機から得られる

リモートセンシングデータの処理と解析データを政府各機関に提供する。気象衛星（ひ

まわり）の廃止に伴い、インド上空にある通信衛星（INTELSAT604）から、３時間毎の情

報を入手している。ただし、サイクロン襲来時は30分～１時間毎に受信している。 

以上、気象観測体制は、日本の協力により一段と強化・向上し、一部老朽化が見られ

るものの現段階では観測には支障はない。 

(3) 予警報 

前記の気象観測に基づき、サイクロンの襲来が予測された場合、正確かつ迅速に住民に

伝えることが必要である。 

サイクロンの予警報の発令体制と伝達方法、住民の誘導方法等について述べる。 

1）サイクロンの予警報の発令体制 

サイクロンの予警報は、ＳＷＣで気象データ解析後、ＭＤＭＲの責任において、ＢＤ

Ｍよりサイクロンの危険シグナルや避難命令(指示)等の指導内容が付加されて、発令さ

れる。 

現行のサイクロンに係る予警報の基準は、11のシグナルで構成されている。しかし、

これらの警報シグナルは、多数でわかりにくく、誤解を招く等の問題があり、最近簡素

化して７シグナルに改定した警報基準案が提案されている。現行基準と改定基準案は表

2-4-3に示すとおりである。 

表2-4-3 予警報の現行基準と改定基準案 

現 行 改 定 案 

シグナル№. 予警報の区分 信 号 シグナル№. 予警報の区分 信 号 

No.1～No.3 注意段階 旗１枚 №.1（1,2,3 合同） 注意段階 旗１枚 

№.4 警戒段階 旗２枚 №.2（4,5 合同） 警戒段階 旗２枚 

№.5～№.7 危険段階 旗２枚 №.3～№.4 危険段階 旗２枚 

№.8～№.10 高危険段階 旗３枚 №.5～№.7 高危険段階 旗３枚 

№.11 通信不能 旗３枚    

計 11 シグナル   計７シグナル   
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2）警報の受信及び伝達 

気象局（ＢＭＤ）より発せられた予警報は、首相府（内閣）、防災管理・救援省、陸

海空軍、農業省、船舶省、その他関係各省、地方政府及びＣＰＰ、ＢＤＲＣＳ、ＵＮＤ

Ｐ、ＵＮＨＣＲ、その他報道機関等約30ヵ所に連絡される。また、本予警報にかかる情

報はラジオ、テレビ放送及び新聞報道を通じ、直接住民に伝えられる。 

地域レベルへの公式伝達ルートは①ＢＭＤから直接、県防災管理委員会（District Ｄ

ＭＣ）→郡防災管理委員会（Upazila ＤＭＣ）→ユニオン防災管理委員会（Union ＤＭ

Ｃ）と②ＢＭＤから、DhakaのＣＰＰ本部に連絡され、ＣＰＰにより、末端住民まで知ら

される２ルートがある。 

末端の住民まで伝達されるのは、ＣＰＰであり、現行のサイクロン警報伝達方法は、

主にこのシステムに依存している。 

3）ＣＰＰ組織による住民への予警報の伝達 

気象局から、DhakaＣＰＰ本部に無線連絡され、ＣＰＰの無線基地142局（ＨＦ/ＶＨＦ

（26局）、ＨＦ（10局）、ＶＨＦ（106局））の無線によりユニオンレベルまで連絡され

る。 

避難命令及び伝達は、シグナルNo.４になると、防災委員会が招集され（コントロール

室開設）、警報活動を協議し、ＣＰＰに指示する。 

ＣＰＰの指示によりＣＰＰのユニオンチームリーダーは、ただちにユニットチームリ

ーダー及びボランティアに連絡し、ボランティアはメガフォン、手動サイレン等により

各戸に警報を知らせる。聞き取り調査では、すべてのサイトでＣＰＰ活動が行われてい

る。 

4）住民の誘導 

基本的には、弱者(老人、子供、病弱者、女性等)をはじめ、出来るだけ誘導すること

を原則として（災害対策令）いるが、現実は、ＣＰＰの要員不足や家族の拒否、あるい

は、ボランティア自身の危険等により、警報のみの地域が大部分である。ただし、地区

（Zonal）レベル（県）のＣＰＰでは、車輌を有しているところもあり、可能な限り誘導

を実施しているとのことである。 
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(4) サイクロン予警報システム（Cyclone Preparedness Programme：ＣＰＰ） 

住民への予警報の伝達及び誘導は前述したとおり、ＣＰＰにより実行されており、この

組織と活動について述べる。 

1）ＣＰＰ組織の現状 

ＣＰＰは、1970年に死者50万人といわれるサイクロンの発生を契機に国際赤十字と赤

新月社（ＢＤＲＣＳ）により設立され、サイクロンの警報、避難活動を支援してきた。

その後、1973年にバングラデシュ国政府（ＭＤＭＲ）とＢＤＲＣＳにより現在のＣＰＰ

が組織された。（詳細は2-1-1(3)参照） 

ＣＰＰ(全体)の有している救援資機材は、表2-4-4のとおりである。 

表2-4-4 ＣＰＰ警報救援用機材 

SL No. 警報救援用機材名 個 数 

01. トランジスタ・ラジオ 2,999 

02. メガフォン (大) 2,802 

03. ハンド・サイレン 3,500 

04. ハンド・ライト 5,963 

05. レインコート 21,000 

06. ゴム長靴 15,000 

07. 自転車 1,000 

08. 救助バッグ 25,000 

09. ライフジャケット 9,540 

10. レスキュー・キット 3,000 

11. 救急箱 6,450 

12. 信号用旗 3,000 

13. 信号用旗竿 3,000 

14. スピード・ボード 5 

15. モーターサイクル 60 

16. ピックアップ・トラック 8 

17. ジープ 2 

18. ソーラーパネル 94 

19. VHF 無線機 106 

20. HF 無線機 37 

21. ヘルメット 18,000 
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また、装備の一例としてNoakhali県Sudharam郡の状況は下記のとおりである。 

人口：223,000人 村落：80村 面積：215平方マイル 

ｻｲｸﾛﾝｼｪﾙﾀｰ：48棟 Union：9 Unit：110 ボランティア：1,320人 

所有装備： 

表2-4-5 Sudharam郡の警報救援機材 

ラジオ 98 自転車 110 

メガフォン 90 ライフジャケット 200 

ハンド・ライト 98 レインコート 1,180 

ハンド・サイレン 100 ゴムボート 781 

救助バック 65 信号用旗 279 

救急箱 110 モーターサイクル 3 

各ユニットには、救急箱（薬、ハサミ、包帯、懐中電灯他）３ケと救助バッグ（ヘル

メット、ロープ、ノコギリ、金槌、水筒他）３ケが装備されている。 

2）活動 

ＣＰＰは、現在警報の伝達の他にも、災害キャンペーンや啓蒙活動、被災直後の応急

処置を含む救援を行っている。サイクロン通過後、通信網がほとんど不通となる中で、

ＣＰＰの142局の無線局により、各地の被害状況の収集がなされ救援の重要な情報源とな

っている。 

ＣＰＰの活動は、災害対策令に定められ、ダッカ本部、地方レベルに分けて平常時、

注意時、警報時、災害時、復旧時の５段階について示されている。 

(5) 洪水防御関連機関 

1）水資源開発庁（Bangladesh Water Development Board:ＢＷＤＢ） 

洪水防御計画は、水資源省（Ministry of Water Resources）の水資源開発庁（Bangladesh 

Water Development Board：ＢＷＤＢ）が担当している。洪水災害を防ぐための堤防建設、

貯水池の建設、河床の浚渫等の構造的対策を計画するとともに、これらの事業を実施す

るために中心的役割を果たしている。災害時には技術者と資機材を動員して、堤防の決

壊箇所や設備被害を修復し、人命及び財産を守る。 

1988年の大洪水後、洪水に対する根本的解決をめざし、国際協調プロジェクトとして

Flood Action Plan（ＦＡＰ）が策定された。この計画に基づき、ＢＷＤＢによって局地

的に事業は実施されているが、大型堤防等による大規模対策の実施は、諸外国の支援が

得られず、実施は困難となっている。 

洪水対策計画はフランス、米国、英国、日本を含む15ヵ国とＩＤＡ、ＡＤＢを中心と
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した国際援助機関により、11の対策事業計画調査と、15の支援基礎調査で構成された46

コンポーネントが提案され各国が協力支援している。この計画の中で「サイクロン・プ

ロテクション・プロジェクト（ＦＡＰ-Ｃ７）」として、防潮堤の構築により、被害を軽

減する計画の検討を行った。 

ＦＡＰ-Ｃ７は、その緊急性から世銀／ＥＵの協力により21ポルター（輪中提）の計画

が実施されたが、フェイズ-Ⅰとして破壊された沿岸沿いの11ポルダー120ｋｍを1991年

に復旧し、フェイズ-Ⅱとして、損傷した河川沿いの10ポルダー440ｋｍを植林を含め1996

年から2003年の間に改修工事を実施している。 

現在も色々な問題を含みながら、ＦＡＰの下でプログラムは実施され、サイクロン対

策にも一部寄与している。 

2）バングラデシュ工科大学（Bangladesh University of Engineering ＆ Technology ：

ＢＵＥＴ） 

日本の技術支援で、1993年から2003年まで洪水対策の全般的な研究協力、とりわけ、

河川浸食や沈泥流出のメカニズムの解析および河川浸食や変動の計測モニタリングに関

する技術開発が行われている。 

ＢＵＥＴを中心に研究や技術移転が取組まれ、計測モニタリング活動、計測技術の最

新化への対応などに効果が現れている。 

他機関（ＢＷＤＢ、道路局、ＪＩＣＡ）へ研究成果を説明し、３～４ヵ月毎に技術検

討会を開催しているが、ＢＷＤＢへの技術移転は進んでいない状況である。 

(6) 防災対策の課題 

1）気象観測の整備 

建設されたサイクロンシェルターを効率的かつ有効に利用するには、住民に対し、サ

イクロンの正確な予警報情報を迅速に知らせることが重要である。それには、日本が過

去１次～３次にわたり供与した観測用資機材が的確に有効利用され予警報情報が伝達さ

れる必要がある。 

しかし、一部機材は10数年が経過し老朽化傾向にあり、また、一部電気系統のトラブ

ルの発生も見られるので、シェルターとの相乗効果を図る意味からも、常に万全の状態

を保つ必要があり継続した支援は欠かせないと思われる。 

2）ＣＰＰの強化 

11のシグナルで構成されていた警報基準は、簡素化されて７シグナルとなり、警報の

誤解がなくなり、信頼性が高まることが予想され、改善の方向にあるが、ＣＰＰによる

直接住民に伝える警報伝達や誘導等を行うボランティアの要員不足及び装備の不備が指
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摘されている。 

この原因は、今まで「バ」国と国際赤十字・赤新月社連盟の資金を受け、その他一部

ドナーからの機材供与で運営されてきたが、資金・機材両面で満足すべき量に達してい

ないことにある。 

「バ」国からの出資金は、若干ながら増加しているがなお十分な資金には程遠く「バ」

国を含めたドナーからの追加供与が望まれる。 

3）防災意識の向上と防災訓練の実施 

国民一人一人の防災意識の向上なくしては、自己防衛は成り立たない。このため、「バ」

国は防災知識の普及、向上の一環として、ＤＭＴＡＴＦ（Disaster Management Training 

and Public Awarenees Task Force）を実施し、過去５年間にユニオンリーダ、宗教リー

ダ、教師、選出議員等35,000人（この内地方レベル17,000人）が参加している。また、

公務員には年２時間の講習を義務づけ、初等学校クラス５以上にも防災教育の時間を組

み入れている。 

このように「バ」国は、色々と防災について意識改革の対策を図っているものの、よ

うやくその途についたばかりで一層の普及活動を必要としている。 

また、防災訓練はＣＰＰで年２回行っているが、全国的な行事とは言えず、多数の参

加を求めるべき集人対策（例えば催し、金品の支給）が必須となっている。すなわち、

多数の住民が防災訓練に参加し、サイクロンシェルターへの避難誘導が円滑に行われる

ことにより、予定の収容人数を適切かつ安全に収容することが可能となるであろう。 

4）防潮堤の建設及び河川浸食 

サイクロン対策としての本格的な防潮堤の建設は、地勢が平坦で軟弱な土質であるこ

とから建設費は高額となり、｢バ｣国の財政事情からは、不可能な状況下である。 

従って、現在｢バ｣国で建設されている防潮堤は、恒常的な高潮対策としてのポルダー

（輪中堤）建設であり、サイクロン対策としての防潮堤ではないので効果はあまり期待

できない。 

今まで、河岸の近隣で建設されたシェルターで、洪水ごとに河道が浸食され、10数箇

所の流失（内、日本援助１箇所）や流失寸前の箇所（日本援助）も見受けられ、その対

策にＬＧＥＤにより、護岸対策（コンクリートブロック）が進められていることから、

河川浸食の可能性が高い個所には、何らかの対応が必要となっている。 

現在、河川管理担当部門のＢＷＤＢとＬＧＥＤで、危険性のあるシェルターについて、

モニタリングを実施すべく協議が進められている。 



 

 

第３章  プロジェクトの内容 
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第３章 プロジェクトの内容 

３－１ プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

「バ」国では恒常的に襲来するサイクロンにより、多数の人命、家畜、財産が失われる

事態が続いている。 

これに対処するため、1993年に世界銀行とＵＮＤＰの協力により「多目的サイクロンシ

ェルター計画」が策定され、2,500棟のサイクロンシェルター建設を提言した。 

現在、各国際機関や援助国は同計画に準拠して、建設を進めてきたが、目標達成年次（2002

年）が過ぎたにもかかわらず、約1,300棟の建設にとどまっている。 

こうしたサイクロンシェルターの不足に対処するため、「バ」国政府は早急な目標達成

を図ろうとしている。この中で、本計画は、Chittagong、Cox’s Bazar、Noakhali県に20棟
のサイクロンシェルターを建設し、サイクロンによる被害の軽減に寄与することをプロジ

ェクト目標とする。また、サイクロンによる被災の軽減により、地域住民の生活が改善さ

れる。 

(2) プロジェクトの概要 

本計画では、上記目標を達成するために、サイクロンからの避難施設のないＨＲＡ内の

Chittagong、Cox’s Bazar、Noakhali県に平常時は初等学校として活用できる20棟のサイク
ロンシェルター兼初等学校を建設する。これにより、サイクロン襲来時に約37,000人の住

民の避難が可能となり、初等学校における児童約7,600人分の学習環境が改善されることが

期待される。 

上述した20棟のプロジェクト･サイト位置等の概要は巻頭の位置図及び表3-1-1に示すと

おりである。 
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表3-1-1 プロジェクト･サイトの位置 

ｻｲﾄ
No. 県 郡 ユニオン 初等学校名 備考 

V-1 Cox’s Bazar Chakaria West Boro Veola Ilishia GPS 要請サイト No.6 

V-2 Chittagong Patiya Charlaksma West Charlaksma GPS 要請サイト No.13 

V-3 Chittagong Patiya Char Patharghata Ichanagar GPS 要請サイト No.14 

V-4 Chittagong Patiya Char Patharghata Char Patharghata GPS 要請サイト No.15 

V-5 Chittagong Sandwip Haramina Kachhiapur GPS 要請サイト No.16 

V-6 Chittagong Sandwip Musapur South East Musapur GPS 要請サイト No.18 

V-7 Chittagong Sandwip Bauria Bauria G. K. GPS 要請サイト No.19 

V-8 Chittagong Miresharai Katachhora Temuhani GPS 要請サイト No.21 

V-9 Chittagong Miresharai Mayani Solaiman GPS 要請サイト No.22 

V-10 Chittagong Miresharai Wahedpur Jafarabad GPS 要請サイト No.23 

V-11 Chittagong Miresharai Mayani SM Hazipara GPS 要請サイト No.24 

V-12 Chittagong Miresharai Durgapur Hazisorai GPS 要請サイト No.25 

V-13 Chittagong Miresharai Sahebkhali East Sahebkhali GPS 要請サイト No.27 

V-14 Chittagong Banshkhali Shilkup Munkirchar GPS 要請サイト No.28 

V-15 Chittagong Banshkhali Katharia Modya Katharia GPS 要請サイト No.29 

V-16 Chittagong Banshkhali Puichari Puichari Sultania GPS 要請サイト No.31 

V-17 Chittagong Banshkhali Shadhanpur North Shadhanpur GPS 要請サイト No.32 

V-18 Chittagong Anowara Burumchhora West Burumchhora GPS 要請サイト No.35 

V-19 Noakhali Hatiya Burirchar Hornipalgram GPS 要請サイト No.37 

V-20 Noakhali Hatiya Sonadia Purba Chanandi GPS 要請サイト No.38 

(注) GPS：公立初等学校 
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３－２ 協力対象事業の基本設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

「バ」国政府からのサイクロンシェルター39ヵ所の建設要請に対し、日、｢バ｣両国で検

討・協議した結果、34ヵ所を調査対象サイトとした。最終建設サイト数は、同両国間で合

意した「サイト選定基準」により、第２章２－２項で述べたとおり20棟に決定した。 

本計画で建設する施設は、サイクロン襲来時にシェルターとして利用するが、平常時に

おいて施設を良好な状態に保ち、かつ、施設を有効利用するために、初等学校としての機

能も有する施設として計画する方針である。施設内容は、２階建とし、教室、教員室、便

所等から成り、給水施設（深井戸及び手動ポンプ）及び排水施設を設置する。その他、砒

素汚染が確認された場合は、必要な対策をとる。 

更に、初等学校以外に集会所、簡易ヘルス・スポット（ポリオ接種等）、選挙投票所等

の多目的施設として利用することも想定する。 

また、施設の意匠及び構造に関しては、第１次～４次計画の経緯、経験、事後評価調査

等のレヴュー等を踏え、施設の機能、構造、建設コスト等に十分配慮した施設計画・設計

とすることを基本方針とする。 

(2) 自然条件に対する方針 

本計画に必要な自然条件に対する設計方針は下記のとおりである。 

1）風速 

過去のサイクロンの風速及び確率風速についての解析結果から設計風速として、「バ」

国建物設計基準（ＢＮＢＣ）に基づき、260ｋｍ/hr（72.0ｍ/sec）を採用する。 

2）地震荷重（水平方向慣性力） 

ＢＮＢＣではSeismic Zoneを３つに区分して水平方向慣性力の係数を定めている。 

Zone１（北部） 0.2 

Zone２（中部及び東部） 0.15 

Zone３（南部） 0.075 

本計画地は、Zone２に属し、係数0.15が基準とされる。ただし、ＢＮＢＣ基準に記述

されている諸条件（建物の高さ、土質等）により係数は緩和されることで0.12に低減さ

れる。 
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3）潮位 

本設計は、脚柱式建築（高床式）であり、波浪による影響が少ないので、その検討は

省略し、シェルターの床高の決定に大きく影響する潮位について検討する。 

暴風津波の解析については「多目的サイクロンシェルター計画」のマスタープランの

方法を準用し、50年確率の潮位を採用する。 

サイクロンシェルター建設地における暴風津波高は次の２式が提案されている。 

Ｈ1＝Ｈ５０－（Ｘ－１）Ｋ＋ｈＷ ････････････････････････ ①式 

Ｈ５０ 設計津波高、50 年確率（ｍ） 

Ｘ 海岸線からシェルターまでの距離（ｋｍ） 

Ｋ 津波高の低減率（ｍ/ｋｍ） 

Chittagong 海岸平野 0.5ｍ/ｋｍ、その他 0.33ｍ/ｋｍ 

ｈｗ 平均水位からサイトにおける波の増幅高(ｍ) 

ｈｗ=〔ｈ50－（ｘ－１）Ｋ〕1/4  ｈｗ＝１ if ｈｗ＜１ 

Ｈ1はサイトにおける潮位を示す。 

Ｈ２＝Ｙ５０－Ｙｇ＋ｈｆ ･････････････････････････････ ②式 

Ｙ５０ 異常水位高 50 年確率(ｍ) 

Ｙｇ シェルターの地盤高(ｍ) 

ｈｆ シェルターサイトにおける余裕高 ：１ｍ 

Ｈ２はサイトの地盤上からの潮位高を示す。 

過去の内陸部における潮位高により検証すると、地形や距離を考慮する①式で求めた

値の方がより正確な潮位を反映しているため、本計画における潮位の計算式は①式を採

用する。 

図3-2-1-1 暴風津波高算定模式図 
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4）地質（基礎設定） 

シェルターの基礎形式は、地盤の地質構成やその地耐力によって直接基礎と杭基礎に

分けることができるが、ボーリング調査及び室内試験の結果に基づき検討し、基礎工法

を決定する。工法の検討に関しては、ＢＮＢＣに建築の基礎設計基準が参考程度の記載

にとどまっているため、日本における基準に基づく。 

基礎工法選定の基本となる施設全体の単位面積当りの荷重は、約7.5/ｍ２である。従っ

て、基礎底面での許容地耐力が7.5t/ｍ２以上あり、かつ、圧密沈下量が15ｃｍ以内であ

る場合は、直接基礎とし、直接基礎以外は杭基礎とする。 

杭工法における支持地盤は、Ｎ値が20以上、かつ、層の厚さが概ね５ｍ以上あるもの

とする。杭の支持力の計算は先端支持力と摩擦力の合計値とする。また、支持地盤が存

在しない場合は、杭周の摩擦力による摩擦杭とする。 

(3) 社会経済条件に対する方針 

本計画は、ＨＲＡの既存初等学校敷地内にサイクロンシェルター兼初等学校を建設し、

教育施設の改善と同時に、サイクロンシェルターとして使用する目的を持っている。 

過去1960年代からサイクロンによる被害を受け、当初は、海岸コミュニティーセンター

として、サイクロンシェルターが建設された。しかし、その後現在までに、平時はほとん

どが初等学校として活用できるシェルター約2,100棟が建設され、これがシェルターの標準

タイプとなり、最も普及している。 

対象地域の住民は、大半が農業に従事し、貧困ライン以下の生活を強いられる貧困層に

属し、経済基盤を持たない土地無し農民等、流動性の高い人口特性もあり、シェルターの

存在は住民の定着に寄与している。宗教は、90％以上がイスラム教徒で当初は男女共同で

の避難にはためらいがあったが、人命尊重の防災広報活動等により最近は生活習慣上の問

題が優先され、違和感なく受け入れられ利用されている。 

以上より、メンテナンス費用を最小限に抑えた堅固な高床型式の鉄筋コンクリート造り

の構造に配慮した建築様式とし、初等学校としての機能も備えた施設とする方針で検討す

る。 

(4) 建設事情に対する方針 

1）建物の構造形式 

「バ」国における建築の構造形式は低層建物ではレンガの組積造、４階建て以上規模

が大きくなると、鉄筋コンクリートラーメン構造とし、壁をレンガ積みとしているもの

が一般的である。建設資機材及び技術が現地で比較的容易に調達できることが大きな要

因として上げられる。 

他の援助機関及び「バ」国自身により建設されたサイクロンシェルターは、堅牢で安
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全な避難施設の必要性から、全ての主体構造は鉄筋コンクリートであることが確認され

た。また、日本の援助による第１次～４次計画より建設されたシェルターも、主体構造

を比較検討の結果、ローカル資機材及び工法で十分可能な鉄筋コンクリート造が採用さ

れている。本計画においても、これらの実績を踏まえ、主体構造を鉄筋コンクート造と

する。 

2）事業実施に係わる許認可の制度 

「バ」国では建設事業実施に係わる許認可は詳細には制定されておらず、以下の４大

都市において建設時に届け出の制度があるのみである。届け出の内容は単に建設場所、

規模等について書類を提出する程度である。 

Dahka ＲＡＪＵＫ（ダッカ首都開発公社） 

Chittagong ＤＡ（チッタゴン開発公社） 

Khulna ＤＡ（クルナ開発公社） 

Rajshahi ＤＡ（ラジシャヒ開発公社） 

3）関連法規･基準 

建築設計、または、建設に係わる法律は制定されていないが、建築設計に係わる基準

は、1997年発行のＢＮＢＣの中に定められている。ただし、これには法律的規制はなく、

設計指針としているが、本計画ではこの指針に準拠して設計を行う方針である。 

4）現地建設会社の水準 

「バ」国における建設業者の技術水準は、この数年の間に急激に向上している。ダッ

カ市街地には20階以上の建物が相当数建設されており、全て「バ」国の建設業者による

ものである。外国での技術取得、または、国内においての日本を含めた外国業者からの

技術指導によるところが大きいと言える。このように、「バ」国の多くの建設業者は十

分な技術を有しており、日本援助工事の実績を持つ業者も多いので、本計画実施に際し、

現地建設業者の活用に対して問題は認められない。 

5）労働力の水準・量 

上記のように技術水準はかなり向上してきているが、特殊技術や機器などを必要とす

るものについての経験は少ない。「バ」国において広く行われている一般的な工法にお

ける労働力は質・量共に十分であるが、軽作業以外の熟練工は都市部付近に集中してい

る。本計画のような地方での建設には普通作業以外はDhaka、または、Chittagongの都市

部より調達する方針である。 

6）現地資機材の質及び量 

日本の援助による第１次～第４次計画の経験から、現地で一般的に採用されている建
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設工法（レンガの積組工法,鉄筋コンクリート工法）であれば、現地において安定した品

質の建築資機材をまとまった量で調達できることが確認されている。なお、施工上特に

重要な鉄筋とセメントについては、品質管理の行き届いた製造工場より直接購入するこ

とが肝要である。 

また、鉄筋については、現地調達と第三国（インド等）からの輸入とを価格面で比較

した結果、第３国からの輸入調達が安価である。しかし、輸入の場合、納期が２ヵ月程

度の期間を要するため、工事工程上、上部躯体に使用する鉄筋については、輸入による

調達が可能であるが、基礎工事に使用する分は、工事開始後すぐに必要となるため現地

調達とする。その他の資材は、建設予定地に近いChittagong市及び近郊での調達とする。 

以上のとおり、鉄筋の一部を除き資機材を現地で調達することは、建設費のコスト低

減にも効果的であるとともに、地元への経済効果に寄与するものである。 

(5) 現地業者の活用に係る方針 

本計画の建設のメインコントラクターは、日本国籍の建設会社となるが、日本とは建設

事情、社会事情､習慣等の違う「バ」国では、日本国建設業者単独での実施は困難が予想さ

れ、現地業者の活用は必須である。日本の援助による第１次～第４次の計画では、サブコ

ントラクターとして現地建設業者を活用し、プロジェクトを成功裡に完了させており、本

計画においても、現地業者の活用を前提として計画する方針である｡ 

(6) 実施機関の運営・維持管理能力に対する方針 

無償資金協力で完成したサイクロンシェルターは、工事完了後、平常時は公立の初等学

校として使われるため、ＤＰＥの管理の下におかれ、実質的にはサイト毎のＳＭＣが日常

的な運営・維持管理を行うことになる。ＤＰＥにおける通常予算の配分は、大半が教職員

への人件費で占められ、日常的な運営・維持管理にまわせる予算は、極めて少なく、ほと

んど期待することができない。このＤＰＥの予算不足が原因で、第１次～第４次計画では、

完成したシェルターも維持管理が十分に行われなかったことが確認されている。今次計画

においても、従来の方針と同様、ＤＰＥの財政的負担をできるだけ軽くすると同時に、サ

イトレベルにおいても、メンテナンスフリーとなる施設とすることが肝要である。 

以上の考え方に基づき、設備計画では下記の方針で計画する。 

（換気） 

各サイト共、３月から11月は月平均最高気温30℃以上になるが、電気を使った空調設

備を設置せず、施設の天井高を３ｍ以上（空気層による断熱）を確保し、屋根スラブ上

部に断熱層の採用と、窓及びガラリを設置することにより快適な授業環境（異常な高温

が避けられる）が確保できるため、本計画では自然換気方式を採用する。 
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（照明） 

照明設備として第１次計画において試験的に１サイトのみ、電源をソーラシステムと

する設備が設置されたが、この後メンテナンスが十分になされなかったため、第２次計

画以降整備されなかった。今次計画においても、電気代の負担を無くすため照明設備は

設置せず、できるだけ窓を多くして自然光を最大限に利用する方針とする。 

(7) 施設のグレードの設定に係る方針 

本計画は日本の援助による第１次～第４次計画のレヴュー及び他ドナー援助による施設

の調査結果に基づき、施設のグレードを設定する。 

1）施設の内容 

① シェルターとしての規模は、マスタープランと初等学校設計基準に準拠して１棟当

りの最低収容人数を約1,700人に設定する。 

② 初等学校としての規模 

・教室数の設定は、現状の児童数より算出する。なお、児童数が少ない場合でも、サ

イクロンシェルターとしての最低収容人数を確保するため、最低限３教室とする。 

・教室数が５教室以上必要とされる場合は５教室を上限とする。 

・設定教室数は３教室、４教室及び５教室とする。 

③ 家具備品類は、初等学校としての一般的に必要とされるものを設置する。 

④ 空調・照明など、電気を必要とする設備は設置しない。 

⑤ 給水設備は、各サイトに深井戸を設置し、高揚程ポンプによる給水とする。 

⑥ 排水設備は、各サイトとも汚水は浄化槽を設置し処理する。 

2）施設仕様のレベル 

施設及び仕上げ工事の仕様は、過去の実績から現地調達が可能で施工が容易であるこ

とが証明されている鉄筋コンクリート及びレンガ構造のモルタル金ゴテペンキ仕上げを

採用する。参考までに日本及び他ドナー施設の仕上げ仕様を示すと表3-2-1-1のとおりで

ある。 
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表3-2-1-1 他ドナー別施設の仕上げ仕様 

 床 壁 天井 屋上防水 

日本 ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾞﾃ ﾓﾙﾀﾙ金ｺﾞﾃﾍﾟﾝｷ ｺﾝｸﾘｰﾄ ﾍﾟﾝｷ ﾗｲﾑﾃﾗｼﾝｸﾞ 

ＫｆＷ 同上 同上 同上 同上 

サウジ･アラビア 同上 同上 同上 ﾊﾟｯﾄﾞﾛｰ防水 

EU 同上 同上 同上 ﾗｲﾑﾃﾗｼﾝｸﾞ 

IFAD 同上 同上 同上 同上 

(8) 工法／調達方法、工期に係る方針 

工期の設定には前述のとおり、「バ」国における社会事情、習慣、宗教上の他、建設事

情、労働事情、資材供給事情、気象事情等を総合的に考慮し、加えて日本の援助のよる第

１次～第４次計画の施工実績に基づき、工法/調達方法、工期に関する方針を以下のとおり

設定する。 

1）工事開始時期は、乾期の初期に設定し、基礎工事及び土工事は乾期中に完了する。 

2）躯体工事用資材は、雨期前にサイトへ搬入を終わらせる。 

3）躯体工事は、雨期期間中も施工を行うこととするが、施工条件が悪くなることを考慮し、

余裕を持たせた工程を設定する。 

4）仕上げ工事は乾期に施工する。 

5）原則として、建設資材は現地調達可能な資材を使用する。 

以上の条件に基づき、20サイトの全体の工期を12ヵ月と設定する。 

3-2-2 基本設計 

(1) 敷地・配置計画 

本計画における各サイトは、既存の公立初等学校の敷地内、または、新たに追加収用さ

れる敷地となる。本計画の建設のためのスペースは確保されており、主要道路からの各サ

イトへのアクセスは可能である。新しい施設の配置は、下記の点に留意し敷地の特性に適

した計画とする。 

① 施設配置は、サイトの形状、隣地状況及び既存施設を考慮に入れた配置とする。 

② 既存施設は、可能な限り残すこととし、撤去に当っては最小限の老朽化したものを

対象とする。 

③ 用地の追加収用が最小限となる配置計画とする。 

④ 便器は南北方向をむけて配置する。（イスラム教の聖地メッカが西の方向にあるた

め、宗教上、東西方向は避ける） 
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⑤ 可能な限り広い運動スペースを確保する。 

⑥ 既存の樹木は可能な限り残す。 

(2) 施設計画 

1）サイクロンシェルターの収容人員 

本計画の施設の利用目的は、サイクロンシェルターであると同時に平常時は教育施設

（初等学校）として利用される。従って、規模の設定には、双方の機能を考慮に入れて

検討すべきと考える。まず、サイクロンシェルターとしての規模（収容人数）設定の方

法としては､世銀／ＵＮＤＰ によるマスタープラン（１棟当りの収容人員を1,750人程度

と設定している）に準拠するとともに、ＭＯＰＭＥが設定している初等学校標準設計基

準及び第１次～第４次計画のレヴューを考慮した上で、最小シェルター規模として３教

室タイプ（避難時収容人数：1,700人）を採用する方向で検討することとする。加えて既

存学校の児童数により教室数を増やすこととし、４教室（避難収容人数：1,800人）、５

教室タイプ（避難時収容人数：2,080人）も検討する。 

2）平常時の使用目的 

既存シェルターは、平常時、そのほとんどが初等学校として有効利用されており、今

次計画においても、ＳＭＣによる既存の維持管理体制が整っている初等学校として主に

使用することとする。初等学校以外の目的での施設の活用については、集会所、簡易ヘ

ルス・スポット（ポリオ接種等）、選考投票所として併用したいという意見がそれぞれ

16サイト、12サイト、３サイトから出されており、これらの各種活動に利用されること

を想定した。ただし、初等学校以外の機能はあくまでも副次的な機能として位置付ける

こととし、施設面での特別な配慮は行わないこととする。 

3）サイト別必要教室数 

現在、「バ」国政府の初等学校の99％近くが２部制（午前に１・２年生、午後に３～

５年生）により運営されている。「バ」国政府は将来的には１部制への移行を考えてい

るが、2003年度より５ヵ年計画で実施される第２次初等教育開発計画（ＰＥＤＰ-Ⅱ）で

は１部制への移行を明確に打ち出していない。その理由は教員養成校であるPrimary 

Training Institute（ＰＴＩ）や初等学校建設を担当するＬＧＥＤが１部制に対応する

ための教員数及び教室数を５ヵ年計画中に確保できないためである。このような現状か

ら、今後も多くの初等学校で２部制が継続されると考えられる。 

今回の要請サイトでは現状の児童数がほぼ横ばい状況、更に近年の児童数は減少傾向

であることを考慮し、５教室を必要としない学校が多く見られることから、基本を３教

室とし、児童数に応じて（ＭＯＰＭＥ：１教室定員50名）教室数を増やす方向で考える

べきである。 
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２部制　　２部制　　２部制　　２部制　　
における　　　における　　　における　　　における　　　
最大児童数最大児童数最大児童数最大児童数

定員50名定員50名定員50名定員50名 必要教室数＝３教室必要教室数＝３教室必要教室数＝３教室必要教室数＝３教室

必要教室数＜３教室

教室数の確定教室数の確定教室数の確定教室数の確定

シェルター最低収容
人数（1,700名）*1を
確保するため、３教
室タイプとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
÷÷÷÷

「４教室タイプ」型
５サイト　

(V-2,3,13,17,20)

「３教室タイプ」型　　　「３教室タイプ」型　　　「３教室タイプ」型　　　「３教室タイプ」型　　　
６サイト         ６サイト         ６サイト         ６サイト         

 (V-8,9,10,12,16,19) (V-8,9,10,12,16,19) (V-8,9,10,12,16,19) (V-8,9,10,12,16,19)

「５教室タイプ」型*2
７サイト

(V-1,4,6,7,14,15,18)　

「収容人数考慮３教室タイプ」型
２サイト
(V-5,11)

必要教室数＞３教室
児童数に応じて教室数
を４教室又は５教室タ
イプに調整する。

＊2：教室数がなお不足する６サイト
（V-1,4,6,7,14,15)に関しては、既存
教室を利用する。
なお、原則として公立初等学校周辺の
１～1.5k㎡を学区としているが、自然
環境や既存初等学校の有無により異な
る。

*1:今次計算において避難人口
1,700人以下のサイトはない。

従って、下記により最大教室数を求め各サイトの教室数の検討を行う。 

[１シフト当りの最大教室数の算定] 

詳細サイト状況調査により、各サイト（既存初等学校）ごとの全児童数を求め、授業

が全ての学校で２部制（２シフト方式）で行なわれていることから、表3-2-2-1に示した

ように、児童数がより多く出席するシフト（第１シフト或は第２シフト）における児童

数を標準教室収容人数50人程で割ると、各サイトの１シフト当たり最大教室数が求めら

れる。これらの教室数及びＰＥＤＰ-Ⅱの標準教室数（５教室）を考慮した上で教室タイ

プ別に分けると、３教室タイプ、４教室タイプ及び５教室タイプとなる。上述した教室

数の確定のプロセスを図3-2-2-1に示す。 

サイトNo.V-1、V-4、V-6、V-7、V-14、V-15に関しては、各々３教室、４教室、２教室、

５教室、１教室、３教室が上記の最大教室数に対して不足することになるが、既存教室

を合わせて利用することにより不足分を補うこととする。 

なお、サイトNo.V-5の最大教室数は２教室となっており、また、サイトNo.V-11では１

教室となっているが、本施設はサイクロンから人命を保護することが第一目的であるた

め、サイクロンシェルターの最低収容数1,700人を有する３教室タイプとする。 

図3-2-2-1 教室数確定のプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 20 サイト全てが２部制で実施されている。 

・ 教室のタイプはシェルター最低収容人数 1,700 名の規模に相当する３教室タイプを基準とする。 

・ 初等教育開発計画（PEDP-Ⅱ）の標準教室数は５教室である。 

よって、本案件では３教室を基準とし最大５教室とする。 



総児童数
児童数
シフト１
（午前）

児童数
シフト２
（午後）

２シフト制
における最
大児童数
(人）

１教室あた
りの児童数
（午前）

１教室あた
りの児童数
（午後）

１教室あた
りの児童数
（平均）

既存教室数
内、撤
去予定
教室数

1シフト当
りの最大教
室数（室）

既存教員数
最大教室数
に対する
不足教員数

既存教室を
含めた使用
教室数

今次計画に
おける採用
教室タイプ

建設後の1
教室あたり
の児童数
（午前）

建設後の1
教室あたり
の児童数
（午後）

建設後の１
教室あたり
の児童数
（平均）

V-1 700 300 400 400 50.0 66.7 58.3 6 (0) 8 5 3 5 8 5 37.5 50.0 43.8

V-2 360 157 203 203 52.3 67.7 60.0 3 (0) 4 4 - 4 4 4 39.3 50.8 45.0

V-3 312 112 200 200 37.3 66.7 52.0 3 (0) 4 4 - 4 4 4 28.0 50.0 39.0

V-4 757 300 457 457 30.0 45.7 37.9 10 (5) 9 10 - 5 9 5 33.3 50.8 42.1

V-5 131 59 72 72 19.7 24.0 21.8 3 (0) 2 3 - 3 ※1 3 3 19.7 24.0 21.8

V-6 510 180 330 330 30.0 55.0 42.5 6 (0) 7 8 - 5 7 5 25.7 47.1 36.4

V-7 915 392 523 523 98.0 130.8 114.4 4 (0) 10 5 5 5 10 5 39.2 52.3 45.8

V-8 190 77 113 113 25.7 37.7 31.7 3 (0) 3 4 - 3 3 3 25.7 37.7 31.7

V-9 210 91 119 119 30.3 39.7 35.0 3 (0) 3 4 - 3 3 3 30.3 39.7 35.0

V-10 217 90 127 127 22.5 31.8 27.1 4 (0) 3 5 - 3 3 3 30.0 42.3 36.2

V-11 84 40 44 44 20.0 22.0 21.0 2 (0) 1 3 - 3 ※1 3 3 13.3 14.7 14.0

V-12 173 60 113 113 20.0 37.7 28.8 3 (0) 3 4 - 3 3 3 20.0 37.7 28.8

V-13 272 108 164 164 108.0 164.0 136.0 1 (1) 4 3 1 4 4 4 27.0 41.0 34.0

V-14 505 290 215 290 145.0 107.5 126.3 2 (0) 6 3 3 5 6 5 48.3 35.8 42.1

V-15 673 375 298 375 125.0 99.3 112.2 3 (0) 8 5 3 5 8 5 46.9 37.3 42.1

V-16 213 138 75 138 34.5 18.8 26.6 4 (0) 3 4 - 3 3 3 46.0 25.0 35.5

V-17 344 141 203 203 35.3 50.8 43.0 4 (4) 4 6 - 4 4 4 35.3 50.8 43.0

V-18 446 210 236 236 42.0 47.2 44.6 5 (0) 5 3 2 5 5 5 42.0 47.2 44.6

V-19 266 130 136 136 65.0 68.0 66.5 2 (0) 3 4 - 3 3 3 43.3 45.3 44.3

V-20 346 164 182 182 82.0 91.0 86.5 2 (2) 4 3 1 4 4 4 41.0 45.5 43.3

※１： サイクロンシェルターとしての収容力を考慮した最低教室数

今次計画の
採用教室数
（室）

表3-2-2-1  採用教室タイプ算出表

3
-
1
2
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4）施設の構成 

本施設は、平常時は初等学校として、サイクロン襲来時にはシェルターとしての２つ

の機能を備えた施設とする。設置設備は、初等学校の施設を導入する他、サイクロンシ

ェルターとしの要素を考慮し、高潮による被害に対応できる高床式とする。 

① １階部分はピロティー（開放）とする 

② 教  室： ３、４、５教室タイプとする。 

③ 教員室： １室 

④ 便  所： 男女に別けて設置する。 

⑤ 倉  庫： １室 

⑥ その他： 高揚程ポンプ付深井戸、浄化槽、浸透桝 

5）施設規模の決定 

施設の規模は、基本的には教室数により決定されるが、サイクロンシェルター施設と

しての規模（１棟の収容数1,700人程度）は確保するものとする。教室数は、現状の児童

数により３～５教室のタイプを設定する。 

① 学校施設 

・教  室： １教室児童数 50 人 

 児童１人当りの占有面積 0.665ｍ２（≒7ft２） 

 １教室の必要最小面積 50 人×0.665＝33.25ｍ２ 

 スパン計画より本計画の１教室面積は 7ｍ×4.8ｍ＝33.6ｍ２とする。 

・教員室： １室（教員の数は使用する教室数＋１名） 

 教員１人当りの占有面積 4.6ｍ２（≒50ft２）を基準にする。 

・便  所： 基本的に男女を区別して設置し便器の設置数は下記による。 

 「バ」国基準では３教室タイプには男女用各２個とされており、 

日本基準の半数程度である。本計画は「バ」国基準に１個を加えた数を

設定する。 

 ３教室 男女各３個 

 ４教室 男女各３個 

 ５教室 男女各４個 

・倉  庫： 基本的に平常時の教育資材保管用に設置する。 

② サイクロンシェルター１人あたり占有面積 

マスタープランの基準及び第１次～第３次計画までの事後評価調査による既存シェ

ルターの避難状況資料等から検討した占有面積は、以下のとおりである。 

1991 年のサイクロン以降、大型のサイクロンは襲来しておらず、比較的大きいと言

われた 1997 年及び 1998 年のサイクロン時の避難状況資料によれば、計画シェルター

占有面積に対し、３教室タイプで最大 120％、５教室タイプで最大 135％の避難民を収
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容している。 

防災対策調査、詳細サイト状況調査、第１次～第３次計画の評価報告書等から、①

ＣＰＰ（サイクロン予警報システム）の整備・啓蒙活動の普及、②警報の精度･信頼性

の向上、③社会的な認知度の向上、④アクセス道路の整備等により、シェルター内で

の避難時間が短縮化（避難から数時間）されてきている。 

以上のような状況を考慮して、本計画では、1人当りの占有面積を短期的避難と考え、

できるだけ多くの避難民の生命を護るというコンセプトにより、１人当りの占有面積

を以下のように決定した。 

・室内 ２ft２（≒0.185ｍ２） 

・屋上 ８ft２（≒0.743ｍ２） 

ただし、避難時には少量の貴重品・衣類等以外の荷物は持ち込まさないことを前提

としている。従って、上記の持ち込み品以外はキラなどへの保管を指示・徹底させる

必要がある。 

6）平面計画 

現在の児童数及びサイクロンシェルターの最少規模等により、教室数は３、４、５教

室と決定した。 

従来、１教室当りの面積は、児童１人当りの占有面積を第１次計画の調査において収

集した資料を参考に、８ft２（≒0.74ｍ２）と設定して37.8ｍ２とし、第４次計画までこれ

を踏襲してきている。本計画では、新たなＭＯＰＭＥ設計基準に準拠して、１教室当り

の面積を33.25ｍ２とする。また、平面計画では、長辺方向の柱スパンを均一とすること

により、構造計画上応力を軽減し、コスト軽減を配慮した平面計画を策定する。建物を

敷地内に有効に配置するため、廊下を挟み教室を両サイドに設置する中廊下式とする他、

階段室を建物の中間に設け、動線を円滑なものにしたコンパクトな建物の形状にする。 

ベランダは休憩時間などの休息場所の他、井戸ポンプを設置するスペースとして利用

する。 

便所、給水施設を２階部分に設置し、サイクロン時の高波に備える。１階は、多目的

利用ができる様にオープンスペースとする。 

以上に基づいて策定された概略計画は、基本設計画図に示すとおりである。 

① 床面積 

上記の基準により計画された各教室タイプ別施設の床面積は、表 3-2-2-2 のとおり

である。 
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表3-2-2-2 床面積表（ｍ２） 

教室タイプ 
１階 

（ピロテｲ） 
２階 屋階 計 棟数 

教室ﾀｲﾌﾟ別総

延床面積 

３教室タイプ 264.6 269.68 32.38 566.66 8 4,533.28 

４教室タイプ 275.1 297.68 32.38 605.16 5 3,025.80 

５教室タイプ 319.2 341.78 32.38 693.36 7 4,853.52 

計 20 12,412.60 

② サイクロン時の収容人数 

収容人数の算定基準は下記のとおりである。 

・室内 1人あたり占有面積 2ft２（≒0.185ｍ２） 

・屋上 1人あたり占有面積 8ft２（≒0.743ｍ２） 

・階段部分は 50％算入 

・便所は除外 

・廊下及び便所前を通路巾分として 50ｃｍ除外 

上記により算定した結果は表 3-2-2-3 のとおりである。 

表3-2-2-3 サイクロン時の収容人数（人） 

教室タイプ 室内 屋上 計 

３教室タイプ 1,273 426 1,703 

４教室タイプ 1,435 358 1,793 

５教室タイプ 1,663 418 2,081 

7）断面計画 

① 建物の高さ 

２階床高さは、サイクロン襲来時に発生する高潮に備えた高さとする。高潮の高さ

は、3-2-1 (2)-3）潮位の項に示す計算式で算出した。各サイトにおける潮位と決定し

た２階床高さを表 3-2-2-4 に示す。ここで、潮位が建物として必要な高さ（3.3ｍ程度）

より低い場合は、施設の使い勝手上から 3.3ｍとする。１階床高さは、現地調査で得ら

れた最大洪水水位（0.6ｍ）より 10ｃｍ程度高く設定し、0.7ｍとする。 
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表 3-2-2-4 潮位高及び建物高さ 

ｻｲﾄ 

No. 

h50  

(ｍ) 

X 

(km) 

K 

(mm) 

h50-1(X-1)K 

(ｍ) 

hw 

(ｍ) 

H1 

(ｍ) 

地盤高 

(ｍ) 

Hs 

(ｍ) 

H 

(ｍ) 

ｈ 

(ｍ) 

V-1 5.8 3.5 0.5 4.55 1.14 5.69 1.15 4.54 5.0 4.3 

V-2 6.5 1.2 0.5 6.40 1.60 8.00 5.14 2.86 4.0 3.3 

V-3 6.5 0.5 0.5 6.50 1.63 8.13 5.13 3.00 4.0 3.3 

V-4 6.5 0.7 0.5 6.50 1.63 8.13 5.82 2.31 4.0 3.3 

V-5 6.5 4.0 0.33 5.51 1.38 6.89 3.71 3.18 4.0 3.3 

V-6 6.5 4.7 0.33 5.28 1.32 6.60 2.76 3.84 4.0 3.3 

V-7 6.5 3.8 0.33 5.28 1.39 6.97 3.73 3.24 4.0 3.3 

V-8 6.5 2.5 0.5 5.75 1.44 7.19 4.07 3.12 4.0 3.3 

V-9 6.5 4.4 0.5 4.80 1.20 6.00 3.55 2.45 4.0 3.3 

V-10 6.5 4.7 0.5 4.65 1.16 5.81 4.19 1.62 4.0 3.3 

V-11 6.5 4.4 0.5 4.80 1.20 6.00 3.62 2.38 4.0 3.3 

V-12 6.5 5.0 0.5 4.50 1.13 5.63 4.25 1.38 4.0 3.3 

V-13 6.5 2.8 0.5 5.60 1.40 7.00 3.85 3.15 4.0 3.3 

V-14 5.8 5.5 0.5 3.55 0.89 4.44 2.37 2.07 4.0 3.3 

V-15 5.8 2.1 0.5 5.25 1.31 6.56 2.05 4.51 5.0 4.3 

V-16 5.8 4.5 0.5 4.05 1.01 5.06 1.77 3.29 4.0 3.3 

V-17 5.8 2.9 0.5 4.85 1.21 6.06 4.31 1.75 4.0 3.3 

V-18 5.8 1.1 0.5 5.75 1.44 7.19 2.91 4.28 5.0 4.3 

V-19 6.5 2.7 0.33 5.94 1.48 7.42 1.66 5.75 6.5 5.8 

V-20 6.5 1.1 0.33 6.47 1.62 8.09 1.95 6.14 6.5 5.8 

Hｓ＝現地盤からの潮位高（ｍ） 

H  ＝現地盤からの２階床高（ｍ） 

ｈ ＝１階床より２階床の高さ（ｍ） 

② 階段の踏面拡大 

第１次～第４次計画においては、階段踏面巾は 25ｃｍとしている（他ドナーのシェ

ルターもほとんど同様である）。本計画では、階段部分もサイクロン時の避難場所にし

ているため、現地の要望及び安全性を考慮し 27ｃｍに拡大する。 

③ 屋根はね出しの取り止め 

第１次～第４次計画においては、全教室タイプとも窓の庇を兼ねて屋根をはね出し

ている。第４次計画では、屋根はね出しと窓上部間に距離があるため、雨水が吹込む

ケースがみられたため、窓上部に直接庇を設けた経緯がある。本計画では、上記庇に

より雨水の吹き込みが排除できると判断し、また、コストの低減も考慮して屋根はね

出し部分を取り止めることとする。 

ただし、３教室タイプは、サイクロンシェルターとしての収容機能を確保するため

（最低収容人数 1,700 人の確保）従来どおりとして計画する。 
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8）構造設計 

① 構造物設計基準 

避難施設としての主体構造は、堅固で耐久性があることが最も重要である。我が国

援助の第１次～第４次計画及び既存の他ドナー援助によるシェルターの主体構造は、

鉄筋コンクリート造が採用されている。 

今次計画の構造設計基準を表 3-2-2-5 に４次計画と比較して記載した。今次の計画

では、コンクリートと鉄筋の設計強度を上げることによって、セメントの混入率と鉄

筋単価が上昇することになるが、結果として躯体の体積が減り、コスト削減が可能と

なる。 

表3-2-2-5 今次計画における構造物設計基準 

 今次計画 ４次計画 備  考 
床荷重 長期 300kgf/ｍ２ 

短期 480kgf/ｍ２ 

480kgf/ｍ２ 長期用は平常時使用の学校用荷

重、短期用はサイクロン襲来時の

避難収容人数の総重量を効果的

に採用し、構造物の荷重の軽減を

図る。 
風荷重 
（平均風速） 

72ｍ/sec 72ｍ/sec 変更なし 

地震震度係数 0.12 0.15 BNBCの緩和条件を採用した。 
コンクリート圧

縮強度 
24N/ｍｍ２ 21N/ｍｍ２ 強度を上げることにより、接合部

の強度、部材のせん断耐力を上

げ、せん断補強筋と圧縮側の鉄筋

量の減が可能となる。 
鉄筋引張強度 細物 295N/ｍｍ２ 

太物 390N/ｍｍ２ 

細物 295N/ｍｍ２ 

太物 345N/ｍｍ２ 

引張強度の高い鉄筋を使用する

ことにより、鉄筋本数を減らし、

鉄筋量を低減するとともに、施工

性を高める。 

② 基礎計画 

3-2-1（2）4)項で記載した方針に基づき、サイト毎の基礎工法を検討した結果、20

サイトの内、 

７サイトが 直接基礎、 

11 サイトが 杭基礎（先端支持杭） 

２サイトが 杭基礎（摩擦杭）となる。 

直接基礎は、独立基礎とベタ基礎に分けられる。直接基礎の場合、不等沈下に備え

るため地中梁の背を大きくすることが必要である。また、ベタ基礎では必要な支持力

を得るため、基礎巾を大きくすることになるが、本計画では経済的に有利なベタ基礎

を採用する。 
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一方、杭基礎の場合、「バ」国ではほとんどφ500ｍｍかφ600ｍｍの場所打ち杭が使

われているが、本計画では、杭の本数を減らし、工期短縮とコスト削減のため、φ600

ｍｍの杭を採用する。また、場所打ち杭による工事は、杭の打設が行われないため、

振動や騒音による周辺への影響も避けることができる。 

表3-2-2-6 基礎工事の諸元 

支持地盤 杭の形状 
ｻｲﾄ 
No. 

基礎形態 

地質 
Ｎ値 
（回） 

直接基礎にお 
ける予想沈下量 
(許容沈下量) 
(ｃｍ) 

杭長 
（ｍ） 

杭径 
(ｍｍ) 

V-1 杭基礎 細・中粒砂 21  9 600 

V-2 杭基礎 細・中粒砂～シルト 21  12 600 

V-3 杭基礎 細・中粒砂 22  11 600 

V-4 杭基礎 シルト 20  11 600 

V-5 直接基礎（ベタ基礎） シルト 10 6.0 － － 

V-6 直接基礎（ベタ基礎） シルト 8 6.1 － － 

V-7 直接基礎（ベタ基礎） シルト 9 7.6 － － 

V-8 杭基礎 細・中粒砂～シルト 22  11 600 

V-9 直接基礎（ベタ基礎） 粘土 6 5.7 － － 

V-10 直接基礎（ベタ基礎） 粘土 7 7.0 － － 

V-11 直接基礎（ベタ基礎） シルト 7 7.0 － － 

V-12 直接基礎（ベタ基礎） 粘土 6 7.3 － － 

V-13 杭基礎 細・中粒砂～シルト 24  16 600 

V-14 杭基礎 細・中粒砂 32  7 600 

V-15 杭基礎 シルト質細・中粒砂 25  11 600 

V-16 杭基礎 細・中粒砂 20  17 600 

V-17 杭基礎 細・中粒砂 30  5 600 

V-18 杭基礎 シルト質細・中粒砂 30  15 600 

V-19 杭基礎（摩擦杭） なし －  29 600 

V-20 杭基礎（摩擦杭） なし －  29 600 

③ スラブ配筋 

第１次～第４次計画においては、スラブの鉄筋は作業効率を重視し上端部と下端部

２枚で配筋されていたが、本計画では、配筋方法を応力分布に従い、スラブ中央部の

上端部は無筋とする。 

④ 柱スパンの均一 

第１次～第４次計画においては、柱スパン（柱間隔）は必ずしも均一としていない。

柱スパンを均一することは不均等なスパンと比較した場合に応力が均等化し経済的と

なるため、本計画では柱スパンを同一とする平面計画を設定する。 
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9）建築資材計画（仕上げ、家具備品） 

仕上げ計画は、将来における施設の維持管理が容易でかつ、安価であることを考慮し

て、現地調達が容易な資材を優先し、一般的な学校仕様で計画する。 

① 外部 

・屋上防水 

「バ」国における建物の屋上防水は、ライムテラシングコンクリートが一般的であ

る。この工法は、防水性と断熱性を兼ね備えており、第４次計画まで採用しているが、

施工精度等により、屋上表面の仕上げが剥がれ出しているサイトも見受けられること

から、更に改善された工法として、本計画では、ブリックチップコンクリートを採用

する。ブリックチップコンクリートは、十分な勾配をつけることにより、排水時間が

短くなり、防水効果は十分得られ、骨材のブリックチップに断熱効果が期待できる等、

同工法の採用には妥当性があると判断する。表 3-2-2-7 に両工法の仕様比較を示す。 

表3-2-2-7 防水材比較表 

工法 
項目 ライムテラシングコンクリート ブリックチップコンクリート 

防水性 一般的工法であり、防水性がある 仕上げ精度を上げ勾配を付けること

で防水効果は十分得られる 
伸縮目地 伸縮性が小さく不用である 伸縮目地が必要 
断熱性 ある ほぼ同等である 
表面仕上げ セメントペストがひび割れや剥離が

生じ易い 
表面仕上げが強固となり剥離は生じ

ない 
施工性 スペシャリストが必要 スペシャリスト不要 
工事期間 期間が長く天候に左右される 期間が短い 
工事費 高い 安い 

・外壁 

外壁仕様を表 3-2-2-8 に示す。 

表3-2-2-8 外部仕上げ 

部位 仕上げ 
外壁 モルタル金鏝ペンキ仕上げ 
柱、梁部分 コンクリート打ち放しペンキ仕上げ 
サッシ ペンキ仕上げ 

② 内部 

室内の仕上げは、一般的な学校仕様のレベルとする。仕様を表 3-2-2-9 に示す。 
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表3-2-2-9 内部仕上げ 

部位 下地 仕上材 
床 モルタル金鏝 － 
壁 モルタル金鏝 ペンキ仕上げ 
天井 コンクリート ペンキ仕上げ 

10）家具・備品 

家具・備品は学校用備品類として整備する。家具・備品類を表3-2-2-10に示す。 

表3-2-2-10 家具・備品（１教室、1教員室当り） 

室名 家具・備品 仕様 数量 
児童用 机及び椅子 ｽﾁｰﾙ製 1組３人用 17組 
教員用 机及び椅子 ｽﾁｰﾙ製 1人用 １組 

教  室 

黒板 （2400ｍｍ×1200ｍｍ） 木製 １枚 
教員用 机及び椅子 ｽﾁｰﾙ製 1人用 教室数＋１組 教員室 
黒板 （1200ｍｍ×900ｍｍ） 木製 １枚 

(3) 設備計画 

1）給水計画 

計画サイト周辺には、公共水道施設が整備されていないため、生活用水としては、一

般に井戸の地下水が利用されている。このため、既存シェルターの給水設備には、浅井

戸、または、深井戸による給水方式が採用されている。なお、ＤＰＨＥによる沿岸部の

給水設置基準によると、250ｆｔ以深を深井戸とし、浅い滞水層からの取水は塩水を招く

とされていたため、既存シェルターの給水施設は、その大部分が深井戸によるものであ

る。 

[水質調査] 

給水施設は、平常時は初等学校の児童及び教員に、また、サイクロン襲来時は避難民

に、安全で衛生的な飲料水を供給する施設として使われるため、2-2-2-4(4)項で記載し

たように、調査対象地域で水質調査を実施した。その結果、Miresharai郡及びPatiya郡

が砒素に汚染されている可能性が高いものと推察される。これらの汚染地域は、ＤＰＨ

Ｅ/ＢＧＳ/ＤＦＩＤ（2000年）作成の砒素汚染地図に符号している。 

[砒素対応] 

上記の水質調査で記載したように、砒素汚染の可能性の高い地域に位置するサイトに

おいては、以下のように①代替水源及び②砒素除去装置の両面から調査し、必要な給水

施設を選定することとした。 
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① 代替水源 

・ポンド･サンド･フィルター方式による給水 

インド国境等の内陸部において採用されており、浄水能力もあり、現地材料を使用

して建設できるメリットがある。しかしならが、本プロジェクト・サイトはＨＲＡ内

に位置し、サイクロンによる高波を受ける危険性が高い地域であること（一旦塩水が

進入した池の水をポンド･サンド・フィルター用に使用できない）、また、メンテナン

スの難易さを考慮すれば、本プロジェクトに採用することは難しいと判断する。 

また、今次計画サイトの乾期末におけるポンド状況を調査したが、表 3-2-2-11 に示

すように、ほとんどのポンドが水枯れになっているか、水量が少なく、かなり汚れて

いる状況であることが判明し、ポンド・サンド・フィルター用の水源としては不適切

と判断する。 

表3-2-2-11 対象サイト（20サイト）内の池の状況 

水の状態 
サイト 

No. 

池のサイズ 

（ｍ） 
水がほとんどない フィルターを使

用すれば飲料可 

水量が少なく淀んで

いる（飲料不可） 

V-1 24.0 × 16.0 √   

V-2 16.0 × 12.0 √   

V-3 24.68 × 22.55   √ 

V-4 43.8 × 21.5   √ 

V-5 31.0 × 25.0   √ 

V-6 110.0 × 80.0   √  

V-7 サイト内池なし    

V-8 36.0 × 28.0   √ 

V-9 36.0 × 24.0   √ 

V-10 34.0 × 28.0   √ 

V-11 34.0 × 22.0   √ 

V-12 36.0 × 28.0   √ 

V-13 30.0 × 22.0   √ 

V-14 サイト内池なし    

V-15 サイト内池なし    

V-16 24.0 × 18.0   √ 

V-17 
24.0 × 16.0 
及び 30.0 × 20.0 

  √ 

V-18 サイト内池なし    

V-19 サイト内池なし    

V-20 50.0-40.0 × 30.0   √ 
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・天水受けによる給水 

雨水を溜めて飲料とする方式であるが、水源が雨期（６～９月）の雨水にたよるた

め、使用できる期間が雨期後の約３ヵ月程度しか使用できず、通年の使用はできない。

また、第３次計画からシェルターの階段室上部に天水受を設け、雨水を２階便所用に

配管して使用しているが、天水受け内部に藻が発生しやすい状況にある。上記の理由

により、飲料水としての利用は不適切と判断する。 

② 砒素除去装置 

①の代替水源とは別に、砒素除去装置に関しても調査を実施し、各砒素除去装置の

比較を行った結果は表 3-2-2-12 に示すとおりである。 

代表的な砒素除去装置を比較すれば、①単純なフィルタ－によるろ過方式である

Sono 3-Ko、②凝集・ろ過方式の Stevens 及び Danida Bucket Unit、③酸化・沈降・ろ

過方式のAlcan Active Alumina、BUET Active Alumina及び④吸着方式によるTetra Head、

Pal Trock、Read-F の４種類に分けられる｡ 

以上の砒素除去装置の中で、性能、処理水量、保守手法に関して、評価した結果、

現時点では、最も処理能力が高く、処理水量も適切であり、同時にメンテナンスが簡

単な装置として、Read－F があげられる。 

表3-2-2-12 砒素除去装置比較表 

No. 名称 技術の概要 性能＊1 
処理水量 

（ﾘｯﾄﾙ/時） 
使用方法／保守 

保守 

程度 
評価 

1 Sono 3-Ko 鉄屑＋粗砂、木炭＋細砂 
による吸着、ろ過 

○ 
(16) 

×(家庭
用) 
5 

上部容器に注
入／５日毎に
上部篩・クロ
ス・ノズルの洗
浄、適時砂交換 

× × 

2 Stevens 凝集（塩化第二鉄添加）、
ろ過 

○ 
(19) 

×(家庭
用) 
18 

薬剤添加､１分
間攪拌、ろ過／
５バッチ（100 ﾘ
ｯﾄﾙ）毎に砂を
抜出し洗浄剤
で洗浄、スラッ
ジは集めてお
いて回収 

× × 

3 Alcan 
Active 
Alumina 

沈降､ろ過、活性アルミ
ナ吸着 

○ 
(10) 

○ 
300 

上部から注入
／５日毎に逆
洗 

△ △ 

4 BUET 
Active 
Alumina 

酸化（薬品）、沈降､ろ過、
活性アルミナ吸着 

○ 
(8) 

×(家庭
用) 
4 

薬 剤 添加 ､ 攪
拌、１時間放置
後ろ過、吸着／
クロスと上部
容器を毎日洗
浄 

× × 
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5 Danida 
Bucket 
Unit 

酸化（硫酸ｱﾙﾐ＋過ﾏﾝｶﾞ
ﾝ酸ｶﾘ）、凝集､ろ過 

× 
(136) 

×(家庭
用) 
17 

薬剤添加､３０
秒攪拌、２時間
放置／上部容
器中のスラッ
ジ廃棄、容器洗
浄 

× × 

6 Tetra Head 塩素剤経由イオン交換
樹脂 

× 
(84) 

○ 
85 

薬剤ﾀﾌﾞﾚｯﾄ経
由で注水／毎
日逆洗 

× × 

7 Pal Trock 粒状水酸化鉄による吸
着 

○ 
(12) 

×(家庭
用) 
10～30 

上部から注入
／５日毎に逆
洗 

△ △ 

8 Read-F ろ過、水酸化セリウムに
よる吸着 

○ 
(4) 

○ 
160 

上部から注入
／適時砂を抜
出洗浄、1 年毎
に樹脂交換 

○ ○ 

＊1 性能の（ ）は処理後の砒素濃度（ppb） 
注）「バ」国砒素基準：0.05ppm＝50ppb 

 

本計画の給水施設としては、できるだけ簡単な構造で故障が少なく、メンテナンス

が容易なことが選定の第 1 の基準であり、上記の検討結果に基づいて、砒素除去装置

を採用することとする。なお、除去装置の決定に関しては、現在のところ、Read-F が

適切であるが、実施設計時点において、再度最新の情報を入手し検討のうえ最適な装

置を選択することとする。 

［飲料用水］ 

サイト周辺は、公共の水道設備が整備されておらず、生活用水はすべて井戸から汲

上げられた地下水が利用されている。本計画の飲料用水もまた、他に適切な水源がな

いため、地下水とする。 

ポンプは、「バ」国内で普及し、スペアーパーツの交換が容易なタラポンプを設置す

る。また、サイクロン襲来時の高潮対策としてポンプを２階に設置するため、その仕

様は高揚程タイプを採用する。 

ＨＲＡ地域では、地下水の過剰揚水等が原因で、浅層部の地下水は塩水化や砒素に

よる汚染が進行しつつある。このため、汚染の影響が少なく清潔で安全な水を確保で

きる確率が高い深層の地下水を水源とする必要があり、井戸の掘削深度は約 300ｍ程度

とする。 

ただし、実施設計時に、砒素汚染の可能性が高い Patiya 郡及び Miresharai 郡に位

置する９サイト(サイト No.V－2～4、V－8～13)において試掘を行い、その結果「バ」

国の飲料水水質基準値以上の砒素が検出されるか又は将来基準値を超える可能性があ

ると判断されたサイトを対象に、砒素の除去装置を設置する。 

なお、上記９サイトの調査で、砒素除去装置が設置される必要のなくなったサイト
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の除去装置は、施工段階における11ヵ所の深井戸工事において、基準値以上の砒素が

検出された場合に設置することとする。また、それでもなお除去装置が不足する場合

は、「バ」国側の負担により設置する。 

［便所用水］ 

便所用水は、通常井戸水で十分な量をまかなうことが可能であるが、サイクロン襲

来時においては、約 1,700 人～2,000 人の避難者がシェルターに集中するため、井戸水

以外の水を多量に確保する必要がある。幸いにも、サイクロン時は多量の降水が期待

できるため、屋上に天水受を設置し、貯水した雨水を便所用水に利用することとする。

本設備は、第３次計画から設置しているが、その有効性が実証されており、避難者か

らも好評を得ている。また、砒素除去装置が設置された給水施設の場合、給水量に限

界が有り、乾期には天水受の水も無く便所用水の不足が考えられるため、池の水を便

所用水として使用する。 

各サイトにおける飲料用水と便所用水に関する給水方式を整理すると表3-2-2-13に

示すとおりである。 

表3-2-2-13 各サイトの給水方式 

給水方式 

飲料水 便所用水・その他 地区 サイト No. 

深井戸 
砒素除去装
置付深井戸 

深井戸 天水受 池 

A V-1 ○ － ○ ○ － 

V-2 － ○ － ○ ○ 

V-3 － ○ － ○ ○ B 

V-4 － ○ － ○ ○ 

V-5 ○ － ○ ○ － 

V-6 ○ － ○ ○ － A 

V-7 ○ － ○ ○ － 

V-8 － ○ － ○ ○ 

V-9 － ○ － ○ ○ 

V-10 － ○ － ○ ○ 

V-11 － ○ － ○ ○ 

V-12 － ○ － ○ ○ 

B 

V-13 － ○ － ○ ○ 

V-14 ○ － ○ ○ － 

V-15 ○ － ○ ○ － 

V-16 ○ － ○ ○ － 

V-17 ○ － ○ ○ － 

V-18 ○ － ○ ○ － 

V-19 ○ － ○ ○ － 

A 

V-20 ○ － ○ ○ － 

[凡例] Ａ：砒素汚染の低い地域 
       Ｂ：砒素汚染の高い地域 
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（4） 排水計画 

1）サイト周辺の排水状況 

計画サイト周辺には給水設備と同様に公共排水施設の整備がされておらず、生活雑排

水は周辺の池、または、溝に放流されるか、浸透桝を設置し処理されている。汚水は、

学校などの公共施設では浄化槽が設置されているが、一般の住宅などは、地中へ処理さ

れずに浸透させている。 

2）既存シェルターにおける排水状況 

日本援助の第１次計画～第４次計計画の他、既存の他ドナー援助による施設における

汚水排水は全て浄化槽が設置されており、浄化された後は浸透桝で浸透処理がされてい

る。 

3）本計画の排水計画 

① 汚水排水 

汚水は浄化処理されない状態で地中に浸透させると地下水や土壌の汚染の原因とな

るため、周辺環境への影響を避けるため、既設のシェルターと同様に、各サイトに浄

化槽を設置する。浄化された後は、敷地内に浸透桝を設置し、浸透処理とする。浸透

桝の設置位置は、井戸への影響を考慮し、井戸より 10ｍ以上の離れた位置とする。 

② 雑排水 

公共排水施設の整備がされていない現状では、生活雑排水も汚水同様浸透桝を設置

し浸透処理する。 

給水及び排水計画の概要を表 3-2-2-14 に示す。 

表3-2-2-14 設備計画表（１サイト当り） 

 仕 様 備 考 

井戸 深さ 300ｍ 揚水量  掘削孔径 150ｍｍ、

グラベルパッキング及びシーリング 

 

揚水ポンプ タラポンプ-Ⅱ 揚程 35ｍ DPHE 仕様 

砒素処理装置 樹脂吸着式、処理量 160ｌ/H  

浄化槽 レンガ構造 5740ｍｍ×2000ｍｍ×2925ｍｍ 

浸透桝 レンガ構造 円形 D＝1.5ｍ 
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3-2-3 基本設計図 

本プロジェクトの基本設計図面は、以下の図面で構成されている。 

図面番号 図面名 

1 サイトプラン（サイトNo.V-1） 

2 サイトプラン（サイトNo.V-2） 

3 サイトプラン（サイトNo.V-3） 

4 サイトプラン（サイトNo.V-4） 

5 サイトプラン（サイトNo.V-5） 

6 サイトプラン（サイトNo.V-6） 

7 サイトプラン（サイトNo.V-7） 

8 サイトプラン（サイトNo.V-8） 

9 サイトプラン（サイトNo.V-9） 

10 サイトプラン（サイトNo.V-10） 

11 サイトプラン（サイトNo.V-11） 

12 サイトプラン（サイトNo.V-12） 

13 サイトプラン（サイトNo.V-13） 

14 サイトプラン（サイトNo.V-14） 

15 サイトプラン（サイトNo.V-15） 

16 サイトプラン（サイトNo.V-16） 

17 サイトプラン（サイトNo.V-17） 

18 サイトプラン（サイトNo.V-18） 

19 サイトプラン（サイトNo.V-19） 

20 サイトプラン（サイトNo.V-20） 

21 １階平面図（３教室タイプ） 

22 ２階平面図（３教室タイプ） 

23 屋上平面図（３教室タイプ） 

24 立面図（３教室タイプ） 

25 １階平面図（４教室タイプ） 

26 ２階平面図（４教室タイプ） 

27 屋上平面図（４教室タイプ） 

28 立面図（４教室タイプ） 

29 １階平面図（５教室タイプ） 

30 ２階平面図（５教室タイプ） 

31 屋上平面図（５教室タイプ） 

32 立面図（５教室タイプ） 

33 断面図（共通） 

34 深井戸・手動汲上げポンプ断面図 
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3-2-4 施工計画／調達計画 

3-2-4-1 施工方針 

(1) 事業実施の基本事項 

本計画の実施には、基本設計調査報告書に基づいて日本国関係諸機関が計画内容の検討

を行った後、日本国政府による閣議決定が行われることが必要となる。本計画事業は日本

国政府の閣議決定を経て、｢バ｣国と日本両国政府間で事業実施に係る交換公文（Ｅ／Ｎ）

が締結された後に無償資金協力事業として実施に移される。 

事業の実施は、｢バ｣国側実施機関と日本国法人のコンサルタント、施工業者との日本国

政府無償資金協力の制度に従った契約に基づいて行われる。｢バ｣国側実施機関と日本国法

人のコンサルタント、施工業者との契約は、各々日本国政府の認証を必要とする。 

(2) 実施体制 

本計画の事業実施に係る両国政府間の交換公文締結について調整等を行う｢バ｣国側担当

機関及び本計画を実施する｢バ｣国側実施機関は、ＭＬＧＲＤ＆ＣでありＬＧＥＤが実際の

窓口業務を担当する。 

コンサルタントとの設計/監理契約、施工業者との建設工事契約は、ＬＧＥＤが契約当事

者となる。｢バ｣国側分担事項に関する総括管理、銀行取極（Ｂ／Ａ）、支払授権書（Ａ／

Ｐ）の発行等を初めとする他の部門との調整業務、建設工事の監理はＬＧＥＤが担当する。 

(3) コンサルタント 

両国政府によるＥ／Ｎ締結後、ＬＧＥＤは日本の無償資金協力の手続きに従い、日本法

人コンサルタントと本計画の設計/施工監理に関する契約を締結する。この契約に基づきコ

ンサルタントは、次の業務を実施する。 

① 実施設計：９サイトの深井戸試掘調査を含む実施設計（入札図書作成を含む） 

② 入札：施工業者の入札による選定及び工事契約に関する業務協力 

③ 施工監理：建設工事完了までの監理業務 

(4) 施工業者 

施工業者は、一定の資格を有する日本国法人を対象とした予備資格審査付一般競争入札

により選定される。入札は、原則として最低価格入札者を落札者として、落札者はＬＧＥ

Ｄとの間で建設工事契約を結ぶ。 

施工業者は、工事契約が日本国政府の認証を受けた後、契約に基づく予定工期内で工事

を遂行し、竣工検査後、ＬＧＥＤに完了した施設を引渡す。 
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(5) 現地コンサルタント、施工業者の活用分野及び方法 

3-2-1(5)項にて記載したように本計画の実施には、｢バ｣国の建設事情、社会事情、習慣

との現地事情等に詳しい現地施工業をサブコントラクターとして活用することが必須であ

ると判断する。本計画は、20サイトで実施されるため、現地施工業者の資材調達能力、労

務調達能力と技術者数、過去の実績等から判断して工事区分（４ブロック程度）に分割し、

数社のサブコントラクターの活用が必要であると考える。施工監理は、日本人技術者の派

遣を前提とするが、現地事情、風土・習慣等から判断すると、現地の監理業務に精通した

技術者を監理補助要員として活用することとする。 

3-2-4-2 施工上の留意事項 

今次計画の施工に際し、第１次～第４次計画の施工実績、現地の建設、労働事情、気象

条件等から考えられる留意すべき点は、以下のとおりである。 

1）資材調達 

資材の調達は後述の工程管理、品質管理上の問題から特に重要である。 

鉄筋、セメントの調達は、3-2-1(4)-3)現地資機材の質と量の項で記したとおり、一定

の納期内に安定した品質の製品が確保できる現地の製造工場から一括購入する必要があ

る（一部鉄筋は第三国からの調達）。 

また、窓サッシ等の建具、児童用机・椅子等の備品、ポンプ等の設備の調達は、製造

業者によってその品質にかなりバラツキがあるため、品質管理の行き届いた業者から一

括購入する必要がある。 

骨材の調達先は3-2-4-1(5)項で述べたように、ブロック毎に異なり、コンクリート強

度は、使用される骨材の品質によって大きく影響されるため、品質が一定となるよう品

質検査を厳重に行うことが肝要である。 

2）工程管理 

各工事の実施に当たり、各サイトのみならず全体の工程計画のクリティカルパスを明

確にし、その厳守を原則とする。そのため施工管理部門の全関係者による連絡会議を定

例的に開催し、出来高の管理基準を徹底させ、計画全体への参加意識を高める。特に、

工事の初期の段階で終らせておく必要がある杭工事、基礎工事は、施工条件として土工

事を伴うため、ドライワークが必須となる。しかし、雨期になると敷地は長期間泥濘化

し、これらの工事ができなくなるため、雨期前までにこれらの工種を完了する工程計画

とする。 

また、ラマダン（断食月）時期は、現地作業員の作業能率が過去の実績から約４割程

度に低下することが判明しており、この期間は、予め工事進捗率を低く抑えた工程を設

定すると同時に、施工中の工程管理を十分に注意する。 
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3）品質管理 

建設される施設は３種類（３～５教室タイプ）に分かれるが、各建物の仕様はほぼ同

一である。施工品質を向上させるために、第４次計画より採用している方法であるが、

全体のモデルとなる棟の施工を先行させ、意匠、構造的な収まり及び一般仕上げの細部

収まりなどについて検討し、均一な施工品質が他建物でも保たれるように留意する。 

特に、コンクリートの品質管理に関しては、全て現場練となるため、骨材、セメント、

仮枠、鉄筋等の資材管理、保管の他、打設方法等、品質低下を防止する点に留意する。 

また、上記連絡会議において、工事品質の管理基準について徹底させ、均一な品質が

保てるよう管理する。 

4）安全管理 

複数のサイトにおいて複数の現地施工業者が工事を行うため、安全管理についても連

絡会議を持ち、安全管理意識を育成し管理体制を維持する。特に、以下の事項に十分留

意する。 

① 各サイトとChittagong事務所間では、携帯電話を配して常に連絡が取れるよう体

制と整える。 

② 各対象サイトでは、毎朝朝礼を行い、安全管理を徹底させる。 

③ 雨期中の資材の運搬は、道路情況の悪化のため、スリップ、側池への転落等の危

険があるため、常に道路補修を行い良好な状態に保つ。また、雨期中の島嶼部へ

の資材運搬は、海が荒れ危険を伴うため行わない。 

④ サイクロンの襲来が予想される場合は、早めの避難を徹底し、建設中の資材等は

倉庫に保管し、飛散しないよう地上に固定する。 

⑤ ＬＧＥＤ及び地方警察機関と緊密な連絡をとりつつ、ハルタル（交通ゼネスト）、 

抗議デモ、選挙等で危険が予想される場合は、休業等の処置により作業員の安全

を確保する。 



3-64 

3-2-4-3 施工区分 

本計画の日本側及び「バ」国側の施工区分は表3-2-4-1のとおりである。 

表3-2-4-1 施工区分一覧表 

 施工区分／調達区分 

日本側担当分 ・サイクロンシェルター兼初等学校 20 棟の施設建設 

・同施設家具・備品 

・給水設備（深井戸、ポンプ、天水受） 

(９サイト分の砒素除去装置を含む) 

・排水設備（浄化槽、浸透桝） 

「バ」国側担当分 ・建設サイトの整備（既存施設の撤去、追加土地収用） 

・アクセス道路の建設 

・キラの建設 

3-2-4-4 施工監理計画 

コンサルタントは、交換公文署名後のコンサルタント契約を経て、実施設計、入札図書

の作成、入札業務の代行及び業者契約締結後のシェルター建設工事の施工監理を実施する。 

(1) 実施設計及び入札図書の作成 

基本設計時の測量図、ボーリング調査結果及び実施設計時の詳細現地調査（砒素汚染地

域であるMiresharai及びPatiya郡の９サイトにおける深井戸の試掘を含む）に基づいて、

実施設計図書を作成するとともに入札業務に必要な書類を作成し、その内容について「バ」

国政府と協議し、承認を得る。 

(2) 入札業務の代行 

入札事前資格審査の公示、入札参加申請書の受理及び審査、入札図書の配付、応札書の

受理及びその分析・評価を「バ」国を代表して実施し、「バ」国政府と落札業者間の契約

交渉での助言等を行い、両者による業者契約締結の補助を行う。 

(3) 施工監理業務 

日本国政府が行う無償資金協力の方針に基づき、コンサルタントは基本設計の趣旨を踏

まえ、業務実施のため、一貫したプロジェクト遂行チームを編成し、円滑な施工監理の実

施を行う。本業務の施工監理に係る方針は以下のとおりである。 

1）両国関係機関の担当者と密接な連絡を行い、遅滞なく施設の建設の完了を目指す。 

2）施工業者とその関係者に対して、公正な立場に立って、迅速かつ適切な指導・助言を行

う。 

3）コンサルタントは建設工事が完了し、契約条件が遂行されたことを確認の上、施設の引
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渡しに立会い、｢バ｣国側の受領承認を得て業務を完了させる。 

本計画の施工監理における留意点は次のとおりとする。 

1）工事を実施するに当り、実施機関責任者のＬＧＥＤを窓口として、密接な連絡・報告を

行い、｢バ｣国側に本計画の目的の周知徹底と協力、関係諸機関による免税処置、予算措

置の実施を促す。 

2）コンサルタントは、品質、出来高、工程、安全・衛生等について、特に、留意すべき項

目を検討した「施工監理計画」を作成し、ＬＧＥＤ担当者と協議する。 

3）工事に先立ち、施工業者から提出される施工計画書、施工図を十分に検討し、工程計画、

施工体制、施工方法、仮設計画、品質管理計画、調達計画、安全管理計画の妥当性を審

査する。 

4）工事期間において施工業者と定例会議を行い、工程の進捗状況、品質・出来高管理、安

全・衛生管理について確認、協議、指示を行う。また、各工事の検査に立ち合う。議事

録は、関係部門に配布して公式記録とし、設計変更については、事前に国際協力事業団

（ＪＩＣＡ）を通して日本国政府に報告する。 

5）工事完了・引渡しにあたり、「バ」国政府のＬＧＥＤ担当者、施工業者等の立会いのも

とに、施設が設計図書どおりの機能・性能を満足しているかの検査を行い、修正箇所が

ある場合は適切な指示を出す。 

6）仕様書、施工計画書、施工記録、竣工図面、写真及び設計変更等の資料は、10年間保存

する。 

(4) 要員計画 

本計画は、サイト数が20ヵ所と多く各地に散在しているうえ、施工の品質・精度を維持

するための立合（各試験と施工方式と手順のチェック）、工期、安全管理などに関する指

導及び調整、更に各関係機関との協議、報告と作業量は膨大である。円滑な業務遂行には、

次のような施工監理体制で取組む方法とする。 

① 現地に常駐管理者を２名置く、主監理者は日本人技術者とする。１名は施工監理に

精通した現地技術者の活用を考慮する。 

② 工事重要度に合わせ一定の時期にスポット監理者（業務主任及び水理地質技術者）

を派遣する。 

上述した施工監理体制によりコンサルタントは施工監理を行うものとし、必要な要員と

その担当内容を以下に示す。 

① 業務主任（スポット監理） 

・サイクロンシェルター兼初等学校建設工事の立上げ・最終検査総括 
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② 施工監理（常駐監理） 

・設計変更を含む工事中に発生する諸問題に対する対処方針の決定 

・工程管理 

・施工業者が行う品質管理、材料管理の検査・承認 

・シェルター建設工事の中間、最終の検査 

③ 施工監理（常駐監理補助） 

・工程管理補助 

・施工業者が行う品質管理、材料管理の検査補助 

・シェルター建設工事の中間、最終の検査補助 

④水理地質（スポット監理） 

・実施設計時の砒素汚染地域（Mirsharai 及び Patiya 郡）に位置する９サイトの深井

戸の試掘と水質検査及び施工段階での深井戸建設に係る監理 

なお、上記の実施設計時に試掘された深井戸は、施工段階でポンプ･ヘッドが設置され施

設の一部として使用されるものとする。 

3-2-4-5 品質管理計画 

本計画によって建設される施設は、鉄筋コンクリート造のサイクロンシェルターである。

第１次～第４次計画の施工実績に基づき、コンサルタントは以下に述べる各項目の分析試

験等実施を施工業者に指示し、その結果を品質管理に十分反映する。 

表3-2-4-2 品質管理に係る分析・試験方法 

工事名 管理項目 試験(検査)方法 試験頻度 

地耐力 平板載荷試験 直接基礎毎 1 ヵ所 地業工事 

杭支持層 排出土とﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾃﾞ

ｰﾀｰの比較、検尺 

杭毎 

骨材粒度 振い分け試験 １回 

調合，水ｾﾒﾝﾄ比､圧 

縮強度、スランプ 

試験練試験 １回 

圧縮強度 圧縮強度試験 部位毎 １回 

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 

スランプ スランプ試験 部位毎 １回 

引張強度 引張強度試験 サイズ毎 １回 

品質全般 ミルシート サイズ毎 １回 

鉄筋 

配筋 配筋検査 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設以前 

組積工事 レンガ品質 工場検査 １回 

建具工事 建具品質 見視、計測 搬入時 

家具備品 家具品質 〃 搬入時 



3-67 

3-2-4-6 資機材調達計画 

「バ」国での市場調査の結果、本計画の施設建設に必要な資機材は、現地での調達を原

則とする。本計画の主な資機材の調達地及び産地／製造地を、表3-2-4-3に示す。 

表3-2-4-3 調達地／産地／製造地別資機材 

資材名 調達地 産地または製造 

セメント Chittagong Chittagong 

砂 〃 Sylhet 地方 

砂利 〃 〃 

砕石用石 〃 〃 

鉄筋 Chittagong/第三国 Chittagong/第三国 

レンガ サイト周辺 サイト周辺 

ペンキ Chittagong Chittagong 

建具類 〃 〃 

衛生器具 〃 〃 

深井戸ポンプ 〃 Dhaka 

砒素除去装置 Dhaka/日本/第三国 Dhaka/日本/第三国 

ただし、鉄筋については、第３国からの輸入した方が価格的には安く、建設費を下げる

要素となる。しかしながら、輸入の場合には鉄筋がサイトへ搬入されるまでに2.0ヵ月程度

を要し、表3-2-4-3に示す工程での実施は困難である。従って、基礎工事用を現地調達、上

部構造用を輸入とするような調達計画が必要となる。輸入鉄筋量の割合は、全体の65％程

度が見込まれる。 

また、砒素除去装置については、実施設計時の最新情報により最適な装置を選定し、調

達先を決定する。 

3-2-4-7 実施工程 

(1) 実施工程 

本計画は、実施設計、入札業務及びシェルター建設工事に区分することができる。 

実施設計は、交換公文（Ｅ／Ｎ）調印後、「バ」国政府側（ＬＧＥＤ）は日本国籍のコ

ンサルタントとコンサルタント契約を行う。コンサルタント契約後、砒素汚染が高いと推

定されるMiresharai郡の６サイト及びPatiya郡の３サイトにおける深井戸試験掘削を含む

現地調査を実施する。ＬＧＥＤに現地調査の結果を報告すると同時に入札書・仕様書を作

成し、日本と「バ」両国政府の承認を得る。Ｅ／Ｎ調印から本業務完了までに必要な期間

として5.0ヵ月が見込まれる。 

次に、ＬＧＥＤは日本国籍のコンサルタントと本体工事に関するコンサルタント契約を

締結した後、日本国籍の建設業者に対する入札を行う。この後、落札者とＬＧＥＤが工事
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契約を行い、工事が開始される。本体工事に関するコンサルタント契約から請負業者契約

までに必要な期間は雨期を考慮して5.0ヵ月が見込まれる。 

サイクロンシェルター全20ヵ所（棟）の工事は、工事着工後12ヵ月を要する。 

(2) 実施工程表 

前項の条件等を考慮した本計画の実施工程は表3-2-4-4に示すとおりである。 

表3-2-4-4 事業実施工程表 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

実
施
設
計 

   

 

 

 

         

実
施
設
計
（
入
札
） 

            

施 
 
 

工 
            

(現地調査) 

(実施設計) 

(計 5.0 ｶ月) 
(入札図書承認) 

(入札図書作成) 

(P/Q･入札契約) 

(準備・仮設工事) 

(地業工事及び基礎工事) 

(躯体工事) 

(付帯設備工事) 

(仕上げ工事)

（深井戸工事) 

(土工事) 

(入札評価・工事契約) 
(計 2.5 ｶ月) 

(計 12 ｶ月) 
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３－３ 相手国側分担事業の概要 

本計画を実施するに際しての「バ」国側の負担事項は以下に示すとおりである。 

(1) プロジェクト・サイトの追加土地収用 

計画施設を建設するためには既存のサイト面積では不足するため、以下の14サイトにお

いては追加土地収用が必要である。 

サイト No. 既存サイト面積 最少追加土地収用面積 
 （ｍ２） （ｍ２） 

V-1 2,833 405 

V-2 1,012 1,050 

V-3 1,048 890 

V-5 1,807 784 

V-9 889 125 

V-10 727 560 

V-11 858 630 

V-12 982 700 

V-13 696 216 

V-14 1,290 880 

V-16 799 175 

V-17 1,684 240 

V-18 1,416 975 

V-20 1,400 415 

計  8,045 

(2) 工事着工に先立っての既存施設の撤去 

以下の４サイトにおいては、敷地内の既存校舎等が老朽化しており、計画施設の建設に

あたって障害となるため、その撤去が必要である。 

サイト No. 撤去施設の内容 

V-4 全４等の内、２棟の既存校舎（レンガ造り、トタン屋根） 

V-13 既存校舎（レンガ造り、トタン屋根） 

V-17 既存校舎（レンガ造り、トタン屋根） 

V-20 既存校舎（レンガ造り、トタン屋根） 

(3) プロジェクト・サイトの近隣でのキラの建設 

本基本設計調査時に実施した詳細サイト状況調査及び第１次～第３次計画の事後評価調

査等の結果、以下の主な理由により、以前に比べて家畜を護るために人家に留まるという

傾向が少なくなっていることが確認された。また、避難する際に持参するものとして、少



3-70 

量の食料、衣類等が挙げられており、実際に家畜を伴う移動はほとんどないことも確認さ

れている。このようなことから、以前よりキラの必要性が低くなっていることが伺える。 

① サイクロン襲来に際し、住民は貴重な財産である家畜を護ろうとしたため、家に留

まり生命を失うケースが多かったが、サイクロンシェルターに係る啓蒙活動の長年

にわたる成果により、避難の際、家畜を護るために人家に留まるという傾向が少な

くなってきていること。 

② 最近、予警報システムの向上により、早期に情報を入手できて、事前に家畜を安全

な場所に誘導することが可能となったこと。 

③ 道路網の整備に伴い、誘導時間の短縮や高盛土の場所が近くに出来たこと。 

しかしながら、ＨＲＡ内の50年確率の暴風津波高及びサイト周辺の家畜数を考慮すれば、

依然としてキラの必要性が認められるため、「バ」国側の負担工事としてキラの建設を実

施する。 

キラはシェルターに基本的に併設して建設されることとし、その規模は避難する住民の

所有する家畜及び家財を十分に収容できるものとする。 

規模の決定は、マスタープランに記載されている各郡ごとの家畜所有頭数／人、シェル

ター収容人数、第１次～第４次計画のキラの仕様等を参考にして行った（詳細は資料編8-6

参照）。 

各サイトのキラ規模を表3-3-1に示す。 

表3-3-1 必要なキラの規模 

サイト No. キラの規模(ｍ) 

V-1 61×52×5.0 

V-2 61×28×3.0 

V-3 61×28×3.0 

V-4 61×28×2.5 

V-5 61×34×3.5 

V-6 61×42×4.0 

V-7 61×39×3.5 

V-8 61×39×3.5 

V-9 61×33×2.5 

V-10 61×30×2.0 

V-11 61×33×2.5 

V-12 61×27×1.5 

V-13 61×40×3.5 

V-14 61×37×2.5 

V-15 61×54×5.0 

V-16 61×39×3.5 
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V-17 61×31×2.0 

V-18 61×44×4.5 

V-19 61×54×6.0 

V-20 61×59×6.5 

(注)底辺長×底辺幅×高さ、法勾配１：2 

(4) 各サイトへのアクセス道路の整備 

2-3-1(1)項に記載したように、各対象サイトへの最終アクセスである地方道は、そのほ

とんどが未舗装であるため、乾期にやっと四駆車または小型トラックが通行できる程度で

あり、雨期になると泥濘化し、四駆車の通行も不可能な状態にあることが多くなる。従っ

て、本建設工事に支障をきたさないよう工事着工前までに、少なくとも現在の幅員を確保

しつつ、レンガ舗装により整備する必要がある。 

 (5) 施設完成後の初等学校の運営に必要な教員数及び児童の配置 

① 既存の教員数と１シフト当たりの最大教室数から判断して、教育施設を最大限に活用

するためには、サイト№V-13、V-20で各々１人、サイト№V-18で２人、サイト№V-1、

V-14、V-15で各々３人、サイト№V-7で５人の教員の増員（計18人）が必要である。 

② サイトNo.V-1、V-4、V-6、V-7、V-14、V-15に関しては、工事で完成した教室数より

各々３教室、４教室、２教室、５教室、１教室、３教室が不足するが、これ等の学校

では既存教室を合わせて利用することを考慮して児童を配置する必要がある。 

(6) 日本の銀行に支払う支払授権証(A/P)の通知手数料及び支払手数料の負担 

(7) 事業実施に必要な資機材の荷揚げ港における速やかな通関手続き及び国内輸送手続き 

(8) 契約に基づいて、日本法人もしくは日本人が持ち込む資機材及び彼らのサービスに対す

る関税・内税及びその他の賦課免除 

(9) 契約に基づいた事業に従事する日本人に対する入国許可及び滞在許可の便宜供与 

(10) 無償資金協力により供与された施設及び機材の維持管理および効果的な使用 

(11) その他無償資金協力に含まれないすべての経費の負担 

なお、上記(1)に関しては、追加土地収用に少なくとも４ヵ月がかかることから、時間的

に十分な余裕を持たせ、Ｅ／Ｎ前に完了するようＬＧＥＤに働きかけることが必須である。 

また、上記(3)及び(5)に関しては、ＭＯＰＭＥとの協調が必要であり、中央レベル及び

郡レベル、サイトレベルでの協議を通して、実行される必要がある。 



3-72 

３－４ プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 運営・維持管理体制 

建設後のシェルター兼学校の運営・維持管理についてはＭＯＰＭＥが主管官庁となり、

その下部組織であるＤＰＥが実際の運営にあたる。 

運営・維持管理は、平常時とサイクロン襲来時に分けて述べる。 

1）平常時の運営・維持管理 

公立初等学校の運営は、州、県、郡に設置されている教育事務所によって実施される(組

織については2-1-1参照)。各教育事務所にはそれぞれ、 

州教育事務官（Divisional Education Officer） 

県教育事務官（District Education Officer：ＤＥＯ） 

郡教育事務官（Upazila Education Officer：ＵＥＯ） 

郡教育事務官補（Assistant Upazila Education Officer：ＡＵＥＯ） 

が配置されている。ＤＥＯを統括するものとして、州教育事務所が置かれているものの、

ＤＥＯは、DhakaのＤＰＥの局長の直接管轄下にあり、予算請求等は直接ＤＥＯから同局

長に対して行われるなど、州レベルの権限は限られたものである。また、県・郡レベル

には学校運営に関する全般的な責任が課されているが、その指導力に欠けるという指摘

もある。 

更に郡レベルでは、図3-4-1に示すメンバーから成る郡初等教育委員会（Upazila 

Primary Education Committee）が設置されており、各学校のメンテナンス予算確保に対

する優先度の決定権を持つ他、メンテナンスに係る予算請求の窓口、郡内の初等学校の

運営管理支援、各学校の財政面、教育面、運営管理面の問題解決の場としての役割を担

っている。 

主に郡初等教育委員会に対して、郡管轄内の初等学校の情報を提供するのは郡教育事

務官補（ＡＵＥＯ）である。各ＡＵＥＯは、管轄内の初等学校約20校を監督しており、

毎月約10校を訪問し、主に下記の項目に関するモニタリングを実施することになってい

る。このような情報をもとに、ＡＵＥＯは、修理が必要な初等学校の優先度リストを作

成し、郡初等教育委員会に提出する。 

ＡＵＥＯによる主な初等学校モニタリング項目 

① 校舎建物の状況 

② 児童の就学状況 

③ SMCの活動 

④ 教室やトイレなどの清掃状況 

⑤ 教師の授業内容 
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図3-4-1 郡初等教育委員会組織図 

 

 

 

 

 

 

また、各学校には学校管理委員会（School Management Committee：ＳＭＣ、図3-4-2

参照）が設置され、月１回の割合で会合が持たれている。ＳＭＣは、教師の支援・監督、

学校の維持管理等の責任を負う。学校の修理が必要な場合は、ＳＭＣが郡教育事務所に

プロポーザルを提出する。 

図3-4-2 ＳＭＣ組織図 

 

 

 

 

 

ＳＭＣの役割は規定されているものの、実施面での能力、学校運営への意欲等は学校

によって異なる。以上、初等教育関係機関の役割と運営・維持管理に関わる関係度合い

をまとめると表3-4-1のようになる。 

州・県教育事務所は中央レベルと郡レベルをつなぐ組織であり、実質的な運営・維持

管理の役割を担っているとはいえず、特に州レベルの権限は弱い。 

教員代表（３名） 
･政府小学校 
･公認非政府小学校 
･高等学校 

保健･家族
計画官 
（１名） 

地元選出
のユニオ
ン議長 
（１名） 

UNO 任命の教
育に関心を持
つ住民 

（男女各１名）

UNO 任命の
政府小学校
SMC 議長 
（１名） 

郡技師 
（１名） 

郡行政長官 (UNO:Upazila 
Nirbahi Officer） 

ウパジラ
教育事務
官（UEO） 
（１名） 

当該小学校 
教員代表 
（１名） 

土地寄
進者 
（１名）

ユニオン議
会メンバー 
（１名） 

UEO 任命の
学識者 

（男女各１名）

高等学校
教師 
（１名） 

委員長 
(下記のメンバーより選出) 

当該小学
校校長 
（１名） 

地元選出
の保護者 
（４名） 
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表3-4-1 初等教育関係組織の役割と維持管理に関係する度合い 

関係組織 役 割 
維持管理に関

係する度合い 

MOPME 

（初等・大衆教育省） 

・ 初等教育・成人教育に関する政策決定及

び開発プログラムの実施 
○ 

DPE 

（初等教育総局） 

・ 初等学校、教師などの管理 

・ 初等教育に関する政府へのアドバイス 

・ 初等教育開発のスキーム作成及び実施 

◎ 

Divisional Education Office 

（州教育事務所） 

・ 州内の関係機関の管理 

・ 州内での初等教育活動のモニタリング 
× 

District Education Office 

（県教育事務所） 

・ 郡教育事務所のモニタリング 

・ 郡教育事務所、学校の視察 

・ 県内での教師の選定・配置 

・ 県内教育事務官の評価 

△ 

Upazila Education Office 

（郡教育事務所） 

・ 郡初等教育委員会の決定事項の実施 

・ 学校の視察 

・ 学校、教師のモニタリング 

・ 校長、教師、SMC、PTA へのガイダンス 

・ 郡内での教師の配置 

・ トレーニングの実施 

◎ 

Upazila Primary Education Committee 

（郡初等教育委員会） 

・ 政府初等学校の財政面、教育面、運営管

理面の問題解決 
◎ 

School Management Committee:SMC 

（学校管理委員会） 

・ 教師の支援・モニタリング 

・ 学校の維持管理 
◎ 

注：◎非常に高い  ○高い  △低い  ×関係しない 

公立初等学校の施設維持管理予算は、中央レベル（政府通常予算及び開発予算）にて

確保されている（ＭＯＰＭＥにおける初等教育予算の推移は2-1-2(2)項を参照）。地方

レベル（郡事務所及び初等学校）にも維持管理予算枠があるが、非常に限られたものと

なっている。 

[日常的な維持管理] 

通常予算の多くは、教師/職員の給与として支出されており、維持管理予算は、家具、

窓、ポンプ等の修理と部品交換等の日常的な維持管理に使われる（表3-4-2、表3-4-3参

照）。このような簡易な修理に予算が必要な学校には、１校30,000TKを上限（ただし、

郡レベルの合計額は50～70万TKが上限）として配分される。 

表3-4-2 初等教育における通常予算支出内訳（1995年） 

教師/職員への給与 教師トレーニング 教科書配布 修理・管理 間接費 

95.7% 0.2% 0.1% 0.4% 3.6% 

出所：Jalaluddin (eds) 1997 Getting Started, p.151 より作成 
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表3-4-3 初等学校の維持管理予算の推移（旅費、税金、水・電気料金などを含む） 

（単位：千TK） 

年 度 2000～2001 年 2001～2002 年 2002～2003 年 

初等学校維持管理費 105,200 109,700 110,700 

出所：ＭＯＰＭＥ資料 

維持管理費については、メンテナンスの規模により、郡教育事務所に要請するが、予

算的制限があるため要請が必ずしも通るとは限らない。各学校では基金の積み立てなど

の仕組みはない。詳細サイト状況調査の結果、22サイト中６サイトの初等学校において

維持管理費が支出されている。支出額は、各々5,400TK、12,000TK、1,200TK、3,000TK、

1,800TK、1,104TKであり、親からの資金や寄付により捻出されているものがほとんどで

あるが、非常に小規模な修理に留まる。 

また、中央からの予算の他に、地方レベルでもメンテナンス予算の枠組みがある。一

つは、主に通信･交通や農業セクターが優先項目となっているAnnual Development 

Programme（ＡＤＰ）であり教育セクターへの割り振りは少ない。もう一方は、郡会議フ

ァンドと呼ばれ、賃貸やバザー・オークションなどの収入から構成される地方財源であ

る。ただし、郡初等教育委員会によると、これらの予算を初等学校の修理に使用するこ

とが可能であるが、優先事項としては低いため、まだ学校の修理等に使用されたことは

ない。 

この他各初等学校の日常的な維持管理として、１部制の学校の場合は始業前に、２部

制の学校の場合は始業前と終業後に清掃時間を設けている。 

[学校の新設及び修復／建替え] 

初等学校の修復／建替えや新規の学校建設費用は開発予算で確保されている（表3-4-4、

表3-4-5参照）。群教育事務所では、１校あたり、25万TKを上限に、10万TKを下限として

政府に申請できる。予算が配分されなかったが、どうしても修理が必要な場合は、プロ

ジェクト・ファンドを設置することになっている。 

表3-4-4 初等教育における開発予算支出内訳（1990～1995年の平均） 

学校建設・修理 教師トレーニング 教科書の供給・配布 間接費 

92.0% 1.2% 5.1% 2.2% 

出所：Jalaluddin (eds) 1997 Getting Started, p.152 より作成 

表3-4-5 開発予算における初等学校修理予算の推移 

（単位：千TK） 

年 度 2000～2001 年 2001～2002 年 2002～2003 年 

修理費 188,550 168,350 185,400 

出所：ＭＯＰＭＥ資料 
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2）サイクロン時の運営・維持管理 

サイクロン時の運営・維持管理体制として、ＤＰＥ及びＣＰＰの協力のもと、以下の

サイトレベルの防災管理委員会により、周辺住民のシェルターへの誘導、避難時の安全

管理等を含む施設の運営・維持管理がなされる。 

サイトレベルの防災管理委員会のメンバー構成は下記のとおりである。 

・ユニオンメンバー 

・ＳＭＣメンバー 

・ＮＧＯ代表 

・ＣＰＰメンバー 

・住民選出の村落代表 

・政府選出の村落代表（Gram Shalker） 

その他関連機関として、県防災管理委員会、郡防災管理委員会、ユニオン防災管理委

員会が関与しており、各防災管理委員会とも、防災対策として、平常時、警報時、災害

時、復旧時の４段階に分けて活動内容を決めている。すなわち、救援物資の保管や配分、

災害対策の行動計画の策定、防災訓練、各援助機関の調整、警報発令等が主な業務であ

る。（詳細は2-4(1)参照） 

(2) 運営・維持管理計画 

現在の学校施設の日常的な維持管理はＳＭＣがその責任を担うが、実質的には教師や児

童による清掃活動が主体となる。ＳＭＣは、どの学校にも配置されている既存の組織であ

り、コミュニティーのリーダ、教師、住民が含まれていることから、現状のとおり各シェ

ルターにおいてＳＭＣを維持・管理の責任主体とするのが最も妥当性が高い。第１次～第

４次の計画で完成したシェルターの状況を見ると、ＳＭＣの意欲、能力、コミュニティー

への影響力は、サイトによって異なっており、ＳＭＣが学校の維持管理を十分に行えるか

どうかは、属人的な要素によるものが大きい。もちろん、教師の意欲や能力も学校の維持

管理体制に影響を与えるものであるが、リーダーシップを取る立場のＳＭＣを以下のよう

な対策により強化していくことが必須と考えられる。 

① 郡初等教育委員会内での郡行政長官、郡教育事務官、郡技師等の政府職員が中心と

なり、現在運営管理支援のため、郡教育事務官補（ＡＵＥＯ）により隔月実施され

ているモニタリングデータを整理し、管理の悪いＳＭＣを更に指導することにより

問題の解決にあたる。 

② 郡初等教育委員会によるＳＭＣの強化（ＡＵＥＯによる日常管理に対するモーティ

ベーションの向上と清掃の徹底） 

③ 日常的な維持管理に要する予算の確保 

上記③の確保に関しては、コミュニティーからの寄付等にたよっており、十分に予算が

確保されているとは言い難い。本プロジェクトでは、予算の確保のために、施設建設関連
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で実務を担当するＬＧＥＤに建設のみならず、維持管理についても参加を要請するもので

ある。現在、ＬＧＥＤは日常の維持管理費として、30,000TK/校/年を日本国無償資金協力

により建設された既存シェルター、または、建設予定のシェルターに対して支出する方針

を決め、予算確保の手続きに入っている。 

従って、前計画までは施設(シェルター)建設後、所有権がＬＧＥＤからＭＯＰＭＥ(旧Ｐ

ＭＥＤ)に移動した時点で、施設の維持管理は全面的にＭＯＰＭＥに移り、ＬＧＥＤの手を

離れた状態となった。しかしながら、今次計画からは、ＬＧＥＤの郡技師が各サイトをモ

ニタリングし円滑な維持管理が実施できるよう指示するとともに、ＬＧＥＤがその費用

（TK30,000/校/年）を負担する。 
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３－５ プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

本協力対象事業費を実施する場合に必要となる事業費総額は8.58億円となり、先に述べた

日本と「バ」国との負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記(3)に示す積算条件によれば、

次のとおりと見積もられる。なお、この概算事業費は、交換公文上の供与限度額を示すもの

ではない。 

(1) 日本側負担経費 

概算総事業費 約 700 百万円    

1）Noakhali 県：２棟；７教室（建築延べ床面積：約 1,170ｍ2） 

費目 概算事業費（百万円） 

ｼｪﾙﾀｰ兼初等学校 72 
施設 

家具・備品 3 
75 

実施設計・施工監理 8 

概算事業費（小計）約 83 百万円 

2）Chittagong 県：17 棟；67 教室（建築延べ床面積：約 10,550ｍ２） 

費目 概算事業費（百万円） 

ｼｪﾙﾀｰ兼初等学校 482 
施設 

家具・備品 30 
512 

実施設計・施工監理 68 

概算事業費（小計）約 580 百万円 

3）Cox’s Bazar 県：１棟；５教室（建築延べ床面積：約 690ｍ２） 

費目 概算事業費（百万円） 

ｼｪﾙﾀｰ兼初等学校 31 
施設 

家具・備品 2 
33 

実施設計・施工監理 4 

概算事業費（小計）約 37 百万円 

(2) 「バ」国負担経費  7,653万TK （約158.41百万円） 

① 追加土地取得費 58 万 TK (約 1.20 百万円) 

② キラ建設費 1,518 万 TK (約 31.42 百万円) 

③ 廃屋撤去費 44 万 TK (約 0.91 百万円) 

④ アクセス道路建設費 6,000 万 TK (約 124.20 百万円) 

⑤ その他 33 万 TK (約 0.68 百万円) 
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(3) 積算 

① 積算時点 平成 15 年４月 

② 為替交換レート １US＄ = 121.79 円 

  １TK   = 2.07 円 

③ 施行期間 実施設計、工事の期間は、実施工程に記したとおりである。 

④ その他 本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施 

  されるものとする。 

3-5-2 運営・維持管理費 

(1) 施設の維持管理 

本計画による施設は、適切に使用される限り、10年に１回内・外壁の塗り替えを行う程

度の補修を行えば十分である。 

 

項 目 頻 度 １年に換算した経費 

外壁の塗り替え 10年に１回 12,450TK (25,800円) 

内壁の塗り替え 10年に１回 13,750TK (28,400円) 

柱、梁、壁剥離補修 発生時 2,000TK  (4,100円) 

建具修理 適宜 4,100TK  (8,500円) 

計  32,300TK (66,800円) 

(2) 給水施設（井戸関連施設）の維持管理 

給水施設の維持管理費としては、ポンプのスペア･パーツ等の購入費用の450TK(900円)/

棟が必要である。 

(3) 衛生施設の維持管理 

衛生施設の維持管理 

本計画による施設は基本的にメンテナンス・フリーであるが、最低限、下記の清掃管理

は必要である。費用はＳＭＣを中心に地域の住民により行われるため、発生しない。 

① 浄化槽の清掃・管理：便槽内の清掃及び汲み取り（年1回程度） 

② 浸透枡の清掃・管理：定期的な点検、槽内の清掃(ストレーナーの異物、塵埃の除去) 

(4) 年間の維持管理費 

以上、(1)～(3)を合計すると、一校当り年間32,750TK（67,700円）の維持管理費が必要

である。 

従って、本計画で建設された施設に関しては、教育セクター予算とは別枠で、ＬＧＥＤ
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が30,000TK（62,000円）/校を確保することとなり、更に郡技師が各初等学校を日常モニタ

リングすることで、施設の円滑な維持管理を図る方針であるが、これは十分な額ではなく、

裨益住民からの負担も考慮する必要がある。 



3-81 

３－６ 協力対象事業実施に当っての留意事項 

本計画が円滑に実施されるためには、第１次～第４次計画の実績とレヴューに基づき、本

計画の実施前、実施中を通して、下記の事項に関する関係者と協議を行うとともに、｢バ｣国

側は必要な準備や処置を講ずることが肝要である。｢バ｣国側の負担事項は、工程上重要な要

素となるので、進捗状況を確認するため、ＬＧＥＤ、コンサルタント及び施工業者間にて連

絡月例会議を開催する必要がある。 

(1) 建設予定地の追加土地収用 

本計画の対象サイトには、全て既存の公立初等学校が存在するが、土地が狭いため新た

な土地収用が必要なサイトは14ヵ所（面積約8,000ｍ２）ある。 

土地収用の諸手続には、約４ヵ月程度を要することから、ＬＧＥＤは遅くともＥ/Ｎ締結

前に用地確保を完了させねばならない。 

(2) 既存施設の撤去と代替施設の確保 

敷地内の既存校舎は老朽化しており、計画施設の建設にあたって障害となるため、その

撤去が必要である。 

撤去が必要なサイトは４ヵ所あるため、既存校舎の撤去後、シェルターが完成するまで

の間、初等学校の代替施設を確保されねばならない。 

(3) 各サイトへのアクセス道路 

各対象サイトへのアクセス道路の整備は、シェルター建設工事に支障ないように｢バ｣国

側が着工前に実施する必要がある。幹線及び支線道路は簡易舗装、または、レンガ舗装さ

れているが、サイトへの最終アクセスである地方道の大部分は未舗装である。したがって、

乾期にやっと四駆車または小型トラックが通行できる程度であり、雨期になると泥濘化し、

四駆車の通行も不可能な状態にあることが多くなるため、着工前に工事に必要な道路の整

備を行う必要がある。 

特に、島嶼部のSandwipにおけるサイトへのアクセスに関しては、支線道路でも劣悪な状

況にあり、迂回路もないため、雨期前に確実に整備する必要がある。地方道路の管理は、

本計画実施機関のＬＧＥＤが担当しているため、予め十分協議して、予定とおり必要な改

良（レンガ舗装等）が行われることを確認することが重要である。 

(4) キラの建設 

キラの建設に関しては、3-3(3)項目に記載したように全サイトに建設されることになっ

ており、計画シェルター施設建設が完了するまでにその建設を完了する必要がある。 特に、

土地収用は広い土地が必要となるため、Ｅ／Ｎ後直ちに手続きに入り、４ヵ月程度で完了

させ、キラの建設工事に入る必要がある。 
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(5) 砒素への対応 

計画対象地域の地下水は、砒素に汚染されている可能性が高いため、日本側は給水施設

に砒素の除去装置を９ヵ所に設置するが、それでもなお除去装置が不足する場合は、「バ」

国側の負担により設置する。 



 

 

第４章  プロジェクトの妥当性の検証 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

４－１ プロジェクトの効果 

表4-1-1 計画実施による効果と現状改善の程度 

現状と問題点 本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度 

1. ＨＲＡには約 640 万人（2002

年推定）が居住しているため、

サイクロンの自然災害から受

ける被害を最小限に抑える対

策として、1993 年に 2,500 棟

のサイクロンシェルター建設

が計画されたが、現在までに約

1,300棟建設されているに過ぎ

ず、ＨＲＡ居住者の 1/3 の人々

は無防備なままの生活を余儀

なくされている。 
 

・ＨＲＡにサイクロンシェルター

20 棟を建設する。 

・付帯施設として、手押しポンプ

付深井戸、便所、浄化槽等を設

置する。 

・シェルターが建設されることによ

り、サイクロン襲来時に 37,000

人の生命が保障され、安心して生

活できることになり、住民の定着

と地域開発が促進される。 

2. 「バ」国政府は教育の質的向

上に向けて第２次初等教育開

発計画（ＰＥＤＰ-Ⅱ）（2003

～2008 年）を策定したが、全

国的に教室不足による過密状

態と校舎の老朽化により、安心

して安全に授業を受けられる

学習環境が阻害されている。 

・上記のシェルターに初等学校の

機能を持たせた施設とする。 

各棟：3～5 教室、1 教員室、 

合計：79 教室、20 教員室 

・学校用家具・備品として、机、

椅子、黒板などを設置する。 

・初等学校の教室不足と過密状態が

改善される。 

- Cox’s Bazar 県: 
44 名/教室（計画前: 58 名/教

室） 

- Chittagong 県: 

36 名/教室（計画前: 57 名/教

室） 

- Noakhali 県 

44 名/1 教室（計画前: 77 名/

教室） 

・家具・備品及び付帯施設を備えた

初等学校の新設により、より適切

な学習環境を児童に提供できる。 
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４-２ 課題・提言 

本プロジェクトによって建設されるサイクロンシェルター兼初等学校施設が、継続的かつ

有効に使用され、将来的にわたり維持管理されるために、「バ」国側は、下記の課題に取り

組む必要がある。 

(1) サイクロンシェルター建設事業の更なる推進と国際協力 

「バ」国では、サイクロンの襲来毎に多くの人命や財産が失われてきたが、この自然の

猛威に対し、災害を最小限にとどめる措置として、現状ではサイクロンシェルターの建設

以外に有効かつ効果的な対策はないと考えられている。 

サイクロンシェルターの建設は、「バ」国のマスタープランに沿って、我が国をはじめ

とする多くの関係機関の協力のもとで進められてきたが、マスタープランの目標年次（2002

年）に達した現地点でも目標値（2,500棟の建設）の約半数しか建設しておらず、圧倒的に

不足した状態のままである。マスタープランに協力した関係機関は一時、16の機関あるい

は国にも達していたが、係る状況において、1991年の大災害以降大規模なサイクロンに見

舞われなかったこともあり、シェルターに対する関心が薄れ、現段階では、サイクロンシ

ェルターの建設に関与する国は我が国も含め３ヵ国のみで、計画（実施中含む）が進めら

れているにしか過ぎない。 

上記のマスタープランは、計画策定から約10年経過したが、以下の問題点を指摘するこ

とができる。 

① ｢バ｣国内にはマスタープランを統轄する中心となる組織がないため、国内のどの地

域に何棟のシェルター建設が必要か正確な情報が把握されておらず、これまで無秩

序にサイクロンシェルターの建設が進められてきた。 

② 1991年の地形情報からＨＲＡが決められているが、その後、一部地域で海岸線の大

幅な移動があり、危険地域が変わりつつある。 

③ ＨＲＡの人口は、1991年のデータによる推定値が使われており、信頼性が低い。 

④ 具体的なサイト選定基準が設定されていないため、一部シェルターとして機能しな

いようなサイトに建設されている例が見られる。 

同マスタープランを持続的に推し進め、シェルターの不足問題を解消するためには、中

心となる実施機関、運営・維持管理体制、ＨＲＡの範囲、サイトの選定基準、建設棟数等

に関する内容の見直しを行った上で、再度正式な防災開発計画としの位置付けと、新たに

目標年次の設定を行い、緊急性が高く、早急に対応されるべき課題として、関係機関や援

助国から再認識を得ることが重要である。同時に、過去に建設されたサイクロンシェルタ

ーの経験を踏まえ、国際機関の協力の下に「バ」国側における建設候補地の選定基準と優

先順位等を明確にし、各ドナーの役割を振り分けた総合的な協力体制を組織することが必

要である。 
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(2) 維持管理体制の充実と改善 

完成したサイクロンシェルターは、サイクロン襲来時に地域住民にとって唯一の避難施

設として、将来も長期間にわたり活用できることが絶対的な条件となるが、第４次までの

前計画で完成した施設は、ＤＰＥの管轄で日常的な維持管理が行われてきた結果、予算上

の制約等から資金不足の問題が発生している。この問題に対処するため、今次計画からは、

ＬＧＥＤが日常的な維持管理活動に参加すると同時に、予算面では、ＤＰＥとは別枠で日

本が建設したサイクロンシェルターだけを対象に、１年間に30,000TK／棟を確保すること

になった。 

しかし、財政的に逼迫した状態にある「バ」国政府の事情から察し、ＬＧＥＤから永続

的な予算の捻出は難しいと判断される。本来、サイクロンシェルターは、地域住民が自分

たちの生命を護る施設として自分達の意志で運営し、管理していくという意識を持つこと

が重要である。従って、サイトにおける施設の維持管理を担当するＳＭＣが「バ」国政府

で進めている防災の普及活動と合わせて、住民参加（受益者負担）による施設の維持管理

の重要性を認識させるための積極的な啓蒙活動等を展開していく必要があろう。 

これを実現させるための具体的な方策としては、 

① ＳＭＣを中心とした、シェルターを利用する全住民が参加する管理組合を組織する。 

② 資金源が政府の補助金と上記の組合員の積立金よりなる維持管理基金を設立し、施

設と設備のスペアパーツ購入に充てる。 

③ 積立金が拠出できない貧困層は、清掃作業等の労働奉仕により組合員としての役目

を果たす。 

が考えられる。 

(3) サイクロン予警報システムの整備と防災知識の普及 

完成したサイクロンシェルターが、サイクロン襲来時に有効に活用されるためには、サ

イクロン予警報システム（ＣＰＰ）が機能し、地域住民に防災知識を普及させることが肝

要となる。 

ＣＰＰについては、全国的なレーダーによるサイクロン監視網が敷かれ、末端のサイク

ロンシェルターがあるサイトまで迅速に予警報が届く体制はできており、現場での活動、

すなわち、サイトでの警報の発令や救援作業は赤新月社が担当している。しかし、現状は、

サイトスタッフの不足からシェルターへ住民を誘導する活動が満足にできておらず、救援

資機材の装備面でも最低限は備えているものの、より効果的な救援体制を考えた場合十分

とは言えないため、人材雇用と装備調達面で財政的な支援を必要とする。 

防災知識の普及として、広報活動や学校における教育と、防災訓練も行われているが、

未だ末端住民まで浸透していないので、更なる普及に努めるとともに、防災訓練も定期的

な年中行事として取り組み、サイクロンシェルターの利用効果の改善を図る必要がある。 
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(4) 河川浸食対策 

我が国が第１次から４次にわたり建設した61棟のシェルターの内、１棟がすでに河岸浸

食の影響により流失し、また、さらに現在、他の１棟が基礎部を洗掘されて流失の危機に

瀕している。かかる状況を踏まえ、ＬＧＥＤは、今次建設シェルターを含め、ＢＷＤＢの

協力の下に、シェルター近辺を流れる河川の河岸浸食に対するモニタリング体制を早急に

確立させる必要がある。 

ＬＧＥＤが中心となった河岸浸食モニタリング体制の確立により、河岸浸食によるシェ

ルターへの影響状況を日常的に把握することができると共に、直接影響が発生すると推測

される場合には、早期に、具体的で効果的な対応策（緊急の河岸保護対策工事等の実施及

び、住民への退避勧告等の発令）を実施することが可能となる。 

ＬＧＥＤは、ＢＷＤＢとのモニタリングの実施に際しては、事前に以下の事項について

検討しておく必要がある。 

① モニタリングの対象とするシェルターの選定 

② 対象シェルター毎の監視レベル（期間及び頻度）の設定 

③ ＢＷＤＢとの連絡網（中央レベル及び地方レベル等）及び連絡方法（通常時及び緊

急時）等の設定 

④ モニタリング情報の分析及び対応策実施に対する役割分担の設定 

４－３ プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトは、下記の事由により我が国の無償資金協力の対象案件として妥当と判断
される。 

1）本プロジェクトは、｢バ｣国政府が1993年７月に策定した多目的サイクロンシェルター建

設計画の一環として実施されるもので、国家開発計画の重点項目である防災対策、教育

振興に対応した重要かつ意義のある計画として位置付けられる。 

2）プロジェクトの対象となるＨＲＡ地域の居住者は主に貧困層であり、サイクロンシェル

ターの完成によって、避難施設を持たなかった数多くの貧困層が裨益する。 

3）本計画は、例年発生するサイクロンの猛威から生命を護り、安心して生活を営むことが

できるため、地域住民の生活の安定と改善に寄与する緊急的なプロジェクトである。 

4）完成した施設は、平常時は初等学校として活用されるため、これまでの過密状態の学習

環境が解消され、安全で快適な環境に改善されることになり、本計画は教育と人造りに

合致するプロジェクトである。 

5）完成施設の運営・維持管理は、ＤＰＥが主体的に行うことになっているが、本計画では

経験が豊富なＬＧＥＤも予算面、技術面で責任の一端を担うため、｢バ｣国自身による運
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営・維持管理体制は第1次～第4次の前計画よりも一層改善される。 

6）本計画は、暴風津波襲来時の避難施設を建設するものであり、収益性はない。 

４－４ 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、サイクロンからの避

難施設の確保と初等学校施設の改善を通じ、本プロジェクトが広く地域住民のＢＨＮの向上

に寄与するものであることから、我が国の無償資金協力を実施することは十分に妥当である

と判断される。更に、本プロジェクトの運営・維持管理についても、相手国側体制は人員・

資金ともに当面は問題ないと考えられる。 

しかし、以下の点が改善・整備されれば、本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施し

うると考えられる。 

1）サイクロンシェルターのメンテナンスは、地域住民がシェルターの重要性を認識し、シ

ェルターの軽微な補修に必要な資金の積立や清掃等の日常的な活動に地域住民が主体

性を持って取り組むことが重要であり、住民参加による運営・管理の啓蒙教育に取り組

むこと。 

2）ＣＰＰが、今まで以上に防災機能が発揮できる組織とし、救援活動に漏れが生じないよ

う救援装備を充実させると同時に必要な人材が確保できる予算体制を確立すること。 

 



 

 

［資 料］ １．調査団員・氏名 
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１．調査団員・氏名 

基本設計調査 

氏  名 担  当 所  属 

松島  正明 総括 国際協力事業団 無償資金協力部業務第一課 課長 

渡辺  正幸 技術参与 国際協力事業団 国際協力専門家 

國武  大紀 計画管理 国際協力事業団 無償資金協力部業務第一課 

野口  久 無償資金協力 外務省 無償資金協力課 課長補佐 

中村  栄 業務主任／建築計画 日本技術開発株式会社 

岡市  志奈 社会環境／教育計画 日本技術開発株式会社 

米原  宏 防災対策 日本技術開発株式会社 

岡部  信之 水理／水文 日本技術開発株式会社 

小林  啓治 施設設計／設備計画 日本技術開発株式会社 

高田  久 施工･調達計画 /積算 日本技術開発株式会社 

基本設計概要書説明調査 

氏  名 担  当 所  属 

坂本  隆 総括 JICA バングラデシュ事務所長 

中村  栄 業務主任／建築計画 日本技術開発株式会社 

米原  宏 防災計画 日本技術開発株式会社 

岡部  信之 水理・水文 日本技術開発株式会社 

高田  久 施工・調達計画/積算 日本技術開発株式会社 

 



 

 

［資料］ ２．調査行程 



２．調査行程 

基本設計調査 
 

2003年
業務主任
/建築計画

社会環境
/教育計画

防災対策 水理/水文 建築設計/設備計画
施工・調達計画/

積算

日
順

月日

1 3月7日

2 3月8日

5 3月11日

6 3月12日

7 3月13日

8 3月14日

10 3月16日

11 3月17日

12 3月18日

13 3月19日

14 3月20日

15 3月21日

9 3月15日

3月9日3

4 3月10日

官側

16 3月22日

17 3月23日

18 3月24日

19 3月25日

20 3月26日

21 3月27日

22 3月28日

23 3月29日

24 3月30日

25 3月31日

26 4月1日

27 4月2日

28 4月3日

29 4月4日

30 4月5日

31 4月6日

32 4月7日

33 4月8日

34 4月9日

35 4月10日

36 4月11日

37 4月12日

38 4月13日

39 4月14日

40 4月15日

41 4月16日

42 4月17日

43 4月18日

44 4月19日

45 4月20日

  　　ERD：対
 　　 MPME：
  　　BMD：気
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松島正明 野口久 國武大紀 渡辺正幸 中村栄 岡市志奈 米原宏 岡部信之 小林啓治 高田久

F

S 　

TYO→BKK
(JL717 10:55

→15:50)

T
BKK→DAC

(TG321 10:30
→12:00)

W

T

F

DAC→CTG DAC→NKL
NKL→HTY

DAC→CXB

S NKL→CTG

M
DAC→CTG

T CTG→DAC

W ＣTG→DAC ＣTG→DAC ＣTG→DAC

T

F

JICA表敬、LGED、DPHE、EU協議

LGED、ＢＭＤ、DＭＢ協議

DAC→BKK
(TG322 13:10
BKK→TYO

(JL718 22:23)
   →06：10）

S

DAC→CTG（車両にて移動）
サイト調査（要請サイト・他ドナー調査）

CTG→DAC（車両にて移動）
サイト調査(二次案件、他要請サイト等）

S

M

BKK→DAC
(TG321 10:30→12:00)

TYO→BKK
(JL717 10:55→15:50)

BKK→DAC
(TG321 10:30→12:00)

ERD、MLGRDC、MPME表敬

TYO→BKK
(JL717 10:55→15:50)

BKK→DAC
(TG321 10:30→12:00)

ICR説明(LGED）
（ハルタル）

DPE、LGED、大使館表敬

資料収集

BMD､DMB協議

TYO→ＢＫＫ
(TG641 10:45→15:45)

CTG→DAC（車両にて移動）
団内協議・資料整理

資料整理

ミニッツ協議(LGED）
ミニッツ書名・JICA事務所/大使館報告

　　　　　　　　団内打合せ・概略サイト調査準備

　　　　　　　→06：10）

資料整理

JICA事務所報告
DAC→BKK　(TG322 13:10）
BKK→TYO　(JL718 22:23)

JICA事務所報告　団内協議、資料収集

　　JICA事務所/大使館、ERD表敬
　　MLGRDC、MPME、DPE表敬
　　ICR説明(LGED）
　　LGED協議
　　他ドナー協議（EU）
　　防災対策調査(BMD、DMB等）
　　ミニッツ協議(LGED）
　　ミニッツ書名・大使館報告

概略サイト調査
V-35,36
V-2,3,4

概略サイト調査
V-20, 22

V-21, 24, 25

V-23, 27

V-12,  34

V-13、14, 15

概略サイト調査
V-29, 30, 32

V-28, 31

概略サイト調査
V-20, 22

V-16, 17

V-18, 19

V-10、11

V-5, 6, 8

資料整理

資料整理（ハルタル）

概略サイト調査
V-37,38

V-39

S

S

M

T

W LGED協議
DAC→CTG DAC→CTG DAC→CTG DAC→CTG DAC→CTG

T DAC→CTG

F

S

S

M

T

W

T ＣＴＧ→DAC ＣＴＧ→DAC ＣＴＧ→DAC ＣＴＧ→DAC

F

S

S

M

T

W
DAC→BKK

(TG322 13:10→16:25) ＨＴＹ→NKL→DAC ＨＴＹ→NKL→DAC

T
BKK→TYO

(JL708 08:40→16:40)

F

S

S

M

T

W

T

F

S
DAC→BKK

(TG322 13:10→

S
BKK→TYO

（TG640 11：20→

TYO：東京
CTG:チッタゴン

BKK：バンコク
NKL:ノアカリ

DAC：ダッカ
CXB：コックスバザール

BKL：バシカリ
HTY：ハティア

DAC→BKK
(TG322 13:10→16:25)

BKK→TYO
(JL708 08:40→16:40)

DAC→BKK
(TG322  13:10→16:25）

外経済関係局　ICR：ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝ・ﾚﾎﾟｰﾄ　MLGRDC：地方自治・農村開発・組合省
初等教育省　LGED：地方自治技術局　DPE：初等教育総局　DPHE：公衆衛生技術局
象局　DMB：防災管理局

BKK→TYO
(TG640 11:20→19:30)

調査結果の先方への説明と協議
調査資料整理

資料収集
資料整理

資料収集
資料整理

調査結果の先方へ
の説明と協議
調査資料整理

JICA打合せ
再委託契約

オリエンテーション

詳細サイト調査準備
資料収集

オリエンテーション

詳細サイト調査
社会環境調査
既存シェルター

調査
（流出シェルター含）

防災対策調査

詳細サイト調査
社会環境調査

施設計画
/機材計画

運営・維持管理

計画調査

詳細サイト調査
社会環境調査
地方レベル教育

関連調査
運営・維持管理

計画調査

調達事情調査

施工計画調査

積算関連調査

資料収集
バ国関連機関/他
ドナーとの協議

教育計画関連調査

運営･維持管理
調査

資料収集
バ国関連機関/他
ドナーとの協議

施設計画
/機材計画調査

運営･維持管理
調査

資料収集
バ国関連機関/他
ドナーとの協議

資料整理

詳細サイト調査
社会環境調査
既存シェルター

調査
（流出シェルター含）

水理・水文調査

詳細サイト調査
社会環境調査
既設施設調査
自然条件調査
建築設計/

設備計画調査

詳細サイト調査
社会環境調査
施工計画調査
調達事情調査
積算関連調査
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基本設計概要書説明調査 

 2 0 0 3 年   官 側  業務主任／建築計画 施工・調達計画／積算 防 災 対 策  水理・水文 

日

順  
月  日  

曜

日
坂本 隆 中村 栄 高田 久 米原 宏 岡部 信之 

NRT  ( 1 0 : 5 5 )→  
1 ７月４日 F  

 

→B KK  ( 1 5 : 5 0 ) ( JL  7 1 7 )  

B KK  ( 1 0 : 3 0 )  →DAC ( 1 2 : 0 0 ) ( T G  3 2 1 )  
2 ７月５日 S 

 

 

( 0 9 : 3 0 )  J ICA 事 務 所 協 議   

( 1 0 : 3 0 )  大 使 館 協 議  

3 ７月６日 S  ( 1 4 : 0 0 )  ERD への基 本 設 計 概 要 書 説 明 ・協 議   

( 1 5 : 0 0 )  M LG RD&C への基 本 設 計 概 要 書 説 明 ・協 議  

( 1 6 : 3 0 )  LG ED への基 本 設 計 概 要 書 説 明 ・協 議  

( 0 9 : 0 0 )  LG ED 協 議  

4 ７月７日 M  ( 1 4 : 0 0 )  M OPM E への基 本 設 計 概 要 書 説

明 ・協 議  

( 1 6 : 3 0 )  LG ED 協 議 （ミニッツ案 ）  

( 1 4 : 0 0 )  M DM R 協 議  

 ( 0 9 : 0 0 )  LG ED 協 議  ( 0 9 : 0 0 )  B UET 協 議  

5 ７月８日 T 

( 1 6 : 0 0 )  J ICA 事 務 所 協 議  
( 1 4 : 0 0 )  DM B 協 議  

( 1 6 : 0 0 )  B M D 協 議  

( 0 9 : 0 0 )  LG ED 協 議 （ミニッツ案 ）  ( 0 9 : 0 0 )  K fW と協 議  

( 1 0 : 3 0 )  N e a t h e r l a n d s 協 議  

 6 ７月９日 W 

( 1 5 : 0 0 )  J ICA 事 務 所 協 議  
( 1 4 : 0 0 )  ADB 協 議  

( 1 1 : 3 0 )  ミニッツ署 名  ( 0 9 : 0 0 )  B AM W SP 協 議  

( 1 0 : 0 0 )  DPHE 協 議  
7 ７月 10 日 T 

 ( 1 4 : 0 0 )大 使 館 報 告  ( 1 2 : 0 0 )  B W DB 協 議  

追 加 資 料 収 集  
8 ７月 11 日 F 

 

国 内 打 合 せ  

追 加 資 料 収 集  
9 ７月 12 日 S 

 

DAC  ( 1 3 : 1 0 )→B KK  ( 1 6 : 2 5 ) ( T G  3 2 2 )  

B KK  ( 0 8  : 4 0 )→  
10 ７月 13 日 S 

 

→NRT  ( 1 6 : 4 0 ) ( JL  7 0 8 )  

ABBR : ADB；アジア開発銀行  ERD；対外経済関係局  ＭＬＧＲＤ&Ｃ；地方自治・地域開発・組合省  LGED；地方自治技術局  

MOPME；初等・大衆教育省  MＤＭＲ；防災管理・救援省  BUET；バングラデシュ工科大学  ＤＭＢ；防災管理局   

ＢＭＤ；気象局  KfＷ；復興金融公庫（ドイツ）  BAMWSP；バングラデシュ砒素対策給水計画  DPHE；公衆衛生局   

ＢＷＤＢ；水資源開発庁 



 

 

［資料］ ３．関係者（面会者）リスト 
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３．関係者(面会者)リスト 

(1) バングラデシュ国側関係者 

1) ERD 

Mr. Iqbal Mahmood Deputy Secretary 

Mr. Eakul Ali Deputy Chief 

Mr. Md. Mafidul Islam Assistant Chief 

2) Ministry of Local Government, Rural Development & Cooperatives(MLGRD&C) 

Mr. Md.Abdullah Deputy Chief 

Mr. Syed Mamunul Alam Senior Assistant Chief 

3) Local Government Engineering Department (LGED) 

[Dhaka H.Q.] 

Mr. Md. Shahidul Hassan Chief Engineer 

Mr. Md. Lokman Hakim Superintending Engineer 

Mr. Md. Zahangir Alam Project Director (E.E) 

Mr. Dhali Abdul Zalil Project Director 

Mr. A. B. M. Nazrul Islam Senior Design Specialist 

[Chittagong Xen Office] 

Mr. Abdur Razzaque Executive Engineer 

Mr. A. N. M. Faizul Kabir Upazila Engineer, Sandwip 

Mr. Md. Adanan Akhtarul Azam Upazila Engineer, Miresharai 

Mr. N. Hassan Chowdhury Upazila Engineer, Patiya 

Mr. Md. Abu Taher Mollah Upazila Engineer, Anowara 

Mr. Md. Saniul Haque Upazila Engineer, Banshkhali 

[Cox’s Bazar Xen Office] 
Mr. Abul Bashar Executive Engineer 

Mr. Syed Ahmed Based Upazila Engineer, Chakoria 

[Feni Xen Office] 

Mr. Md. Abdul Kader Executive Engineer 

Mr. Abdur Razzaque Upazila Engineer, Sonagazi 

[Noakhali Xen Office] 

Mr. Md. Abdul Quader Executive Engineer 

4) Ministry of Primary & Mass Education(MOPME) 

Mr. Kazi Farid Ahammed Joint Secretary 

Mr. Md. Altaf Hossain Deputy Chief 

Mr. A. Q. M. Shafiul Azam Assistant Chief of Planning 

Mr. Jalal Ahamed Assistant Chief of Planning 
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5) Directorate of Primary Education (DPE) 

[Dhaka H.Q.] 

Mr. A. M. Mosaddequl Islam  Director General 

Mr. Mhammad Ibrahim Deputy Director General 

Mr. A.K.M. Abdul Moctadir Director of Planning and Development 

[Chittagong Office] 

Mr. Md. Nurul Amin Chowdhury District Primary Education Officer 

Mr. Sharial Chowdhury Upazila Education Officer, Mirsharai 

[Baskhali Upazila Primary Education Committee] 

Mr. Nur Mohammad Mazumder Upazila Nirbahi Officer 

Mr. Mo. Sniul Haque Upazila Engineer 

Mr. Tapan Kanti Chowdhury Upazila Assistant Education Officer 

Mr. Badal Krishna Drolta Upazila Assistant Education Officer 

Dr. Didaruw Alam  Upazila Health & Family Planning 

Officer 

Mr. Muhammad Nowab Ali Chowdhury Model High School Head Master 

Mr. Mustafa Ali Alaol Degree Collage Demonstrator 

Mr. MD Abdul Awal GPS Head Master 

Mr. Farrok Ahmed Non-governmental Primary School Head 

Master 

[Miresharai Upazila Primary Education Committee] 

Mr. MD. Abdul Hye Upazila Nirbahi Officer 

Mr. Jafar Uddin Ahmed Chowdury UP Chairman 

Mr. MD. Adnan Akhtarul Azam Upazila Engineer 

Mr. Syad Hasan Upazila Education Officer 

Mr. Fastuid Ahamad Chowdury GPS Head Master 

Mr. Mdrurul Slam GPS Teacher 

Mr. Md. Abul Farook Mia Secondary School Head Master 

6) Education Engineering Department (EED) 

Mr. Md. Ahad Ali Executive Engineer 

Mr. Ali Asgar Executive Engineer 

7) Department of Public Health Engineering (DPHE) 

[Dhaka H.Q.] 

Mr. Amanullah Al Mahmood Superintending Engineer, Ground Water 

Circle 

Mr. S. M. Ihtishamul Huq Executive Engneer, Programme & 

Coordination Division 
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[Chittagong] 

Mr. Md. Abdul Wohab  Sub-Assistant Engineer, Miresharai 

Mr. Mosharraf Hossain Sub-Assistant Engineer, Patiya 

Mr. Abdur Mannan Chowdhury Sub-Assistant Engineer, Anowara 

Mr. Md. Kamal Hossain Sub-Assistant Engineer, Banshkhali 

[Cox’s Bazar] 
Mr. Md. Moniruzzan Dewanzi Sub-Assistant Engineer, Chakoria 

8) Bangladesh Arsenic Mitigation Water Supply Project (BMWSP) 

Mr. Kamal Uddin Ahmed Project Director 

Mr. Md. Akhtaruzzaman Media/Communication Specialist 

9) Ministry of Disaster Management and Relief (MDMR) 

Mr. Morad Hossasin Deputy Chief 

Mr. Md. Manirul Haque Assistant Chief 

10) Disaster Management Bureau(DMB) 

Mr. A. F. M. Salful Islam Director General in Charge 

Mr. Mohsena Fadausi Deputy Director 

Mr. Probir Kumar Das Computer Programmer 

Mr. M. H. Khan Chowdhury Disaster Management Specialist 

Mr. Syeda Humaira Quari Research Officer 

Mr. Metai Dey Sarker Assistant Director (GIS) 

Mr. MD. Mizanur Rahman Deputy Director (Planning) 

Mr. MD. Ashraf Ali Khan Deputy Director (MITG) 

Mr. MD. Shahjahan Ali Sarder Deputy Director 

11) Bangladesh Meteorological Department (BMD) 

Mr. Samarendra Karmakar Deputy Director (SWC) 

Mr. Sujit Kumar Debsarma Assistant Director & System Manager 

Mr. Md. Enaifur Rahman Mian Assistant Meteorologist 

12) Bangladesh Water Development Board (BWDB) 

Mr. Mukhles Uz Zaman Director General 

Mr. Md. Liaquat-Al-Jaruque Director, Planning-I, Directorate of 

Planning-I 

Mr. Md. Sarfaraz Wahed Executive Engineer, Directorate of of 

Planning-I 

Mr. Md. Aminul Hoque Additional Chief Engineer, Hydrology 

Mr. Md. Anwar Hossain Superintending Engineer, Processing & 

Flood Forecasting Circle 
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Mr. A. Z. M. Naran Nabi Khan Superintending Engineer, Design 

Circle-1 

13)Institute of Water and Flood Management, BUET 

Dr. Jahir Uddin Chowdhury Professor 

Dr. Rezaur Rahman Assistant Professor  

（2） 国際機関及びその他機関関係者 

1) World Bank 

Mr. S. A. M. Rafiquzzaman Irrigation Engineer 

Mr. Mohumd Alan Assistant Education Advisor 

2) Asian Development Bank 

Mr. Jamal U. Mohmud Head of Social Infrastructure 

3) European Union 

Mr. Hans Rhein Second Secretary 

Mr. Md. Arham Uddin Siddique Senior Engineer 

4) UNICEF 

Mr. R. Davis Chief of Water & Sanitation 

5) KfW 

Mr. Gerhard J. Rupprenht Consulting Engineer 

Mr. A. F. M. Ferdous Consulting Engineer 

6) DfID 

Mr. Rodney Dyer Manager (Water & Sanitation) 

7) Royal Netherlands Embassy 

Mr. Armand Evers First Secretary, Water Sector 

8) Bangladesh Red Crescent Society (BDRCS) 

[Dhaka H.Q.] 

Mr. A. S. M. Akram Deputy Secretary General 

Mr. Fazlul Wahab Director (CPP) 

[Chittagong Office] 

Mr. A. J. M. Golam Rabbani Zonal Officer 

Mr. M. A. Mannan Majumder Assistant Director 

Mr. S. M. Abdur Hamid Junior Assistant Director 

Mr. H. M. Salauddin Deputy Youth Chief (CPP) 

Mr. M. A. Jabbar Chief Volunteer (Red Crescent Youth) 
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[Noakhali Office] 

Mr. Salahuddin Chowdhury Deputy Director  

9) Catritas Bangladesh 

[Dhaka H.Q.] 

Mr. Benedict Alo D’Rozario Director, Disaster Management & 

Development 

[Chittagong Office] 

Mr. Akhila D’Rozario Regional Director 

10) BRAC 

Mr. M. Rob Choudhury Construction Section Programme 

Coordinator 

11) Danida 

Mr. Peter Herson Chief Advisor 

12) World Vision 

Mr. Theophil Hajong Operation Director 

13) PROSHIKA 

Mr. I. K. Baral Director, Health, Water, Sanitation & 

Housing 

14) Watsan Partners Project (WPP) 

Mr. Shakil Ahmed Ferdousi Deputy Director 

15) Asian Arsenic Network (AAN) 

Ms. Sachie Tsushima Country Representative 

（3） 日本国側関係者 

1) 在バングラデシュ日本国大使館 

前田  徹 参事官 

柿沼孝治 一等書記官 

木村安邦 二等書記官 

2) JICA バングラデシュ事務所 

坂本  隆 所長 

河崎充良 次長 

大塚卓哉 所員 

上潟口義孝 専門家 

川原一之 専門家 

荻野有子 専門家 



 

 

［資料］ ４．当該国の社会経済状況（国別基本情報抜粋） 
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６．基本設計概要表 

１．協力対象事業名 

バングラデシュ人民共和国 第５次多目的サイクロンシェルター建設計画 

２．我が国が援助することの必要性・妥当性 

（１）我が国が当該国に対して援助することの必要性・妥当性 
我が国は、バングラデシュ国（以下「バ」国）に対して、①LLDC 諸国の中で最大の人口を有する国

であり、開発需要が極めて大きいこと、②度重なる自然災害に見舞われていること、③民主化及び経
済自由化等の構造調整を進めていること等を踏まえ、経済協力を積極的に実施してきている。 
我が国は、90 年４月に派遣した経済協力総合調査団及びその後の政策協議等による「バ」国側との

政策対話を踏まえ、2000 年３月、「国別援助計画」を策定しており、その中で①農業・農村開発と農
業生産性向上、②社会分野（基礎的生活分野、人的資源開発）の改善、③投資促進・輸出振興のため
の基盤整備、④防災対策（洪水及びサイクロン対策等）を重点分野としている。 

（２）当該プロジェクトを実施することの必要性・妥当性 
「バ」国は、ガンジス川等の大河が作り出す世界最大のデルタからなっており、その大部分が低平

地という地理的特性から、洪水やサイクロンといった自然災害により深刻な被害を受けている。特に
沿岸地域を中心とする高度危険地域（High Risk Area:HRA）では、サイクロンによる暴風津波により、
1991 年には 14 万人もの人命が失われた。本件を契機とし、1993 年７月、「バ」国政府は HRA に居住す
る住民をサイクロンの暴風津波から守るための緊急対策としてマスタープラン（「多目的サイクロンシ
ェルター計画」）を作成し、2,500 ヵ所のサイクロンシェルター建設計画を策定した。 
本マスタープランを受け、我が国は防災対策を重点支援分野の一つとして、サイクロン対策に取り

組んでおり、1993 年から４次にわたり多目的サイクロンシェルター計 61 ヵ所を建設した。しかし、
2002 年までに完成したのは約 1,300 ヵ所のみであり、依然として約 1,200 ヵ所の建設が必要とされて
いる。 
また、同マスタープランでは平常時にシェルターを有効活用するため、教育施設として利用するこ

とが提案されており、他ドナー等と同様、我が国によって建設されたシェルターは平常時は初等学校
施設として利用されている。このように、シェルターを初等学校施設として兼用することは、「バ」国
が掲げる第２次初等教育開発計画（2003～2008 年）の重要課題である「インフラ開発による教育の質
向上」にも寄与する。 
当該プロジェクトの対象地域はバングラデシュ国政府より要請のあった Chittagong 県、Cox’s 

Bazar 県、Noakhali 県沿岸部の HRA であるが、これまで我が国が実施した第 1次から第４次までの案
件レビューを踏まえて設定したサイト選定基準に従い、サイクロン被害の最も深刻な 20 サイトを計画
対象とする。 

３．協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

１）ＨＲＡ内の対象地域３県におけるサイクロン被害が軽減される。 
２）対象地域３県における初等教育の学習環境が改善される。 

４．協力対象事業の内容 

（１）対象地域 
バングラデシュ国 Chittagong 県、Cox’s Bazar 県、Noakhali 県 

（２）アウトプット 
１）対象地域にサイクロンシェルターが建設される。 
２）建設されたサイクロンシェルターが初等学校として活用される。 

（３）インプット 
【日本側】 
サイクロンシェルター兼初等学校 20 ヵ所の建設 
（Chittagong 県：17 棟、Cox’s Bazar 県：１棟、Noakhali 県：２棟） 
付帯設備の建設/調達（深井戸、ポンプ、便所浄化槽、家具･備品等） 
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【相手国側】 
建設用地の確保、敷地の造成、工事用道路の建設、既存校舎の撤去、キラ（家畜等を避難させる
盛土地域）の建設 

（４）総事業費 
概算事業費 8.58 億円（日本側 7.00 億円、バングラデシュ国側 1.58 億円） 

（５）スケジュール 
実施設計期間を含め約 20 ヵ月の工期を予定 

（６）実施体制 
実施機関：地方自治・地域開発・組合省 地方自治技術局 
運営機関：初等・大衆教育省 初等教育総局 
監督機関：地方自治・地域開発・組合省 

５．プロジェクトの成果 

（１）プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模 
バングラデシュ国 Chittagong 県、Cox’s Bazar 県、Noakhali 県住民 
裨益人口：約 37,000 人*1 

（２）事業の目的（プロジェクト目標）達成を示す成果指標 

対象地域におけるサイクロンシェルターへの避難人口 

 
2003 年 

（本計画実施前） 
2005 年 

（本計画実施後） 
Cox's Bazar 県(１ｻｲﾄ) 0 人 2,081 人 

Chittagong 県(17 ｻｲﾄ) 0 人 31,579 人 

Noakhali 県(２ｻｲﾄ) 0 人 3,496 人 

対象地域における初等学校の１教室当たりの児童数 

 
2003 年 

（本計画実施前） 
2005 年*2 

（本計画実施後） 
Cox's Bazar 県(１ｻｲﾄ) 58 人 44 人 

Chittagong 県(17 ｻｲﾄ) 57 人 36 人 

Noakhali 県(２ｻｲﾄ) 77 人 44 人 

*1：裨益人口の算出方法は次のとおり。 
３教室タイプ（収容人数 1,703 名）×８棟＋４教室タイプ（1,793 名）×５棟＋５教室タイプ（2,081
名）×７棟＝37,156 人 

*2：指標の算定に関して、以下の条件を付す。 
①サイクロン時の最低収容人数（1,703 名）を確保するために３教室タイプを最小教室数とする。 
②教室数が不足する場合は既存教室を使用することにより対応。 

６．外部要因リスク 

（１）設計基準、推定確率を超えるサイクロンが襲来しない。 
（２）教室数が不足する対象地域では既存教室が利用される。 
（３）初等・大衆教育省から初等学校への運営管理費が継続的に支給される。 

７．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる成果指標 
１）サイクロン時のシェルターへの避難人口（人） 
２）対象地域における初等学校の１教室当たりの児童数（人） 

（２）評価のタイミング 
１）2005 年後以降（事業終了時の評価） 

 



 

 

［資料］ ７．参考資料/入手資料リスト 
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７．参考資料/入手資料リスト 

No. 資 料 名 形態 
収集 
資料 

専門家 
作成 
資料 

JICA 
作成 
資料 

発行機関 備考 

1 Standing Order on Disaster August 1999 コピー ○   MDM&R. DMB  

2 
National Indicative Programme / Order for 
Services 2003-2005 

コピー ○   Bangladesh  

3 
Country Strategy Paper Bangladesh 
2002-2006 

コピー ○   
European 
Commission 

 

4 
Preparation of Primary Education 
Development Program II (PEDPII) Final 
Plan October 2002 

コピー ○   DPE, PMED & ADB  

5 
Second Primary Education Development 
Program (PEDPII) Summary, January 2003 

コピー ○   DPE, PMED & ADB  

6 
Primary Education Statistics in Bangladesh 
2001, May 2002 

コピー ○   DPE  

7 
Bangladesh Education Sector Overview 
March 2002 

コピー ○   
Japan Bank for 
International 
Cooperation 

 

8 
Bangladesh Education Sector Review I-III 
2000 

コピー ○   World Bank  

9 
An Introduction to Disaster Management 
Bangladesh 

コピー ○   MDMR, DMB  

10 Meteorological Data 1990-2000 コピー ○   BMD  

11 CPP at a Glance February 2002 図 書 ○   CPP & BDRCS  

12 
Cyclone Shelter and School Building of 
Caritas June 1995 

コピー ○   
Caritas Development 
Institute (CDI) 

 

13 
Primary School-cum-Cyclone Shelters 
October 1996 

コピー 
○ 

  PMED (by CEU)  

14 
Comprehensive Disaster Management 
Programme (CDMP) 

コピー ○   UNDP  

15 
Coastal Embankment Rehabilitation 
Project 1995-2003 

コピー ○   BWDB  

16 
Arsenic Contamination of Groundwater in 
Bangladesh 

コピー ○   MLGRD & C  

17 
Analysis of Rates (10th Edition) October 
2002 

コピー ○   
Public Works 
Department 
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No. 資 料 名 形態 
収集 
資料 

専門家 
作成 
資料 

JICA 
作成 
資料 

発行機関 備考 

18 Analysis of Rates (9th Edition) July, 1997 コピー 
○ 

  Barisal PWD Circle  

19 
A National Strategy for Economic Growth, 
Poverty Reduction and Social 
Development  

コピー 
○ 

  
Ministry of Finance 
Economic Relations 
Division 

 

20 
Cyclone Shelter Preparatory Study March 
1998 

コピー ○   
Eeropean 
Commission 

 

21 Disasters and Public Finance August 2001 コピー ○   
Overseas 
Development 
Institute, UK 

 

22 
Natural Disaster Risk Management 
(1980-1999) August 2000 

コピー ○   
Disaster Management 
Facility, The World 
Bank 

 

23 Annual Report 2001 January 2002 コピー ○   DPHE  

24 
National Policy for Safe Water Supply & 
Sanitation 1998 

コピー ○   MLGRD & C  

25 Deep Well Specifications January 1981 コピー ○   DPHE  

26 
Shallow Well Specifications September 
1976 

コピー ○   DPHE  

27 
Primary School Rehabilitation Project (2nd 
Phase) 

コピー ○   ADB  

28 
Estimate for Construction of Multipurpose 
Cyclone Shelter 

コピー ○   
CDSP-II, LGED, 
Noakhali 

 

29 
Japan Bangladesh Joint Study Project on 
Floods, Final Report Sep 1997 

コピー ○   BUET, JICA  
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８－１ 詳細サイト状況調査結果 

[目的] 

調査対象サイトの適否の判断、調査対象サイト周辺の自然状況の把握及び各サイトの妥当

な施設規模等の策定に必要な社会条件把握のための情報収集。 

[調査方法] 

現地コンサルタントに再委託し、2003 年３月 26 日より４月４日まで、概略サイト状況調査

により選定された 22 サイトに対して行った。サイト状況を総体的に把握している関係者（地

方政府職員、ユニオン議会議員、地域代表など）、初等教育関連の情報を持つ校長・教師や

SMC メンバーなどに対して、質問票をもとにインタビューを実施した。 

[調査項目及び調査結果] 

調査項目及び調査結果は次の通り。主な質問項目に対する各サイト状況は表 A8-1-1～

A8-1-4 を参照。 

１．サイト周辺状況 

人口規模 

半径 1.5ｋｍ以内の人口は、中心街に位置するサイトの場合は約２万人、農村地域の場合は

2,000～5,000 人規模である。 

インフラ整備状況 

サイト周辺の道路は、土の道路が多く、ジープやリキシャなどのみが通行可能である。公

共上水道や公共下水道があるサイトはなく、飲み水の多くは井戸水が利用され、排水は放流

されている。電気が届いているサイトは 22 サイト中 13 サイトである。 

他ドナーによる既存シェルターまたはシェルター建設予定 

Caritas によるシェルターがサイト No.27、30、37、38 の周辺にあるが、収容人数が非常に

小規模である。基本的にはサイト周辺での他ドナーによる既存シェルターまたはシェルター

建設予定はないと判断できる。 

２．災害時に関連する情報 

警報 

警報は 1-10 段階に分類され、その内容は Bangladesh Red Crescent Society (BDRCS) や

Cyclone Preparedness Programme (CPP)といった組織を通じて、マイクロフォンで伝えられ

ている場合が多い。 

過去のサイクロン被害状況 

過去最大の被害があったのは 1991 年のサイクロン時であり、高波などによる溺死により多

くの犠牲者（150～4,000 人）が出ている。 
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キラ 

サイト周辺には既存のキラは存在しない。全 22サイトは外観上、キラの建設が可能である。

しかし、キラ建設予定地を確保できるという回答を地域住民から得たのは 15 サイトである。

残る７サイトがキラの建設予定地を確保できない/必要ないと回答した。その主な理由として、

①貧困地域なので、キラとして土地を取られるのは困る。キラの代わりに約７ｋｍ先にある

丘に家畜を避難させている。②近くに盛り土で作られた幹線道路があるので、家畜はそこに

避難させる。などが挙げられた。避難の際に持参するものとして多く挙げられたのが小量の

食糧、衣類・寝具であり、家畜という回答は２サイトのみであった。また、CPP の啓蒙活動で

は、何よりも人命が第一であることが指導されている。 

以上のことから、深刻な被害が出た 1991 年のサイクロン以降、警報システムが迅速かつ正

確に伝達されるようになったことも起因し、キラがなければシェルターに非難しないのでは

なく、警報により事前に準備を行いシェルターに避難するという意識変化がうかがえる。よ

って、シェルターにおけるキラの設置のニーズが必ずしも高いものではなくなってきている

と考えられる。 

３．既存初等学校の施設状況 

サイト内にある初等学校は全て「バ」国政府の所有である。建物の多くは鉄筋コンクリー

トまたはレンガ造りであり、その半数以上は老朽化が進むなどあまりよい状態にはない。 

付帯施設 

電気や電話はないが、給水施設として１サイトを除き井戸が設置されている。ただし、21

サイトの内、９サイトの井戸で故障がみられた。また、トイレは１サイトを除き設置されて

いる。 

多目的利用 

既存初等学校の多目的利用方法として、選挙投票所（11 サイト）、集会所（11 サイト）、

簡易ヘルス･スポット（３サイト）などが挙げられた。 

４．初等教育の現状 

就学状況 

就学者数（平均 374 名）、退学者数（平均 37 名）、留年者数（平均 25 名）は、サイトに

より様々である。出席率の平均は 84％である。児童数は全体的にやや減少傾向にある。 
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図 A8-1-1 対象サイトにおける児童数の推移 I（1996～2001 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教師の配置 

教師は少なくとも３名以上が配置されているが、女性教師の割合は 35％と低く、女性教師

がいない初等学校もある。男性教師および女性教師共に有資格者の場合が多い。 

シフト制 

22 サイト全ての初等学校が２部制で運営されており、午前はクラス１と２、午後にクラス

３～５が授業を受けている。 

就学率の向上及び退学率の削減のための重要課題 

コミュニティーの教育に対する意識の向上、両親の意識向上、子供の家庭内労働の削減、

学校施設の改善、教育の質向上などが挙げられた（図 A8-1-2 参照）。 

図 A8-1-2 就学率向上/退学率低下のための重要課題（教師の意見）（複数回答可） 
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５．利用の実態・維持管理の実態 

既存初等学校の収入及び支出内訳 

対象サイトにおける政府初等学校の平均予算は 37 万 TK であり、その予算源は、政府、寄

付、試験料、その他雑収入である。主な予算源である政府予算の多くが教師の給与や奨学金

として配分されている。その他の予算源は小額であり定期的に入ってくるものはない。 

そのため、実際に政府初等学校が使用できる予算は非常に限られている。22 サイトの内 14

サイトが維持管理の問題点として資金不足を指摘している。 

地域住民の半数近くが農業に従事しており収入も多いとはいえない状況において寄付を募

るのは難しい状況にある。22 サイト中６サイトの初等学校においてメンテナンス費（小規模

修理など）が支出されている。支出額はそれぞれ、5,400TK、12,000TK、1,200TK、3,000TK、

1,800TK、1,104TK であり、親からの資金や寄付により捻出されているものがほとんどである

が、非常に小規模な修理に留まる。 

図 A8-1-3 既存初等学校における収入内訳       図 A8-1-4 既存初等学校における支出内訳 
（サイト平均）                               （サイト平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校運営に関する責任主体 

学校の全般的な責任は、郡事務所、教師、SMC がその役割を担うと考えられている（図 A8-1-5

参照）。郡事務所は郡内すべての初等学校を管轄しているため、個々の初等学校における実

質的な運営管理は教師を含む SMC となる。調査で回答を得る際、校長や教師は他の地域から

通勤しているため、SMC メンバーのほうが学校やコミュニティーの状況をよく把握している場

合もあった。SMC メンバーは、地域差はあるものの多くの情報を把握していることから管理能

力があるといえる。 

財政的な責任は、上述したようにコミュニティーからの貢献は難しく、その多くが郡事務

所（16 サイト）にあると考えられている。コミュニティーが貢献できるのは維持管理に関連

する労働提供であるとの回答を得た。 

SMC の会合はは毎月、PTA の場合の多くは３ヶ月毎に開催されている。学校が抱える運営管

理に関する問題点として、人材（教師）不足（17 サイト）、資金不足（14 サイト）が挙げら

れている。 
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図 A8-1-5 全 22 サイトにおける学校に関する分野別責任主体の比較（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 A8-1-1 サイト周辺状況 

道の種類 
サイト 
No. 

High 
Risk 
Area 

半径 1.5 
ｋｍ以内 
の人口 
（人） 

公共 
上水道 

井戸 
公共 
下水道 

周辺 
戸の 
深さ 
（ｍ） 

電気 

主要道 
路まで 
の距離 
（ｋｍ） 土 ﾚﾝｶﾞ ｱｽﾌｧﾙﾄ ｺﾝｸﾘｰﾄ 

6 内 10,000 無 有 無 250 有 0.1 ∨ ∨   

13 内 13,000 無 有 無 45 有 0.7 ∨    

14 内 25,000 無 有 無 45 有 3.1 ∨ ∨ ∨  

15 内 30,000 無 有 無 15 有 1.4 ∨ ∨   

16 内 12,000 無 有 無 300 無 0.5 ∨    

18 内 15,000 無 有 無 300 無 0.2 ∨   ∨ 

19 内 20,000 無 有 無 300 無 0.3 ∨    

21 内 22,000 無 有 無 18 有 3.5 ∨  ∨  

22 内 20,000 無 有 無 18 無 3.3 ∨  ∨ ∨ 

23 内 6,000 無 有 無 18 有 0.25 ∨ ∨   

24 内 15,000 無 有 無 230 無 4.7 ∨ ∨ ∨  

25 内 15,000 無 有 無 150 有 0.5 ∨ ∨   

27 内 6,000 無 有 無 15 有 4.8 ∨ ∨   

28 内 20,000 無 有 無 200 無 2 ∨    

29 内 11,000 無 有 無 300 有 3 ∨ ∨   

30 内 4,500 無 有 無 50 有 2.5 ∨ ∨   

31 内 15,000 無 有 無 300 有 1 ∨    

32 内 7,000 無 有 無 36 有 2 ∨ ∨   

35 内 6,000 無 有 無 60 有 10 ∨ ∨   

37 内 5,000 無 有 無 450 無 7 ∨    

38 内 4,500 無 有 無 450 無 5 ∨    

39 内 4,000 無 有 無 450 無 10 ∨    
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表 A8-1-2 災害時に関連する情報 

避難時の持参物 
サイト 
No. 

警報主管 
組織*3 

警報の 
種類 

警報 
手段 

サイクロン時 
の管理組織*3 

過去最大 
被害年 

犠牲者 
（人） 

津波高 
（ｍ） 

近隣ｼｪﾙﾀｰ
への距離 
（ｋｍ） 

既存ｷﾗ 
の有無 

ｷﾗ建設
用地 

ｷﾗ（地 
域住民
意見） 

丘陵地、２ 
階以上の公
共建物(1.5
ｋｍ以内) 

食糧 
調理 
器具 

衣類/ 
寝具 

貴重品 家畜 

6 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS/UP 1991 年 500 2 2 無 有 要 無 ∨ ∨ ∨ ∨  

13 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS 1991 年 150 2.2 2.5 無 有 要 無 ∨ ∨ ∨   

14 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS/UP 1991 年 1,000 1.5 5 無 有 要 無 ∨  ∨ ∨  

15 BDRCS １～10 テレビ/ラジオ World Vision/CPP 1991 年 500 2.2 5 無 有 要 無   ∨ ∨  

16 BDRCS １～10 マイク N.A. 1991 年 300 2 2 無 有 不要 無 ∨ ∨ ∨  鶏 アヒル 

18 BDRCS １～10 マイク N.A. 1991 年 600 1.5 7 無 有 要 無      

19 BDRCS １～10 マイク N.A. 1991 年 1,000 2.5 N.A.*1 無 有 要 無 ∨ ∨ ∨  ヤギ 牛 

21 BDRCS/UNO １～10 マイク SMC/PMED/LGED 1991 年 500 1.5 3 無 有 要 無 ∨ ∨ ∨   

22 CPP/BDRCS １～10 マイク DMC/UP 1991 年 300 1.2 4 無 有 要 無 ∨  ∨   

23 BDRCS １～10 マイク BDRCS/local people 1991 年 200 1 3 無 有 要 無 ∨  ∨   

24 BDRCS １～10 マイク DMC/UP 1991 年 250 1.2 2 無 有 要 無 ∨  ∨   

25 CPP/BDRCS １～10 マイク DMC/SMC 1991 年 300 1.2 7 無 有 要 無 ∨  ∨   

27 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS 1991 年 250 1.5 2 *2 無 有 不要 無 ∨  ∨   

28 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS 1991 年 350 2 3.5 無 有 不要 無      

29 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS/UP 1991 年 200 2 2 無 有 不要 無 ∨ ∨ ∨ ∨  

30 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS/UP 1991 年 400 3 2 *2 無 有 要 無 ∨  ∨ ∨  

31 BDRCS １～10 マイク DMC/Local Club 1991 年 150 3 2 無 有 要 無 ∨  ∨   

32 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS 1991 年 200 3 2 無 有 不要 無 ∨  ∨   

35 CPP １～10 マイク DMC/CPP/UP 1991 年 4,000 2.1 2.5 無 有 不要 無 ∨  ∨ ∨  

37 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCS 1991 年 1,500 3 3.5 *2 無 有 要 無 ∨     

38 BDRCS １～10 マイク DMC/BDRCSC 1991 年 1200 3 3.5 *2 無 有 不要 無 ∨ ∨    

39 BDRCS/ASPUK １～10 マイク BDRCS/ASPUK 1991 年 3000 3 3 無 有 要 無 ∨ ∨    
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注）  *1：シェルターとして不適切な老朽化したＰＷＤシェルターがサイト内に存在する。 
*2：避難人口が周辺人口に比較して極めて小さい小型シェルターがサイト付近に存在する｡ 
*3: このコラムでの BDRCS は CPP を意味する。 

 



 

 

表 A8-1-3 既存小学校の施設状況 

サイト
No. 

土地 
所有者 

建物状況
（△：あ
まり良く
ない） 

築後 
既存学校 
の撤去 

学校内 
の電気 

電話 給水源 
井戸の 
状態 

井戸の 
深さ 
（ｍ） 

トイレ 
管理主体 

（郡事務所：U、教師：T、
SMC：S、ｺﾐｭﾆﾃｨ-：C） 

修理手続き 
サイト内の 
池のサイズ 
（ｍ） 

池水がほ 
とんどな 
い 

フィルタ 
ーを使用 
すれば池 
水飲料可 

池水飲料 
不可 

6 政府 良 2 年 不要 無 無 井戸 良 250 有 T 申請 24.0×16.0 ∨   

13 政府 良 12 年 不要 無 無 井戸 良 45 有 U,T,S,C 申請 16.0×12.0 ∨   

14 政府 △ 30 年 不要 無 無 井戸 故障 45 有 U,T 申請 24.68×22.55   ∨ 

15 政府 良 N.A. 要 無 無 井戸 良 10 有 U,T,S 申請 43.8×21.5   ∨ 

16 政府 △ 25 年 不要 無 無 井戸 良 300 有 N.A. 申請 31.0×25.0   ∨ 

18 政府 △ 38 年 不要 無 無 井戸 故障 300 有 N.A. 申請 110.0×80.0  ∨  

19 政府 良 25 年 不要 無 無 井戸 良 300 有 N.A. 申請 サイト内池なし    

21 政府 良 14 年 不要 無 無 井戸 故障 25 有 U,T,S 
申請/技術者 
パトロール 

36.0×28.0   ∨ 

22 政府 良 1 ヶ月 不要 無 無 なし - - 有 U,T,S N.A. 36.0×24.0   ∨ 

23 政府 △ 20 年 不要 無 無 井戸 良 18 有 U,T,S N.A. 34.0×28.0   ∨ 

24 政府 △ 7 年 不要 無 無 井戸 良 240 無 U,T 申請 34.0×22.0   ∨ 

25 政府 △ 30 年 不要 無 無 井戸 故障 10 有 U,T 
申請/技術者 
パトロール 

36.0×28.0   ∨ 

27 政府 △ 36 年 要 無 無 井戸 故障 15 有 U,T,S 申請 30.0×22.0   ∨ 

28 政府 △ 38 年 不要 無 無 井戸 故障 200 有 U,T,S,C 申請 サイト内池なし    

29 政府 △ 9 年 不要 無 無 井戸 良 300 有 U,T,S,C 申請 サイト内池なし    

30 政府 △ 35 年 不要 無 無 井戸 故障 50 有 U,T,S,C 申請 サイト内池なし    

31 政府 △ 39 年 不要 無 無 井戸 故障 300 有 U,T,S 申請 24.0×18.0   ∨ 

32 政府 △ 18 年 要 無 無 井戸 故障 36 有 U,T,S,C 申請 
(i) 24×16 
(ii) 30×20 

  ∨ 

35 政府 良 N.A. 不要 無 無 井戸 良 60 有 T,S 申請 サイト内池なし    

37 政府 △ 11 年 不要 無 無 井戸 良 450 有 N.A. 申請 サイト内池なし    

38 政府 △ 16 年 要 無 無 井戸 良 450 有 N.A. 申請 50.0～40.0×30.0   ∨ 

39 政府 ○ 36 年 不要 無 無 井戸 良 450 有 N.A. 申請 サイト内池なし    
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表 A8-1-4 初等教育の現状 

サイト 
No. 

総就学者数 
（2002 年） 

就学者 
（午前） 

就学者 
（午後） 

留年者数 
（2001 年） 

退学者数 
（2001 年） 

出席率 
（％） 

クラス数 
（合計） 

男性教師 
（有資格） 

女性教師 
（有資格） 

男性教師 
（無資格） 

女性教師 
（無資格） 

男性教師 
（合計） 

女性教師 
（合計） 

教師 
（合計） 

6 700 300 400 41 7 90 10 5 0 0 0 5 0 5 

13 360 157 203 86 0 80 9 4 0 0 0 4 0 4 

14 312 112 200 17 20 80 5 1 3 0 0 1 3 4 

15 757 300 457 19 108 70 10 3 7 0 0 3 7 10 

16 131 59 72 3 12 95 5 0 2 0 1 0 3 3 

18 510 180 330 0 23 90 10 8 0 0 0 8 0 8 

19 915 392 523 0 98 90 15 1 0 2 2 3 2 5 

21 190 77 113 11 230 80 6 2 2 0 0 2 2 4 

22 210 91 119 14 0 80 5 4 0 0 0 4 0 4 

23 217 90 127 9 0 80 5 1 4 0 0 1 4 5 

24 84 40 44 3 0 75 5 2 1 0 0 2 1 3 

25 173 60 113 6 0 90 5 1 3 0 0 1 3 4 

27 272 108 164 8 10 85 5 3 0 0 0 3 0 3 

28 505 290 215 16 15 86 9 3 0 0 0 3 0 3 

29 673 375 298 39 34 82 5 3 2 0 0 3 2 5 

30 339 152 187 66 0 83 5 2 2 0 0 2 2 4 

31 213 138 75 36 17 84 5 3 0 1 0 4 0 4 

32 344 141 203 38 28 85 9 2 3 0 0 3 0 3 

35 446 210 236 48 7 85 7 3 0 0 0 3 0 3 

37 266 130 136 35 71 90 5 2 1 0 1 2 2 4 

38 346 164 182 43 109 89 7 1 0 2 1 3 1 4 

39 263 145 118 5 33 87 5 1 0 1 1 2 1 3 

平均値 374 169 205 24.7 37.4 84.4 6.9 2.5 1.4 0.3 0.3 2.8 1.5 4.3 
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８－２ 社会環境調査結果 



 

 

８－２ 社会環境調査結果 

表 A8-2-1 サイト別経済社会環境 

地域住民が従事する主な経済活動 
（単位：人） 

地域住民が認識する貧富の分類 
（単位：％） 

宗教 
（単位：％） サイト 

No. 農業（地 
主など） 

農業（労 
働者） 

運送業 
ボート 
運営 

漁業 石工業 大工業 ビジネス 
サービ 
ス業 

小規模 
貿易 

富裕層 中間層 貧困層 最貧困層 
イスラム 
教 

ヒンズー 
教 

キリスト 
教 

仏教 その他 

6 250 1,200 150 50 550 20 50 70 300 150 3 22 25 50 90 10 0 0 0 

13 700 1,400 140 140 350 350 140 14 70 350 5 10 70 15 95 5 0 0 0 

14 360 7,200 120 2,400 120 120 120 30 30 360 2 18 30 50 98 0 0 0 2 

15 400 4,000 200 4,000 200 200 200 200 5,000 600 3 27 50 20 98 0 0 0 2 

16 125 570 80 15 20 10 5 3 30 75 5 60 5 30 90 10 0 0 0 

18 200 3,000 170 12 113 200 250 3 1,100 60 1 10 20 69 95 5 0 0 0 

19 50 2,000 30 30 300 7 30 3 125 300 2 8 20 70 97 3 0 0 0 

21 100 100 60 - - 5 5 5 100 15 30 25 15 30 65 35 0 0 0 

22 800 500 100 - 150 30 20 1 100 50 1 15 34 50 0 0 0 0 0 

23 150 50 20 -  20 20 10 40 40 10 50 15 25 60 40 0 0 0 

24 800 450 100 - 150 50 10 - 200 100 1 25 30 44 65 20 0 15 0 

25 250 250 50 - 10 7 5 5 60 100 1 34 25 40 50 50 0 0 0 

27 1,700 600 700 - 400 100 50 - 200 100 5 15 25 55 60 40 0 0 0 

28 150 350 35 15 40 20 15 25 140 30 5 20 50 25 95 2 0 3 0 

29 40 4,000 120 80 50 20 15 - 300 40 2 10 20 68 95 5 0 0 0 

30 100 500 50 20 20 25 20 30 200 35 2 20 50 28 90 10 0 0 0 

31 125 350 20 22 25 8 15 10 40 20 - 2 18 80 95 5 0 0 0 

32 30 1,500 150 10 15 10 30 12 150 20 - 2 90 8 75 23 2 0 0 

35 1,050 1,725 100 75 1,200 45 10 25 225 50 1 3 20 49 99 1 0 0 0 

37 480 1,000 200 300 500 50 50 15 100 500 1 2 17 80 100 0 0 0 0 

38 150 1,300 60 80 150 15 20 8 60 85 1 14 25 60 90 10 0 0 0 

39 220 870 40 70 130 45 15 2 100 50 2 18 30 50 80 20 0 0 0 
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表 A8-2-2 現地で活動する NGO 及び CSO（サイト別） 

サイト 
No. 

組織名（１） 
メンバ 
ー数 

組織名（２） 
メンバ
ー数 

組織名（３） 
メンバ
ー数 

組織名（４） 
メンバ
ー数 

組織名（５） 
メンバ
ー数 

6 Grameen Bank 900 Caritas 240 Fisherman Samiti 120 Proshika 30 HEED Bangladesh 20 

13 Momota Organization 400 Nowhojan Organization 200 BDRCS 33     

14 Shampari Organization 150 Ansar /VDP Club 64 Isana gar Youth Club 40 Protiva Organization 30 CPP (BDRCS) 24 

15 
Social Welfare 
Organization 

214 
Shampan Driver Welfare 
Organization 

250 
North East Youth Club 
Organization 

130 
Shah Somiya Fish 
Organization 

110 
Mukto Bihongo 
Organization 

71 

16           

18 Fight for Hunger 95 Nari Samiti 20 Caritas 11     

19 Caritas 90 ASPUK 21       

21 Grameen Bank 50 Temuhini Juba Sanga 24 ASA 22 Proshika 22   

22 
Grameen Bank 200 CAP Bangladesh 160 Mishok  Sanga 160 

Youth Development 
Organization 

150 Proshika 100 

23 Rangdhanu Social Club 25 Ralatan Club 25 Grameen Bank 48 ASA 22 Proshika 23 

24 BRAC 30 Riksha Malik Samiti 30 Rabariful Babsayi Samiti 20     

25 Proshika 210 Hazisorai Youth Snaga 75 Grameen Bank 30     

27 SEBA 500 
Shaheed Zia Sritti  
Sanga 

200 Saherkhali Souhanna Sanga 200 Grameen Bank 120 Proshika 100 

28 BRAC 90 BRDB 45 Proshika 40 Grameen Bank 16 CARE N.A. 

29 Grameen Bank 100 BRAC 90       

30 UDDIPAN 300         

31 Proshika 120         

32 BRAC 90 UDDIPON 90 Proshika 90 Grameen Bank 90 HEED BANGLADESH 60 

35 Nojoyan Somiti 67 Krishi Somohaya Samiti 42 Caritas 30 Shahti Para Somiti 25   

37 Proshika 10 ASPUK 9       

38 BDRCS 9         

39 Proshika 120 ASPUK 50       
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８－３ 水理・水文調査結果 
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８－３ 水理・水文調査結果 

我が国が第１次から４次にわたり建設した 61 棟のシェルターの内で、Meghna 川下流部左岸側に在

った１棟（第３次計画サイト No.９：Ramgati 地区）は既に河道変化により流失しており、また、さ

らに、Sangu 川下流部左岸側に建設された１棟（第２次計画サイト No.2：Banshkhali 地区）は現在、

基礎部を洗掘されて流失の危機に瀕している。 

このような事態を踏まえ、本第５次調査においては、サイト選定基準の一基準として“5）要請サ

イトが河川の河道変化によって浸食される可能性が低い”の項が新たに追加され、その評価・判定

のための基礎資料を得ることを目的に、衛星画像等の分析を踏まえた計画対象地域の河道変化によ

る河岸浸食の可能性に関する水理・水文調査が実施された。 

１．既存シェルターの河岸浸食による被害(流失)状況 

調査対象地域における既存シェルターの内で、現地踏査の際の聞取り調査により明らかとなった

河岸浸食により今後、流失の可能性が高いと推測されるもの、我が国の援助によるシェルターの内

ですでに流失したもの及び、流失する寸前のもの等の状況を一覧表に取りまとめると、表 A8-3-1 の

とおりとなる。 

今回の現地調査時において既に、流失したものと確認されたシェルターは、ドナー別では、 

・カリタス（２ヵ所）： Sandwip（１ヵ所）、Hatiya（１ヵ所） 

・BDRCS（５ヵ所）：Hatiya（４ヵ所）、Ramgati（１ヵ所） 

・日本（１ヵ所）：Ramgati（１ヵ所、第３次計画サイト No.9） 

・EU（１ヵ所）：Ramgati（１ヵ所） 

・その他（１ヵ所）：Ramgati（１ヵ所） 

の合計 10 ヵ所となる。10 ヵ所の地域分布では、Sandwip が１ヵ所、Hatiya が５ヵ所及び Ramgati

が４ヵ所となる。また、現地の立地自然状況から判断して、今後、河岸浸食の影響を受けて、流失

する可能性が高いと推定される既存のシェルターは、 

・日本（１ヵ所）：Banshkhali（１ヵ所、第２次計画サイト No.2） 

・ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾋﾞｱ（１ヵ所）：Banshkhali（１ヵ所、Sangu 川下流左岸側河岸沿い：第２次計画サイト

No.2 の上流） 

・「バ」国（１ヵ所）：Sandwip（１ヵ所、島の西側河岸沿いの College 敷地内） 

・Caritas（１ヵ所）：Hatiya（１ヵ所、島の西側河岸堤防沿い） 

・EU（２ヵ所）：Ramgati（２ヵ所、内１ヵ所は、水資源省により河岸保護工事に着手） 

の６ヵ所となる。 

（１）日本の援助により建設されたシェルター（第２次計画サイト No.2: Rata Khordo GPS）の状況 

流失寸前の状況にある Banshkhali における日本の援助により建設されたシェルター（第２次計画

サイト No.2：Rata Khordo GPS）の今年３月中旬頃における状況は、ＪＩＣＡ専門家（LGED）による
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と、昨年 11 月時点の状況と対比した場合、現在のシェルター自体及びその周辺状況はそれほど変化

していないとのことである。 

当該地点周辺左岸側の現況の河岸法線形からみてシェルター自体が河心側に若干突き出ているよ

うな状況になっており、洪水時の水流の影響を強く受けて、さらに、浸食が進むために、依然とし

て危険な状況に在ると考えられる。過去に当該シェルターの流失を回避するための対策工事が実施

された状況は確認できたが、現時点では、放置されたままである。特に、上下流の河岸の浸食に対

しては堤防部を築堤・補強した様に見受けられるが、現在では、シェルター直上流での堤防がカミ

ソリ堤（堤防天端幅が極端に狭い）状態であることから堤防としては極めて脆弱なものであると見

なされる。今年の洪水の規模如何によっては、さらに、河岸浸食が進み、河川水が堤内地側に回り

込むように浸入して、シェルター自身が河川中に取り残されたような状態になることが推測される。

なお、施設は、現時点では、そのまま学校施設として活用されている。 

Sangu 川下流部左岸沿いに位置する日本の援助により建設されたシェルターの状況 

（第２次計画サイト No.2：Rata Khordo GPS） 

 

   
屋上より上流部を望む シェルターを下流より望む 屋上より下流部を望む 

（２）Sangu 川下流部左岸の河岸浸食の影響を受ける可能性が高いと想定されるシェルターの状況 

前述のシェルターの北方約 5.7ｋｍの Sangu 川上流左岸沿いの地点にｻｳｼﾞ･ｱﾗﾋﾞｱの援助により建

設されたシェルターがある。このシェルターは、河岸から約 15ｍの距離に位置しており、この付近

の Sangu 川の河岸は現在、浸食が進行中の区間である。聞取り調査によると、当該シェルターの上

流約 100ｍ付近に在ったモスクが昨年頃に流失したとのことであり、河岸部には浸食を防ぐための新

たな堤防等もなく、今年以降の洪水の規模によっては、シェルターの基礎部の浸食や、流失の可能

性が高いのではないかと想定される。 

Sangu 川下流部左岸沿いの今後、河岸浸食の影響を受ける可能性が想定されるシェルター 

   
シェルターより上流左岸側を望む シェルターを上流側より望む 河岸より南方へ No.30 を望む 
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（３）Sandwip 島西側河岸沿いのシェルターの状況 

Sandwip 島の西側は、最近約 30 年間で河岸が約 2.2ｋｍ浸食されており、現在、College の敷地裏

手まで河岸が迫っている。写真のとおり、河岸の補強がなされているが、今後の浸食の進行が危惧

される。 

Sandwip 島西側河岸沿いに College の敷地が位置するシェルター 

   
College 校舎を西側河岸より望む 西側河岸の法面保護の状態 College 敷地内にあるシェルター 

（４）Hatiya 島西側河岸の状況 

Hatiya 島西側の河岸は約 30 年間で約 1.5ｋｍの河岸浸食が認められ現在も進行中である。聞取り

調査によると、最近1年間で約600ｍ河岸が浸食されたとのことである。No.39の近傍の河岸沿いは、

岸から約 200ｍの位置に堤防があり、堤防の堤内地側脇に Caritas のシェルターが在る。この堤防は、

河岸沿いに延長されているが、約 300ｍ南下した地点で途切れており、その地点では河岸は約 20ｍ

である。 

Hatiya 島西側河岸の状況 

   
西側河岸を南側より北方向を望む 西側河岸を北側より南方向を望む 堤防上より No.39 を望む 

（５）メグナ川下流部左岸(Ramgati)において実施されている河岸浸食防止・保護対策工事の状況 

メグナ川下流左岸の Ramgati に日本の援助により建設され、既に流失してしまったシェルター（第

３次計画サイト No.9：Char Gazi GPS）の上流の幹線道路沿いに位置するＥＵのシェルター前方のメ

グナ川河岸の浸食に対し、聞取り調査によると、２年前に河岸の浸食防止、保護等の対策工事の要

請を行い、今年の２月より５ヵ年計画で河岸保護工事に水資源省により着手され、その状況は以下

の写真とおりである。 

今年の洪水期における河岸への浸食防止工及びその保護工施設としての効果を踏まえた上で、次

年度以降の対策施設の実施方針等が検討されるものと考える。 
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水資源省において実施されている河岸の浸食を抑制・保護するための工事の状況 

   
河岸保護工作物 メグナ川左岸上流部を望む メグナ川左岸下流部を望む 

表 A8-3-1 調査対象地域における既存シェルターの河岸浸食による被害状況一覧 

District Upazila 
援助機関等

名称 

流失した既存シェ

ルター 

(聞取り調査) 

流失が想定される

既存シェルター 

（現地踏査等） 

河岸浸食に対する「バ」

国政府による対策の状

況 

Cox’s Bazar Chakaria 日本 なし なし  

  他ﾄﾞﾅｰ等 なし なし  

Chittagong Patiya 日本 なし なし  

  他ﾄﾞﾅｰ等 なし なし  

 Sandwip 日本 なし なし  

  他ﾄﾞﾅｰ等 Caritas：１ヵ所 「バ」国：カレッジ

に１棟 

河岸放置状態(西側河

岸) 

 Miresharai 日本 なし なし  

  他ﾄﾞﾅｰ等 なし なし  

 Banshkhali 日本 なし 日本：1 ヵ所 

(PhaseII-2) 

法面保護工施工後放置

状態(Sangu 川左岸) 

  他ﾄﾞﾅｰ等 なし ｻｳｼﾞ･ｱﾗﾋﾞｱ：１ヵ所 河岸放置状態（Sangu 川

左岸） 

 Anowara 日本 なし なし  

  他ﾄﾞﾅｰ等 なし なし  

Noakhali Hatiya 日本 なし なし  

  他ﾄﾞﾅｰ等 BDRCS：4 ヵ所 

Caritas：1 ヵ所 

Caritas：1 ヵ所 河岸放置状態（西側河

岸） 

 Noakhali 日本 なし なし  

  他ﾄﾞﾅｰ等 なし なし  

Laksmipur Ramgati 日本 １ヵ所 

(PhaseIII-9) 

 

なし （河岸浸食により、周囲

の地形がすっかり変わ

ってしまい、その跡地を

現地にて確認すること

ができなかった） 

  他ﾄﾞﾅｰ等 BDRCS：１ヵ所 

EU：１ヵ所 

その他：１ヵ所 

EU：２ヵ所 1 ヵ所は今年２月より５

ヵ年計画で河岸保護工

事に着手：水資源省、他

の１ヵ所は河岸放置状

態（Meghna 川左岸） 
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２．衛星画像による河岸の経年変化状況の把握 

調査対象地域における河岸の浸食・堆積等の経年変化状況を把握するために、表 A8-3-2 に示すと

おりのランドサットによる衛星画像データ（縮尺１：150,000）を入手し、両者の河岸線痕跡を重ね

合わせた図を作成すると、図 A8-3-1～図 A8-3-6 のとおりとなる。また、調査対象地域の内で、河岸

浸食の変化が著しい Sandwip 地区の西側河岸域、Hayiya 地区の西側河岸域及び Meghna 川下流左岸の

Ramgati 地区における衛星画像撮影年間毎の浸食変化量（距離）とその年平均変化量（距離）を取り

まとめると表 A8-3-3 のとおりとなる。 

表 A8-3-2 調査対象地域を網羅した衛星画像データの一覧 

Part of Study 

Area 

Landsat 

Path/Row 

1973/74 1984 1996 2001 

North East 146/44 27-Jan-1974 25-Feb-1984 18-Feb-1996 14-Jan-2001 

South East 146/45 9-Jan-1974 25-Feb-1984 18-Feb-1996 14-Jan-2001 

North West 147/44 2-Feb-1973 19-Mar-1984 9-Feb-1996 29-Jan-2001 

South West 147/45 2-Feb-1973 19-Mar-1984 9-Feb-1996 29-Jan-2001 

表 A8-3-3 河岸浸食が著しい地区における河岸浸食量（距離）及び年平均浸食量（距離） 

 1973/74～1984 

（11 年間平均） 

1984～1996 

（12 年間平均） 

1996～2001 

（5 年間平均） 

1973/74～2001 

（28 年間平均） 

Sandwip 西側河岸 0.9ｋｍ 

(80ｍ/year) 

0.9ｋｍ 

(80ｍ/year) 

0.3ｋｍ 

(60ｍ/year) 

2.1ｋｍ 

(80ｍ/year) 

Hatiya 西側河岸 0.7ｋｍ 

(60ｍ/year) 

0.3ｋｍ 

(30ｍ/year) 

0.4ｋｍ 

(80ｍ/year) 

1.4ｋｍ 

(50ｍ/year) 

Meghna 川下流左岸 

Ramgati 地区 

1.0ｋｍ 

(90ｍ/year) 

1.2ｋｍ 

(100ｍ/year) 

0.8ｋｍ 

(160ｍ/year) 

3.0ｋｍ 

(110ｍ/year) 

（１）Cox’s Bazar 県 Chakaria 郡地区（No.6）：図 A8-3-1 参照 

No.6 敷地の裏手に位置する旧 Matamuhari 川は、現在、運河として舟運等に利用されている。約

30 年間の衛星画像データによる河岸の経年変化から、その河岸の変動は、河道変遷に至るような浸

食は認められない。現在の Matamuhari 川河口は河道変遷が繰り返され、南方へ 20ｋｍ程度移動して

いる。 

土地利用上、1973/74 画像において、緑地植林地であった Matamuhari 川下流部は、1984 年画像で

は半分の地区が池（海老の養殖や、塩の生産のためのもの）に変わっており、1996 年画像では、2001

年画像と同様に、ほとんどが池に変わり、約 30 年間に大きな変化が有ったことを認められる。 

（２）Chittagong 県地区 

１）Patiya 郡地区（No.13、No.14、No.15）：図 A8-3-2 参照 

３ヵ所が位置している Karnaphuli 川の河岸の状況は、約 30 年間の衛星画像データによると、

河道変遷に至るような浸食は認められない。 
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計画施設は、Karnaphuli 川下流左岸側近傍に位置しているが、その河岸には工場やドック等が

連なっており、河岸の維持に対する関心は高いと考えられる。また、対岸は Chittagong の市街地

部であり、上流には Karnaphuli 橋があり、また、上流 Rangmati には水力発電を目的とするダム

があることから、河岸の大規模な浸食による河道の変遷は生じないものと考えられる。 

２）Sandwip 郡地区（No.16、No.18、No.19）：図 A8-3-3 参照 

約 30 年間の衛星画像データによると、島の西側～南側の河岸は浸食が進んでいるが、表 A8-3-3

に示すとおり、28 年間の平均浸食量（80ｍ/year）に対して、最近５年間の平均浸食量（60ｍ/year）

により若干河岸浸食に鈍化の傾向が認められる。北側～東側の河岸は堆積傾向にあり、特に、東

側においては、河岸の東進に伴って、植林緑地化した部分が増加したことが認められる。 

計画施設は島中央部に位置しており、大規模な河岸浸食の影響を受ける可能性は低いものと考

える。 

３）Miresharai 郡地区（No.21、No.22、No.23、No.24、No.25、No.27）：図 A8-3-4 参照 

Miresharai 地区の河岸は、衛星画像データによると、特に、Feni 川下流部～河口に近い No.21、

No.22、No.24、No.25 及び No.27 は堆積傾向にあり、No.23 においても、幹線道路に近く、河岸か

ら遠距離に位置するために、大規模な河岸浸食の影響を受ける可能性は低いものと考える 

Miresharai 地区の河岸においては、約 30 年間で植林緑地化した部分が増加したことが認められ

る。 

４）Banshkhali 郡地区（No.28、No.29、No.30、No.31、No.32）：図 A8-3-2 参照 

No.28、No.29 及び No.32 の近傍の水域である Bengal 湾河岸は、衛星画像データによると、堆積

傾向にあり、一部、植林緑地化が進められている状況が認められる。また、Kutubdia Channel 左

岸側に位置する No.31 は、同様に、河岸域が堆積傾向にある。 

No.30 は、Sangu 川下流部左岸に位置し、その河岸は約 30 年間で著しく変遷したことを衛星画

像データで確認することができる。特に、左岸側は、既往の資料(図 A8-3-8 参照)においても、河

岸浸食の影響を受けることが知られている。 

No.30 の北側河岸は、その上下流の河道変遷にもかかわらず、約 30 年間で大きくは変化してお

らず、現在、上流のフェリーによる渡河地点下流に橋梁（建設中）であることから架橋地点上下

流区間における河岸の安定化の試みがなされることが期待できる。 

５）Anowara 郡地区（No.35）：図 A8-3-2 参照 

No.35 は、Sangu 川下流部右岸に位置し、Sangu 川の河道変遷の状況は上述のとおりである。し

かしながら、右岸側は、既往の資料(図 A8-3-8 参照)においては、河岸浸食による影響も大きくな

いと評価されている。 

No.35 の近傍河岸には、取水口が数ヵ所在り、連続した河川堤防が連なっていることから、No.35

に影響を与えるような大規模な河道変遷は生じないものと考える。 

（３）Noakhali 県 Hatiya 郡地区（No.37、No.38、No.39）：図 A8-3-5 参照 

島の西部～北部の河岸域は図 A8-3-5 及び表 A8-3-3 に示すとおり、28 年間の平均浸食量（50ｍ



A-8-17 

/year）に対して、最近５年間の平均浸食量（80ｍ/year）が大きいことから、浸食傾向にあるが、

東部～南部の河岸域は堆積傾向にある。 

島の東部～南部の堆積が進んでいる河岸域では植林緑地化が約30年間で進んでいることを認める

ことができる。 

No.37 及び No.38 は、島の中央東側寄り、或いは、南側東側寄りに位置しており、緑林緑地等のそ

れぞれの河岸域保全の試みがなされていることから、大規模な河岸浸食による影響を受ける可能性

は低いと考えられる。しかしながら、No.39 は、西側河岸に近く、また、西側河岸域の浸食が進んで

いるにもかかわらず、現在、何ら、対策が施されていないため、今後、さらに、河岸の浸食が進ん

だ場合は、その影響を受ける可能性が高いと考えられる。 

（４）Meghna 川下流部：図 A8-3-6 参照 

Ramgati におけるメグナ川は、約 30 年年間の衛星画像データより、最大で３ｋｍ、最小で 1.5ｋ

ｍの河岸浸食を受けていることを確認することができる。表 A8-3-3 によると、28 年間の平均浸食量

（110ｍ/year）に対して、最近５年間の平均浸食量（160ｍ/year）が大きいことから、1996 年～2001

年の間で、Ramgati 地区において、特に、河岸浸食が進んだものと考えられる。 

また、この河岸浸食と同時に、メグナ川左岸は南方へ陸地化が進んでおり、新たな、土地が生ま

れていることを認めることができる。 
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図 A8-3-1 衛星画像による河岸線の経年変化図（Chakaria） 
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図 A8-3-2 衛星画像による河岸線の経年変化図（Patiya、Anowara、Banskhali） 
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図 A8-3-3 衛星画像による河岸線の経年変化図（Sandwip） 
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図 A8-3-4 衛星画像による河岸線の経年変化図（Mirsharai） 



A-8-22 

 

図 A8-3-5 衛星画像による河岸線の経年変化図（Hatiya） 
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図 A8-3-6 衛星画像による河岸線の経年変化図（Ramgati：Meghna River） 
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３．建設予定地周辺水域の河岸浸食の可能性について 

（１）調査での方向性 

中・長期的な将来の河岸変遷の状況を確定的に予測（推定）することは、以下に示す各要因のそ

れぞれの、或いは２ないし３要因の組み合わせによって各施設への影響度（危険度）が変わること

から困難であると考える。 

１）誘因（自然力の規模・頻度） 

２）土地的素因（地形・地質・河道変遷） 

３）防災施設的要因（堤防・護岸・マングローブ林） 

４）人間・社会的要因（土地利用） 

従って、本調査においては、衛星画像データをもとに、その誘因となる自然力の規模や頻度等の

結果として出現する河道変遷や河岸の堆積・浸食現象を経年的に集積した変化の結果として把握し、

合わせて、調査対象地域やサイト候補地周辺での状況を可能な限り、関連する事項について網羅的

に把握することができるように評価項目を設定し、現位置的な諸情報（地形・地質、防災施設、土

地利用等）を文献調査、現地踏査及び聞き取り調査等により収集して評価表に取りまとめ、河川工

学上の知見に留意して総合的に及び定性的に各施設計画位置における施設への河岸浸食による流失

という影響を受ける可能性（高いか、低いか等）を推定する。 

各サイトに対して行う評価は、以下の各項目について実施する。 

１）地形的要因 

・地形分類区分（後背湿地デルタ、感潮デルタ、潮汐平野、干潟等） 

・地質区分（粘土、シルト等） 

・河岸の変遷（浸食・堆積）状況 

・既往資料による河岸浸食の影響を受ける可能性が高い区域 

２）防災施設的要因 

・河岸との位置関係 

・堤防等との位置関係 

・マングローブ等樹林の現況 

・マングローブ等の植林計画 

・近傍の既存施設の河岸浸食状況 

３）人間・社会的要因 

・河岸域の土地利用現況 

・河岸域のモニタリング活動 

（２）対象河川区間の流路床の形態（河床波）の把握 

河川の河床形態は、流路床を構成する砂礫が移動する状態を示すものであり、これまでの河川に

おける知見によると、流路床の変形によって生ずる形状として、以下に示すとおりの２種のグルー
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プに大きく分けられ、それぞれに対応した流路床の形状パターンがあることが知られている。 

名 称 形状のパターン 

小規模河床形態 砂漣、砂堆等 
河床波 

中規模河床形態 砂州、交互砂州、複列(うろこ状)砂州 

今回の調査対象の施設が位置する水域等について、主として、砂州、河岸浸食及び蛇行に関わる

中規模河床形態（河床波）について、現地踏査時における現地観察（目視）及び衛星画像分析によ

る結果等をもとに、現状をまとめると、以下のとおりとなる。 

１）Chakaria 郡地区（No.6）： 

No.6 の裏手の旧 Matamuhari 川は、現在、運河として舟運等に利用されており、内陸部の河川で

もあり、水の流れもなく、河床は変動していないものと推定する。 

２）Patiya 郡地区（No.13、No.14、No.15）： 

３ヵ所の候補地が位置している Karnaphuli 川の流路床は、河床形態分類上は交互砂州の状態に

あると推定され、３ヵ所の候補地近傍の Karnaphuli 川の中央部より左岸側に最深部が寄っている

ように目視され、河岸は小規模な浸食が認められた。 

３）Sandwip 郡地区（No.16、No.18、No.19）及び Miresharai 郡地区（No.21、No.22、No.23、No.24、

No.25、No.27）： 

Sandwip 島と Miresharai 地区の間の流路床は、大規模な複列砂州の状態であると推定される。

Sandwip の北側 Noakhali 方面や東側河岸が堆積傾向であること、Miresharai の河岸の浸食が認め

られることから、河川中央部よりMiresharai寄りに最深部が寄っているものと考えられる。なお、

干潮時の Miresharai の河岸付近は、Sandwip の東河岸に比べて遠浅の河床であった。 

４）Banshkhali 郡地区（No.28、No.29、No.30、No.31、No.32）及び Anowara 郡地区（No.35）： 

Sangu 川の流路床は、交互砂州であると考えられ、No.30 が位置する Sangu 川左岸側の河岸寄り

に最深部があり、河岸は現在浸食が進んでおり、小型船にて水上よりの河岸の観察時にも、下り・

上り共に、船は、当該区間では左岸側を航行していた。 

５）Noakhali 県 Hatiya 郡地区（No.37、No.38、No.39）及び Meghna 川下流部： 

Hatiya 島の西側及び Meghna 川下流部左岸 Ramgati 付近の水域の流路床は、大規模な複列砂州の

状態であると推定され、それぞれ、対岸との間の河川中央部に州から中の島へと発達したことに

より、対岸を含めて、それぞれの河岸側寄りに最深部が出現し、結果として、河岸を浸食して流

路幅を確保しようとした状況を衛星画像等により確認することができる。 

（３）河岸浸食による被災危険度の検討 

１）河岸浸食による流失の可能性に関する概略検討 

概略サイト調査において絞り込まれた 22 サイトに対して、27～28 年間のランドサットによる衛

星画像データ（1973/74 年、1984 年、1996 年及び 2001 年）のそれぞれ前後する年の衛星画像の重

ね合わせによる目視判読分析結果より、関係する区域毎に、河岸の堆積・浸食の状況、河道変遷
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の状況、及びマングローブ等の植林緑化状況等を把握し、また、衛星画像データにより得られな

い残りの各要因・項目についても、文献調査結果（図 A8-3-7 参照）、現地踏査及び聞き取り調査

等により把握し各施設に対する評価諸元について表 A4-3-5 のとおり取りまとめる。 

なお、上述の“１）地形的要因”において、河道内の縦横断的な河床の動きを把握するための

「河岸の変遷（浸食・堆積）状況」に関わる項目である「堆積・洗掘域の区分」、「みお筋の変

遷状況」及び「水衝個所（区間）」については、検討に際して必要とされる河川測量図（縦横断

図）等が得られなかったために最終的には評価項目より除外している。 

概略検討の結果表(表 A8-3-5 参照)に示すとおり、Hatiya 島の No.39 が流失の可能性が「高い」

と、また、Banshkhali の No.30 が流失の可能性が「やや高い」と推定された。 

２）河岸浸食による流失の可能性の検討 

概略的評価の結果を踏まえて、主に以下に示す事項について検討を加え、各サイトが位置する

周辺水域の河岸浸食の可能性に留意して、各サイトの河岸浸食により影響を受ける可能性を定性

的な評価により推定した。 

・サイト候補地と近傍水域の位置関係 

・４ヵ年分のランドサット衛星画像（1973/74 年、1984 年、1996 年及び 2001 年）を基に、そ

れぞれ前後する年の衛星画像の重ね合わせによる経年的な河岸線の変化状況の把握に基づく

浸食及び堆積域の動向 

・バングラデシュ国における河岸浸食の影響を受ける地域区分図（National Hazard Mapping、

図 A8-3-8 参照） 

・現地踏査及び聞き取り調査により入手した現在の各サイト及び周辺地域の河岸浸食に関する

情報や既存シェルターの流失実績等の現地調査結果 

以上の４項目に対する検討の結果表（表 A8-3-4 参照）及び以下に示すとおり、Banshkhali の

Sangu 川下流部左岸寄りに位置する No.30 と Hatiya 島西側河岸寄りに位置する No.39 の２サイト

は、詳細サイト調査対象サイト 22 ヵ所の内で、今後、河岸浸食の影響を受ける可能性が他のサイ

トに比べて相対的に高いと推定される。 

［Banshkhali の Sangu 川下流部左岸寄りに位置する No.30］ 

① サイト候補地と河岸までは直線距離で約 800ｍであり、その河岸部には堤防がなく、河岸

部から平坦な耕作地が続いている。沿岸部は河岸浸食に対しては現在、その浸食防止或い

は抑制等の対策が実施されていない。 

② ランドサット衛星画像に基づく経年的な河岸線の変化状況の分析によると、Sangu 川の河

道が約 28 年前に比べて蛇行しており、河道が動いたことが分かる。 

③ 河岸浸食に関するハザード・マップに示されているとおり、Sangu 川左岸側は現在も河岸

浸食の影響を受けている地域であると、現地踏査及び聞き取り調査により確認された。 

④ 既存シェルターの河岸浸食による被害状況に関する現況調査によると、Banshkhali におい

ては流失したシェルターはないが、サイト候補地の下流には河岸の浸食により、現在基礎

部を洗掘され、流失の危機にあるシェルター（第２次計画サイト No.2）があり、また、サ

イト候補地直近の河岸の上流には、サウジ・アラビアにより建設されたシェルターが基礎
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部の洗掘の危険に直面している。 

［Hatiya 島西側河岸寄りに位置する No.39］ 

① サイト候補地と河岸までは直線距離で約 1.7ｋｍであるが、堤防と河岸までの距離が最短

で約 20～30ｍの部分もあり、沿岸部は河岸浸食に対しては現在、その浸食防止或いは抑制

等の対策が実施されていない。 

② ランドサット衛星画像に基づく経年的な河岸線の変化状況の分析によると、Hatiya 島の西

側沿岸部は島北部から南部にかけて全体的に浸食が約 28 年間で 0.6～1.4ｋｍ程度進んで

いる。 

③ 河岸浸食に関するハザード・マップによると、Hatiya 島東側沿岸部が影響を受ける地域と

して示されているが、現地踏査時における東側と西側における沿岸部の浸食の状態や植樹

林の状況及び聞き取り調査より、東側沿岸部より西側沿岸部のほうが河岸浸食の進展が著

しいと判断された。 

④ 既存シェルターの河岸浸食による被害状況に関する聞き取り調査によると、Hatiya におい

ては、ＢＤＲＣＳと Caritas によって建設されたシェルターがそれぞれ４ヵ所と１ヵ所流

失したとの調査結果を得ている。 
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表 A8-3-4 サイト別の河岸浸食の可能性（1/2） 

District Upazila 
Site 

No. 

サイト位置と近傍

水域の関係 

衛星画像(1973/74 と

2001 年)の対比検討結

果*１） 

Natural Hazard Mapping

による河岸浸食の影響を

受ける地域*２) 

現地踏査及び聞取り調査結果 
河岸浸食の可

能性の評価 

Cox’s Bazar Chakaria 6 旧 Matamuhari 川

左岸沿い 

流路は約 30 年間にお

ける変化が認められ

ず、安定している。 

該当しない。 サイト裏手の旧 Matamuhari 川は現在、流れ

がなく、運河として舟運等に利用されてい

る。 

Matamuhari 川は河道変遷が繰り返され、現河

道河口部は南方へ 20ｋｍ程度移動している。 

小さい。 

Chittagong(1) Patiya 13 

14 

15 

Karnaphuli 川左岸

沿い 

河岸は約 30 年間にお

ける変化が認められ

ず、安定している。 

該当しない。 チッタゴンの市街地部の対岸に位置し、サイ

ト上流部にカルナプリ橋があり、左岸側河岸

には工場や、ドック等が連なっている。また、

上流ランガマティにある水力発電を目的と

するダムによりできたカプタイ湖による洪

水調節効果による流況変動が小さいことが

河道安定に寄与しているものと推定される。 

小さい。 

 Sandwip 16 

18 

19 

島中央部 島の西側は浸食傾向に

あるが、東側は堆積傾

向にある。 

島の北側のみが浸食によ

る影響区域に該当する。 

西側河岸が浸食傾向、東側河岸が堆積傾向で

あること、及び東側河岸での植林緑化の現況

等の衛星画像検討結果を現地にて確認して

いる。 

小さい。 

 Miresharai 21 Feni 川河口ダム下

流左岸寄り 

河岸域が堆積傾向にあ

り、植林が進んでいる。 

該当しない。 河岸浸食による近傍の既存シェルターの流

失等の被災実績がない。 

小さい。 

  22 

24 

25 

Chittagong 道路寄

り 

〃 〃 〃 小さい。 

  23 Chittagong 道路沿

い 

〃 〃 〃 小さい。 

  27 河岸より内陸寄り 〃 〃 〃 小さい。 

*1) 衛星画像河岸線の比較による増（堆積傾向）減（浸食傾向） 
*2) Natural Hazard Mapping, Ministry of Relief Disaster Management Bureau 
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表 A8-3-4 サイト別の河岸浸食の可能性（2/2） 

District Upazila 
Site 

No. 

サイト位置と近傍

水域の関係 

衛星画像(1973/74 と

2001 年)の対比検討結

果*１） 

Natural Hazard Mapping

による河岸浸食の影響を

受ける地域*２) 

現地踏査及び聞取り調査結果 

河岸浸食の

可能性の評

価 

Chittagong(2) Banshkhali 28 

29 

Bengal 湾東側の平

野部山側寄り 

河岸域が堆積傾向に

ある。 

該当しない。 河岸浸食による近傍の既存シェルターの流失

等の被災実績がない。 

小さい。 

  30 Sangu 川左岸寄り

で上流右湾曲の終

点部で、旧河道跡

に近い 

河岸は約 30 年間にお

ける変化が認められ

ない。 

Sangu 川の河口～中流部の

左岸側が該当する。 

計画サイト近傍の河岸は現在河岸浸食が進行

中である。 

計画サイトは、上流右湾曲部と下流左湾曲部

のほぼ中間直線部の河岸寄りで右湾曲の終点

部付近に位置し、河岸浸食は右湾曲部から左

湾曲部に至る直線区間にかけて進んでいる。 

高い。 

  31 Kutubdia Channel

左岸側の平野部山

側寄り 

河岸域が堆積傾向に

ある。 

該当しない。 河岸浸食による近傍の既存シェルター流失等

の被災実績がない。 

小さい。 

  32 Bengal 湾東側 〃 〃 〃 小さい。 

 Anowara 35 Sangu 川右岸寄り 河岸は約 30 年間にお

ける変化が認められ

ない。 

〃 〃 小さい。 

Noakhali Hatiya 37 

 

38 

島東部の Bengal 

湾側 

島南部の Bengal 

湾側 

東部及び南部の河岸

域が堆積傾向にある

が、北部及び西部は浸

食傾向にある。 

島北部～東部～南部が該

当する。 

西側が浸食傾向、東側が堆積傾向であること、

及び東側河岸での植林緑化の現況等の衛星画

像検討結果を現地にて確認している。植林は、

1991 年のサイクロンの襲来後、堤防堤外地の

河岸域に実施され、現在に至っている。 

小さい。 

  39 島西部の

Shahabazpur 川左

岸寄り 

〃 該当しない。 島西部側は現在、河岸浸食が進行中あり、衛

星画像での現状を確認している。最近一年間

で河岸が約６００ｍ程度浸食されたとのこ

と。 

高い。 

*1) 衛星画像河岸線の比較による増（堆積傾向）減（浸食傾向） 
*2) Natural Hazard Mapping, Ministry of Relief Disaster Management Bureau 
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表 A8-3-5 河岸浸食等被災危険度の概略評価表(1/4) 

 ／郡名 Chakaria  Patiya    

 評価項目                    ／サイト No. 6 13 14 15   

地形的要因 地形分類区分 
△ 

感潮デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ     

  地質区分 
△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土     

  河岸の変遷（浸食・堆積）状況 
○ 

変化なし 

○ 

変化なし 

○ 

変化なし 

○ 

変化なし     

  既往資料による河岸浸食の影響区間 
○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない     

防災施設的要因 河岸との位置関係 
× 

裏手が運河の河岸 

× 

1.4ｋｍ 

× 

0.3ｋｍ 

× 

0.3ｋｍ     

  
堤防等との位置関係 

× 

裏手が運河の河岸 

○ 

堤内地（1.4ｋｍ） 

○ 

堤内地（0.3ｋｍ） 

○ 

堤内地（0.3ｋｍ）     

  マングローブ等樹林の現況 
○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り     

  マングローブ等の植林計画 
○ 

NGO により推進中 

－ 

不明 

－ 

不明 

－ 

不明     

  近傍の既存施設の河岸洗掘状況 
○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし     

人間・社会的要因 河岸域の土地利用現況 
○ 

住宅地、養殖池等 

○ 

住宅地、耕作地等 

○ 

住宅地、工場等 

○ 

住宅地、工場等     

  河岸域のモニタリング活動 
○ 

舟運利用で期待可 

○ 

住宅地で期待可 

○ 

住宅工場地で期待可 

○ 

住宅工場地で期待可     

概略評価 河岸浸食により影響を受ける可能性 小さい 小さい 小さい 小さい 
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表 A8-3-5 河岸浸食等被災危険度の概略評価表(2/4) 

 ／郡名  Sandwip   Haitya  

 評価項目                    ／サイト No. 16 18 19 37 38 39 

地形的要因 地形分類区分 
△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

  地質区分 
× 

沖積デルタのシルト 

× 

沖積デルタのシルト 

× 

沖積デルタのシルト 

× 

沖積デルタのシルト 

× 

沖積デルタのシルト 

× 

沖積デルタのシルト 

  河岸の変遷（浸食・堆積）状況 
－ 

（島中央に位置） 

－ 

（島中央に位置） 

－ 

（島中央に位置） 

○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

  既往資料による河岸浸食の影響区間 
○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

× 

該当 

× 

該当 

○ 

該当しない 

防災施設的要因 河岸との位置関係 
○ 

5.0ｋｍ 

○ 

4.0ｋｍ 

○ 

4.5ｋｍ 

○ 

3.3ｋｍ 

○ 

3.3ｋｍ 

△ 

1.7ｋｍ 

  
堤防等との位置関係 

○ 

堤内地（2.5ｋｍ） 

○ 

堤内地（4.7ｋｍ） 

○ 

堤内地（3.3ｋｍ） 

○ 

堤内地（1.3ｋｍ） 

○ 

堤内地（0.3ｋｍ） 

○ 

堤内地（1.6ｋｍ） 

  マングローブ等樹林の現況 
○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

  マングローブ等の植林計画 
○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

  近傍の既存施設の河岸洗掘状況 
○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

× 

予想される 

人間・社会的要因 河岸域の土地利用現況 
○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

  河岸域のモニタリング活動 
○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

概略評価 河岸浸食により影響を受ける可能性 小さい 小さい 小さい 小さい 小さい 高い 
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表 A8-3-5 河岸浸食等被災危険度の概略評価表(3/4) 

 ／郡名   Miresharai    

 評価項目                    ／サイト No. 21 22 23 24 25 27 

地形的要因 地形分類区分 
○ 

後背湿地・デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

  地質区分 
△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

  河岸の変遷（浸食・堆積）状況 
○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

× 

浸食傾向 

  既往資料による河岸浸食の影響区間 
○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

防災施設的要因 河岸との位置関係 
○ 

3.0ｋｍ 

○ 

6.5ｋｍ 

○ 

6.3ｋｍ 

○ 

5.7ｋｍ 

○ 

6.3ｋｍ 

○ 

4.5ｋｍ 

  
堤防等との位置関係 

○ 

堤内地（2.5ｋｍ） 

○ 

堤内地（5.7ｋｍ） 

○ 

堤内地（4.4ｋｍ） 

○ 

堤内地（4.1ｋｍ） 

○ 

堤内地（5.0ｋｍ） 

○ 

堤内地（2.5ｋｍ） 

  マングローブ等樹林の現況 
○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

  マングローブ等の植林計画 
○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

○ 

有り（場所未定） 

  近傍の既存施設の河岸洗掘状況 
○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

人間・社会的要因 河岸域の土地利用現況 
○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

  河岸域のモニタリング活動 
○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

○ 

植林等に留意 

概略評価 河岸浸食により影響を受ける可能性 小さい 小さい 小さい 小さい 小さい 小さい 
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表 A8-3-5 河岸浸食等被災危険度の概略評価表(4/4) 

 ／郡名   Banshkhali   Anowara 

 評価項目                    ／サイト No. 28 29 30 31 32 35 

地形的要因 地形分類区分 
△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

○ 

後背湿地・デルタ 

△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

△ 

感潮デルタ 

  地質区分 
△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

△ 

山麓粘土 

  河岸の変遷（浸食・堆積）状況 
○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

○ 

変化なし 

○ 

堆積傾向 

○ 

堆積傾向 

○ 

変化なし 

  既往資料による河岸浸食の影響区間 
○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

× 

該当 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

○ 

該当しない 

防災施設的要因 河岸との位置関係 
○ 

7.3ｋｍ 

○ 

5.4ｋｍ 

× 

0.8ｋｍ 

○ 

4.5ｋｍ 

○ 

2.3ｋｍ 

× 

1.3ｋｍ 

  
堤防等との位置関係 

○ 

堤内地（5.7ｋｍ） 

○ 

堤内地（2.1ｋｍ） 

× 

築堤なし（0.8ｋｍ） 

○ 

堤内地（4.8ｋｍ） 

○ 

堤内地（2.3ｋｍ） 

○ 

堤内地（1.3ｋｍ） 

  マングローブ等樹林の現況 
○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

○ 

有り 

  マングローブ等の植林計画 不明 不明 不明 不明 不明 不明 

  近傍の既存施設の河岸洗掘状況 
○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

○ 

なし 

人間・社会的要因 河岸域の土地利用現況 
○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

○ 

耕作地等 

  河岸域のモニタリング活動 
○ 

植林等に若干留意 

○ 

植林等に若干留意 

○ 

植林等に若干留意 

○ 

植林等に若干留意 

○ 

植林等に若干留意 

○ 

植林等に若干留意 

概略評価 河岸浸食により影響を受ける可能性 小さい 小さい やや高い 小さい 小さい 小さい 
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出展：河川地理学、大矢雅彦著 

図 A8-3-7 ブラマプトラ－ジャムナ、ガンジス平野地形分類図 
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出展：Natural Hazards Mapping, Ministry of Relief Disaster Management Bureau 

図 A8-3-8 洪水及び河岸浸食による影響を受ける地域 



 

 

８－４ 地質調査結果 
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８－５ 既存シェルター調査結果 
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８－５ 既存シェルターの調査結果 

[調査概要] 

既存シェルターの利用状況及び施設・設備の維持管理状況を把握し、基本設計調査に反映

させることを目的として、次表に示す 12 サイトにおいて、地域の有力者、学校関係者、児童

の保護者を中心に聞き取り調査を行った。 

 学校／施設 ドナー名 竣工時期 

NO.1 East Tetoiya GPS 日本 1997 

NO.2 West Monkirchar GPS サウジ･アラビア 1994 

NO.3    Southest Chareota GPS 日本 1997 

NO.4 Char Laxmi GPS 日本 1997 

NO.5 Char Boisraki Thorar Hat GPS オランダ 1997 

NO.6 Munshir Hot GPS ＥＵ 1995 

NO.7 East Alexander GPS ＥＵ 1995 

NO.8 Moddya Alexander(1)GPS ＥＵ 1995 

NO.9 South East Char Alexander GPS ＥＵ 1995 

NO.10 Moddya Char Doctor GPS パキスタン 1971 

NO.11 Maijchara GPS 日本 1997 

NO.12 Charfakira C/S ＢＤＲＣＳ 1987 
      注）GPS:公立初等学校 

C/S:ｺﾐｭﾆﾃｨｰ･ｽｸｰﾙ 

各サイトにおける調査項目は次記のとおりである。 

① シェルターの構造・規模（床面積、収容人員）及び出来映え 

② 施設の状況 

③ サイクロン襲来時の利用状況 

④ 維持管理組織の有無 

⑤ 維持管理の状況 

⑥ サイクロン襲来に対する備え（準備状況） 

⑦ 施設の他目的への利用状況 

各調査の結果は添付表 A8-5-1 に整理したとおりである。 

[調査結果] 

① シェルターの構造・規模及び出来映え 

・ 調査の対象となった全シェルターは２階建てのピロティー方式となっており、建

物の構造はＲＣ造である。竣工年は 1棟が 1971 年に対し、他の 11 棟は 1987 年以

降になっているが、築後 30 年経過した 1971 年竣工のシェルターは、梁、スラブ

に亀裂が見られた。 
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・ シェルターの床面積は、ドナーによって異なるが、床面積と収容人員の関係は次

のとおり区分することができる。 

床面積(ｍ２) 収容人員(人) 

545 1,650 

469 1,700 

384 1,200～1,500 

244 1,200 

② 施設の状況 

電気設備は、1棟のみで室内配線が行われているが、送電線の工事が行われていない

ため、使用されないまま荒廃している。 

給水設備は９棟にポンプ付きの井戸が設けられており、1995 年前期以前に完成した

３棟のシェルターには給水施設はない。ポンプの設置場所は日本が建設した４棟のみ

２階部分にあり、サイクロン襲来時に対する配慮が行われている。また、雨期におけ

る手洗い及び便所用として、日本が建設した 4 棟の他 1 棟に天水受けが設置されてい

る。 

汚水の浄化槽は、12 棟中 10 棟に設けられている。 

以上より、サイクロンシェルターの標準的な設備として、電気設備は設けられてい

ないが､井戸による給水設備と浄化槽による汚水処理施設が設置されている。 

③ サイクロン襲来時の利用状況 

「多目的サイクロンシェルター建設計画」策定の契機となった 1991 年 4 月のサイク

ロン（暴風津波高 3.7～6.7ｍ、死者 138,882 人）以前に建設されたシェルターは２棟

であるが、計画収容人数に対する収容実績は 75％と 129％であり、１棟は十分にシェ

ルターが活用されていなかった実態が明らかとなった。また他の 10 棟は 1994 年以降

に建設されているが、建設以降 1997 年９月のサイクロン（暴風津波高 3.0～4.5ｍ、死

者 300 人）が相対的に大型である。この時の収容実績は 10 棟中６棟がほぼ収容人員を

満たす避難者がいたが、他の４棟については収容実績/計画収容人数は 42～88％に留ま

っていた｡ この原因として、下記の理由が考えられる。 

a） 住民に対する予警報システムと避難活動システムが充分に機能しなかった。 

b） サイクロンの通過コースからずれており、直撃を受けなかった。 

c） シェルターの位置に問題があった。 

④ 維持管理組織の有無 

全てのサイクロンシェルターには維持管理のための組合が組織されていた。 

平常時は、ＳＭＣの管理が 11 棟、ＢＤＲＣＳが 1棟である。サイクロン時は、ＳＭ

ＣとＢＤＲＣＳの協力によるサイトレベルの防災管理委員会の管理８棟、ＣＰＰとＢ

ＤＲＣＳの協力によるサイトレベル防災管理委員会の管理３棟、ＢＤＲＣＳの単独管

理が 1棟である。 
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⑤ 維持管理の状況 

完成した施設は、施設、設備に対する部品交換、修理等の定常的に維持管理を必要

とするが、各シェルターの維持管理状況は下記のとおりである。 

 調査件数 問題なし 問題有 

1. 屋根の状態 12 12 0 

2. 柱の状態 12 6 6 （表面剥離） 

3. 壁の表面塗装 12 6 6 （剥離している） 

4. 窓、出入口扉の状態 12 2 10（破損している） 

5. 給水施設のポンプ 9 5 4 （要部品交換） 

6. 汚水浄化槽 10 0 10（洗滌されないまま放置） 

7. 修理実績 12 3 9 

上記１～５に関しては、維持管理の資金による問題であり、政府からの財務援助や

管理組合構成員からの修理資金の積立てによって解決することができる。また、６の

汚水浄化槽は全棟で洗滌されないまま放置されていた。これは、裨益者住民自身が、

自分達の施設として労働奉仕によって、処置されるべき問題であり、ＳＭＣを中心と

した住民への再教育が必要である。 

⑥ サイクロン襲来に対する準備状況 

サイクロンシェルターを有効に活用するためには日常からの住民に対する避難訓練

が重要となるが、全 12 棟のうち３棟では避難訓練が行われていなかった。また、避難

訓練が行われているシェルターも、年１回が５棟、年２回が２棟、年４回及び６回が

各１棟づつとなっており、サイトによりサイクロンの備えに対するかなりのバラツキ

が認められる。 

⑦ 施設の多目的利用状況 

各シェルターは平常時初等学校として利用されているが、その他の利用状況は下記

の通りである。 

1. 集会所 7 棟（年 3 回～１2回） 

2. 保健所 2 棟（月 1 回、週１回） 

3. 結婚式場 1 棟（年 10 回） 

4. 農業研修所 1 棟（年 5 回） 

5. 地域のお祝 1 棟（年 2 回） 

6. 他に利用されていない 5 棟 

注：一部で利用目的が重複する。 



District Upazila Union Village 氏名 所属

1 East Tetoiya GPS
N-22°50.040
E-91°31.286

Chittagong Miresharai Katachara East Tetoiya Smrite Kana Debi Asst.Head Master

2 West Monkirchar GPS
N-21°59.014
E-91°55.222

Chittagong Banshkhali Shilkup West Monkirchar Md,Faroue Azan Asst.Head Master

3
Southeast Chareota GPS
(Southeast Char Bata GPS)

N-22°36.225
E-91°09.775

Noakhali Sadar Char Bata East Chareota Md.Mostafa Asst. Teacher

4 Char Laxmi GPS
N-22°39.176
E-91°13.521

Noakhali Sadar Char Clark Char Tard Ari Md,Belol uddir Asst. Teacher

5 Char Boisraki Thorar Hat GPS
N-22°42.122
E-91°10.445

Noakhali Sadar Charwapda Char Baisraki Md.Saidw Hoque Asst.Head Master

6 Munshir Hat GPS
N-22°40.133
E-91°12.852

Noakhali Sadar Char Clark Char Tarar Ari Md.Siddique Ulloh Head Master

7 East Alexander GPS
N-22°38.745
E-90°55.854

Laxmipur Ramgati Char Alexander Est Alexarder Aparna Rani Doe European Union

8 Moddya Alexander(1)GPS
N-22°37.361
E-90°56.136

Laxmipur Ramgati Char Alexander Selagzam Nirmarendu Mazumder Head Teacher

9 South East Char Alexander GPS
N-22°36.826
E-91°56.910

Laxmipur Ramgati Char Alexander Selagram Mrs.Zakia Suedora Head Mistress

10 Moddya Char Doctor GPS
N-22°15.175
E-91°09.691

Laxmipur Ramgati Char Alexander Char Doctor Md.Mostofa Head Master

11 Maijchara GPS
N-22°10.281
E-91°07.942

Noakhali Hatiya Burirchar Karirchar Lipar Chardne Das Teacher

12 Charfakira C/S
N-22°10.166
E-91°07.015

Noakhali Hatiya Sonadia Sonadia Md.Humayur Kabir Head Teacher

注） 　

表A8-5-1　既存サイクロンシェルター調査表 (1/3)

１．所在地 ２．情報提供者
NO, 学校/施設 ０．位置

 GPS　　：公立初等学校
 BDRCS：バングラデシュ赤新月社

A
-
8
-
6
2



1 1997 Japan 1,650 1,700
1棟
545㎡

RC造 無し
有・
良い

有・
良くない

2 1994 Saudi Arabia 1,700 1,500
1棟
469㎡

RC造
設備は有るが電源無

し
無し 無し

3 1997 Japan 1,650 800
1棟
545㎡

RC造 無し
有・
故障

有・
良くない

4 1997 Japan 1,650 1,500
1棟
545㎡

RC造 無し 有・故障
有・
良くない

5 1997
CDSP &
Netherlands

1,650 1,500
1棟
545㎡

RC造 無し
有・
良い

有・
良くない

6 1995
European
Union

1,500 2,000
1棟
384㎡

RC造 無し 無し
有・
良くない

7 1995
European
Union

1,500 1,000
1棟
384㎡

RC造 無し
有・
良い

無し

8 1995
European
Union

1,200 1,200
1棟
384㎡

RC造 有り
有・
故障

有・
良くない

9 1995
European
Union

1,500 1,400
1棟
384㎡

RC造 無し
有・
良い

有・
良くない

10 1971
Govt of
Pakistan

1,400 1,800
1棟
㎡

RC造 無し
有・
良い

有・
良くない

11 1997 Japan 1,650 700
1棟
545㎡

RC造 無し
有・
故障

有・
良くない

12 1987
Japanese
BDRCS

1,200 900
1棟
244㎡

RC造 無し 無し
有・
良くない

電気の
有無

表A8-5-1　既存サイクロンシェルター調査表 (2/3)

⑦付帯設備

給水設備
（井戸）

汚水浄化槽
の有無

3．シェルターの施設状況

NO, ①
竣工年

②
ﾄﾞﾅｰ・団体

③
計画収容
人員(人)

④
収容実績
人員(人)

⑤
建物棟・
床面積（㎡）

⑥
建物構造

A
-
8
-
6
3



6．CPPユニット及びCPP
ボランティアの活動状況

①屋根及び柱 ②壁 ③管理団体 ④修理実績の有無 ①常時 ②サイクロン時

・雨漏り
・表面剥離

塗装 b. 修理方法
運営維持
管理組織

運営維持
管理組織

ａ．
用　　途

ｂ．
使用頻度
（回/年）

無し

無し

無し

有り

修理技術者の巡回

無し

無し

無し

無し

無し

有り（SMC)

有り

注）SDMC：サイトレベル防災管理委員会

    SMC： 学校管理委員会

有（SMC)

集会所/６回

無し

無し

無し

無し

集会所

集会所

１回/年の避難訓練を
受ける

無し

無し・
良

多少の汚れ・
良

SMC

2
無し・
良

多少の汚れ・
良

1

3

4

5

10

11

12

6

7

8

9
無し・
良くない

多少の汚れ・
良くない

無し・
良

多少の汚れ・
良

無し・
良

多少の汚れ・
良

無し・
良くない

多少の汚れ・
良くない

無し・
良

多少の汚れ・
良

BDRCS

SMC

SMC

無し・
良くない

多少の汚れ・
良くない

多少の汚れ・
良くない

無し・
良くない

多少の汚れ・
良くない

無し・
良くない

有（BDRCS)

SMC

SMC

SMC

CDSP &
Netherlands

SMC

SMC

SMC

有（SMC)

有（SMC)

SMC

有（SMC)

有（SMC)

有（SMC)

有（SMC)

無し （申請して
いるが実施され
ず。）

無し

無し

無し

集会所

集会所・保健所

集会所

有（SMC)

有（SMC)

２回/年の避難訓練を
受ける

無し

有（SMC)

有（SMC)
集会所/SMC12回+農業
研修５回

無し

２回/年の避難訓練を
受ける

４回/年の避難訓練を
受ける

無し
有 SDMC
(SMC&BDRCS)

有SDMC
(CPP&BDRCS)

BDRCS

―

集会所

１回/年の避難訓練を
受ける

６回/年の避難訓練を
受ける

１回/年の避難訓練を
受ける

１回/年の避難訓練を
受ける

有 SDMC
(SMC&BDRCS)

有 SDMC
(SMC&BDRCS)

有 SDMC
(SMC&BDRCS)

有 SDMC
(SMC&BDRCS)

有SDMC
(CPP&BDRCS)

有SDMC
(CPP&BDRCS)

有 SDMC
(SMC&BDRCS)

保健所・集会所
保健所/12回・集会所
/６回

有 SDMC
(SMC&BDRCS)

有 SDMC
(SMC&BDRCS)

―

乾期・結婚式/10回

地域セレモニー/２
回・BDRCS/３回

集会所/12・医療ボラ
ンティア/週１回

集会所/６回
１回/年の避難訓練を
受ける

無し・
良

多少の汚れ・
良

無し・
良くない

多少の汚れ・
良くない

表A8-5-1　既存サイクロンシェルター調査表 (3/3)

4．シェルターの維持管理状況（ハード面） 5．シェルターの維持管理状況（組織面）

NO, ②
どのような訓練を
受けているか

7．シェルターの利用状況

シェルター初等学校以外の施設利用状況

A
-
8
-
6
4



 

 

８－６ キラ規模の算定 
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８－６ キラ規模の算定 

キラの規模は、避難する住民の所有する家畜及び家財を十分収容できるものとし、規模の

決定はマスタープランに記載されている各郡ごとの 2002 年に推定される１人当り家畜（牛及

び山羊・羊）所有頭数をもとに、シェルターの収容人員から算出する。算定には第１次～第

４次計画を参考におこなった。 

キラ規模の算定方法はサイト No.V-1 を例にして、以下に示す。他の各サイトではパラメー

ターを入れ替えることで算定される。 

計算結果は表 A8-6-1 のとおりである。 

１）避難家畜頭数 

サイト No.V-1 は５教室タイプのシェルターであり１棟当りの避難可能人口は 2,080 人

（表 3-2-2-3 参照）であるので、これらの人々が牛及び山羊／羊を連れて避難した場合、

キラ上の収用すべき家畜の頭数は次のごとく算出される。 

牛 ： 0.214※×2,080 ＝ 445.12 ＝ 446 頭 

山羊／羊 ： 0.180※×2,080 ＝ 374.40 ＝ 375 頭 

注）※サイト No.V-1 が位置する Chakaria 郡における１人あたりの家畜所有頭数（マスタープラン

による 2002 年推定頭数） 

２）家畜の占有面積 

家畜の１頭当りの占有面積は次のとおりとする。 

牛 ： 1.5ｍ×0.7ｍ ＝ 1.05ｍ２ 

山羊／羊 ： 0.8ｍ×0.4ｍ ＝ 0.32ｍ２ 

したがって、所定の頭数の家畜を収容するために必要な面積を次のとおり算定する。 

牛 ： 446 頭×1.05ｍ２ ＝ 468.3 ≒ 469ｍ２ 

山羊／羊 ： 375 頭×0.32ｍ２ ＝ 120.0 ＝ 120ｍ２ 

  計 589 ≒ 590ｍ２ 

 

これに、通路等として余裕を 20％程度見込むと、家畜の占有面積は約 710ｍ２（590×1.2）

と算定される。 

３）家財の占有面積 

避難してきた住民は家財も持参してくることを考慮して、それを収容する面積を確保す

る。家財のための占有面積は、1人当たり 0.2ｍ２とする。 

0.2ｍ２×2,080 ＝ 416 ≒ 420ｍ２ 
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４）必要面積 

以上により、家畜(710ｍ２)及び家財収容(420ｍ２)のために必要な面積は 1,130ｍ２と算定

される。 

５）キラの面積 

キラの頂部は全面積が利用できるわけではなく、法肩付近は安全のために前項４）で求

めた面積（1,130ｍ２）にその 10％を加えた面積（1,250ｍ２）を頂部面積とする。 

頂部横辺を 46ｍ（150ft）とすると頂部寸法は 46ｍ×28ｍとなる。 

これに、LGED 設計キラの法面勾配（1：2.0）を採用し、サイト V-1 の設計潮位高（Hs≒

5.0ｍ）（表 3-2-2-4 参照）をキラ高さとすれば、キラ底辺寸法は以下のとおりである。 

（46＋5.0×2×2）ｍ×（28＋5.0×2×2）ｍ 

＝ 66ｍ×48ｍ（面積≒3,170ｍ２） 

横辺を LGED 設計キラの底辺横辺寸法（61ｍ）に合わせれば、以下に示すキラの底辺寸法

が求められる。 

61ｍ（横辺） × 52ｍ（底辺） （面積 3,172ｍ２） 

(200ft) × (170ft) 
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表 A8-6-1 キラ面積及び盛土量計算書 

1 人当たりの家畜所有数 
№ 県 郡 

牛（頭） 山羊／羊(頭) 
1 棟当たりの 
収容人数数 

占有面積 
ｍ２ 

キラ高さ 
ｍ 

必要キラ規模 
ｍ×ｍ×ｍ 

土地収用面積 
ｍ２ 

盛土量 
ｍ３ 

V-1 Cox’s Bazar Chakaria 0.214 0.180 2,080 1,250 5.00 
(41×31) 
61×52×5.0 

3,170 11,140 

V-2 Chittagong Patiya 0.126 0.076 1,800 770 3.00 
(49×16) 
61×28×3.0 

1,690 3,700 

V-3 Chittagong Patiya 0.126 0.076 1,800 770 3.00 
(49×16) 
61×28×3.0 

1,690 3,700 

V-4 Chittagong Patiya 0.126 0.076 2,080 900 2.50 
(51×18) 
61×28×2.5 

1,680 3,250 

V-5 Chittagong Sandwip 0.172 0.171 1,700 910 3.50 
(47×20) 
61×34×3.5 

2,040 5,180 

V-6 Chittagong Sandwip 0.172 0.171 2,080 1,110 4.00 
(45×25) 
61×42×4.0 

2,550 7,390 

V-7 Chittagong Sandwip 0.172 0.171 2,080 1,110 3.50 
(47×24) 
61×39×3.5 

2,340 6,110 

V-8 Chittagong Miresharai 0.257 0.176 1,700 1,110 3.50 
(47×24) 
61×39×3.5 

2,340 6,110 

V-9 
Chittagong Miresharai 0.257 0.176 1,700 1,110 2.50 

(51×22) 
61×33×2.5 

1,960 3,890 

V-10 Chittagong Miresharai 0.257 0.176 1,700 1,110 2.00 
(53×21) 
61×30×2.0 

1,790 2,940 

V-11 Chittagong Miresharai 0.257 0.176 1,700 1,110 2.50 
(51×22) 
61×33×2.5 

1,960 3,890 

V-12 Chittagong Miresharai 0.257 0.176 1,700 1,110 1.50 
(55×21) 
61×27×1.5 

1,620 2,080 

V-13 Chittagong Miresharai 0.257 0.176 1,800 1,180 3.50 
(47×26) 
61×40×3.5 

2,400 6,300 

V-14 Chittagong Banshkhali 0.256 0.203 2,080 1,380 2.50 
(51×27) 
61×37×2.5 

2,240 4,530 

V-15 Chittagong Banshkhali 0.256 0.203 2,080 1,380 5.00 
(41×34) 
61×54×5.0 

3,300 11,700 

V-16 Chittagong Banshkhali 0.256 0.203 1,700 1,130 3.50 
(47×24) 
61×39×3.5 

2,340 6,110 

V-17 Chittagong Banshkhali 0.256 0.203 1,800 1,200 2.00 
(53×23) 
61×31×2.0 

1,890 3,140 

V-18 Chittagong Anowara 0.180 0.094 2,080 1,070 4.50 
(43×25) 
61×44×4.5 

2,690 8,540 

V-19 Noakhali Hatiya 0.216 0.174 1,700 1,020 6.00 
(37×28) 
61×54×6.0 

3,290 13,050 

V-20 Noakhali Hatiya 0.216 0.174 1,800 1,070 6.50 
(35×31) 
61×59×6.5 

3,600 15,290 

     
 

 
 

計 46,580 128,040 

上段（ ）は頂部寸法 
下段は底面部寸法  

A
-
8
-
6
7
 



 

  


	表紙
	序文
	伝達状
	位置図
	完成予想図
	写真
	図表リスト
	略語表
	要約
	目次
	第１章 プロジェクトの背景・経緯
	1-1 当該セクターの現状と課題
	1-1-1 現状と課題
	1-1-2 開発計画
	1-1-3 社会経済状況

	1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要
	1-3 我が国の援助動向
	1-4 他ドナーの援助動向
	1-4-1 サイクロンシェルターの開発計画
	1-4-2 サイクロンシェルターの維持管理体制
	1-4-3 初等教育開発計画との関連


	第２章 プロジェクトを取巻く状況
	2-1 プロジェクトの実施大成
	2-1-1 組織・人員
	2-1-2 財政・予算
	2-1-3 技術水準

	2-2 プロジェクト・サイトの選定
	2-2-1 調査対象地の選定
	2-2-2 プロジェクト・サイトの決定

	2-3 プロジェクト・サイト及び周辺の状況
	2-3-1 関連インフラの整備状況
	2-3-2 自然条件
	2-3-3 社会環境
	2-3-4 その他

	2-4 防災対策に関する現状と課題

	第３章 プロジェクトの内容
	3-1 プロジェクトの概要
	3-2 協力対象事業の基本設計
	3-2-1 設計方針
	3-2-2 基本設計
	3-2-3 基本設計図
	3-2-4 施工計画／調達計画

	3-3 相手国分担事業の概要
	3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画
	3-5 プロジェクトの概算事業費
	3-5-1 協力対象事業の概算事業費
	3-5-2 運営・維持管理費

	3-6 協力対象事業実施に当っての留意事項

	第４章 プロジェクトの妥当性の検証
	4-1 プロジェクトの効果
	4-2 課題・提言
	4-3 プロジェクトの妥当性
	4-4 結論

	資料編
	資料１ 調査団員・氏名
	資料２ 調査行程
	資料３ 関係者（面会者）リスト
	資料４ 当該国の社会経済状況
	資料５ 討議議事録（M/D）
	資料６ 基本設計概要表
	資料７ 参考資料/入手資料リスト
	資料８ その他の資料・情報
	8-1 詳細サイト状況調査結果
	8-2 社会環境調査結果
	8-3 水理・水文調査結果
	8-4 地質調査結果
	8-5 既存シェルター調査結果
	8-6 キラ規模の算定


	裏表紙

